


はじめに



　我が国は今、世界に先駆けて「人口減少・超高齢社会」を迎えている。2008年に始まった人口減少は今後加速度的に進み、急激な人口減少・少子化、異次元の高齢化が進行することが予測されている。特に地方では、若年人口だけでなく高齢人口も減少している地域もあるなど、都市部に先駆けて人口減少が深刻となっており、地域経済の疲弊につながっている。これらの課題に対応し、いかに明るい未来を築いていくかが、政府全体での喫緊の課題となっている。




　2014年5月には、日本創生会議・人口減少問題検討分科会（座長：増田寛也氏）より、「2040年には896の市区町村において若年女性（20-39歳）人口が半分以下となり、これらの市区町村は消滅する可能性がある」という推計が公表され、日本全国で大きな反響を呼んだ。


　国土交通省としては、同年7月に「国土のグランドデザイン2050〜対流促進型国土の形成〜」を公表し、急速な人口減少や巨大災害の切迫を背景に、2050年を見据えた国土づくりの理念や考え方を示したところである。


　政府全体としても、同年9月に「まち・ひと・しごと創生本部」が設置され、我が国が直面する地方創生・人口減少克服に政府一体となって対応することとされた。また、同年12月には「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」及び「まち・ひと・しごと創生総合戦略」が策定され、これらに基づき、各地方公共団体が「地方人口ビジョン」及び「地方版総合戦略」を策定することとされている。




　以上のような状況及び問題意識を踏まえ、平成26年度国土交通白書の第I部では、「将来世代にわたる豊かな暮らしを実現するための国土・地域づくり〜対流促進型国土の形成〜」をテーマとし、「国土のグランドデザイン2050」を踏まえつつ、特に「個性ある地方の創生」に焦点をあてて、本格的な人口減少社会における国土・地域づくりについて考察する。


　具体的には、第1章「人口減少等我が国を取り巻く状況」において、人口減少・少子化、高齢化、東京一極集中等の我が国が直面する課題を認識し、人口動態の基礎的な要因である出生率について特に女性就業率との関係で分析した上で、人口減少が地方のまち・生活に与える影響について概観する。


　次に第2章「本格的な人口減少社会における国土・地域づくり」について、地域の活性化に資するヒト・モノ等の流れ（アクティビティ）と、それを支える地域構造（ストラクチャー）の2つのパートに分け、まず第1節「ヒト・モノ・カネ・情報の流れ」において、地方移住の要因や傾向の分析、地域の魅力の定量化を試みるとともに、観光、物流や地域経済循環を通じた地域活性化の取組みを紹介する。そして、第2節「時代に合った構造的な地域づくり」において、「国土のグランドデザイン2050」の基本コンセプトである「コンパクト＋ネットワーク」の効果・取組事例の紹介等を通じ、対流促進型国土の形成に向け、地域構造（ストラクチャー）面での考え方として、「コンパクト＋ネットワーク」が重要である旨を述べる。


　また、第II部では、平成26年度の国土交通行政の各分野の動向を政策課題ごとに報告する。











第I部　将来世代にわたる豊かな暮らしを実現するための国土・地域づくり　〜対流促進型国土の形成〜



第1章　人口減少等我が国を取り巻く状況



　第1章においては、第1節で、将来の人口推計や、人口動態の歴史的経緯を概観し、人口減少・少子化、高齢化、東京一極集中等の我が国が直面する課題が厳しい状況にあり、特に、地方では都市部に先んじて人口減少が深刻になっていることを確認する。また、人口動態の基礎的な要因である出生率の状況・傾向を把握するとともに、特に女性就業率との関係について、都市部と地方部で比較をしながら分析を行う。


　第2節では、人口減少の進行により、具体的に地方のまちや人々の生活にどのような影響が生じるのか、生活関連サービス、行政サービス、地域コミュニティ等の分野について分かりやすく紹介し、次章に続く課題の提起を行う。










■1　我が国の人口動向及び人口推計



（1）将来推計人口の動向

（我が国の人口動向）

　我が国の総人口は、戦後の第1次ベビーブーム（1947〜1949年）や第2次ベビーブーム（1971〜1974年）等を経て、一貫して人口増加傾向であったが、人口のピークである2008年に1億2,808万人に達した以降は、減少傾向にある。


　国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」という。）が公表した「日本の将来推計人口」によると、合計特殊出生率注1（以下、本節の本文中では単に「出生率」という。）が1.35程度で推移した場合を想定した中位推計では、2050年の人口は1億人を割り込み、2100年にはその半分の5千万人を割り込むまで減少すると推計されている（図表1-1-1）。


　
図表1-1-1　我が国の人口推移

[image: 図表1-1-1　我が国の人口推移]




　仮に、今後20年程度で、人口置換水準である出生率2.07まで回復した場合「人口置換ケース1（フランスの回復ペース）」では、人口減少のペースは緩やかになり、総人口は2110年頃から9,500万人程度で安定的に推移することとなる。出生率を大幅に回復させるのは容易なことではないが、若い世代の結婚・子育ての希望の実現に取組み、出生率の向上を図ることが重要である注2。




（出生数と合計特殊出生率）

　出生率は、戦後の第1次ベビーブーム期の1947年に4.54となり、出生数では、1949年に約270万人となるなど、ベビーブーム期の3年間において、出生数・出生率共に最高となった（図表1-1-2）。


　
図表1-1-2　出生数及び合計特殊出生率の推移

[image: 図表1-1-2　出生数及び合計特殊出生率の推移]




　その後、第2次ベビーブームの1973年に出生数約209万人と高い数値を記録してからは、出生数・出生率共におおむね右肩下がりの減少傾向となっている。


　1989年には、出生率が1966年の丙午（ひのえうま）注3の年に記録した1.58を下回り、社会的な反響の大きさから「1.57ショック」と呼ばれた。


　2005年には、戦後最低の出生率1.26を記録し、その後は微増傾向ではあるものの、出生数では2011年以降3年連続で過去最低を記録し、2013年には過去最低の約103万人となった。


　次に、いわゆる「人口ピラミッド」で年齢層の推移を50年ごとで比較する（図表1-1-3）。


　

図表1-1-3　我が国の「人口ピラミッド」の推移（1950年、2000年、2050年）

[image: 図表1-1-3　我が国の「人口ピラミッド」の推移（1950年、2000年、2050年）]




　1950年では、いわゆる団塊の世代を筆頭に若年層が圧倒的に多かったため、グラフの形状は「富士山型」となっている。2000年では、いわゆる団塊の世代と団塊ジュニア世代が総人口を牽引しているものの、20〜30歳代以下の世代が急減しているため、グラフの形状は「釣鐘型」となっている。社人研の中位推計に従った2050年の図では、より一層人口減少が進行するため「つぼ型」になるとされている。


　「人口ピラミッド」とはいうものの、近年ではピラミッドの形状をなしておらず、今後もピラミッドの下部となる若年層の部分が先細ることが予想される。




（諸外国との高齢化率比較）

　我が国は高齢化社会と言われて久しいが、諸外国との高齢化率注4を比較した場合、どのように推移するだろうか（図表1-1-4）。


　
図表1-1-4　諸外国における高齢化率の推移

[image: 図表1-1-4　諸外国における高齢化率の推移]




　高齢化率を見ると、諸外国全体で上昇することとなるが、我が国においては、諸外国に比べ、群を抜いて高いことがわかる。

　2010年の時点で、既に高齢化率は20％を超えており、我が国の5人に1人は高齢者という状況である。また、社人研が作成した中位推計によれば、2013年の高齢化率は25.1％となり、我が国の4人に1人が高齢者になっていると推計されている。さらに、2025年には、我が国全体で高齢化率が30％を越え、2050年には40％弱にまで届くと推計されており、我が国は今後一層高齢化社会へと進行する見込みとなっており、世界の主要国が経験したことのない社会を迎えようとしている。




（2）都市圏と地方圏の人口移動の推移

（三大都市圏と地方圏の人口移動推移）

　戦後、我が国の人口増加とともに、1950〜70年代の高度経済成長期には、地方圏注5で生まれ育った若者が就職や進学のために三大都市圏へ移動したこと等により、三大都市圏での急激な人口増加が生じた。地方圏からの人口移動により、三大都市圏では住宅の供給が追いつかず、郊外の大規模ニュータウンの開発等が盛んとなったが、1970年代半ばから名古屋圏と大阪圏の転入超過数は、ほぼ横ばいとなっている（図表1-1-5）。


　
図表1-1-5　三大都市圏と地方圏の転入超過数（転入者数−転出者数）の推移
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　1980年代半ばのいわゆるバブル経済により東京圏への転入超過数が増加したが、都心部の地価が高騰したことから、郊外に住居を求め中心市街地が空洞化するドーナツ化現象が発生した。


　バブル経済が崩壊した1990年代前半には、東京圏への人口移動は一時減少したが、1990年代半ばには、地価の下落や住宅ローン金利の低下等を受け、以前に比べ住宅が入手しやすい価格帯になったこと等の要因もあり、再び東京圏への人口移動が増加した。


　2008年のリーマンショックや2011年の東日本大震災の影響による一時的な転入超過数の下落傾向はあるものの、近年では東京圏へ人口移動が再び集中する傾向が強まっている。




（地域ごとの将来推計人口の動向）

　人口動向は地方圏と三大都市圏で異なる性質を持っている。

　三大都市圏と地方圏別の将来推計人口の中位推計での動向を年齢別（0-14歳、15-64歳、65歳以上）でみると、2010年から2060年までの間に、すべての地域において人口減少や高齢化が進むことがわかる（図表1-1-6）。


　
図表1-1-6　地域ごとの将来推計人口の動向

[image: 図表1-1-6　地域ごとの将来推計人口の動向]




　高齢者の実数を地域別に見ると、地方圏では2030年に1,860万人とピークになり、その後は減少傾向となる。しかし、東京圏では、2040年に1,120万人、2050年に1,150万人とピークとなり、2060年には減少するものの、1千万人以上が高齢者である。


　以上のように、三大都市圏と地方圏では高齢者数が増加する時期が異なることがわかる。



（都市と地方との人口減少の時間差）

　人口減少は、大きく分けると下記の三段階を経て進行することとなる。



　「第一段階」：若年人口は減少するが、老年人口は増加（2010〜2040年）

　「第二段階」：若年人口の減少が加速化、老年人口が維持から微減（2040〜2060年）

　「第三段階」：若年人口の減少が一層加速化、老年人口も減少（2060年以降）



　2010年を100として各年の推計値を指数化したのが下図である（図表1-1-7）。


　
図表1-1-7　地域によって異なる将来人口動向

[image: 図表1-1-7　地域によって異なる将来人口動向]




　現在では、東京都区部や中核市等の都市部は「第一段階」の状況で、生産年齢人口と年少人口は既に減少しているが、今後2040年まで高齢者が増加する予測である。しかし、地方の小都市や過疎地域では、「第二・三段階」に突入しており、生産年齢・年少人口のみならず高齢者も既に維持又は減少している状況である。


　つまりは、地方のみが衰退するのではなく、まず地方から先んじて衰退していき、その後、地方から大都市への人材供給が枯渇して、大都市部も衰退し、ついには我が国全体が衰退していくことになると考えられる。




（人口移動に伴う所得格差と雇用格差）

　地方圏から三大都市圏に人口が移動する要因については、所得と雇用が大きく関連している。

　三大都市圏について、転入超過割合と所得格差、雇用格差の関係をみると、1990年以前は所得格差との相関が高く、所得格差が高まると転入超過割合が増加していたことがわかる（図表1-1-8）。


　
図表1-1-8　三大都市圏への人口移動と所得格差・有効求人倍率格差

[image: 図表1-1-8　三大都市圏への人口移動と所得格差・有効求人倍率格差]




　逆に、1990年代以降は、雇用格差との相関が高くなり、有効求人倍率が相対的に高まることにより、転入超過割合が増加していること等から、都市と地方との間での人口移動には、経済的要因が深く作用してきたことがわかる。




（地方圏における年齢別人口移動の状況）

　地方圏においては、ライフステージの変化と人口の移動に関連性がある（図表1-1-9）。


　
図表1-1-9　地方圏における年齢別人口移動の状況

[image: 図表1-1-9　地方圏における年齢別人口移動の状況]




　第一の大きな移動時期は、大学進学期の人口流出である。1985→1990年代では、18.5万人の人口流出があったが、年々減少し、2005→2010年代では11.2万人となり、全盛期の6割程度と大幅に減少している。


　また、かつては地方から移動した者が、就職期に地方へ戻ることが多かったため、転入超過に転じていたが、2000年以降では、地方から移動した者が、就職期に都市にそのまま残ることが増え、転出超過となる傾向が見られる。


　一方で、退職期を見ると、地方圏への人口流入が1985→1990年代から2005→2010年代の間で1万人程度増加しており、近年では退職期における地方回帰の動きが見られる。




（地方ブロック内の人口移動）

　地方ブロック内での人口移動について、地方中枢都市が存在する4つのブロック（「北海道（札幌市）」、「東北圏：宮城県（仙台市）」、「中国圏：広島県（広島市）」及び「九州圏：福岡県（福岡市）」）での比較を下図に示す（図表1-1-10）。


　
図表1-1-10　地方中枢都市が存在する県・ブロックにおける人口移動

[image: 図表1-1-10　地方中枢都市が存在する県・ブロックにおける人口移動]




　1955年から2014年までの人口移動をみると、各中枢都市では、総じて転入超過の傾向となっているが、各ブロックでは、転出超過傾向が見られる。




（都道府県別転入・転出と出生率）

　2013年と2014年の都道府県別の転入・転出超過数（棒グラフ：左軸）を見ると、東京都の転入超過が極端に多くなっており、東京一極集中の状況が一目瞭然である（図表1-1-11）。


　
図表1-1-11　都道府県別の転入・転出超過数と合計特殊出生率の比較

[image: 図表1-1-11　都道府県別の転入・転出超過数と合計特殊出生率の比較]




　東京都のほか、宮城県、埼玉県、千葉県、神奈川県、愛知県、大阪府（2013年のみ）及び福岡県といった大都市で転入超過になっており、その他の地域は転出超過となっている。特に2014年に大阪府では転出超過となった上、東京圏以外の県でも転入超過数が減っており、足下では更に東京一極集中が進んでいることがうかがえる。


　2013年の出生率（折れ線グラフ：右軸）を見ると、東京都で極端に低くなっており、転入超過となっている他の府県の出生率も総じて低い傾向にある。


　以上のことから、我が国の人口は、戦後の経済成長の要因等により、若年層を中心に、地方圏から所得や雇用条件の良い東京圏へ吸い寄せられ、社会経済情勢等による多少の波はあるものの、依然として東京一極集中は続いている傾向にあると言える。


　人口減少のペースを緩めるためには、東京一極集中を是正し、出生率が比較的高い地方圏への人の移動を促進することが重要となると考えられる。







注1　合計特殊出生率とは、その年次の15〜49歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、1人の女性が、仮にその年次の年齢別出生率で一生の間に子どもを生むと仮定したときの子ども数に相当する（図表1-1-25）。

注2　「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」（2014年12月）によれば、結婚や出産はあくまで個人の自由な決定に基づくものであることを前提としつつ、「若い世代の結婚・子育ての希望が実現するならば、我が国の出生率は1.8程度の水準まで向上することが見込まれる」とされている。


注3　丙午（ひのえうま）とは、干支の1つで、60年に1回まわってくる。ひのえうまの年に生まれた女性は気性が激しいという迷信から、この年に出産する事を避けた夫婦が多いと考えられている。


注4　総人口に占める高齢人口（65歳以上）の割合。

注5　地域区分は以下のとおり。

　東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県　　名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県　　大阪圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県　　三大都市圏：東京圏、名古屋圏、大阪圏　　地方圏：三大都市圏以外の地域










■2　合計特殊出生率と女性の就業



（1）合計特殊出生率の状況・傾向

　2013年の都道府県別の出生率注6を見ると、沖縄、南九州、山陰等で高く、南関東、近畿、北海道等では低い状況となっている（図表1-1-12）。


　
図表1-1-12　都道府県別に見た合計特殊出生率（2013年）

[image: 図表1-1-12　都道府県別に見た合計特殊出生率（2013年）]




　出生率と都道府県における20歳〜49歳の未婚率を見ると、出生率の低い地域の方において未婚率が高い傾向が見られる（図表1-1-13）注7。


　

図表1-1-13　合計特殊出生率と20歳〜49歳の未婚率・男女別（2010年）

[image: 図表1-1-13　合計特殊出生率と20歳〜49歳の未婚率・男女別（2010年）]




　また、平均初婚年齢では、全国的に妻の年齢より夫の年齢が1歳〜2歳高く、その分布は、夫、妻とも同じ傾向となっており、南関東及び京都府、大阪府等出生率の低い地域で初婚年齢が高くなっている（図表1-1-14）。


　
図表1-1-14　合計特殊出生率と平均初婚年齢（2012年）

[image: 図表1-1-14　合計特殊出生率と平均初婚年齢（2012年）]



（2）合計特殊出生率と女性の就業の関係

　人口減少が進み、生産年齢人口の減少も見込まれる中、女性は最大の潜在力を有しており、女性の社会参画は、持続可能な地域社会をつくっていく上でも有効であると考えられる。このような社会環境の中で、出生率を改善してくことが重要であることを踏まえ、以下、出生率と女性の就業の関係について、都道府県別のデータを基に分析してみる。




（男女別、配偶者の有無別での比較）

　まず、男女別、配偶者の有無別により、就業率注8の傾向に差があるかどうかを見てみる。

　20歳〜49歳男女の就業率を配偶者のあり・なしで比較すると、配偶者なしでは男女共に就業率は70％を超え、全国値で見ると男女の就業率はほぼ変わらない（図表1-1-15）。


　

図表1-1-15　合計特殊出生率と20〜49歳男女における就業率（配偶者なし）（2012年）

[image: 図表1-1-15　合計特殊出生率と20〜49歳男女における就業率（配偶者なし）（2012年）]




　しかし、配偶者ありでは、男性の就業率は一番低い沖縄県でも96％以上となっている一方、女性では一番低い兵庫県の55.3％と一番高い山形県の80.2％とでは大きな開きがあり、出生率の低い地域において女性の就業率が低い傾向となっている（図表1-1-16）。


　

図表1-1-16　合計特殊出生率と20〜49歳男女における就業率（配偶者あり）（2012年）

[image: 図表1-1-16　合計特殊出生率と20〜49歳男女における就業率（配偶者あり）（2012年）]




　以下、出生率とこれに関係する要素に即しながら、配偶者のいる女性の就業率に着目して分析することとする。



（地域毎の傾向について）

　出生率と就業の地域毎の傾向を見るため、図表1-1-16の中から、女性の有配偶就業率のみをプロットして詳しく見てみる（図表1-1-17）。これを見ると、出生率・女性有配偶就業率共に全国値より低い左下のエリアに東京都等の都市部の都府県が、両者が共に全国値より高い右上のエリアに中国地方等の地方部の県が比較的多く集まっているという分布の傾向が見てとれる。すなわち、都市部の都府県において出生率・女性有配偶就業率が低い一方、地方部の県においては共に高い傾向が認められる。


　

図表1-1-17　合計特殊出生率と20〜49歳女性（配偶者あり）の就業率の関係（2012年）

[image: 図表1-1-17　合計特殊出生率と20〜49歳女性（配偶者あり）の就業率の関係（2012年）]



（女性のライフステージとの関係）

　次に、女性は「結婚」と「出産・子育て」の2つの局面においてライフスタイルが大きく変わると考えられることから、これらの要素と就業率・出生率との関係について考察してみる。


　まず、図表1-1-15及び図表1-1-16から女性のデータのみを重ね合わせて見ると、出生率の低い地域の方が配偶者なしと配偶者ありの就業率の差が大きい傾向があることがわかる（図表1-1-18）。


　

図表1-1-18　合計特殊出生率と20〜49歳女性の就業率（配偶者あり・配偶者なし）（2012年）

[image: 図表1-1-18　合計特殊出生率と20〜49歳女性の就業率（配偶者あり・配偶者なし）（2012年）]




　次に、15歳以上有業者の平日における行動者平均仕事時間注9を男女別、ライフステージ別に見ると、男性では「独身期注10」より「子育て期注11」において仕事時間が長くなっているが、地域による平均仕事時間の傾向はあまりかわらない。


　一方、女性は逆に「独身期」より「子育て期」において平均仕事時間が短くなり、かつ、出生率の低い地域での仕事時間の大幅な減少に伴い、散布の傾向が大きく変化している（図表1-1-19）。図表1-1-18と併せて見ると、出生率の低い地域においては、女性の有配偶就業率が低いことに加え、有業者であっても仕事時間が短いという特徴が見られる。


　

図表1-1-19　合計特殊出生率と15歳以上有業者の行動者平均仕事時間（平日男女・ライフステージ別）（2011年）

[image: 図表1-1-19　合計特殊出生率と15歳以上有業者の行動者平均仕事時間（平日男女・ライフステージ別）（2011年）]




　つまり、出生率の低い地域では、女性の多くが「結婚」や「出産・子育て」により、離職または就業時間の短い仕事へ転職している可能性が高いと推察される。


　さらに、出生率と女性の有配偶就業率（以下、本項の本文中では単に「就業率」という。）の関係について、年齢階級別、雇用形態別に詳しく見るため、都市部・地方部それぞれの地域から東京都・大阪府、及び島根県・福井県を例にとり、比較・分析して見る。


　はじめに、年齢階級別の出生率注12と女性の就業率について見ると、出生率、就業率共に低い地域では、出産や子育てに関係すると見られる20代後半から30代の就業率が停滞若しくは低くなる、いわゆる「M字カーブ」を描く傾向があるが、どちらも高い地域では、M字の形は見られない（図表1-1-20）。


　
図表1-1-20　年齢階級別出生率と女性の有配偶就業率の比較（2010年）

[image: 図表1-1-20　年齢階級別出生率と女性の有配偶就業率の比較（2010年）]




　さらに、雇用状況（正規雇用・非正規雇用の割合）を見ると、出生率の高い地域のほうが男女とも正規雇用者率が高い。また、出生率が低い地域は、女性が子育て期に入ると見られる30代後半から正規雇用者率と非正規雇用者率の反転が見られるが、より出生率が高い地域の女性正規雇用者率は50代前半まで約50％前後の水準を保っている（図表1-1-21）。前者の地域において年齢と共に非正規雇用者率が増加している背景としては、子育てが一段落して社会復帰する際に、労働時間の短い仕事が選好される傾向がある、又は非正規雇用しか就けない傾向があるものと考えられる。


　
図表1-1-21　年齢階級別出生率と雇用状況の比較（2010年）

[image: 図表1-1-21　年齢階級別出生率と雇用状況の比較（2010年）]




　以上のことから、就業率の高い県においては、出産や育児のために離職する率が低く、女性が安定して仕事を続けられる環境があることにより、出産・育児の機会費用が低くなっているものと推察される。一方で、就業率の低い県においては、何らかの理由により「出産・育児」と「仕事」の両立にハードルがあり、やむを得ず二者択一を迫られている傾向にあることが背景にあるものと推察される。




（要因分析〜「出産・育児」か「仕事」か〜）

　では、女性が離職せず出産や子育てをすることができる要因とはなにか。

　一般的には、三世代世帯同居率や潜在的保育所定員率注13等が主な要因として挙げられており、この2つの要素は、女性の就業率に正の影響を与えていると考えられる（図表1-1-22）。


　

図表1-1-22　女性の就業率と三世代世帯率・潜在的保育所定員率（2010年）

[image: 図表1-1-22　女性の就業率と三世代世帯率・潜在的保育所定員率（2010年）]




　その他、通勤に要する時間が長い神奈川、奈良、東京、大阪は就業率・出生率も低く、通勤に要する時間が短い島根、福井等は就業率・出生率も高い（図表1-1-23）。また、宮崎、鹿児島等は三世代世帯率及び潜在的保育所定員率が高いとはいえない一方で、通勤に要する時間は短くなっており、職住近接であることも女性の就業率に影響を与えていると考えられる。


　
図表1-1-23　15〜64歳女性就業率と通勤時間（行動者平均時間）

[image: 図表1-1-23　15〜64歳女性就業率と通勤時間（行動者平均時間）]




　以上のことから、改めて図表1-1-17の散布図に説明を加えると、出生率・女性の就業率共に全国値より低い左下のエリア（都市部の都府県が多く集まっているエリア）に属する地域は、子育てと仕事の両立がしにくい地域であり、両者が共に全国値より高い右上のエリア（地方部の県が多く集まっているエリア）に属する地域は、子育てと仕事の両立がしやすい地域であるといえる（図表1-1-24）注14。


　

図表1-1-24　合計特殊出生率と20〜49歳女性（配偶者あり）の就業率の関係（2012年）

[image: 図表1-1-24　合計特殊出生率と20〜49歳女性（配偶者あり）の就業率の関係（2012年）]



（まとめ）

　以上のように、女性が離職せずに出産や子育てができるためには、三世代世帯の同居率や保育所の定員率、職住近接等の要素が関係していると考えられる。


　このような環境が比較的恵まれていると考えられる地方部においては、その魅力を更に磨いた上で、雇用環境の確保等により、都市部から若者や女性に来てもらいやすい魅力ある地域づくりをすることが重要である。


　一方で、都市部については、子育てと仕事の両立の観点からは、上記の要素を改善することが必要であり、例えば、職住近接を可能とするような都市・地域構造にすることも、重要であろう。


　いずれにしても、今後、人口減少が進み、女性が働く機会を求められるのであれば、多様で柔軟な働き方の推進や、ワークライフバランスの更なる推進を図ることにより、女性だけでなく男性も共に、子育てと仕事の両立ができるようになり、女性が「出産・育児」か「仕事」かの選択を迫られずに済むような環境を整備していくことが重要であると考えられる。




【参考】合計特殊出生率について

　合計特殊出生率注15は、ある期間（1年間）の出生状況に着目したもので、その年における各年齢（15〜49歳）の女性に限定し、年齢ごとの出生率を足し合わせたもの。一人の女性が生涯、何人の子供を産むのかを推計したものである（図表1-1-25）。これは、女性人口の年齢構成の違いを除いた「その年の出生率」を表しており、年次比較、国際比較、地域比較等に用いられている。


　
図表1-1-25　期間合計特殊出生率の計算

[image: 図表1-1-25　期間合計特殊出生率の計算]






注6　本節「1.（1）」で定義したとおり、以下、「2.」の本文中では、合計特殊出生率を出生率と記載している。

注7　本項では図表内の実線（ピンク）は全国値を示す。

注8　本項中で総務省「就業構造基本調査」より図表を作成している場合、本文や図表のタイトルでは「有業率」を「就業率」と表記している。


注9　行動者平均仕事時間とは、一人1日当たりの平均仕事時間数である。

注10　独身期とは、子供、配偶者のいない者である。

注11　子育て期とは、配偶者と30歳未満の無業の子供がいる者である。

注12　ここでいう出生率は各年齢階級の女性1000人あたりの出生数である。

注13　潜在的保育所定員率とは、保育所定員を20〜39歳の女性の人口で除したもの。潜在的保育所定員率=保育所定員/20〜39歳女性人口。


注14　2012年の47都道府県における合計特殊出生率と20-49歳有配偶女性就業率のデータ（図表1-1-24）について、線形は正の傾きを示しているが、係数で見ると相関はほとんど認められない。


参考までに、合計特殊出生率が全国値に比べて突出して高くなっている沖縄県を除いて係数を算出した場合、弱い相関関係が認められる。ただし、相関関係は必ずしも因果関係を意味するものではない。なお、沖縄県の合計特殊出生率は、全国平均値から標準偏差の3倍を超える値となっている。


注15　ここで説明している合計特殊出生率は「期間」合計特殊出生率である。他に「コーホート」合計特殊出生率があるが、一般的に合計特殊出生率といった場合、「期間」合計特殊出生率を利用するため、ここでは「コーホート」合計特殊出生率についての説明はしていない。詳しくは、厚生労働省のウェブサイト（http://www.mhlw.go.jp/toukei/list/81-1a.html）参照。









第2節　人口減少が地方のまち・生活に与える影響



■1　人口減少に対する国民の意識



　前節で見たように、我が国では急速に人口が減少していくことが見込まれている。こうしたなかで、国民の間でもまた人口減少への危機感は高まりを見せており、内閣府が2014年8月に行った世論調査によれば、9割以上の国民が「人口減少は望ましくない」と回答している（図表1-2-1）。


　
図表1-2-1　人口減少に対する意識

[image: 図表1-2-1　人口減少に対する意識]




　その一方で、特に都市圏においては、住んでいるまちや日々の生活において、人口減少による影響を実感することは、上記で「望ましくない」と回答した割合の多さに比べれば、少ないのではないだろうか。国土交通省において実施したアンケート調査（以下「国民意識調査」という。）注16で見ると、日常的に行動している範囲で、人口減少を実感することが「ある」又は「どちらかといえばある」と回答した割合は、都市圏では32.1％にとどまるのに対し、地方注17では49.5％と約半数にのぼっており、都市圏と地方では人口減少の実感に差があることがわかる（図表1-2-2）。ただし、図表1-2-1で見た人口減少の危機感と比べた場合には、都市圏、地方のいずれにおいても実感とのギャップが見受けられる。


　
図表1-2-2　人口減少の実感

[image: 図表1-2-2　人口減少の実感]






注16　2015年2月に全国の個人を対象としてインターネットを通じて実施（回答数3,000）。

注17　「国民意識調査」では、三大都市圏を都市、三大都市圏以外を地方と定義した。









■2　人口減少が地方のまち・生活に与える影響



　ここでは、人口減少が進行した場合に想定される地方のまち・生活への具体的な影響について主なものを見ていく。



（1）生活関連サービス（小売・飲食・娯楽・医療機関等）の縮小

　我々が日常生活を送るために必要な各種サービスは、一定の人口規模のうえに成り立っている。必要とされる人口規模はサービスの種類により様々であり、その分布状況を示したものが図表1-2-3である。例えば、ある市町村に一般病院が80％以上の確率で立地するためには、27,500人以上の人口規模が必要（50％以上の確率で立地するためには5,500人以上の規模が必要）である。人口減少によって、こうした生活関連サービスの立地に必要な人口規模を割り込む場合には、地域からサービス産業の撤退が進み、生活に必要な商品やサービスを入手することが困難になるなど、日々の生活が不便になるおそれがある。


　
図表1-2-3　人口規模とサービス施設の立地（三大都市圏を除く）

[image: 図表1-2-3　人口規模とサービス施設の立地（三大都市圏を除く）]




　これに加え、サービス業等の第3次産業は地方圏の雇用の6割以上を占めており、こうしたサービス産業の撤退は地域の雇用機会の減少へとつながり、さらなる人口減少を招きかねない（図表1-2-4）。


　
図表1-2-4　地方圏の産業別構成比（2010年）

[image: 図表1-2-4　地方圏の産業別構成比（2010年）]



（2）税収減による行政サービス水準の低下

　人口減少は地方財政にも大きな影響を及ぼす。人口減少とそれに伴う経済・産業活動の縮小によって、地方公共団体の税収入は減少するが、その一方で、高齢化の進行から社会保障費の増加が見込まれており、地方財政はますます厳しさを増していくことが予想される。こうした状況が続いた場合、それまで受けられていた行政サービスが廃止又は有料化されるといった場合が生じることも考えられ、結果として生活利便性が低下することになる。


　こうした厳しい地方財政状況のなかで、高度経済成長期に建設された公共施設や道路・橋・上下水道といったインフラの老朽化問題への対応も必要となる。




（3）地域公共交通の撤退・縮小

　これまで、地域公共交通は主として民間の事業者によって支えられてきた。しかし、人口減少による児童・生徒や生産年齢人口の減少が進めば、通勤通学者が減少し、民間事業者による採算ベースでの輸送サービスの提供が困難となり、地方の鉄道や路線バスにおいて、不採算路線からの撤退や運行回数の減少が予想される。他方では、高齢化の進行に伴い、自家用車を運転できない高齢者等の移動手段として公共交通の重要性が増大しており、地域公共交通の衰退が地域の生活に与える影響は従前より大きいものとなっている。




（4）空き家、空き店舗、工場跡地、耕作放棄地等の増加

　人口が減少する一方で、総住宅数は増加しており、全国的に空き家数は一貫して増加傾向にある。なかでも、賃貸または売却の予定がなく長期にわたって居住世帯が不在の住宅等を含む「その他の住宅」が増加している。「その他の住宅」は、管理・処分方針が未定のものもあり、他の区分の空き家と比べて管理が不十分になりがちな傾向がある（図表1-2-5）。


　
図表1-2-5　空き家数の種類別推移

[image: 図表1-2-5　空き家数の種類別推移]




　また、地域の経済・産業活動の縮小や後継者不足等によって空き店舗、工場跡地、耕作放棄地も増加しており、空き家の増加とともに、地域の景観の悪化、治安の悪化、倒壊や火災発生といった防災上の問題等が発生し、地域の魅力低下につながってしまう。




（5）地域コミュニティの機能低下

　人口減少は、地域コミュニティの機能の低下に与える影響も大きい。町内会や自治会といった住民組織の担い手が不足し共助機能が低下するほか、地域住民によって構成される消防団の団員数の減少は、地域の防災力を低下させる懸念がある。


　また、児童・生徒数の減少が進み、学級数の減少、クラスの少人数化が予想され、いずれは学校の統廃合という事態も起こり得る。こうした若年層の減少は、地域の歴史や伝統文化の継承を困難にし、地域の祭りのような伝統行事が継続できなくなるおそれがある。


　このように、住民の地域活動が縮小することによって、住民同士の交流の機会が減少し、地域のにぎわいや地域への愛着が失われていく。




　以上のように、人口減少による地方のまち・生活への影響は様々であり、既に多くの地域で起こっているものもあれば、まだ顕在化するには至っていないものもある。図表1-2-2で人口減少の「実感がある」、「どちらかといえば実感がある」と回答した人に対し、どのような場面で人口が減少したと感じるかを尋ねたところ、「商店街にシャッターが下りたままの店舗が増えた」、「空き家をよく見かけるようになった」と回答する割合が高く、「バスや鉄道の本数が減った、路線自体がなくなった」は、地方で特に高い割合となっている（図表1-2-6）。


　
図表1-2-6　人口減少を実感する場面（最大3つまで回答）

[image: 図表1-2-6　人口減少を実感する場面（最大3つまで回答）]




　人口減少による地方のまち・生活へのそれぞれの影響は、生活利便性の低下や地域の魅力の低下を通じて、さらなる人口減少を招くという悪循環に陥ることが考えられ、その一例をイメージ図で示したものが図表1-2-7である。


　
図表1-2-7　人口減少の悪循環のイメージ図

[image: 図表1-2-7　人口減少の悪循環のイメージ図]




　地域の特性によって起こり得る影響やその程度は異なるため、すべての地域で図のような流れが当てはまるわけではない。しかし、人口減少を漠然とした危機意識ではなく、自らが居住する地域でも起こり得る身近な問題として認識を共有することが重要と考える。そのうえで、地域全体として人口減少がもたらす問題に立ち向かっていく必要がある。


　国土交通省としても次章で記述するとおり、都市のコンパクト化による機能集約や交通ネットワークの強化による地域の生活サービスの確保等による魅力的な地域づくりを促進すること等を通じ、将来世代にわたる豊かな暮らしを実現するための国土・地域づくりを進めていくことが重要である。










コラム　空き家の現状と「空家等対策の推進に関する特別措置法」の成立



　近年、全国的に空き家が増加しており、建物の不適切な管理や老朽化による倒壊、雑草の繁茂や不法投棄の誘発による公衆衛生の低下や地域の景観の悪化、放火や不法侵入による治安の低下といった様々な問題（外部不経済）を引き起こす可能性があるため、対策が必要となっています。


　このような課題が生じている空き家は主として、転勤・入院等のため居住世帯が長期にわたって不在の住宅や、建て替え等のために取り壊すことになっている「その他の住宅」であり、それらが適切に管理されているのであれば問題ありませんが、そのまま放置され、管理が不十分になってしまうと、外部不経済を引き起こす可能性が生じます。


　2013年の都道府県別総住宅数に占める空き家の割合（空き家率）は、山梨県が22.0％と最も高く、次いで長野県が19.8％となっています。しかし、この空き家率には「二次的住宅」や「賃貸または売却用の住宅」が含まれています。そこで、総住宅数に占める「その他の住宅」の割合（以下「その他の住宅空き家率」という。）を見ると、空き家率が高い山梨県と長野県は、「その他の住宅空き家率」においては、上位10県にも入っていません。この2県は東京圏からのアクセスがよく別荘が多いため、このような結果となっていると考えられます。空き家の構成比を見ても、他の都道府県よりも「二次的住宅」の占める割合が突出して高く、「その他の住宅」が占める割合は山梨県が36.2％、長野県が38.4％であり、全国平均の38.8％よりも低くなっています。


　
図表1-2-8　空き家の構成比とその他の住宅空き家率

[image: 図表1-2-8　空き家の構成比とその他の住宅空き家率]




　都道府県別に「その他の住宅空き家率」と「人口増減率」の関係を見ると、「人口減少率」が高い都道府県は、「その他の住宅空き家率」も高くなる傾向があることがわかります。また、「その他の住宅空き家率」と「高齢化率」の関係を見ると、「高齢化率」が高い都道府県は、「その他の住宅空き家率」も高くなる傾向があることがわかります。これらの相関関係を踏まえれば、地方においては今後、人口の減少や高齢化が一層進むと言われていることからも、空き家が更に増加すると予想されます。


　空き家の中でも、外部不経済をもたらす空き家について、これまで地方公共団体は個別に空き家の適正管理に関する条例を制定し、対策に取り組んでいましたが、1)所有者や管理者の特定が困難であること、2)個人財産に対し条例を根拠に命令等の強制力のある措置を講じることの懸念等が指摘されたことから、外部不経済をもたらす空き家に対処するための法整備が国に対して求められていました。


　こうした状況を受け、「空家等対策の推進に関する特別措置法」が議員立法により2014年11月19日に成立し、2015年2月26日に一部施行され、5月26日に完全施行されました。また、同法第5条第1項に基づき、「空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針」が定められました。


　同法において、建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地を「空家等」とした上で（2条1項）、市町村は、上述の基本指針に即して空家等対策計画を定めることができることとされています（6条）。この空家等対策計画には、空家等に関する対策に関する基本的な方針、計画期間、空家等の調査、適切な管理や活用の促進、「特定空家等」に対する措置、住民等からの相談への対応、対策の実施体制等について定めるものとされ、適切な管理が行われていない空家等に関する対策だけでなく、その予防的な措置についても定めることとされています。


　「空家等」の中でも、1)そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態、2)そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態、3)適切な管理が行われないことにより著しく景観を損なっている状態、4)その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態の4つの状態にあると認められるものを「特定空家等」と定義しています（2条2項）。


　「特定空家等」に対しては、除却、修繕、立木竹の伐採等の必要な措置について、助言・指導、勧告、命令から代執行までを行う権限が市町村長に付与されました（14条）。助言・指導によって措置がされない場合は勧告、さらには命令へと段階的に手続を進めることとしていますが、これはその所有者等自らによる措置の履行をまずは促すためです。また、命令を受けた者が正当な理由なく必要な措置を実施しない等の場合は、市町村長は代執行をすることができることとされています。


　また、国土交通省は、例えば市町村による空家等対策計画の策定等に必要な空家等の実態把握調査を空き家再生等推進事業の支援対象に追加し、空家等の活用・除却を推進する地方公共団体の取組みを支援しています。さらには、2015年3月31日に成立した「地方税法」の一部改正により、市町村長が「特定空家等」の所有者等に対し同法に基づき必要な措置を勧告した場合で、翌年1月1日までに所有者等が当該措置を講じなかったときは、当該「特定空家等」の敷地の用に供されている土地について、固定資産税等の住宅用地特例の対象から除外することとされました。これらの制度を組み合わせて活用することにより、市町村による空家等対策の一層の推進が期待されます。


　

図表1-2-9　都道府県別その他の住宅空き家率と人口増減率の関係（2013年）
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図表1-2-10　都道府県別その他の住宅空き家率と高齢化率の関係（2013年）

[image: 図表1-2-10　都道府県別その他の住宅空き家率と高齢化率の関係（2013年）]









第2章　本格的な人口減少社会における国土・地域づくり



　第2章においては、地域の活性化に資するヒト・モノ等の流れ（アクティビティ）と、それを支える地域構造（ストラクチャー）の2つのパートに分け、まず第1節「ヒト・モノ・カネ・情報の流れ」において、地方移住の要因や傾向の分析、地域の魅力の定量化を試みるとともに、観光、物流や地域経済循環を通じた地域活性化の取組みを紹介する。


　そして、第2節「時代に合った構造的な地域づくり」において、「国土のグランドデザイン2050」の基本コンセプトである「コンパクト＋ネットワーク」の効果・取組事例の紹介等を通じ、対流促進型国土の形成に向け、地域構造（ストラクチャー）面での考え方として、「コンパクト＋ネットワーク」が重要である旨を述べる。




第1節　ヒト・モノ・カネ・情報の流れ



　第1節では、地域を活性化させる流れ（アクティビティ）に着目し、始めに東京一極集中の是正への対応に当たって重要である地方移住等「地方へのヒト（定住人口）の流れ」についての現状把握、分析を行う。次に、地域を支える「ヒト（交流人口）・モノ・カネ・情報」の流れとして、観光、物流・情報、地域経済循環の各分野について、それらを通じた地域経済への効果や具体の取組事例を紹介する。


　まず「1．地方移住等地方へのヒト（定住人口）の流れ」では、「（1）地方移住、地方回帰の現状」で最近、都市住民の間で地方での生活を望む「地方回帰」の意識が強まっているとの調査結果等を受け、地方移住・地方回帰の現状を明らかにするとともに、「（2）アンケート調査を踏まえた人々の意識の分析」で、その要因や背景を独自のアンケート調査により分析する。


　次に、「（3）地方移住の流れをつくる「地域の魅力」の分析」において、地方移住に当たっては豊かな自然環境等の「非金銭的価値」を含む「地域の魅力」が大きく影響していることを踏まえ、生活コストや収入面について都市と地方の比較を行うとともに、移住の背景にある「地域の魅力」について、どのような要素にどの程度の魅力があるのか、定量的な評価を試みる。


　さらに、「（4）二地域居住の動向」において、移住には至らないまでも、積極的に地域に関わることにより移住のきっかけにもなり、また、地方へのヒトの流れを促進していくために重要な「二地域居住」について紹介する。










■1　地方移住等地方へのヒト（定住人口）の流れ



（1）地方移住、地方回帰の現状

（統計から見る地方回帰の流れ）

　第1章で見てきたように、近年では地方注18から都市への人口流出の傾向が再び強まっている注19。2010年から2014年の5年間について住民基本台帳人口移動報告注20を見ると、都市への人口移動は継続していることが分かる（図表2-1-1、図表2-1-2）。少し視点を変えて、過疎地域注21の市町村と過疎地域以外の市町村を比較しても都市部への人口移動の傾向は変わらない（図表2-1-3）。ただし、社会増を実現した市町村数が占める割合に着目すると、過疎地域で社会増を実現した市町村が占める割合が横ばいないし微増傾向にある（図表2-1-4）。


　
図表2-1-1　社会増減数の推移（三大都市圏と三大都市圏以外）

[image: 図表2-1-1　社会増減数の推移（三大都市圏と三大都市圏以外）]



　
図表2-1-2　社会増減市町村数の推移（三大都市圏と三大都市圏以外）

[image: 図表2-1-2　社会増減市町村数の推移（三大都市圏と三大都市圏以外）]



　
図表2-1-3　社会増減数の推移（過疎地域以外と過疎地域）

[image: 図表2-1-3　社会増減数の推移（過疎地域以外と過疎地域）]



　
図表2-1-4　社会増減市町村数の推移（過疎地域以外と過疎地域）

[image: 図表2-1-4　社会増減市町村数の推移（過疎地域以外と過疎地域）]



（足下で見られる地方回帰）

　統計データにより地方への人の流れの傾向を全国的に読み取ることは困難であるが、経済一辺倒の豊かさではなく、自然や地域との触れあいを大切にする生き方も求められており、田園回帰と呼ばれるように、地域を志向し地域を大切にしたいという若者も増えてきているとの指摘がある。


　内閣府が実施した世論調査では、確かに若い世代の田園回帰の意識の高まりが現れている。都市住民の農山漁村地域への定住願望についての調査によると、2005年調査に比べ2014年調査では、30代の農山漁村への定住願望が17.0％から32.7％へ、40代では15.9％から35.0％へと伸びている（図表2-1-5）。ただし、2014年の同調査では、農山漁村への定住願望が「ある」、「どちらかというとある」とした者のうち、すぐにでも農山漁村地域に定住したいと考える者の割合は60代、70歳以上で高い値を示しているものの、30代で4.0％、40代で1.3％、5年以内に定住したい者を含めてもそれぞれ10.0％、5.3％と必ずしも差し迫った願望にはなっていない（図表2-1-6）。


　
図表2-1-5　都市住民の農山漁村への定住願望（ある・どちらかというとある）

[image: 図表2-1-5　都市住民の農山漁村への定住願望（ある・どちらかというとある）]



　
図表2-1-6　農山漁村地域への定住実現の時期

[image: 図表2-1-6　農山漁村地域への定住実現の時期]




　特定非営利活動法人ふるさと回帰支援センター注22では、地方移住を希望する都市住民と、約800の移住・交流を支援する地方公共団体とのマッチングを行っている。同センターでは、問合せの件数や利用者の年代についてアンケートを実施しており、2014年の利用実績を見ると、来場者は2013年の約1.4倍となっている（図表2-1-7）。同センターの認知度向上により相談件数が増加したこと等を考慮する必要はあるが、同センターの性質を考慮すると、真剣にIターン等地方への移住を検討している、又は検討したいと考えている者が一定程度存在し、同センターを利用していることが推察される。また、ここでも40代までの若い世代の利用者数の増加が特徴的であり（図表2-1-8）、先に示した世論調査の結果と整合するものである。


　

図表2-1-7　特定非営利活動法人ふるさと回帰支援センター（東京）問合せ・来場者数の推移

[image: 図表2-1-7　特定非営利活動法人ふるさと回帰支援センター（東京）問合せ・来場者数の推移]



　

図表2-1-8　特定非営利活動法人ふるさと回帰支援センター（東京）利用者の年代の推移

[image: 図表2-1-8　特定非営利活動法人ふるさと回帰支援センター（東京）利用者の年代の推移]



■山梨県北杜市の事例

　個別具体の例では山梨県の北杜市（図表2-1-9）のように継続的に人口の社会増を実現している市町村もある（図表2-1-10）。北杜市では山梨県外からの転入者の割合が転入者全体の7割を占め、八ヶ岳等美しい山岳や日本一の日照時間等、豊富な地域資源を求める都市圏からの転入者が多いことが特徴である。この背景には、都市圏から比較的近くにあり中央自動車道等によるアクセス手段が充実していることのほかに、企業誘致や耕作放棄地の解消等雇用の場の確保に取り組むなど、田舎に住みたい人を支援する制度を充実させていることが挙げられる。


　
図表2-1-9　山梨県北杜市の位置図

[image: 図表2-1-9　山梨県北杜市の位置図]



　
図表2-1-10　山梨県北杜市の人口社会増減

[image: 図表2-1-10　山梨県北杜市の人口社会増減]



■島根県の中山間地域で起きている田園回帰

　島根県中山間地域研究センターの調査によると、島根県の中山間地域注23を住民基本台帳の市町村単位よりも細かく小学校区や公民館区等の基礎的なコミュニティ単位（一次生活圏に相当、平均1,370人）で見ると、子供や30代女性が増えている地区が目立つという（図表2-1-11、図表2-1-12）。島根県の中山間地域を227のエリアに分け、2009年と2014年を比較すると、4歳以下の子供の数は69エリア（約30％のエリア）、30代女性の数は96エリア（約42％のエリア）で増加している。同センターでは集落現地への聞き取り調査等を実施しており、中山間地域に入る者は利便性や金銭を求めているわけではなく、子育て環境や伝統、人、自然とのつながり等を求めている者が多いと分析している。


　

図表2-1-11　島根県中山間地域での4歳以下の子供の増減数（2009〜2014年）

[image: 図表2-1-11　島根県中山間地域での4歳以下の子供の増減数（2009〜2014年）]



　

図表2-1-12　島根県中山間地域での30代の女性の増減数（2009〜2014年）

[image: 図表2-1-12　島根県中山間地域での30代の女性の増減数（2009〜2014年）]



（2）アンケート調査を踏まえた人々の意識の分析

　周知のとおり、移住には出身地に戻るUターンと、出身地とは異なる地域への移住であるI／Jターン注24がある。（株）三菱総合研究所が生活者モニターを対象に経年調査を行っている「生活者市場予測システム」注25によると、他の都道府県からの移住者は、都市で約36％、地方では約21％であり、特に都市では比較的大きな割合を占めていることが分かる（図表2-1-13）。また、国土交通省が実施したアンケート調査（以下「国民意識調査」という。）注26では、地方の住民について更に詳細に内訳を調査しており、地方では、定住者が約23％、Uターン者が約55％、I／Jターン者が約14％となっており注27、一度も他の市町村に出て生活したことがない者は比較的少数であることが分かる（図表2-1-14）。


　
図表2-1-13　出身者と移住者の割合

[image: 図表2-1-13　出身者と移住者の割合]



　
図表2-1-14　地方在住者の内訳

[image: 図表2-1-14　地方在住者の内訳]



　次に、世代や地域、定住者・移住者等の属性に分けて国民意識を分析する。



（地方に縁が「ある者」が「ない者」より地方への移住希望が高い）

　国民意識調査で地方への移住の希望を調査したところ、都市在住者の中でも、地方に縁のある者の方が地方に縁のない者より地方への移住を希望していることが明らかとなった。具体的には、都市に居住している地方出身者や、転勤や家族の介護、進学等で現在一時的に地方に居住している都市在住者の方が、都市出身の都市在住者より地方移住を希望する割合が高い傾向にある（図表2-1-15、図表2-1-16）。また、都市在住の地方出身者が、最も出身地に誇りを抱いていることも明らかとなっている（図表2-1-17）。




　
図表2-1-15　出身地域別の地方移住希望（都市在住者）

[image: 図表2-1-15　出身地域別の地方移住希望（都市在住者）]



　
図表2-1-16　現在の居住地別の地方移住希望

[image: 図表2-1-16　現在の居住地別の地方移住希望]



　
図表2-1-17　出身地への誇り（出身地・居住地別）

[image: 図表2-1-17　出身地への誇り（出身地・居住地別）]




　これは、地方に居住していた（又は一時的に居住している）経験により、都市より地方に魅力を感じている者が一定程度存在するためであると推察される。


　これらのことは、二地域居住等の交流人口の拡大が、地方移住へのきっかけになり得ることを示唆している。

　また、3年前と比較すると生まれ育った場所に住みたいとする者は減ってはいるが（図表2-1-18）、地方在住者の方が都市在住者に比べ各世代とも比較的生まれ育った場所に住みたいという願望が高い（図表2-1-19）。




　
図表2-1-18　生まれ育った場所に住みたい

[image: 図表2-1-18　生まれ育った場所に住みたい]



　
図表2-1-19　生まれ育った場所に住みたい（都市・地方、年代別）

[image: 図表2-1-19　生まれ育った場所に住みたい（都市・地方、年代別）]



（地方移住希望者が移住したい地域は地方の中でも都市部が多い）

　地方移住を希望している若い世代は、地方の中でも都市部への移住を希望する傾向が強い。また、60歳以上の世代も地方の都市部に移住したいと思う者が多いものの、若い世代と比較すると、農山漁村への移住を希望する者が多いことが分かった（図表2-1-20）。地方回帰というと、田園回帰やスローライフの実現といったキーワードで語られることも多いが、地方の都市部への移住を求めている者、農山漁村地域への移住を希望する者と、異なる潮流があり、割合的には前者の方が多い傾向にあることが見てとれる。


　
図表2-1-20　地方移住希望者が住みたい地域（年代別）

[image: 図表2-1-20　地方移住希望者が住みたい地域（年代別）]




　さらに現在の地域に居住している理由を尋ねると、Uターン者は、実家や家業を継ぐために居住している者の割合がその他の者と比べて高く、I／Jターン者はやりたい仕事があるから居住しているという回答が突出して高い（図表2-1-21）。これは、I／Jターン者の方が自由意思で仕事を選ぶ傾向にあるためと推測されるが、いずれにしても地方移住は就業と特に密接な関係があることが見てとれる。


　
図表2-1-21　現在の居住地に住むようになった理由

[image: 図表2-1-21　現在の居住地に住むようになった理由]



（地方に住むことの最大の魅力は自然環境の豊かさ）

　国民意識調査で地方に住むことの魅力について尋ねたところ、ほぼすべての項目において、地方への移住希望者が地方在住者より地方に魅力を感じていることが分かった（図表2-1-22）。いわば、地方への「あこがれ」があるものと推察される。また、移住希望者が最も魅力に感じているのは自然環境の豊かさであり、8割以上の者が魅力に感じるとしており、生活費の安さ、時間的余裕、広々とした居住環境等が続く。


　
図表2-1-22　地方に住むことの魅力

[image: 図表2-1-22　地方に住むことの魅力]




　比較的多くの地方移住希望者は地方の都市部への移住を希望していることから、必ずしも自然の豊かさを農山漁村地域のみに感じているわけではなく、地方の都市部の自然へのアクセスの良さ等にも自然の豊かさを感じていることが推察される。地方の都市部を志向する者は、ゆとりのある生活と都市的な利便性、自然への高い近接性をバランス良く求めているものと考えられる。これは、農山漁村に居住する者が、例えば、車で一時間程度の距離にある地方都市を訪れて、都市的な生活を楽しむこともできるということの裏返しである。




（I／Jターン者は都市部から遠すぎない地方に魅力を感じている）

　I／Jターン者にとっては、移住先を選ぶにあたって、都市部から遠すぎないことも魅力となるようである（図表2-1-23）。移住前の居住地に親戚、友人・知人がいる場合や、都市的生活を気軽に楽しむために、一定程度の頻度で移住前の居住地を訪問することを想定しているものと推察される。


　

図表2-1-23　現在居住している居住地（地方移住してみたい地域）の魅力（最大5つまで回答）

[image: 図表2-1-23　現在居住している居住地（地方移住してみたい地域）の魅力（最大5つまで回答）]



（移住者にとって自然災害のリスクが低いことは地方の魅力となっている）

　実際にUターンやI／Jターンにより移住した層は、自然災害のリスクが低いことを現在の居住地の魅力としている（図表2-1-23）。また、地震や津波の少ない安全な場所に住みたいと考える者は、東日本大震災直後から4年余りが経過している現在、安全に対する意識が若干薄れてきたようにも見受けられるが、2014年においてもなお、8割以上の者が安全な場所に住みたいという意向を持っている（図表2-1-24）。安心・安全に対する潜在的なニーズは依然として高い水準にあり、具体的な地方移住の理由の一つとなり得ることがうかがえる。


　
図表2-1-24　地震や津波の被害の少ない安全な場所に住みたい

[image: 図表2-1-24　地震や津波の被害の少ない安全な場所に住みたい]



（インフラはすべての層で重視されている）

　いずれの層も、買い物環境や交通インフラの充実度、病院の近接性等インフラを重視している（図表2-1-25）。地方の都市部に居住している者や、地方の都市部に移住したいと考える者は、このインフラを重視する層であると推察される。特に、地方移住希望者は、日用品の買い物環境を重視する者が多く、次いで交通インフラの充実度を重視している。また、地方移住希望者やI／Jターン者が定住者やUターン者に比べて、交通インフラの充実度をより重視しているのは、複数の移住候補地から選ぶ場合には、利便性も享受したいと考えている者が多いことによるものと推察される。




（地方への移住希望者は収入を重視し、実際の移住者はそれほど重視していない）

　地方移住希望者は収入額を重視する者が突出して多く（図表2-1-25）、地方へ移住することにより現在の職を離れ、収入が低下することを懸念していることが推察される。この収入への懸念が、図表2-1-6に現れているように、すぐにでも移住したい、5年以内に移住したいと考える者が少ないことの要因となっているとも考えられる。


　
図表2-1-25　移住・定住に際し重視した（重視する）条件

[image: 図表2-1-25　移住・定住に際し重視した（重視する）条件]



　次に地方移住に密接な関係があると推察される、仕事に関する価値観を分析したい。



（若い世代で仕事に対する期待感が減っている）

　3年前と比較して、平日に家族団らんの時間があるとする者が微減となっている一方で（図表2-1-26、図表2-1-27）、特に20代の若い世代で、仕事に満足感や充実感を感じている者が減っている（図表2-1-28、図表2-1-29）。これに呼応するように、会社の中で地位の向上（出世）を常に目指したいと考える者の割合も減っている（図表2-1-30）。特に20代の若い世代で、2011年には「そうしたい」、「ややそうしたい」とする者が、「あまりそうしたくない」、「まったくそうしたくない」の合計を上回っていたが（29.9％：27.6％）、2014年には逆転している（24.4％注28：31.7％）（図表2-1-31）。このような仕事に対する期待感の減少は価値観の多様化の表れの一つとも見てとれ、地方へ移住する際の引き金となっている可能性もある。


　
図表2-1-26　平日に家族団らんの時間がある

[image: 図表2-1-26　平日に家族団らんの時間がある]



　
図表2-1-27　平日に家族団らんの時間がある（年代別）

[image: 図表2-1-27　平日に家族団らんの時間がある（年代別）]



　
図表2-1-28　満足感や充実感のある仕事をしている

[image: 図表2-1-28　満足感や充実感のある仕事をしている]



　
図表2-1-29　満足感や充実感のある仕事をしている（年代別）

[image: 図表2-1-29　満足感や充実感のある仕事をしている（年代別）]



　
図表2-1-30　会社の中での地位の向上（出世）を常に目指したい

[image: 図表2-1-30　会社の中での地位の向上（出世）を常に目指したい]



　
図表2-1-31　会社の中での地位の向上（出世）を常に目指したい（年代別）

[image: 図表2-1-31　会社の中での地位の向上（出世）を常に目指したい（年代別）]




（地方移住希望者は、主な職業を持ちながら農業等の副業をもって生計を立てたいと願う者も多い）

　現実に地方に在住している現役世代は一つの職業で収入を確保している者が多く、地方移住希望者の多くも一つの職業で収入を確保したいと考えている。ただし、地方移住希望者は主な職業を持ちながら農業等の副業をもって生計を立てたいと願う者が地方に在住する者に比べて多いことがわかった（図表2-1-32）。いわゆるスローライフを求めている者が一定程度存在することを示していると思われる。確かにU、I／Jターン者は、地方定住者に比較して主な職業を持ちながら農業等の副業をもって生計を立てている者が多いが、移住希望者が望むほどの割合は占めていない。このギャップを埋めるためには、地方に複数掛け持つことができるような多数の小さな雇用（近隣集落での就農や、福祉、6次産業等での臨時雇用等）を用意することが必要であろう。


　
図表2-1-32　地方在住者の働き方と地方移住希望者が希望する働き方

[image: 図表2-1-32　地方在住者の働き方と地方移住希望者が希望する働き方]




　次に、実際に移住した者が、移住する前後で感じたギャップについて見ることによって、移住者がその地域に定住し続けるための課題を見る。




（移住した前後で、生活環境に良い方向のギャップを感じている者が多い）

　買い物環境や、病院の近接性、居住環境については想定より良い方向にギャップを感じている者が多い一方、教育環境や医療・福祉サービスの充実度については、特に若い世代でほぼ想定していたとおりという回答である（図表2-1-33）。買い物の利便性や病院の近接性は、利用してみて初めて実感することであり、教育や医療・福祉は全員が必要とするサービスではなく、必要と感じる者は事前に調査した上で移住することが想定されるため、ギャップが少なかったものと推察される。


　

図表2-1-33　Uターン、I／Jターン者が移住した前後で感じたギャップ（生活環境）

[image: 図表2-1-33　Uターン、I／Jターン者が移住した前後で感じたギャップ（生活環境）]




　一方、交通インフラの充実度（40〜59歳）、移住後の支援体制（40〜59歳、60歳以上）には悪いギャップを感じた者が良いギャップを感じた者より多く存在し、移住後の持続的な定住のための課題があるといえる。


　なお、高齢の世代は若い世代より良い方向にギャップを感じている者が多い。



（移住した前後で、地域の特性等に良い方向のギャップを感じている者が多い）

　地域の魅力や治安や防災等の安全性は、想定より良い方向にギャップを感じる者が多い（図表2-1-34）。家族・パートナーの理解が、移住後に良い方向に振れたとする者が多いのは、従属的に移住した家族やパートナーの満足度が向上したということであり、実際に居住することにより地方の魅力が実感されたものと推察される。


　

図表2-1-34　Uターン、I／Jターン者が移住した前後で感じたギャップ（地域の特性等）

[image: 図表2-1-34　Uターン、I／Jターン者が移住した前後で感じたギャップ（地域の特性等）]




　一方で、地元の人と仲良くなれそうか（40〜59歳）については、悪い方向にギャップを感じる者が多く存在し、移住者の心構えや地域の受け入れ体制等に改善の余地があることが分かった。


　また、ここでも高齢の世代は若い世代より良い方向にギャップを感じている者が多い。



（移住した前後で、若い世代は経済環境に悪い方向のギャップを感じている者が多い）

　若い世代のUターン、I／Jターン者は、経済的環境に悪い方向のギャップを感じている層が多いことも分かった（図表2-1-35）。特に収入額は想定していたものより悪いと感じており、支出額についても予想以上に減っていないと感じている者が多いことがうかがえる。一方で、全体の暮らし向きについてはそれほどギャップを感じておらず、想定の範囲内と見ることもできるが、例えば、子供が成長し、進学に伴い域外に出ること等を想定すると、仕送りが発生することになり、生活コストが増加することも考えられる。前述のとおり、生活環境や地域の特性等については、おおむね良い印象を感じている者が多いため、若い世代の定住を持続的なものにするためには、収入面・支出面の改善が重要であることが分かる。


　

図表2-1-35　Uターン、I／Jターンが移住した前後で感じたギャップ（経済的環境）

[image: 図表2-1-35　Uターン、I／Jターンが移住した前後で感じたギャップ（経済的環境）]




　なお、ここでも高齢の世代は若い世代より良い方向のギャップを感じていることが分かり、高齢の世代は、移住に関して総じて満足度が高いことが分かった。


　以上、述べてきたように地方移住には様々な動機や目的があるため、様々な主体に対して様々な地方の魅力の創出が必要である。一律に、若者世代は利便性の高い都市部に、高齢世代はスローライフを求めて農山漁村への移住を志向しているわけではない。実際には、農山漁村を志向する若者も存在し、地方都市を志向する高齢世代も存在する。


　例えば、2009年度から農林水産省が実施している「田舎で働き隊」制度では、20〜30代の若者を中心にこれまで1,100名が農山漁村に派遣され、派遣期間終了後も半数以上の者が地元に定住し、農林水産業や地域活性化等の活動に従事している。また、2009年度から総務省が実施している「地域おこし協力」制度では隊員の約8割が20〜30代であり、2014年度までに3,865名が過疎地域等に派遣されている。そのうちの約6割（2013年6月調査）が任期終了後も同じ地域に定住しているという。


　また、鳥取県では、2011年度から市町村の協力を得て、把握した移住者に対してアンケート調査を実施している。2013年度の状況を見ると、20〜40代は就職や結婚・子育て等を理由に移住してきた者が多く、50代以上は、退職による帰郷や田舎暮らしを志向しての移住が中心となっているが、田舎暮らしを志向して移住する若い世代も一定程度存在していることが見てとれる（図表2-1-36）。


　
図表2-1-36　年代別・理由別　移住世帯数（鳥取県・2013年度）

[image: 図表2-1-36　年代別・理由別　移住世帯数（鳥取県・2013年度）]




　また、都市へ流出した人の流れを地方へ取り戻すためには、図表2-1-20で見たように裾野が広いと考えられる地方都市への移住希望者の願望を叶えることが効果的である。すなわち、就業の場を用意し、買い物環境や交通インフラの充実等、都市的な利便性を一定程度提供することで、Uターン希望者等の地方回帰の流れを加速させることが可能になると考えられる。多くの地方移住希望者が地方都市に魅力を感じつつ、自然の豊かさにも魅力を感じていることが分かったため、地方都市と農山漁村の間のネットワークを構築することにより、地方の都市部の自然への近接性を高めることも一定の効果が見込まれると推察される。


　様々な主体に合致した地方の魅力をつくりあげ、交流人口を増やすことで、その魅力を訴えていくことが地方回帰を促進するために重要であるといえる。




（3）地方移住の流れをつくる「地域の魅力」の分析

　第1節図表2-1-25からもわかるように、移住志向者は収入や職業の確保などの金銭的側面を重視しながらも、利便性や自然環境等の金銭換算されない側面も重視している傾向にある。ここでは、移住に伴う家計の変化及び個々人が感じる「地域の魅力」について考察していく。




（大都市と小規模市町村の消費支出の比較）

　総務省「家計調査」により、都市規模別の月間平均消費支出の推移を見ると、2000年以降いずれの都市規模においても消費支出はおおむね減少傾向にあったが、2011年以降は三者三様の動きとなっている。大都市では増加に転じたのち直近は減少、全国では増加傾向が続き、小都市B（人口5万人未満の市）・町村は緩やかな減少基調である。また、小都市B・町村の消費支出は大都市と比べて1.5〜3万円少ない状態が続いている（図表2-1-37）。


　
図表2-1-37　1世帯当たり月間平均消費支出の推移（2人以上世帯）

[image: 図表2-1-37　1世帯当たり月間平均消費支出の推移（2人以上世帯）]




　次に、1世帯当たりの月間平均消費支出の項目別内訳について、全国平均を100とした場合の大都市と小都市B・町村の割合を見ると、大都市では、食料、住居、被服及び履物、保健医療、教育等が平均を上回っているのに対し、小都市B・町村では、光熱・水道、交通・通信が平均を上回っている（図表2-1-38）。大都市と比べた小規模市町村の消費支出は、食料、住居、被服及び履物をはじめトータルでは少ないものの、電気代や灯油代等をはじめとする光熱・水道や、交通・通信に含まれる自動車関連支出（自動車購入費、維持費、ガソリン代）は多いという傾向が見てとれる（図表2-1-39）。


　

図表2-1-38　1世帯当たりの1ヶ月平均消費支出の項目別割合（2014年、2人以上世帯）

[image: 図表2-1-38　1世帯当たりの1ヶ月平均消費支出の項目別割合（2014年、2人以上世帯）]



　

図表2-1-39　1世帯当たりの1ヶ月平均消費支出額（2014年、2人以上世帯）

[image: 図表2-1-39　1世帯当たりの1ヶ月平均消費支出額（2014年、2人以上世帯）]



（小規模市町村に居住している人々の生活実感）

　前項では、大都市と小規模市町村の消費支出について比較したが、小規模市町村での生活における、金銭換算されない定性的な部分の評価はどうなっているのだろうか。（株）NTTデータ経営研究所とNTTコムリサーチが実施した「小規模市町村における移住・定住の要因と生活状況に関する調査注29」によれば、小規模市町村での生活における満足度は「食事」、「居住環境」、「睡眠時間」が高く、これに次いで「買い物」や「ブロードバンド環境」といった項目も高くなっている。


　その一方で、「近隣都市への交通」、「地域内交通」といった交通面や「収入」、「経済的なゆとり」といった経済面での不満が高くなっている（図表2-1-40）。収入に関して、総務省「家計調査」によると平均年収注30が大都市644万円に対し小都市B・町村571万円と約1割少ない傾向にある。


　
図表2-1-40　生活における満足度

[image: 図表2-1-40　生活における満足度]




　実際に「「地域ストック」の豊かさに関する意識調査」注31で地方移住者注32350名の移住前後の収入の変化を調査したところ、収入は変わらない、又は減少したと答えた者が全体の約76％を占めている。また、可処分所得の変化については変わらない、又は減少したと答えた者が全体の約73％を占めており、移住により収入や可処分所得が改善する者は比較的少数と言える（図表2-1-41、図表2-1-42）。


　
図表2-1-41　移住による年収の変動額

[image: 図表2-1-41　移住による年収の変動額]



　
図表2-1-42　移住による可処分所得の変動額

[image: 図表2-1-42　移住による可処分所得の変動額]




　以上のように経済面については、小規模都市の居住者や地方移住者に優位性があるとは言い難いことから地方移住の背景には金銭化されない「地域の魅力」が影響していると考えられる。ここで金銭化されない「地域の魅力」が間接的に金銭的な生活コストに影響を与えている事例として、自給自足やお裾分けについて触れたい。自給自足やお裾分けの実施度合を月額換算額で見たところ、月額1万円以上相当の自給自足・お裾分けを実施している割合はどの収入額でも大差なく20％程度となっており、小規模市町村において、自給自足・お裾分けが食費を補完している側面があることがうかがえる（図表2-1-43）。


　
図表2-1-43　収入別「自給自足・お裾分けの月額換算額」

[image: 図表2-1-43　収入別「自給自足・お裾分けの月額換算額」]



（「地域の魅力」の金銭価値化）

　以下では、地方移住の流れに大きな影響を与えている「地域の魅力」を定量化するため「「地域ストック」の豊かさに関する意識調査」を実施し、人々の「地域の魅力」に対する評価額を調査注33することで、金銭価値化を行う。


　2つの仮想の地域モデル（「利便性の高い都会暮らし」、「自然豊かな田舎暮らし」）を設定し、居住を希望する地域モデルを調査すると、一般住民と地方移住者ではその傾向に違いが見られ、地方移住者は「自然豊かな田舎暮らし（以下「田舎暮らし」という。）」を選択する者が多く、一般住民は「利便性の高い都会暮らし（以下「都会暮らし」と言う。）」を選択する者が多い（図表2-1-44）。ただし、一般住民を日本の人口分布の縮図と考えると、国民の約4割は「田舎暮らし」を志向しているとも解釈することができる。


　
図表2-1-44　志向する地域モデルの傾向

[image: 図表2-1-44　志向する地域モデルの傾向]




　次に地方移住の背景となっている「地域の魅力」を分析するため、「田舎暮らし」を選択した者がどのような要素にどの程度の価値を見いだしているのかに着目していく。「「地域ストック」の豊かさに関する意識調査」にて、移住に当たって許容できる年収の減収額（許容減収額）を、地域に対する金銭価値と見なし調査を行ったところ、「田舎暮らし」を希望する地方移住者の約43％、一般住民の約31％は75万円／年（約6万円／月）以上の価値を認めていた。また、地方移住者は許容減収額が150万円に達すると「田舎暮らし」を希望する者が大きく減少する一方で、一般住民は75万円に達すると大きく減少しており、地方移住者の方が高い価値を認めている者が多い。しかし一般住民の中にも「田舎暮らし」に対し非常に高い金銭価値を認めている者が少数ながらいることもわかる（図表2-1-45）。


　
図表2-1-45　「自然豊かな田舎暮らし」の金銭価値

[image: 図表2-1-45　「自然豊かな田舎暮らし」の金銭価値]




　要素別の金銭価値を平均化したものが図表2-1-46と図表2-1-47であり、地方移住者、一般住民ともに「田舎暮らし」の「自然の豊かさ」を最も高く評価し、「広々とした居住環境」が続いている。「自然の豊かさ」については、地方移住者よりも一般住民の方が高い価値を感じていることから、一般住民の中には自然に対する「あこがれ」等から、「田舎暮らし」に対し高い価値を認める者がいると推測される。


　
図表2-1-46　「自然豊かな田舎暮らし」の要素別金銭価値（地方移住者）

[image: 図表2-1-46　「自然豊かな田舎暮らし」の要素別金銭価値（地方移住者）]



　
図表2-1-47　「自然豊かな田舎暮らし」の要素別金銭価値（一般住民）

[image: 図表2-1-47　「自然豊かな田舎暮らし」の要素別金銭価値（一般住民）]




　このように、「自然豊かな田舎暮らし」に対して高い価値を見いだしている者は、田舎に住むことによって都会に住むよりも多くの価値を得られる可能性が高い。例えば、「自然豊かな田舎暮らし」を志向する一般住民は「自然豊かな田舎暮らし」に見いだす金銭価値の合計を74万円（150名の平均値）としており、これはアンケートに参加した一般住民150名の平均年収の約13％の価値があることになる。つまり、このように田舎により大きな価値を見いだす者であれば、田舎に住むことを選択することが経済的にも合理性があると考えられる。


　これは、人々が地域の要素に対して持つ価値観は様々であり、画一的な価値観を持った個人のみを想定して都市や地域の政策を考えることが必ずしも適切でないことを意味する。


　例えば、集積の経済を前提とすると、一定程度の都市に住む方が合理性を有することになるが、ストックとしての田舎の価値を重視する者と都市の価値を重視する者の両方がいて、仮に何らかの理由で収入が減少するなど経済的な条件が変化した場合、各自の価値観に照らして田舎を選択する方が合理性を有する者も出てくると思われる。このような場合、重要となるのは居住地選択の柔軟性と多様性であると考えられる。


　このためには、良質な既存住宅を安心して売買できるよう、欧米諸国に比べ低水準である我が国の既存住宅の流通を活性化させることや、空き家の利活用、空き家物件に関する円滑な流通・マッチング等により住み替えの自由度を上げることも効果的である。


　また、地方が持つ「地域の魅力」に高い価値を感じていながらも都市に居住している者の流動性を高めることも重要である。例えば、漠然と地方に魅力を感じている者に対して、移住関連の情報を提供し、地方とのマッチングを進めることや、お試し移住等の移住体験等を通じて地域の魅力に接する機会を創設すること、さらには移住による経済環境の変化を抑制するため地方における雇用の創出等の地域経済自体の活性化を進める取組みを行うことも重要である。




（4）二地域居住の動向

　全国の総人口が減少する中で「定住人口」の増加をすべての地域で実現することはできない。また、地方の生活に関心がある人にとっても、求めている環境や条件と実際の状況が違った場合のリスクを考えると、一足飛びに「移住」することは必ずしも容易なことではない。


　「移住」に至らないまでも、これまであった交流人口を取り込み地域づくりに参加させることで「協働人口」を拡大し、積極的に地域に関わるライフスタイルを広げていくことも、地方への人の流れを促進していく上で重要である。


　このような意味で、従来から促進されてきた「二地域居住」というライフスタイルを推進することも重要である。



（二地域居住という住まい方）

　二地域居住人口の増加により、地域の消費需要や住宅需要等が増加し、新しい雇用機会の創出も期待できる。また、本節1．の地方に縁がある者の方が移住希望が高いとの意識調査結果にもあるとおり、二地域居住をする都市住民の一定程度の割合が、地域の魅力を実際に体験することによって、定住人口となることも期待できる。さらに、二地域居住は、災害に対するセーフティネットとしての役割も持ち、特に、震災等の災害に対しては、緊急の避難先の選択肢の一つとなるなどの効果がある。


　近年、公共交通機関や道路網の整備推進による時間距離の短縮や、ソーシャルメディアやスマートフォンの浸透、有線・無線による高速情報通信網の整備等のICT（情報通信技術）ツールの発達によるコミュニケーション手法の高度化・多様化によって、時間・距離・場所の制約は緩和されてきている。


　一方で、二地域居住を実践するためには、交通費や滞在費等の費用が発生するため、二地域居住を希望していても、費用負担を理由に断念した人もいると思われる。二地域居住に関するアンケート注34結果を見ると、二地域居住希望者は二地域居住実践者以上に「資金」を障壁に挙げる人が多い（図表2-1-49）。そのため、空き家や公的賃貸住宅の活用、LCCの参入促進等費用負担の軽減を図る様々な取組みを推進することが重要である。



　
図表2-1-49　二地域居住の実施上の条件・制約に関するアンケート調査結果

[image: 図表2-1-49　二地域居住の実施上の条件・制約に関するアンケート調査結果]




　また、今後は、単なる居住にとどまらず、生活・就労といった形でより積極的に2つの地域に関わりを持つ「二地域生活・就労」といったライフスタイルを拡大していくことも重要である。




（お試し居住）

　前述のとおり、二地域居住を実践するには、一定の費用が発生する。そのため、実践後に自分たちの求めている環境や条件と実際の状況が違ったとしても、新たな場所に住み替えることは容易ではない。


　また、移住や二地域居住をするためには、まず、移住地・居住地探しが必要である。特に、都会生まれの都会育ちといった、田舎に縁の少ない者が円滑に移住地・居住地探しを行うためには、行政だけではなく、民間、NPO等様々な主体が連携することによって、必要な情報の流通を活発化させる必要がある。そして、実地での移住地・居住地探しがスムーズに進められるためにも、長期休暇を積極的に活用した滞在型の観光等を促進する必要もあろう。


　そこで、移住や二地域居住を実践するためのステップとして、複数の地方公共団体では、一定期間、その地域に滞在し、実際に暮すことができる「お試し居住」が実施されている。




■北海道体験移住「ちょっと暮らし」

　北海道では、市町村やNPO等と連携して様々な移住・交流を促進する事業が実施されており、その中の一つに道内の市町村等が実施する「北海道体験移住「ちょっと暮らし」（以下「ちょっと暮らし」という。）」がある。


　「ちょっと暮らし」とは、北海道への移住や二地域居住等を希望している人が、生活に必要な家具や家電が備え付けられた住宅等に一定期間居住し、その地域での生活を体験するものである。提供する住宅には、空き家のほか、廃校を機に使用されなくなった教員住宅等既存の住居を活用しているものもある。


　2013年度には、前年度比14.6％増の2,264人が「ちょっと暮らし」を利用し、2006年度に集計を開始してから初めて2,000人を超え、過去最高を記録した。また、長期で利用する人が多く、平均滞在日数は継続して20日を超えており、観光目的のみではない、より地域に根ざした交流人口が増加していることがわかる（図表2-1-50）。


　
図表2-1-50　利用者数・平均滞在日数の推移

[image: 図表2-1-50　利用者数・平均滞在日数の推移]




　利用者の居住地別割合を見ると、首都圏が42％、近畿圏が28％、中京圏が10％と三大都市圏が全体の80％を占めており、都市圏在住者の北海道暮らしへの関心が高いことがわかる（図表2-1-51）。


　
図表2-1-51　利用者数の居住地別割合

[image: 図表2-1-51　利用者数の居住地別割合]




　利用者アンケートの結果を見ると、利用目的としては、シーズンステイが全体の約半数を占めているが、移住候補地探しや二地域居住地探しの利用者も多い（図表2-1-52）。「ちょっと暮らし」を利用し、実際にその地域で生活をすることで、今後の北海道への移住や二地域居住の実践に結びつくことが期待されている。


　
図表2-1-52　「ちょっと暮らし」利用者アンケート調査結果

[image: 図表2-1-52　「ちょっと暮らし」利用者アンケート調査結果]





注18　本項では三大都市圏を都市、三大都市圏以外を地方と定義。

注19　第1章1．（1）図表1-1-5参照。

注20　

	
矢祭町（福島県）は住民基本台帳ネットワークシステムに接続していないため、転出者数及び転入超過数は「住民基本台帳人口移動報告」には該当数値がないが、本集計では該当数値がある転入者数を転入超過数に組み入れた。

	
国立市（東京都）は住民基本台帳ネットワークシステムに接続していないため、転出者数及び転入超過数は「住民基本台帳人口移動報告」には該当数値がない（2010年及び2011年）が、本集計では該当数値がある転入者数を転入超過数に組み入れた。

	
国立市（東京都）は2012年2月より住民基本台帳ネットワークシステムに接続した。したがって、転入者数は2012年2月1日から12月31日までの結果である。転入超過数は転入・転出の期間が異なるため、「住民基本台帳人口移動報告」には該当数値はないが、本集計では上述の転入者数及び転出者数を転入超過数に組み入れた（2012年）。



注21　過疎地域とは、「過疎地域自立促進特別措置法」第2条第1項に規定する市町村の区域と同法第33条第1項の規定により過疎地域とみなされる市町村の区域とした。


注22　正式名称は「認定特定非営利活動法人100万人のふるさと回帰・循環運動推進・支援センター」。

注23　中山間地域とは、農業統計上用いられている地域区分のうち、中間農業地域と山間農業地域を合わせた地域を指す。

このうち、中間農業地域は林野率が主に50〜80％で、耕地は傾斜地が多い市町村を指し、山間農業地域は林野率80%以上、耕地率10%未満の市町村を指す。


注24　I／Jターン：Iターンは都市で生まれ育った者が地方へ移住すること、Jターンは地方で生まれ育った者が都市に移住し、その後生まれ育った地域でない別の地方に移住すること。


注25　（株）三菱総合研究所が2011年より毎年実施しているインターネットアンケート（回答数は、2011年は20〜69歳で30,000、2014年は70歳以上も含めて34,183。なお、経年比較の際は、2014年も20〜69歳で30,000としている。）。


注26　2015年2月に、全国の個人を対象としてインターネットを通じて実施（回答数3,000）。

注27　国民意識調査では、以下のとおり定義した。


	地方定住者：現在の居住地が三大都市圏以外で、現在の居住地と出身の道県が一致し、他の市町村に住んだことがない者

	Uターン者：現在の居住地が三大都市圏以外で、現在の居住地と出身の道県が一致し、他の市町村に住んだことがある者

	I／Jターン者：現在の居住地が三大都市圏以外で、現在の居住地と出身の都道府県が一致しない者



なお、同一道県内の市町村間の移動者もUターン者に含まれている。

注28　小数点第2位以下により図表中の合計数値と一致していない。

注29　2014年7月に人口4万人未満の市町村の住民を対象に実施したアンケート（n=1050）。

注30　2014年調査で2人以上世帯の年収。

注31　2015年4月に全国の個人を対象としてインターネットを通じて実施。

注32　三大都市圏から三大都市圏以外へ自分の意志で移住した者。

注33　対象：一般住民（全国から人口分布に従い抽出された）350名、地方移住者350名

設問：（1）仮想の地域モデル「利便性の高い都会暮らし」と「自然豊かな田舎暮らし」のどちらに暮らしたいか、（2）選択しなかった暮らしから選択した暮らしに移住する場合の年収の減収許容金額はいくらか（100万円以下は25万円刻み、100万円超は50万円刻みの選択肢とした）、（3）（1）の暮らしを選択した理由は何か（5つの要素から重み付けし合計が100％となるように回答）


※前提条件として、移住の際、引越に要するコスト、生活コスト、住宅維持費、近隣医療施設の充実度や医療機関へのアクセス等は変わらないものと仮定


※「地域の魅力」の要素別評価額は、上記（2）と（3）のクロス集計により算出

注34　2013年1月に国土交通省が実施。本アンケートでは「二地域居住」を、「生活拠点とは別の特定の地域に生活拠点（ホテル等も含む）を設け、旅行や年末年始の帰省、出張等といった一時的なものではなく、年間で通算しておおむね1ヶ月以上の期間を過ごすこと」としている。









コラム　移住女子



　女性の移住は、かつては婚姻によるものが多数を占めていました。しかし、近年ではボランティアやインターン、自然体験ツアー等様々な取組みへの参加をきっかけに、その地域や住んでいる人々に魅力を感じ、移住を決意する独身女性が増えてきています。


　若い女性が、生まれ育った地域でも、学生時代に慣れ親しんだ地域でもない土地に移住する。移住についての話を切り出されたとき、彼女たちの両親はいったいどのような顔をしたのでしょうか。きっと一度は考え直すよう意見をしたのではないでしょうか。


　強い「思い」を胸に移住を決意した彼女たち「移住女子」。出身地も移住時期もそれぞれで、移住した地域も同じではありません。お互いの存在さえ知らず、自身の「思い」と見守ってくれる人々に支えられ、怖さと不安を乗り越えていたそうです。恐らくどの地域に移住したとしても、同じ状況であろうことは想像に難くありません。


　新潟県内外の中山間地域に移住し、「中山間地の生活を伝えたい」との思いを共有した移住女子4人が、地域応援クラウドファンディングサイト「FAAVO」を利用して、2013年8月に「ChuClu（ちゅくる）」注という冊子を創刊しました。


　冊子は移住女子たちの実際の生活、移住前と移住後でのお金の使い道の比較、恋愛事情等、地域で暮らしているからこそ分かる、良いことや悩み事を「女子」らしい目線を交えながら発信する内容となっています。


　その中の一人、坂下可奈子さんは昨年、移住先の池谷集落で知り合った男性と結婚しました。移住女子が中山間地域にやってきた「第一章」から、家族をもつ「第二章」がはじまります。


　

図表2-1-48　「ChuClu（ちゅくる）」を編集・発行する移住女子の皆さん

[image: 図表2-1-48　「ChuClu（ちゅくる）」を編集・発行する移住女子の皆さん]



　
季刊フリーペーパー「ChuClu（ちゅくる）」

[image: 季刊フリーペーパー「ChuClu（ちゅくる）」]






注　季刊フリーペーパー。新潟県、長野県以外に東京都のアンテナショップでも配布されている。









コラム　都市農村交流による地域振興〜群馬県川場村と東京都世田谷区の縁組協定〜



　群馬県川場村は、群馬県の北部、武尊山の南麓に位置し、村の総面積の約80％が森林で占められた自然豊かな農山村です。総人口は3,445人（2015年2月末現在）であり、古くから農林業を基幹産業としていましたが、1975年以降、農業従事者の高齢化の進行と兼業農家の割合が増えたことにより、遊休農地が増え、田園風景の荒廃が懸念されていました。


　一方、東京都世田谷区では、都会で望めなくなった豊かな自然の恵みに触れながら、地方の方々と相互に協力して都市と山村の交流を深めるための「第二のふるさと」が求められていました。このような中、恵まれた自然環境と田園景観を活かした「農業プラス観光」の基本方針のもと、村の活性化に取り組んでいた川場村と構想が一致したことから、1981年に「区民健康村相互協力に関する協定（縁組協定）」が結ばれました。


　川場村では、1986年に二つの区民健康村（なかのビレジ・ふじやまビレジ）を建設し、世田谷区内の各小学校の移動教室を受入れ、村めぐりや登山等村内の自然や営みを学ぶ体験を毎年行っています。また、区民健康村を活動拠点として、世田谷区民による森林保全活動やレンタアップル注等の地元農家での農業体験が行われるなど、多くの世田谷区民が訪れており、毎年50,000人程度の方が区民健康村を利用しています。


　
図表2-1-53　川場村の位置

[image: 図表2-1-53　川場村の位置]




　さらに、世田谷区のお祭りやイベントの際には、川場村から太鼓演奏の団体等が参加し、農家が農産物の直売をするなど川場村民も世田谷区を訪れています。


　そのほか、世田谷区との交流をきっかけにつくられた道の駅「川場田園プラザ」では、地域資源を活かし、地元農産物の直売や果物狩り、陶芸等の体験やイベント等により、村民と来訪者の交流の機会を提供するなど取り組んでいます。


　このような「農業プラス観光」の取組みにより、川場村への観光客数は増加傾向にあり、2013年度には「川場田園プラザ」の知名度が向上したこともあり、観光入込客数は約150万人を記録しました。田園プラザの盛況は農産物の売上げが拡大するとともに、安定的な農業経営、就労の場の拡大等村の活性化につながっています。


　
図表2-1-54　こども里山自然学校の様子

[image: 図表2-1-54　こども里山自然学校の様子]



　
図表2-1-55　川場村観光入込客数の推移

[image: 図表2-1-55　川場村観光入込客数の推移]





注　川場村のりんご農家より木を借りて1年間オーナーになる制度。









■2　地域を支えるヒト（交流人口）・モノ・カネ・情報の流れ



　第1節2．では、1．で扱った「定住人口」以外のヒト・モノ・カネ・情報の流れとして、観光（交流人口）、物流・情報、地域経済循環の各分野について、それらを通じた地域経済への効果や具体の取組事例を紹介する。


　まず、「（1）観光（交流人口）」において、地方における消費税免税店数の推移や地域別国内宿泊旅行消費額の収支等、訪日外国人や日本人観光客による地域経済への効果を紹介・分析した上で、県内資本として初めて免税店許可を取得し主に地域産品を販売する「秋田まるごと市場」と、クルーズ船寄港で実績を上げている青森港の事例を紹介する。


　次に、「（2）物流・情報」において、インターネットの普及と物流分野への影響を概観し、物流が地域社会に貢献している例として、石川県における大型物流センター立地による雇用創出と、山口県における道の駅を拠点とした物流事業者による地域支援の取組事例を紹介する。また、ICT（情報通信技術）の普及による新しい働き方として、テレワークの普及やサテライトオフィスの例（神山町）を紹介する。


　最後に、「（3）地域経済循環と地域づくり」において、「資金の流れ」から見た地域づくりとして、地域経済循環の概念と仕組みを紹介し、その改善策を「地域外からの資金の獲得」、「地域外への消費流出の抑制」、「地域内での投資手法の多様化」、「地域の不動産を活用した投資」の4つの側面から考察する。また、地域経済循環分析に基づく地域活性化の取組みを行っている熊本県水俣市の取組みを紹介する。




（1）観光（交流人口）

（訪日外国人の動向）

　2014年の年間訪日外国人旅行者数は、前年比29.4％増の約1,341万人となり、過去最高を記録した（図表2-1-56）。国・地域別に見ると、台湾が約283万人、次いで韓国が約276万人、中国が約241万人の順となっている。また、東南アジア6箇国注35については、過去最高の約160万人を記録し、訪日外国人全体に占める割合は、東アジアで66.5％、東南アジアで11.9％を占め、アジア全域で79.1％を占めている（図表2-1-57）。


　
図表2-1-56　訪日外国人旅行者数の推移

[image: 図表2-1-56　訪日外国人旅行者数の推移]



　
図表2-1-57　2014年の訪日外国人旅行者数及び割合（国・地域別）

[image: 図表2-1-57　2014年の訪日外国人旅行者数及び割合（国・地域別）]




　次に、2014年の訪日外国人旅行消費額を見ると、前年比43.1％増の2兆278億円、一人当たり訪日外国人旅行消費額は前年度比10.6％増の15万1,174円となり、過去最高を記録した（図表2-1-58）。また、訪日外国人旅行者が日本で支払った金額と日本人旅行者が海外で支払った金額の差を示す旅行収支は回復傾向にあり、2014年4月の旅行収支は大阪万博開催中の1970年7月以来の黒字を記録した（図表2-1-59）。


　
図表2-1-58　訪日外国人旅行消費の推移

[image: 図表2-1-58　訪日外国人旅行消費の推移]



　
図表2-1-59　旅行収支の推移

[image: 図表2-1-59　旅行収支の推移]




　この訪日外国人旅行者数と旅行消費額の増加は、為替相場が円安方向へ推移したことにより、日本への旅行や日本での買い物が割安になったことに加え、外国人旅行者向け消費税免税制度の拡充やビザの発給要件の緩和のほか、首都圏空港の発着枠の拡大やLCC路線数の増加等が要因となっている。特にLCC国際線については、2010年以降に東アジア、東南アジアの国・地域における路線数が急速に増加している。


　外国人延べ宿泊者数の推移を見ると、三大都市圏、地方圏共に2011年以降宿泊者数が増加している（図表2-1-60）。また、2014年の都道府県別外国人延べ宿泊者数を見ると、東京都、愛知県、大阪府等の都市部や北海道等の地域に宿泊者が集中しているものの、都道府県別外国人延べ宿泊者数の対前年伸び率では、地方においても伸びを見せている（図表2-1-61、図表2-1-62）。特に、山梨県は91.3％増、滋賀県は77.0％増となっており、他の地域と比べ大幅に伸びている。


　
図表2-1-60　外国人延べ宿泊者数の推移

[image: 図表2-1-60　外国人延べ宿泊者数の推移]



　
図表2-1-61　都道府県別外国人延べ宿泊者数（2014年）

[image: 図表2-1-61　都道府県別外国人延べ宿泊者数（2014年）]



　
図表2-1-62　都道府県別外国人延べ宿泊者数対前年伸び率（2014年）

[image: 図表2-1-62　都道府県別外国人延べ宿泊者数対前年伸び率（2014年）]



（訪日外国人増加による地域経済への効果）

1)外国人旅行者向け消費税免税制度拡充による地方経済への効果

　2014年10月1日より免税対象品目が拡大され、これまで免税対象から除かれていた食品類、飲料類、薬品類、化粧品類等の消耗品について、一定の不正防止措置を講ずることを前提に免税対象となった（図表2-1-63）ことで、全国の輸出物品販売場数は9,361店（2014年10月1日時点）となり、同年4月1日と比較して半年間で3,584店増加した（図表2-1-67）。


　
図表2-1-63　外国人旅行者向け消費税免税制度の拡充の概要

[image: 図表2-1-63　外国人旅行者向け消費税免税制度の拡充の概要]




　訪日外国人旅行消費額において、買い物代は全消費額の約3分の1を占めており（図表2-1-64）、また、訪日外国人旅行者が日本で購入した物品を見ると、「菓子類」、「その他食料品・飲料・酒・たばこ」、「化粧品・香水」等の新たに免税対象となった品目の購入割合が高くなっており（図表2-1-65）、免税手続を利用した人は免税手続を利用していない人よりも購入単価が高くなる傾向がある（図表2-1-66）。


　
図表2-1-64　2014年訪日外国人旅行消費額（費目別）

[image: 図表2-1-64　2014年訪日外国人旅行消費額（費目別）]



　
図表2-1-65　訪日外国人が日本で購入した物品（2014年）

[image: 図表2-1-65　訪日外国人が日本で購入した物品（2014年）]



　
図表2-1-66　消費税免税手続の利用有無別の購入者単価

[image: 図表2-1-66　消費税免税手続の利用有無別の購入者単価]




　免税店数の地域割合を見ると、三大都市圏が約70％を占めており（図表2-1-67）、今後は地方の商店街等においても積極的に免税店を増やすことが、外国人の旅行消費を誘発させるために必要である。2015年4月1日から、免税手続の第三者への委託が可能となり、商店街や物産センター等において、免税販売手続を一括で行う免税手続カウンターを設置できることとなった（図表2-1-68）。これにより、外国語対応への不安や免税手続の煩雑さが解消され、地方の商店街等において免税店が増えることが期待される。また、外国人旅行者にとっても、免税手続の煩雑さが軽減されるとともに、免税手続カウンターにおいて各店舗における購入金額を合算して免税販売の購入下限額を判定することができ、旅行消費額の増加も期待される。

　
図表2-1-67　免税店数の地域別割合の推移

[image: 図表2-1-67　免税店数の地域別割合の推移]



　
図表2-1-68　商店街における免税手続カウンター設置のイメージ

[image: 図表2-1-68　商店街における免税手続カウンター設置のイメージ]




　そのほか、外航クルーズ船が寄港する港湾における輸出物品販売場に係る届出制度が創設された。この結果、クルーズ埠頭（クルーズ船の接岸岸壁や旅客船ターミナル等）への免税店の臨時出店が容易となり、免税品を購入後直ちに船に持ち込めるクルーズ埠頭において、外国人旅行者による地元物産品等の購入が促進された。


　また、免税店における購入商品等を一時預かりまたは配送することによる訪日外国人旅行者の「手ぶら観光」について、そのサービス拠点を明示するための共通ロゴマークを2015年3月に決定した。今後、一括カウンター等への共通ロゴマークの掲示の促進と併せて、訪日外国人旅行者に対する「手ぶら観光」の認知度の向上を図ること等により、一層の買物需要の喚起が期待される。




■地方における免税店の事例〜秋田まるごと市場〜

　秋田県秋田市卸町にある「秋田まるごと市場」（図表2-1-69）は、免税店としての許可を2014年12月に取得し、2015年1月下旬から免税販売を開始している。秋田県内の免税店は、免税制度が改正され対象品目が大幅に拡大した2014年10月1日時点で秋田空港国際線ターミナルや秋田市のデパート、大型ディスカウント店等7店で、いずれも県外資本の事業者であったため、「秋田まるごと市場」が初めての秋田県内資本の事業者となった。


　
図表2-1-69　秋田まるごと市場（秋田県秋田市）

[image: 図表2-1-69　秋田まるごと市場（秋田県秋田市）]




　「秋田まるごと市場」は、秋田空港や秋田港に近い場所に立地し、高速道路からのアクセスも容易であり（図表2-1-70）、また、大型バスが駐車できる駐車場やフードコートを完備しており、これまでも台湾、中国、韓国等から、毎年約1,000人以上の外国人観光客が訪れていた。秋田県内の消費が伸び悩む中、円安方向への推移等の影響により秋田県を訪れる外国人観光客は増加している。「秋田まるごと市場」では秋田の銘菓、特産品、生鮮食品等の県内の地域産品を販売しており、訪れる外国人旅行者の多くが、果物や食品等を購入することからも、免税店許可取得により、更なる外国人観光客による地元産品の消費が期待される。


　
図表2-1-70　秋田まるごと市場の位置

[image: 図表2-1-70　秋田まるごと市場の位置]




　また、2015年にはクルーズ船のオプショナルツアーとして組み込まれており、今後更なる効果が期待されているところである。



2)クルーズ船の寄港による地方経済への効果

　クルーズ船は地方部を含む100港以上に寄港しており、その中でも外航クルーズ船は50港以上に寄港している。我が国港湾へのクルーズ船の寄港回数は近年増加しており、2014年には1,204回と過去最高を記録し（図表2-1-71）、クルーズ船により入国した外国人旅客数は41.6万人となった（図表2-1-72）。福岡市や神戸市等の調査によると、大型クルーズ船の寄港地における経済効果は一人当たり3〜4万円、1寄港当たり1〜2億円と試算されており、特に母港（発着地）では、その効果が更に大きなものとなっている。


　
図表2-1-71　我が国港湾へのクルーズ船の寄港回数の推移
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図表2-1-72　クルーズ船による外国人入国者数（概数）

[image: 図表2-1-72　クルーズ船による外国人入国者数（概数）]



■青森港におけるクルーズ船寄港の効果

　青森港への2014年のクルーズ船寄港回数は東北地方では最多の20隻となっており、特に近年では外国船社の寄港回数が急激に増加している（図表2-1-73）。2014年の乗船客数は26,617人であり、外国人客は11,039人、日本人客は15,578人となっている。


　
図表2-1-73　青森港のクルーズ船寄港実績の推移

[image: 図表2-1-73　青森港のクルーズ船寄港実績の推移]




　2014年に青森市等が実施したクルーズ船観光客のアンケート調査によると、日本人観光客一人当たりの消費額は6,840円、外国人観光客一人当たりの消費額は8,100円となっており、日本人観光客の消費額よりも外国人観光客の消費額が多いということがわかった。


　購入品目別割合を見ると、外国人は伝統工芸品が36.6％で最も多く、日本人はりんご関連が31.0％、海産物が28.8％となっており、共に青森県の地域産品の購入割合が高いことから、地域経済に一定の寄与をしているものと考えられる（図表2-1-74）。


　
図表2-1-74　購入品目別割合（件数）

[image: 図表2-1-74　購入品目別割合（件数）]




　前述の青森市等が実施したアンケート調査の消費額には含まれてないが、クルーズ船寄港時には、十和田湖や白神山地等の青森県の観光資源を活かしたオプショナルツアー（地域観光）が組まれているため、実際の消費額はこれよりも高い額であると推察され、観光消費の発生による間接効果を含めるとクルーズ船寄港による経済効果は更に大きなものと推察される。


　このように、クルーズ船は寄港地を中心に一度に多くの観光客が訪れ、地域の活性化に寄与している。

　国土交通省としては、クルーズ振興を通じたより一層の地域の活性化を推進するため、既存施設を有効活用しつつ、旅客船ターミナルの機能強化、港湾施設の諸元や寄港地周辺の観光情報を国内外に発信するウェブサイトの充実、外航クルーズ客に地域の観光情報等を提供する場としての「みなとオアシス」の活用等に取り組んでいる。


　今後とも、2020年の「クルーズ船100万人時代」の実現を目指すとともに、クルーズ振興を通じた地方の創生を図るため、ソフト・ハード両面から積極的な取組みを推進していく。




（日本人観光客の地域経済への効果）

　2014年の国内における外国人を含めた旅行消費額22.4兆円のうち、日本人国内宿泊旅行消費額は14.3兆円、日本人国内日帰り旅行消費額は4.5兆円であり、日本人の国内旅行消費額は国内における旅行消費額の80％以上を占めている（図表2-1-75）。


　
図表2-1-75　国内における旅行消費額の推移
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　また、我が国の延べ宿泊数の推移を見ると、日本人延べ宿泊数・外国人延べ宿泊数共に増加傾向にあるものの、依然として外国人延べ宿泊数よりも日本人延べ宿泊数の占める割合が大半を占めている（図表2-1-76）。このため、地方経済にとっては外国人観光客だけではなく日本人観光客の呼び込みも引き続き重要である。


　
図表2-1-76　我が国の延べ宿泊数の推移

[image: 図表2-1-76　我が国の延べ宿泊数の推移]




　2014年の国民一人当たりの国内宿泊観光旅行回数は1.29回、国民一人当たりの国内宿泊観光旅行宿泊数は2.12泊となっている（図表2-1-77）。また、日帰り旅行延べ人数は前年比7.2％減の1億9,158万人・回、宿泊旅行延べ人数は前年比7.0％減の1億6,405万人・回となっており、いずれも2011年を底に回復傾向にあったが、2014年は減少に転じた（図表2-1-78）。


　
図表2-1-77　国内宿泊観光旅行の回数及び宿泊数の推移
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図表2-1-78　国内日帰り・宿泊観光旅行延べ人数の推移
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　図表2-1-79は地域別に国内宿泊旅行消費額の収支を見たものだが、例えば、北海道に居住している人が観光を目的に東京で宿泊し、10,000円を消費した場合は、「観光・レクリエーション」において、居住地の北海道と目的地の関東にそれぞれ消費額の10,000円が計上される（「国内旅行全体」は、「観光・レクリエーション」、「帰省・知人訪問等」、「出張・業務」を合計したもので「国内旅行全体」のみ地域別収支を棒グラフにしている。）。これを見ると、関東、中部、近畿のいわゆる三大都市圏から地方にお金が流れている傾向があることがわかる。


　
図表2-1-79　地域別国内宿泊旅行消費額の収支（2014年）

[image: 図表2-1-79　地域別国内宿泊旅行消費額の収支（2014年）]




　旅行消費額の大半を占める国内宿泊旅行は地域経済に大きな影響を与えるが、北海道、北陸信越、沖縄の三地域は、「観光・レクリエーション」を目的とした宿泊が特に突出しており、宿泊旅行の全体収支の黒字額を引き上げている。




（地方観光圏の整備を通じた観光地域づくり）

　観光庁では、「観光圏の整備による観光旅客の来訪及び滞在の促進に関する法律（観光圏整備法）」に基づき、滞在交流型観光に対応できる区域として「観光圏」の整備を促進している。これにより、ゴールデンルートにある地域だけではなく、特定のテーマを持って国内外に訴求する際立った魅力を持つ観光地域を創出し、観光を通じた地域の活性化を図っている。


　2014年度に観光圏整備実施計画の認定を受けた北海道の蘭越町、ニセコ町、倶知安町の3町からなる「ニセコ観光圏」は、世界有数のパウダースノーとスキーヤー・スノーボーダーの安全確保の活動により、国内はもとより、世界各国から観光客が訪れ、日本人延べ宿泊数・外国人延べ宿泊数共に増加傾向にあり、2013年は約153万人泊となった（図表2-1-80）。


　
図表2-1-80　ニセコ観光圏における宿泊延数の推移
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　また、同計画で「雪国観光圏」として認定を受けている新潟県の魚沼市、南魚沼市、湯沢町、十日町市及び津南町、群馬県みなかみ町並びに長野県栄村の7市町村は、JR上越新幹線（乗降駅2箇所）や関越自動車道等の高速交通網が整備されている。越後湯沢駅を中心に、首都圏とは2時間弱で結ばれており、日帰り観光も可能となっている。


　「雪を通じた国際観光の展開」、「雪国らしい新たな観光産業の形成」、「滞在型観光の促進」、「地域づくり・人づくりの推進」を基本方針として取り組んでおり、圏域市町村の宿泊延数は増加傾向にある（図表2-1-81）。


　
図表2-1-81　雪国観光圏における宿泊延数の推移

[image: 図表2-1-81　雪国観光圏における宿泊延数の推移]



（2）物流・情報

（インターネット通販と物流）

　ICT（情報通信技術）の発展により、時間・距離・場所を超え、世界中のヒトとつながることが可能となった。近年は、情報通信機器の普及が進んでおり、情報通信機器の普及状況の推移を見ると、パソコン、携帯電話・PHSは1990年代後半から2000年代前半にかけて普及し、スマートフォン、タブレット型端末は2010年から急速に普及している（図表2-1-83）。


　
図表2-1-83　情報通信機器の普及状況の推移（世帯）

[image: 図表2-1-83　情報通信機器の普及状況の推移（世帯）]




　情報通信機器の普及に伴い、インターネット利用率も拡大している。年齢階層別にインターネット利用率を見ると、2013年末時点で13〜59歳のインターネット利用率は90％を超えており、60歳以上の年齢層においてもインターネット利用率は拡大傾向にある（図表2-1-84）。

　
図表2-1-84　年齢階層別インターネット利用率の推移（個人）

[image: 図表2-1-84　年齢階層別インターネット利用率の推移（個人）]




　このような、情報通信機器の普及やインターネット利用率の拡大を背景に消費者の生活も変化し、消費者は時間・場所を限らず買い物ができるようになった。そのため、商取引についてもインターネットを利用した取引が増加している。


　我が国の消費者向け電子商取引市場規模は着実に増加してきており、2013年は約11.2兆円、電子商取引の浸透度合を示す指標であるEC化率注36は約3.7％となっている（図表2-1-85）。


　
図表2-1-85　我が国の消費者向け電子商取引市場規模の推移
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　こうした電子商取引市場の成長や消費者ニーズの多様化は物流分野にも影響を与えている。貨物流動量の推移を見ると、流動1件当たりの貨物重量は減少しているが、件数は増加している。また、宅配便注37の取扱個数の推移を見ても、取扱個数は増加していることから、輸送単位が小口化・多頻度化していることがわかる（図表2-1-86、図表2-1-87）。


　
図表2-1-86　貨物流動量の推移（3日間調査）
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図表2-1-87　宅配便取扱個数の推移

[image: 図表2-1-87　宅配便取扱個数の推移]




　これに伴い受取人の不在等による再配達が増加している現状を踏まえ、再配達の削減を通じた物流の効率化を推進するため、宅配事業者、通販会社等で構成される「宅配の再配達の削減に向けた受取方法の多様化の促進等に関する検討会」を開催し、宅配の受取方法の多様化の促進等を通じた再配達の削減に向けた現状把握、要因分析を行うとともにこれらに基づき諸課題及び対応の方向性に関する検討を行っている。


　このような背景から、近年では物流業務の一層の効率化のため、物流施設の再編・集約が行われ、保管のみならず、荷捌き、流通加工機能、高度情報処理機能等様々な機能を併せ持った大型の物流施設が、消費者が居住する地域に近い都市近郊に立地する傾向がある。こうした物流施設の需要の高まりから、不動産投資信託の投資対象としても魅力が上がっており、J-REIT注38による取得資産を見ると、従来はオフィス、住宅、商業・店舗が中心であったが、近年では、物流施設への投資が伸びを見せている（図表2-1-88）。


　
図表2-1-88　J-REIT投資対象の資産規模の推移について
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（物流による地域社会への貢献）

1)物流施設立地による地域の雇用

　従来の物流施設は平屋建ての倉庫で商品を保管するだけのものが主流であったが、前述のように、最近の物流施設は、荷物の仕分けや梱包、在庫管理等の作業も行っている。こうした多機能型の大型物流施設は、近年活発に建設されており、地方の雇用創出にも貢献している。




■（株）ビーイングホールディングス「白山第3SCMセンター」〜石川県白山市〜

　石川県金沢市の総合物流輸送企業（株）ビーイングホールディングスは、同県白山市に敷地面積2,992坪、延べ床面積約3,940坪の大型の物流センターである白山第3SCM（サプライチェーン・マネジメント）センターを2014年11月に建設した。


　今回建設された白山第3SCMセンターは、従来型の施設よりも多くの雇用を創出しており、（株）ビーイングホールディングスが所有している既存施設と比較すると以下のとおりまとめられる。


　
図表2-1-89　（株）ビーイングホールディングス所有の物流施設概要

[image: 図表2-1-89　（株）ビーイングホールディングス所有の物流施設概要]





	白山第3SCMセンター〜在庫型の物流施設（2014年）

　→商品を一旦保管して、物流センター内で荷捌きや梱包、検品等の流通加工を行い、配送する施設である。そのため、他の物流施設に比べると面積、従業員数共に規模が大きい。白山第3SCMセンターでは、135人を雇用しており、そのうち100人は地場採用であり、地方での雇用創出に貢献している。

	金沢ケースセンター〜従来型の倉庫（2010年→移転2013年）

　→保管・在庫管理といった用途から従業員は1人。

	長岡アオキTC（トランスファーセンター）〜通過型の物流施設（2012年）

　→在庫を持たず、仕分け機能を重視する倉庫であるため、従業員は従来型の倉庫よりも多く10人を雇用。



　このように、近年建設されている大型の物流施設は地方の雇用創出にも貢献している。インターネット通販の拡大や多頻度小口配送の増加等により、今後も大型物流施設の需要は増えると考えられることから、物流施設立地による地方の雇用創出への期待が高まっている。

　
図表2-1-90　白山第3SCMセンターの位置

[image: 図表2-1-90　白山第3SCMセンターの位置]



　
図表2-1-91　白山第3SCMセンターの外観

[image: 図表2-1-91　白山第3SCMセンターの外観]



2)物流事業者による地域支援の取組み

　人口減少・少子高齢化や地域構造の変化等に伴い、特に地方においては食料品等の日常の買い物が困難な状況に置かれる人への対応が必要となっているほか、輸送網の維持も課題となっている。こうした課題に対し、高齢者の多い地域において、地方公共団体と物流事業者が連携し、高齢者の見守りや買い物支援等を実施し、生産者に対して販売機会を創出するなど、地域の維持・活性化に向けた取組みを実施している。このような取組みにより、例えば高齢者が庭先で作った野菜等、従来は市場に流通しなかった農産品が「道の駅」や「地域外」で販売されるようになるなど、新しい物流チャネルによるモノの流れが期待される。本格的な人口減少社会においても、このような新たな物流チャネルが全国各地で起きれば、モノの流れを通じた地域の活性化や我が国の活力の源泉につながるものと考えられる。




■宅配事業者と連携した道の駅「ソレーネ周南」〜山口県周南市〜

　山口県周南市は市域の約68％を占める中山間地域に広大な農地を有している。近年は、過疎化・高齢化が進み、耕作放棄地の増加、農産品の生産量減少による販売機会ロス・収入減、交通インフラの衰退による移動・買い物困難等、日本各地に共通する課題を多く抱えていた。


　そのような背景から、2014年5月17日にオープンした国道2号沿いの道の駅「ソレーネ周南」では、「オール周南で24時間周南ブランド発信」をコンセプトに、多くの道の駅が提供している「観光型」の機能に加え、道の駅を市民の交流・コミュニケーションの場とし「生きがい」を支える「福祉型」の機能も備えることで、地域の課題解決への取組みを行っている。


　さらに、同年11月17日には、周南市と道の駅「ソレーネ周南」を運営する（一社）周南ツーリズム協議会及びヤマト運輸（株）の三者で「地域活性化包括連携協定」を締結し、官民一体となって地域の活性化及び市民サービスの向上を目指し、地域住民の生きがい支援や周南ブランドの発信に取り組んでいる。


　
図表2-1-92　「地域活性化包括連携協定」の取組み概要図
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　「地域活性化包括連携協定」による1つ目の取組みとして、これまで少量のために市場に出すことができなかった高齢者が庭先で作った野菜や地域の農産品・加工品を、1袋から自分で値段を決めて出品・販売できる場を提供している。また、交通手段がない中山間地域の農家や生産に集中したい食品加工工場等、直接持ち込むことが難しい場合には、ヤマト運輸（株）のセールスドライバーが集荷に行き、出品商品を折りたたみ式コンテナにそのまま入れるだけで、「ソレーネ周南」へ納品できる仕組みとなっている。


　2つ目の取組みとして、高齢者や障害者の買い物・見守り支援が挙げられる。カタログ通販やネットスーパー等の活用により、「ソレーネ周南」で受注・商品のピックアップ・梱包を行い、ヤマト運輸（株）のセールスドライバーが自宅まで届けることで、道の駅まで来ることができない高齢者や障害者への買い物を支援している。また、配達時に安否確認を行い、異常時には市の担当者に連絡をすることで、見守り支援も同時に行う予定である。


　3つ目の取組みとして、地域産品の域外への販売、周南ブランドの発信・販路拡大、6次産業化の支援が挙げられる。周南市の特産品・加工品や高齢者が作った農産品等を道の駅に来た地域の人や観光客に販売するだけでなく、全国の消費者やレストラン等へ向けて販売する仕組みの構築を行い、周南市の特色を盛り込んだオリジナル送り状（宅急便伝票）も作成することで、全国へのPRを検討している。また、国内輸送だけでなく海外への輸出についてもヤマトグループがサポートし、周南ブランドの国内外への発信を強化していく予定である。




　以上のように、物流事業者は様々な面において、地域の維持・活性化に向けた取組みを実施している。特に人口減少・高齢化が進むと言われている地方においては、こういった地域の維持・活性化に向けた取組みが必要である。そのため、国土交通省は、学識経験者、物流事業者、地方公共団体、NPO等の関係者からなる「地域を支える持続可能な物流システムのあり方に関する検討会」を2014年10月に開催した。本検討会において、過疎地等における物流及びその他の生活支援サービスに関するニーズ、輸送実態、各地における新たな取組みの状況、課題とその対応の方向性について検討し、2015年3月には「地域を支える持続可能な物流システムのあり方に関する検討会報告書」を取りまとめた。また、本検討会における検討を踏まえ、2015年度には持続可能な物流ネットワーク構築に関するモデル事業を実施する予定である。




（ICTの普及による多様な働き方）

1)テレワークの普及・推進

　ICT（情報通信技術）を活用した、働く場所にとらわれない柔軟な働き方であるテレワークは、家庭生活との両立による就労確保、子育て、高齢者・障害者介護を担う者の就業促進、地域における就業機会の増加等による地方活性化、余暇の増加による個人生活の充実、通勤混雑の緩和等、様々な効果が期待されている。


　国土交通省では「都市部への人口・機能の一極集中による弊害の解消」、「地域活性化」等を目的とした、テレワークの普及・推進に関する取組みを以下のとおり実施している。




■テレワーク人口実態調査

　テレワーカー率やテレワーカー人口等について定量的に実態把握を行い、結果を公表することにより普及・啓発に活用している。


　
図表2-1-98　在宅型テレワーカーの推移
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■テレワークセンターの整備

　テレワークを推進する施設として、在宅勤務の代替スペースやモバイルワークの拠点となる「テレワークセンター」（共同利用型オフィス）の整備の検討をしている。また、これまでは、大都市での整備を主に検討してきたが、人口減少・少子高齢化の中、地方都市部等においても働く場所の創出、中心市街地の空き店舗の有効活用等によるまちの賑わい創出等が求められていることから、地方都市の活性化等を目的とし、まちづくりと関連したモデル実証実験の実施を検討するなど、今後も普及・推進の取組みを拡充していく予定である。


　
図表2-1-99　テレワークセンター社会実験の概要
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2)サテライトオフィス

　地方に移住をする場合は、その移住する場所に仕事がなければならないと考えるのが普通である。しかし、ICTが普及した現在では、都心等の本拠地から離れた地域にある職場をサテライトオフィスと称し、働く場所にとらわれない生活をする事が可能となっている。


　徳島県徳島市の中心部から車で約1時間程度の中山間地域にある人口6千人程の神山町では、行政と現地特定非営利活動法人グリーンバレーが中心となり地域の活性化に取り組んでいる。2004年に光ファイバー網が町全域に整備され、中山間地域にもかかわらずブロードバンド環境が構築された。神山町では2007年に移住交流支援センターを設置することになった際、移住交流に関する業務をグリーンバレーに委託した。グリーンバレーは他市町村が行っているような抽選や先着順で移住者を決める方式は採らず、移住後に神山町で何をするか提案してもらい、その内容から移住者を決定するなど今後を見据えた戦略をとっている。また、近年ではサテライトオフィスを活用したIT関連企業等が十数社進出しており、なかでも、築90年程の古民家をガラス張りに改装するなど、現代風に再生された「えんがわオフィス」は、映像関連企業のオフィスであるにもかかわらず、地域住民や視察者等様々な人々が集まるなど、オフィス自体が人を呼ぶ施設となっており、賑わいが創出されている珍しい事例である。


　また、近年ではサテライトオフィスが増えたことにより、周辺でも雇用が創出されるなど、地域活性化が図られている。

　今後、他の地方圏においてもサテライトオフィス等を活用した地域活性化が期待される。


　
図表2-1-100　様々な人々が集う古民家を活用したサテライトオフィス
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（3）地域経済循環と地域づくり

（地域経済循環の考え方）

　地域経済を「資金の流れ」から見ると、地域がその強みを活用して生み出した財やサービスを地域外に供給することによって地域外から資金を獲得し、その資金を地域内で循環させることで地域に新たな需要を創出するという経済循環構造を構築し、地域経済を活性化することができる。より具体的に示すと、まず地域外から獲得した資金は企業の従業者である地域住民の所得となって地域内で消費される。そして、その消費は地域内の小売業やサービス業等の収入となって、その従業者である住民の所得となり、さらに消費が行われるという循環が生まれる。また、消費に回らなかった資金は、金融機関へ貯蓄され、金融機関を通じて地域内に再投資（融資）され、新たな生産へとつながっていく（図表2-1-102）。このような経済循環構造が機能することによって、地域内の雇用や所得が生み出され、地域経済の持続性が保たれることになる。


　
図表2-1-102　地域経済循環のフロー
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　しかし、地方の市町村の多くでは、この循環がうまく機能していない状況にある。地域の基盤産業が低迷し、従前よりも地域外から資金を獲得できなくなっており、獲得した資金についても、地域外の大型ショッピングセンターやインターネット通販の利用等によって地域外に消費が流出する傾向にある。また、地域で貯蓄された金融機関の預金についても、地域内への再投資が減少しており、2004年と2014年の都道府県別預貸率を比較して見ると、多くの都道府県で預貸率が低下していることがわかる（図表2-1-103）。こうした地域内での消費や投資の減少は、雇用機会や所得の減少へとつながり、地域の活力が失われる一因となっている。


　
図表2-1-103　都道府県別預貸率の変化
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（地域経済循環構造の改善策）

　地域の経済循環の構造を是正し、適正な循環に改善していくためには、まずは地域の経済循環について定量的な分析を行い「見える化」することによって、地域外から資金を獲得している産業や、資金の流出が多い分野といった地域ごとに異なる特性を把握することがスタートになる。また、こうした経済循環構造というフロー面の把握と同時に、自然環境、インフラ、都市構造、文化・伝統といった地域資源というストック面についても目を向けておく必要がある。


　このような現状分析を踏まえ、地域の実情に合った対策を講じていくことになるが、ここでは、考えられる対策として「地域外からの資金の獲得」、「地域外への消費流出の抑制」、「地域内での投資手法の多様化」、「地域の不動産を活用した投資」という4つの側面から見ていく。




1)地域外からの資金の獲得

　地域外からの資金を獲得するための方策としてまず考えられるのは、地域固有の資源を活かした商品や製品等の地域外への販売を促進することである。こうした観点から、各地で6次産業化注39の取組みが積極的に推進されている。農林水産品等の第1次産品を加工して付加価値を付けた商品を域外へ販売することによって、より多くの資金を獲得できるだけでなく、加工や商品開発等を地域内で行うことで、地域内で雇用や設備投資が生まれ、資金循環を高めることにもつながる。


　次に、地域外から人を呼び込み地域内での消費を促進することも、地域外から資金を獲得するための方策として考えられる。観光は、旅行業や宿泊業だけでなく、農林水産業や小売業、交通事業者までその経済効果が波及する裾野の広い産業と言われており、6次産業化と同様に多くの地域で振興が図られている。その効果を高めるためには、通過型・日帰りの観光ではなく滞留時間を長くするための仕掛けや、地域の材料を使って地域で製造・加工された土産品のプロモーション等を考えていく必要がある。


　また、観光振興だけなく、都市と農村の交流や二地域居住の促進も含めた交流人口の拡大に向けた取組みを推進していくことも有効といえる。




2)地域外への消費流出の抑制

　地域外への消費流出を抑制するということは、より多くの地域住民に地域内で買い物をしてもらい、地域で作られたものを買ってもらうことを意味する。これを検討するにあたっては、現状、住民がどこで買い物をしているかという消費の「場所」、地域外産品の購買率が高い品目はどういったものがあり、そのうち地域内産品に代替できる品目があるか、という消費の「産地」について把握する必要がある。


　まず、消費の「場所」に関しては、郊外の大型ショッピングセンターやインターネット通販等の利用といった地域外での買い物の割合が高まっていることが想定されるが、都市機能の集約や公共交通ネットワーク再構築（コンパクトシティ化）による中心市街地へのアクセス改善を図り、中心市街地の利便性や魅力を高めていくことで、来街者を増加させ地域内での消費拡大を図るという対策が考えられる。


　次に、消費の「産地」に関しては、地域で生産された農林水産物を地域で消費しようとする地産地消の取組みが一つの対策となる。具体的には、直売所や量販店での地場農林水産物の販売や、学校給食や社員食堂での地場農林水産物の利用等の取組みがある。これにより、地場の生産者の所得機会が創出され、地域の資金循環が高まるほか、生産者と消費者の距離が近いことで、流通コストを抑えつつ鮮度の良い産品を提供できる、地場産品への親近感が醸成されるといったメリットもある。


　地産地消は、農林水産物に限らず、エネルギーについても検討することができる。ガソリンや灯油等の化石燃料は輸入に依存しており、地域外（海外）から購買せざるを得ないため、地域外へ消費が流出している代表的な品目となっている。しかし、地域に再生可能エネルギーとして活用できる自然資源等が存在する場合、再生可能エネルギーの導入によって、地域内におけるエネルギー供給が実現すれば地域外へのエネルギー代金の支払いが減少し、地域内で資金が循環することになる。


　この他、省エネルギーの取組みを推進することによっても、地域のエネルギー消費量を削減し、地域外へのエネルギー代金（消費）の流出を抑制することが可能となる。例えば、省エネルギーに関連する設備投資の促進や、コンパクトシティ化による自動車依存度の低減等が考えられる。




3)地域内での投資手法の多様化

　先に記載したとおり、消費に回らなかった資金は、金融機関への預金という形で貯蓄に回り、その資金は金融機関を通じて再投資される。その投資判断は金融機関に委ねられており、将来性のある事業内容や地域のために必要な案件であっても、事業実績や収支等の問題から金融機関では取扱いが難しい案件も存在している。


　近年では、金融機関を介さない新たな投資手法が広がりつつあり、こうした手法は、従前金融機関が担うことが難しかった、例えばソーシャルビジネス注40のような分野への投資を可能とし、投資案件の裾野拡大を通じて、地域内での再投資の活性化に寄与する可能性がある。また、持続的な地域づくりにあたり、公的な財源だけでは対応しきれない部分を補完するために、広く民間からの社会投資や市民からの寄付を促すという役割も担っている。


　ここでは最近の動きとして、クラウドファンディングとソーシャルインパクトボンド（SIB）の二つの取組みを紹介する。



　クラウドファンディングとは、「群衆（Crowd）」と「資金調達（Funding）」を組み合わせた造語で、事業を行いたい法人や個人が、インターネット上に開設されたクラウドファンディングのためのウェブサイト（プラットホーム）に事業内容を掲載し、不特定多数の個人投資家等から資金募集を行う投資手法である。クラウドファンディングには出資者へのリターンのあり方によって寄付型、商品・サービス購入型、貸付型、事業投資型といった類型に分けられる（図表2-1-104）。


　
図表2-1-104　クラウドファンディングの類型
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　クラウドファンディングの一般的なプロセスは、ウェブサイト（プラットホーム）への掲載申込、サイト運営者による審査、資金募集ページの作成、資金募集の開始、プロジェクトの実行、出資者へのリターン（寄付型を除く）という流れになる。なお、資金募集には目標金額が設定され、目標金額を達成できなければ案件は不成立となって資金調達できない仕組みとしているものもある。


　出資者へのリターンは必ずしも金銭とは限らず、従前の金融サービスでは資金調達が難しかった地域貢献活動であっても、地域のニーズに合致しており出資者の賛同を得ることができれば資金調達が可能となり、結果として新たな域内再投資の流れを生み出すとともに、地域貢献が図られるというメリットがある。加えて、資金募集の告知を通して、住民の地域への関心を高めたり、出資者の人数や資金が集まるまでの期間によって地域のニーズや課題を把握できるといった効果も考えられる。




　ソーシャルインパクトボンド（SIB）とは、社会的問題を解決するための事業をNPO等の主体が民間投資家からの投資を受けて実施し、その事業が社会的成果（行政コストの削減等）をあげた場合に、行政が削減できたコストの一部を投資家へリターンとして支払う投資手法である。成果が得られなかった事業に対しては、行政に支払い義務はなく、投資家にとっては投資資金が戻らずに実質的には寄付を行った形となる。SIBは2010年に世界で初めて英国で実施され、その後、米国、オーストラリア等で、受刑者再犯防止プログラムや児童虐待防止プログラムといった予防的な施策に対して行われている。


　我が国ではSIBの導入実績はまだないが、導入に向けた動きが出始めている。神奈川県横須賀市では、（公財）日本財団がSIB導入のために実施するパイロット事業に協力し、特別養子縁組注41の促進プログラムを2015年4月に開始している。


　具体的な事業内容は、日本財団より資金提供を受けた中間支援組織（今回は日本財団が担う。）が、民間団体へ業務委託し、委託を受けた民間団体は、市と連携して特別養子縁組成立促進に向けたプログラムを実施するというものである（図表2-1-105）。特別養子縁組成立の効果としては、早期に子どもの家庭養護の環境を整えることができることのほか、市内における乳児院・児童養護施設の入所者数減少による施設運営費用の削減が見込まれており、この効果について検証を行う。横須賀市では、本事業を検証した結果、事業の有効性が認められた場合には、2016年度に市の事業としてSIBを組成したいとしている。


　
図表2-1-105　SIBのスキーム（横須賀市の事例）

[image: 図表2-1-105　SIBのスキーム（横須賀市の事例）]




　このように、SIBは事業による社会的成果に連動して、投資家への償還額、すなわち行政の支払額が決定することから、この社会的成果をいかに定量的かつ客観的に算定できるかが重要となる。様々な分野の社会的事業にこうした評価モデルが確立されることになれば、社会的事業という新たな投資案件が創出され、行政にとっても予算が限られるなかで社会的問題の解決や財政負担の軽減が期待できる。




4)地域の不動産を活用した投資

　地域のストック面に着目した地域経済循環構造の改善策として、地域の不動産を活用した投資が挙げられる。

　地域経済循環における再投資は、企業の設備投資等を通じて、新たな財やサービスの生産へとつながっていくのが一般的な流れである。その一方で、地域の既存の不動産を活用した投資を行うことによって、上記とはまた違った資金循環を生み出す可能性がある。


　国民経済計算より、我が国の家計部門が保有する不動産を見ると、土地が約676兆円、住宅が約303兆円にのぼっており、家計の金融資産の相当部分を占める現金・預金残高の約874兆円を上回る規模となっている（図表2-1-106）。


　
図表2-1-106　家計部門の資産残高の内訳（2013年）
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　このように、我が国の不動産は大きな規模となっているが、そのなかには利用状況の低下や老朽化等により、そこから得られる便益が低下しているものも多い。また、一定の経済的価値をもつ不動産であっても、有効に活用されず、本来の価値を十分に発揮できていない場合もある。


　そこで、地域におけるこうした不動産を活用した投資を行っていくことが、地域経済循環を活発化させる手段の一つとなり得る。考えられる主な投資の例としては、「不動産の価値の向上」を目的とするものと「不動産の資金化」を目的とするものとに分けられる（図表2-1-107）。現状では、リバースモーゲージや不動産証券化といった資金化の手法は、東京圏での取扱いが中心で地方にはまだ広がっておらず、地方都市においてその利用促進に向けた取組みが進められているところである。


　
図表2-1-107　不動産を活用した投資の例
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　こうした不動産を活用した投資が地域経済循環のフローに与える影響について、図表2-1-102のフロー図をベースにして示すと、「不動産の価値の向上」と「不動産の資金化」のそれぞれの分類によって、そのフローが異なることがわかる。空き家・団地等の再生等の「不動産の価値の向上」に分類される手法は、賃料収入の獲得等によって生産の増加につながる。一方で、リバースモーゲージや不動産証券化といった「不動産の資金化」の手法は、生産の増加をもたらすものではないため、そのフローは生産には向かわずに資金化という形で分配（所得）へと向かうという点が特徴である（図表2-1-108）。


　
図表2-1-108　不動産を活用した投資による地域経済循環への影響
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　地域にあるストック（資源）に着目し、これを活用した投資によって、ストックの価値の向上や潜在的な価値の発揮が実現し、賃料や資金化等で新たに生まれたフローが消費の拡大や貯蓄の増加へとつながり、域内の資金循環を活性化させるものと考えられる。




（地域経済循環分析に基づく地域活性化の事例）

　これまで見てきたような地域経済循環の分析をベースに施策を立案している地方公共団体の事例として、熊本県水俣市の取組みを紹介する。


　水俣市では、水俣病の教訓を出発点として先進的な「環境まちづくり」の取組みを進めてきたが、その取組みは地域経済を活性化するところまでは至らず、人口減少や近年の景気低迷等も相まって、地域社会の疲弊は続いていた。そこで、こうした状況を打開し、環境関連施策を地域経済の活性化に結び付けていくために、2010年度に「みなまた環境まちづくり研究会」を発足し議論をスタートさせた。研究会での議論をもとに「平成23年度水俣市環境まちづくり推進事業」で地域経済循環分析に基づく戦略を策定し、2012年度から環境負荷を少なくしつつ、経済発展する新しい形の地域づくりを目指して、「環境首都水俣」創造事業の取組みを開始している。


　地域経済循環分析によって、水俣市では休日を中心に市外のロードサイド店等に消費が流出し、中心市街地の売上額が10年間（1997年〜2007年）で約50億円減少していること、エネルギー代金の支払により年間約86億円が市外に流出していることが判明した。また、投資の面では、市内の預金額に対し、市内の貸出にまわる割合（預貸率）は、2〜3割と低い割合となっており、市内で貯蓄された資金が市外への投資や国債購入等を通じて市外に流出していることが明らかとなった（図表2-1-109）。


　
図表2-1-109　水俣市の地域循環の課題（対策前）
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　こうした分析で明らかになった課題を踏まえ、市内での消費と投資を拡大するために、それぞれの分野で対策が実施されている。



1)中心市街地活性化の取組み

　消費の市外への流出を抑制し、公共交通機関の利用促進と商店街の活性化を図るため、コミュニティバスを利用して商店街を訪れる人にエコポイントを発行する実証実験を「環境首都水俣創造」事業（環境省補助）により2012年8月21日から2013年1月31日までの約6ヶ月間にわたり実施した。


　エコポイントはバス停で配布されるバス乗車の証明チケット（券）を乗客が商店街で買い物をする際に提示すると付与され、また、買い物の荷物が大きい場合にはバス利用者は無料で宅配サービスを利用できる仕組みとした。当初は事業周知が進まず、券の配布がなかなか進まなかったが、徐々にメリットが理解され、券の利用数が増えるとともに、バス利用者がこれまで入ったことのない店を訪れるなど、商店街にとって新たな顧客獲得の機会となった。また、来店者数を把握していた商店街の17店舗における、来店者数に占める券の利用者数の割合は、開始当初は1％未満であったが6ヶ月目の1月には39.0％まで上昇した（図表2-1-110）。


　
図表2-1-110　17店舗における来店者に占める利用者数の割合
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　また、コミュニティバスの乗客数は2009年度（2008年10月−2009年9月）以降、減少傾向にあったが、2012年1月に大幅な路線見直しを実施し、どのバスも中心部（商店街、医療センター）を通るように変更し、乗客数は下げ止まっている。


　こうした取組みの成果もあって、2012年の水俣市の商品別地元購買率はすべての商品で2009年に比べて上昇しており、市内での消費が活性化されたことがわかる（図表2-1-111）。


　
図表2-1-111　水俣市の商品別地元購買率の変化（2009年、2012年）
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2)観光振興〜肥薩おれんじ鉄道「おれんじ食堂」

　水俣市を訪れる観光客は、ピークであった1994年〜1999年の70万人前後から10年間で半減しており、市内での消費を増やすための施策として、観光客の増加に向けた取組みが実施された。その中の一つとして、「環境首都水俣」創造事業（環境省補助）により、2013年3月から肥薩おれんじ鉄道に観光列車「おれんじ食堂」が導入された。


　「おれんじ食堂」は、世界的工業デザイナーの水戸岡鋭治氏のデザインにより既存の車両が改造された2両編成、定員43名の列車である。「食とスローライフを満喫する列車」をコンセプトに、地産地消、旬の食材にこだわった料理が味わえ、停車駅では特産品を買うことができ、車窓からの風景を楽しみながら、新幹線では30分ほどで移動できる新八代（熊本県）〜川内（鹿児島県）間を約4時間かけて運行している（図表2-1-112、図表2-1-113）。


　
図表2-1-112　おれんじ食堂の外観
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図表2-1-113　おれんじ食堂　1号車
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　「おれんじ食堂」は運行開始以来、テレビ、雑誌等で大きな話題となり、2004年の開業以降、ほぼ一貫して減少してきた肥薩おれんじ鉄道の利用者が2013年度に増加に転じ、それに伴って売上もまた増加した（図表2-1-114）。地域の自然資源や特産品を活かした観光収入の増加は、市外からの資金獲得に効果をあげていると考えられる。


　

図表2-1-114　肥薩おれんじ鉄道の売上（2012年度と2013年度の比較）

[image: 図表2-1-114　肥薩おれんじ鉄道の売上（2012年度と2013年度の比較）]



3)再生可能エネルギーの導入

　市内のエネルギー収支を改善するための対策として、木質バイオマス注42発電とメガソーラー等の設置が計画されている。


　木質バイオマス発電は、水俣市及び周辺地域の間伐材等を収集し、破砕・選別を経て加工された燃料チップを燃焼させて発電を行うものである。この事業により、バイオマス発電所の運営や、その他林業、製材関連を合わせて市内で多数の雇用創出が想定されている。


　また、メガソーラーについては、市内の遊休地数か所に太陽光パネルを設置して大規模な太陽光発電を行うもので、そのうちの一部は、地元の中核企業等によって既に事業化されている。




4)環境金融制度の導入

　市内の投資を促進し、低炭素化を図るため、2013年度より地元中小企業を対象に環境関連の融資の保証料全額と3年分の利子を全額補給する、全国でもトップレベルの水準の環境金融制度「みなまたグリーン注43」を開始した。


　この制度は、市内中小企業者が市内金融機関から、熊本県信用保証協会が実施する「くまもとグリーン保証制度」を利用した融資を受けたときに、融資利用者が信用保証協会へ支払うべき「信用保証料」の全額と、融資を受けた日から3年以内に支払った「約定利子に相当する額」を、市が補助金として交付する仕組みとなっている（図表2-1-115）。


　
図表2-1-115　「みなまたグリーン」の仕組み
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　「みなまたグリーン」は、2013年度中に、太陽光発電設備、低排出ガス社用車、リサイクル設備、高効率空調、LEDの導入への融資10件、約1.6億円の投資促進効果があった。こうした環境金融制度の取組みは市内の投資を促進するだけではなく、省エネルギー化によって化石燃料の消費量が減少し、市外への資金の流出が抑制されるという効果をもたらすことになる。


　このように、地域における資金の流れを定量化して把握することで、地域活性化のための施策の立案やその効果の検証に活用できる。こうした考え方は、今後広がりを見せていくことが予想されるが、行政だけでなく、地域の企業や住民といったすべての主体に浸透させていくことが望ましい。




　上記のような取組みに加えて、先に述べた「不動産を活用した投資」もまた有効と考えられる。例えば、水俣市の2013年の空き家率は17.1％と、全国平均13.5％、熊本平均14.3％を上回っている。こうした状況を踏まえ、街なかの空き家をリフォームし、その価値を向上させ移住者や街なかへの住み替え希望者に賃貸することによって、賃料収入が発生するだけでなく、地域内での消費が増加し資金循環が活性化する可能性がある。


　地域の資金循環を考えるとき、フロー面を把握するとともに、新たなフローを創出できるストックの存在についても見ていく必要がある。


　お金は使ってしまえば終わりなのではなく、そのお金は巡り巡って誰かのもとへと渡る。使ったお金が「地域の誰か」に渡るという意識と行動を地域全体で積み重ねていくことが、自らが暮らす地域を守り、豊かにすることにつながるものと考える。






注35　タイ、シンガポール、マレーシア、インドネシア、フィリピン、ベトナム

注36　すべての商取引額（商取引市場規模）に対する電子商取引市場規模の割合。消費者向け電子商取引におけるEC化率は、小売業・サービス業における値を指す。


注37　一般貨物自動車運送事業の特別積合せ貨物運送又はこれに準ずる貨物の運送及び利用運送事業の鉄道貨物運送、内航海運、貨物自動車運送、航空貨物運送のいずれか又はこれらを組み合わせて利用する運送であって、重量30kg以下の一口一個の貨物を特別な名称を付して運送するものをいう。


注38　J-REIT：JAPAN Real Estate Investment
Trustの略。多くの投資家から集めた資金で、オフィスビルや商業施設、マンションなど複数の不動産等を購入し、その賃貸収入や売買益を投資家に分配する商品。（（一社）投資信託協会ウェブサイトより引用）


注39　第1次産業としての農林漁業と第2次産業としての製造業、第3次産業としての小売業等の事業との総合的かつ一体的な推進を図り、地域資源を活用した新たな付加価値を生み出す取組み。


注40　環境保護、高齢者・障害者の介護・福祉から、子育て支援、まちづくり、観光等に至るまで、多種多様な地域社会の課題解決に向けて、住民、NPO、企業など、様々な主体が協力しながらビジネスの手法を活用して取り組むことをいう。


注41　特別養子縁組とは、原則として6歳未満の子どもの福祉のため、特に必要があるときに、子どもとその実親側との法律上の親族関係を消滅させ、実親子関係に準じる安定した養親子関係を家庭裁判所が成立させる縁組制度である。


注42　「バイオマス」とは、生物資源（bio）の量（mass）を表す言葉であり、「再生可能な、生物由来の有機性資源（化石燃料は除く）」のことを呼び、そのなかで、木材からなるバイオマスのことを「木質バイオマス」と呼ぶ。木質バイオマスには、主に、樹木の伐採や造材のときに発生した枝、葉等の林地残材、製材工場等から発生する樹皮やのこ屑等のほか、住宅の解体材や街路樹の剪定枝等の種類がある。


注43　水俣市「くまもとグリーン保証制度」利活用促進補助金制度の通称。









コラム　北陸新幹線開業への期待



　北陸新幹線（長野・金沢間）については、1998年3月12日に長野・上越間の工事実施計画認可を皮切りに整備が始まりました。その後、2001年4月25日に上越・富山間の、2005年4月27日に富山・金沢間の工事実施計画の認可を行い、金沢までの開業に向けて工事が進められてきました。


　
図表2-1-82　北陸新幹線の新車両W7／E7
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　その結果、2014年5月24日には富山駅構内でレール締結式が行われ、長野・金沢間のレールが一本につながりました。そして、2015年3月14日、ついに北陸新幹線は金沢まで開業しました。開業当日は、東京駅のほか、長野駅から金沢駅までの全駅で出発式が開催されるとともに、沿線の各県などが主催する開業記念式典が開催されました。国土交通省からは太田国土交通大臣が金沢駅での出発式と富山市内で開催された開業記念式典に出席したほか、北川国土交通副大臣及び鈴木国土交通大臣政務官等国土交通省幹部がそれぞれすべての式典に出席しました。いずれの式典にも多くの関係者等が出席し、北陸新幹線の開業が盛大に祝福されました。


　北陸新幹線（長野・金沢間）の開業により、東京・金沢間の所要時間は従来の3時間47分から最速で2時間28分に短縮されるなど、北陸地域と首都圏が大幅に近づくこととなりました。


　今後は企業活動や企業立地の活発化、沿線地域の生活圏の拡大等地域の振興や経済活性化につながることが期待されるとともに、新たな観光資源の掘り起こしや観光ルートの形成により多くの観光客が北陸を訪れるなど、地域の活性化が期待されます。


　なお、3月14日から16日までの開業後3日間の利用実績は、高崎・軽井沢間で前年比185％、上越妙高・糸魚川間で前年比306％となるなど、北陸新幹線は順調なスタートを切ったところです。また、これと合わせて、開業後の2日間に金沢市の金沢城公園の入場者数は例年3月の4倍となるなど、実際に多くの観光客が北陸を訪れています。


　また、金沢市においては空き店舗数が5年で半減し、2015年公示地価では商業地として全国1位の上昇率を記録する地点も現れるなど、新幹線整備への期待等から都市開発が進展しています。さらに、そのほか、石川県や富山県等へ企業が本社機能等の一部を移転する例も見受けられます。










コラム　宅配メイト（佐川ママ）〜育児中でも働けます！〜



　働く時間を自分の都合に合わせることが可能、しかも通勤時間なし、という新たな働き方が注目されています。

　近年のネットショッピングの普及等により、配達物の数は大幅に増え、かわりに荷物そのものは小型化・軽量化し、これまでより配達を担う人材が多く必要となってきています。


　佐川急便では、午前中の配達効率を上げることを目的として、2012年3月から千葉北営業所管轄の地域（千葉市花見川区、稲毛区及び四街道市）で配達員の募集を行いました。この募集に対し「午前中だけ仕事ができる」〜子供が幼稚園や学校に行っている時間だけ働くことができる〜として、多くの主婦から応募がありました。この応募結果を受け、主婦を中心とした配達員の導入を千葉県内の事業所で試験的に行ったところ、働く側からだけでなく、顧客からも好評であったため、2014年4月から「宅配メイト」として全国的に展開し、5,000人まで拡大することを目標としています。


　「短時間」、「自宅周辺」で働けるほか、小さな子供の突然の病気による「急な欠勤にも対応可能」ということです。

　なお、宅配メイトは「個人事業主としての業務委託契約」という形をとっており、採用時には研修で必要な事項を学ぶ、実際にセールスドライバーに同行して配達フローを確認するなど、一人で配達を行っても不安のないようフォローがなされています。


　柔軟な働き方のひとつとして、今後の展開も注目されそうです。


　
図表2-1-93　「宅配メイト」の職務内容

[image: 図表2-1-93　「宅配メイト」の職務内容]









コラム　「トラガール」〜女性トラックドライバーの活躍促進に向けて〜



　トラック運送業界は、他業種に比べて女性の進出が遅れていましたが、近年は、細やかな気配りや高いコミュニケーション能力、丁寧な運転等女性ドライバーならではの能力発揮を通じた業界の活性化を図るべく、女性トラックドライバーの活躍に注目が集まっています。


　国土交通省自動車局では、トラック運送業界における女性の活躍を促進するため、女性トラックドライバーを「トラガール」と名付け、様々な取組みを進めております。




トラガールの活躍促進に向けた取組みの必要性

　現在、トラックドライバーに占める女性比率はわずか約2.4％（約2万人）にとどまっていますが、大型免許を保有する女性は全国に13万4千人以上にのぼっており、ドライバーを職業の選択肢として考える女性は潜在的には一定程度見込めると考えられます。しかしながら、現役の女性ドライバーからは、女性であることのみを理由に就職を断られたといった声や、配送先等において女性用トイレが整備されていないといった声が上がっており、女性を雇うことについての経営者の意識改革や女性が働きやすい労働環境の整備、業界イメージの改善が喫緊の課題となっています。


　このため、国土交通省では、2014年をトラックドライバーの「人材確保・育成元年」と位置付け、トラック運送業界における女性の活躍を促進していくため、積極的な情報発信や経営者に対する働きかけ等を行い始めました。




「トラガール促進プロジェクトサイト」の開設

　2014年9月には、業界イメージの改善に向けた積極的な情報発信を行うため、国土交通省自動車局ウェブサイト内に、「トラガール促進プロジェクトサイト」注を立ち上げました。このサイトでは、運転免許の種別ごとの取得方法や、採用活動に係るイベント情報等を紹介するとともに、全国の現役女性ドライバーの声や、関係業界等からの応援メッセージを掲載しています。




女性トラックドライバーの活躍促進に向けて

　2014年9月に行われたトラガールの総理表敬時には、安倍総理から「女性ならではの能力を活かしてぜひ頑張ってほしい」とのコメントがありました。国土交通省では、引き続き女性ならではの能力発揮を通じた業界の活性化を図るべく、女性トラックドライバーの活躍促進に向けて積極的に取り組んでいきます。


　
図表2-1-94　トラガールの総理表敬（2014年9月）

[image: 図表2-1-94　トラガールの総理表敬（2014年9月）]



　
図表2-1-95　トラガールのロゴマーク

[image: 図表2-1-95　トラガールのロゴマーク]



　
図表2-1-96　女性の進出状況

[image: 図表2-1-96　女性の進出状況]



　
図表2-1-97　大型免許を保有している女性の活躍状況

[image: 図表2-1-97　大型免許を保有している女性の活躍状況]





注　http://www.mlit.go.jp/jidosha/tragirl/









コラム　コワーキングという新たな働き方



　「コワーキング」とは、従来から存在する単に働く場所を共有するだけのシェアオフィスとは異なり、働く個人がある場所に集い、コミュニケーションを通じて情報や知恵を共有し、状況に応じて協同しながら価値を創出していく働き方を意味しており、近年の新しい働き方として各地で発展しつつあります。


　コワーキングを行う場所である「コワーキングスペース」は、現在は東京都内が中心ですが、各地方にも設けられており、2014年7月時点で365スペースが稼働していると推計されています。


　大都市のみならず、地方都市にコワーキングスペースがあることにより、地域のコワーカーが集い、知見の共有を行い、協働することにより、地域のコミュニティが発生するなど、新しい働き方であるコワーキングが地方経済の活性化につながることが期待されています。


　
図表2-1-101　コワーキングスペースの一例

[image: 図表2-1-101　コワーキングスペースの一例]



参考文献：阿部智和・宇田忠司・平本健太（2015）「コワーキングスペースの実態調査：2014
年度調査の概要報告」

平本健太・阿部智和・宇田忠司（2014）「ワーク・スタイルと地域コミュニティの展望：コワーキングから考える」










第2節　時代に合った構造的な地域づくり



第2節では、時代に合った構造的な地域づくりとして、「国土のグランドデザイン2050」の基本コンセプトである「コンパクト＋ネットワーク」の効果、取組事例の紹介等を通じ、本格的な人口減少社会における国土・地域づくりの方向性について考察する。


　まず、「1．コンパクト＋ネットワーク」において、背景にある現状と課題や「コンパクト＋ネットワーク」の概念を紹介した上で、その効果について、「生活利便性・ライフスタイル」、「経済」、「行政」、「環境」の各分野において定量的に紹介するとともに、地域経済循環に与える好影響について整理する。


　そして、「2．コンパクト＋ネットワークの事例」において、地域特性別の「コンパクト＋ネットワーク」として、コンパクトシティ、小さな拠点の事例や連携中枢都市圏の形成に向けて取り組んでいる事例等を紹介する。


　最後に、「3．対流促進型国土の形成に向けて」において、「コンパクト＋ネットワーク」により、ヒト、モノ等の流れが促進され、地域の活力や魅力の向上につながっていると考えられる事例等の紹介を通じ、対流促進型国土の形成に向け、地域構造（ストラクチャー）面での考え方として「コンパクト＋ネットワーク」が重要である旨を述べる。










■1　「コンパクト＋ネットワーク」の効果



　第1章で見たように我が国では、人口減少と高齢化が進行し、特に地方都市において、必要な都市機能を維持することが困難になることが予想される。大都市と地方都市の人口の推移を見ると、今後大都市では人口の流入が続く傾向があるのに対して、地方都市では急速に人口が減少していく。県庁所在市については既に2005年に、その他の10万人クラスの都市については2000年にピークを迎えており、高齢人口の増加は緩慢になるが、生産年齢人口は大幅に減少することが見込まれている（図表2-2-1）。したがって、今後は、より少ない生産年齢人口で、都市活動、都市経済を支えていくことが求められる。


　
図表2-2-1　県庁所在市と10万人クラス都市の人口推計

[image: 図表2-2-1　県庁所在市と10万人クラス都市の人口推計]




　また、過去40年あまりの地方都市における人口の動向を見ると、人口増加と共に市街地が郊外へと急速に拡大していることが分かる。県庁所在市においては1970年から2010年までに人口が約2割増加する一方で、DID注44面積は2倍以上に拡大してきた（図表2-2-2）。


　
図表2-2-2　県庁所在市における人口及び県庁所在地のDID面積の動向

[image: 図表2-2-2　県庁所在市における人口及び県庁所在地のDID面積の動向]




　今後、このように拡散した市街地を抱えたまま人口が減少することとなれば、ますます市街地の低密度化により市民の日常生活を支える都市機能の維持が困難となり、都市の衰退が進行してしまうおそれがある。


　国土交通省の国民意識調査によると、公共施設や商業施設等の都市の各種施設の適切な立地については、「自家用車で行きやすい中心」や「郊外」とする回答がいずれも減少する一方で、「公共交通機関で行きやすい中心」とする回答が、商業施設、公共施設のいずれにおいても増加しており、人々の意識においても都市機能の集約化とそれを結ぶ公共交通ネットワークへの要請が高まっていると考えられる（図表2-2-3）。


　
図表2-2-3　適切な公共施設、商業施設の立地

[image: 図表2-2-3　適切な公共施設、商業施設の立地]




　これに伴い、実際の人々の交通手段には変化の兆しも見られる。2008年と2014年の目的別の交通手段を比較すると、通勤・通学、買い物、病院及び銀行・郵便局・役所の利用など多数の項目において、交通手段として徒歩を選択する者が増加しており、一方で交通手段として自家用車を選択する者は減少している（図表2-2-4）。


　

図表2-2-4　2008年から2014年における目的別交通手段の変化（回答率の差）

[image: 図表2-2-4　2008年から2014年における目的別交通手段の変化（回答率の差）]




　しかし、公共交通の現状は、地域によって大きく差があり、地方都市を中心に公共交通の位置付けは相対的に低下している。例えば、乗合バスの輸送人員は、1990年度に比べて2010年度は35％減少し、また、過去5年間で約6,463kmのバス路線が廃止されており、輸送人員の減少、サービス水準の低下が続いている。


　以上のような状況も踏まえ、「国土のグランドデザイン2050」において「コンパクト＋ネットワーク」の考え方が提示された。ここで「コンパクト」とは、空間的な密度を高める「まとまり」を意味し、「ネットワーク」とは、地域と地域の「つながり」を意味している。すなわち、行政や医療・介護、福祉、商業、金融、エネルギー供給等生活に必要な各種サービスが効率的に提供できるよう、これらの機能を一定の地域に集約することで「まとまり」をつくり、交通や情報ネットワークによって「まとまり」同士を結ぶ「つながり」をつくることを指している。


　今後、人口減少、高齢化が進む中、様々な課題が生じることが予想されるが、それらの課題に対して都市構造の面からも対応が求められている。地域の構造を見直し、一定区域内の人口密度を維持するとともに、医療・福祉施設、商業施設や住居等がまとまって立地する、あるいは、高齢者をはじめとする住民が公共交通により医療・福祉施設や商業施設等にアクセスできるなど、日常生活に必要なサービスや行政サービスが住まい等の身近に存在する都市構造を目指すことが重要である。その際、重要となるのが「コンパクト＋ネットワーク」の考え方である。以下では、具体的なデータを通して「コンパクト＋ネットワーク」の効果を見ていく。




（1）「コンパクト＋ネットワーク」の定量的な効果

　都市構造をコンパクトにすることで、まず、日常生活の拠点となる地域及びその周辺における人口密度が維持され、その結果、一定の周辺人口が必要とされる、医療、福祉、商業施設等生活サービス施設の持続性が向上することが挙げられる。そして、これらのサービスに徒歩や公共交通機関等のネットワークで容易にアクセスできるようになることで生活の利便性が高まるとともに、外出が促進されることにより、健康の増進にもつながるといったライフスタイル面での効果が期待される。


　また、除雪や介護等の公共サービスの提供の効率化や、公共施設の再配置等によって財政支出の削減につながるという財政面での効果、自動車から公共交通へと移動手段が変化することによってCO2排出量が削減されるなど環境面での効果も期待される。


　ここで、人口密度が一定以上の区域であるDID地区における人口密度と、都市機能に関する各種指標との関係を市町村別のデータをもとに見る。まず都市の生活利便性については、生活に必要最低限の機能として、医療、福祉、商業の各施設と公共交通施設が考えられる。これらすべての施設が、徒歩圏内にある場所に住んでいる人々の割合を「日常生活サービスの徒歩圏充足率」として人口密度との関係を見ると、DID地区における人口密度が高いほど、徒歩圏充足率は高くなっており、コンパクトな都市ほどこれらの日常生活サービスを徒歩圏で享受できる市民が多く、日常生活の利便性が高いことが分かる（図表2-2-5）。


　
図表2-2-5　日常生活サービスの徒歩圏充足率

[image: 図表2-2-5　日常生活サービスの徒歩圏充足率]




　そして各種施設が歩いて行ける範囲に立地していれば、日常生活においても外出する機会が増加すると考えられる。特に高齢者においては、コンパクト化により生活関連の施設が徒歩圏内に多く立地することで外出機会の増加が見込まれることから、健康面での効果も期待される。実際に、高齢者の外出率と人口密度の関係には一定の相関が見られ、人口密度が高い都市ほど高齢者の外出率が高まる傾向にある（図表2-2-6）。


　
図表2-2-6　高齢者の外出率

[image: 図表2-2-6　高齢者の外出率]




　なお、高齢者を対象とした筑波大学の研究によれば、一歩あたり0.061円の医療費抑制効果があると試算されており、仮に都市のコンパクト化によって人々の外出機会が増えれば、医療費が削減される効果も期待できる。


　ここまで、コンパクト化が人々のライフスタイル等に与える影響について紹介したが、以下では経済的な効果の側面についても見ていく。


　コンパクト化により人口密度が高くなれば、小売業等の周辺人口が増加し潜在的に多くの来店客数を見込めるため、小売業やサービス産業を中心として売上げに一定の効果が見込まれる。特に、サービス産業はモノと異なり輸送や保管が困難であるため、売上げが来店者数に左右されると考えられる。また、コンパクト化により売上げが増加すれば、結果として販売の効率性も向上する。実際に、人口密度と小売商業床面積あたりの売上高は正の相関関係にある（図表2-2-7）。


　
図表2-2-7　小売商業床面積あたりの売上高

[image: 図表2-2-7　小売商業床面積あたりの売上高]




　また、介護保険の訪問系サービスでは、事業所と同一建物内（養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅に限る。）に居住する利用者へのサービスの提供について移動等の労力が軽減されることを踏まえ、事業者に対して支払われる介護報酬の減算がなされている。例えば、減算対象である訪問介護事業所と、減算対象でない訪問介護事業所を比較した場合、訪問介護員の移動時間及び訪問回数について差が見られる（図表2-2-8）。このことから、コンパクト化の結果として、事業所の近くにサービス利用者が多く居住するようになれば、それだけ福祉の移動にかかるコストも削減できると考えられる。


　
図表2-2-8　訪問介護員の訪問件数及び移動時間
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　さらに、都市構造がコンパクトになり、人口密度が高まれば、効率的に行政サービスが提供できるようになり、行政コストが節減される効果も見込まれる。また、コンパクト化により公共施設や都市インフラのより効率的な維持・管理が可能になれば、そのために要する費用も削減されると考えられる。またそれ以外にも、除雪やごみ収集等、行政が市民に対して提供するサービスの中には、都市構造によってコストが変化するものが多く存在する。実際に、市町村の人口密度と一人当たりの行政コストの関係を見ると、両者には負の相関が認められる（図表2-2-9）。


　
図表2-2-9　市町村の人口密度と行政コスト

[image: 図表2-2-9　市町村の人口密度と行政コスト]




　なお、都市がコンパクトになった結果、人々の移動手段が自動車から公共交通や自転車、徒歩等に変化すればCO2排出量の削減や排ガスによる汚染の低減など、環境面での効果も期待できる。実際に、人口密度と自動車CO2排出量の関係を見ると、負の相関が確認できる（図表2-2-10）。


　
図表2-2-10　市民一人当たりの自動車CO2排出量

[image: 図表2-2-10　市民一人当たりの自動車CO2排出量]



（2）「コンパクト＋ネットワーク」と地域経済循環

　ここまで示した効果を踏まえ、「コンパクト＋ネットワーク」が地域経済循環に与える影響を、第2章第1節の経済循環のフロー図（図表2-1-102）に反映したものが、図表2-2-11である。まず、コンパクト化等により、地域経済に対する以下の効果が期待される。


　
図表2-2-11　「コンパクト＋ネットワーク」が地域経済循環に与える影響

[image: 図表2-2-11　「コンパクト＋ネットワーク」が地域経済循環に与える影響]





	
街なか等の一定の区域内における人口密度を維持し、放置すれば消失も懸念される医療、福祉、商業施設等の生活サービス施設を維持することによる、これらの施設の確保を通じた地域経済の下支え効果（A）。（1)）

	
施設周辺の人口密度増加に加え、公共交通ネットワークの再構築とも相まって住まいからこれらの施設へのアクセスも改善されること等による街なかの小売業等における売上増加効果。（1)）

	コンパクトシティ化による自動車依存度の低減による、ガソリン等の購入に伴う域外への消費流出の抑制効果。（1)’）



　さらに、交通ネットワークの改善等の効果として、企業立地の促進や物流等企業活動における生産性の向上、生産額の増加効果（B）が期待される。


　このようにコンパクト化等による小売商業等の売上増加効果と、ネットワーク等による生産額の増加効果を相乗的に生じさせることにより、地域内の従業員の所得増加（2)）が地域内の消費として再び地域内を循環する正の循環につながるなど、「コンパクト＋ネットワーク」には地域経済循環を改善する効果もあると考えられる。






注44　「DID」は国勢調査による人口集中地区（Densely Inhabited
Districts
の略）を指し、具体的には、人口密度4000人／km2以上の国勢調査上の基本単位区が互いに隣接して、5000人以上の人口となる地区のことである。市町村単位の人口密度では、その市町村内における特定の地域での人口の集中度合いまでは把握することが困難である。DID地区における人口密度はその市町村内でも特に人口が集中している区域の人口密度を比較できるためより人口の集中度合いを比較しやすいというメリットがある。









■2　「コンパクト＋ネットワーク」の事例



　ここまで、「コンパクト＋ネットワーク」の効果を見てきた。人口減少社会においては、それぞれの地域内において各種機能をコンパクトに集約すると同時に、各地域がネットワークでつながることによって、一定の圏域人口を確保し、生活に必要な機能を維持することが可能になる。


　そのような各種機能は日常生活に必要なものから、特定のときにしか利用しないものまで様々であり、それに応じて必要な圏域規模が規定されるため、「コンパクト＋ネットワーク」は階層的な構造になる（図表2-2-12）。


　
図表2-2-12　階層的な「コンパクト＋ネットワーク」

[image: 図表2-2-12　階層的な「コンパクト＋ネットワーク」]




　すなわち、一つの都市レベルで「コンパクト＋ネットワーク」を適用するとともに、それよりも小さな単位である集落レベルやそれよりも大きな都市間レベルでも「コンパクト＋ネットワーク」を適用していくことが重要となる。以下では、具体的な例として、富山県富山市や青森県八戸市を取り上げるとともに、中山間地域の集落や複数都市によって構成される都市圏などの地方都市以外のレベルにおいても「コンパクト＋ネットワーク」の考え方があてはまることを見ていくこととする。




（1）コンパクトシティ（都市レベルでの「コンパクト＋ネットワーク」）

（富山市）

　富山市では、他の都市に先駆けてコンパクトシティの形成に取り組んできた。市では、これまで高い道路整備率や強い戸建て志向等の背景から、市街地が急速に外延化してきた。そのため、2000年以前はDID面積が拡大し、人口密度も低下を続けていたが、近年はそれらの推移が横ばいとなり郊外化に一定の歯止めがかかっている（図表2-2-13）。


　
図表2-2-13　富山市におけるDID面積及びDID人口密度の推移

[image: 図表2-2-13　富山市におけるDID面積及びDID人口密度の推移]




　富山市では、既存の公共交通網のうち、市内のすべての鉄軌道と、運行頻度の高い路線バス等の路線を公共交通軸として設定した上で、「中心市街地地区（都心地区）」に加え、利便性の高い公共交通軸の沿線に「公共交通沿線居住推進地区」を設定し、住宅助成等を行うことで、人々の居住を居住推進エリアへ誘導している（図表2-2-14）。


　
図表2-2-14　中心市街地地区と公共交通沿線居住推進地区

[image: 図表2-2-14　中心市街地地区と公共交通沿線居住推進地区]




　これらの取組みの成果として、「中心市街地地区（都心地区）」や「公共交通沿線居住推進地区」での人口の社会増減（転入人口から転出人口を差し引いたもの）を見ると、それまで転出超過で推移してきたが、徐々にその転出超過幅は縮小し、近年では転入超過へと転じるまでになった（図表2-2-15）。


　
図表2-2-15　公共交通沿線居住推進地区の社会増減の推移

[image: 図表2-2-15　公共交通沿線居住推進地区の社会増減の推移]




　また、住宅の立地に着目すると、人々の居住の動向に大きな変化が生まれていることが分かる。2003年から2008年と、コンパクトシティの取組みが始まって一定の期間が経過した2008年から2013年の両期間について、公共交通機関や保育所からの距離別の住宅戸数割合の変化率を比較すると、2003年から2008年では、全国平均では施設に近づくほど増加率が高くなる傾向が見られる一方で、富山市では逆に施設に近づくほど増加率が下がる傾向が見られた。しかし、2008年から2013年では、全国的な傾向が変わらない中、富山市では2003年から2008年とは逆の傾向が見られ、駅から2km圏内での住宅戸数割合の増加率が全国平均を上回る結果となっている（図表2-2-16）。


　

図表2-2-16　住宅戸数割合の変化率（最寄りの公共交通機関（駅、電停、バス停）及び保育所からの距離別）

[image: 図表2-2-16　住宅戸数割合の変化率（最寄りの公共交通機関（駅、電停、バス停）及び保育所からの距離別）]




　このような公共交通機関周辺への居住の進展に加えて、旧JR鉄道施設（富山港線）を活用したLRT注45「富山ライトレール」の整備では、運行間隔の短縮や新駅の設置、バリアフリーな低床車両の導入、運行サービスの改善等の取組みの結果、開業前と比較すると路線の平均利用者数は、平日で約2.1倍、休日で約3.5倍に増加した。時間帯別の利用者数を見るとこれまで利用の少なかった平日9時から17時までの日中の時間帯において利用者が大幅に増加しており、年代別では60歳以上の利用者数が特に増加していることが分かる。若年層においても利用者数は増加している（図表2-2-17、2-2-18）。




　
図表2-2-17　時間帯別の富山ライトレール利用者数変化（平日・1日当たり）

[image: 図表2-2-17　時間帯別の富山ライトレール利用者数変化（平日・1日当たり）]



　
図表2-2-18　年代別の富山ライトレール利用者数変化（平日・1日当たり）

[image: 図表2-2-18　年代別の富山ライトレール利用者数変化（平日・1日当たり）]




　なお、LRT以外にも富山市には、市内各地から中心市街地に向かう路線バス網がある。市では路線バスやLRT等の公共交通機関を利用する65歳以上の高齢者を対象として、「おでかけ定期券」という中心市街地において乗り降りする際の利用料金を一律100円に抑える定期券の発行を行っている（図表2-2-19）。この定期券を利用した外出は増加しており、市が行った調査では、定期券を利用する高齢者の平均歩数は県内の高齢者及び全国の高齢者の平均歩数よりも多く、おでかけ定期券を利用した日では、利用しなかった日の平均歩数より約1,300歩多いことが分かった（図表2-2-20）。


　
図表2-2-19　おでかけ定期券事業

[image: 図表2-2-19　おでかけ定期券事業]



　

図表2-2-20　高齢者の平均歩数（お出かけ定期券利用者、富山県民平均、国民平均）

[image: 図表2-2-20　高齢者の平均歩数（お出かけ定期券利用者、富山県民平均、国民平均）]




　これは前述の歩数の増加による医療費抑制の効果を考慮すると、一人一日当たり80円の抑制効果があると推計され、利用者全体では年間で約7,560万円の医療費抑制効果があると推計される。


　また、ネットワークは、新たに整備したり、その利便性を改善したりすることによって周辺での集積を促す効果がある。以前より、富山市内には、富山地方鉄道が運行する市内電車の軌道が富山駅を中心に、それぞれ大学方面、南富山方面へ伸びており通勤・通学の足となっていたが、中心市街地を循環する路線がなかったため、市は市内電車の路線を一部延伸し、「市内電車環状線」として整備した。これにより、富山駅と中心市街地の間での回遊性が高まったほか、環状線新線区間（2009年12月23日開業）の沿線では民間投資が活発化し、マンションやオフィスビルのほかシネマコンプレックス等の商業施設建設等の再開発事業も活発化している。
　また、市内の宅地の地価が下落を続ける一方で、環状線の新線区間では、地価が安定して推移しており、新線区間以外の中心市街地についても地価の下落が緩やかになる傾向が見られる（図表2-2-21）。




　
図表2-2-21　富山市における中心市街地の地価変動

[image: 図表2-2-21　富山市における中心市街地の地価変動]




　このように地価が安定して推移することは、市財政の安定化にも寄与する。市の税収は45.1％が固定資産税と都市計画税によって占められており、そのうち22.0％が中心市街地から得られたものである（図表2-2-22、図表2-2-23）。中心市街地に集中的に投資を行うことによって資産価値を維持し、安定的な税財源を確保することができ、そこから得られる税収によって市内のその他の地域も含めた市全体の行政経費をまかなうことが可能となっているとも考えられる。このようにコンパクトシティ化は、限られた財源を選択的に投資することによって、財政の持続性の確保にもつながるといえる。


　
図表2-2-22　富山市における市税の内訳（2014年度当初予算）

[image: 図表2-2-22　富山市における市税の内訳（2014年度当初予算）]



　
図表2-2-23　固定資産税・都市計画税の地域別内訳（2014年度）

[image: 図表2-2-23　固定資産税・都市計画税の地域別内訳（2014年度）]



（八戸市）

　青森県八戸市でも、バスネットワークの利便性を高めることによって中心市街地への人の移動を促している。



　八戸市は青森県南東部の中心都市であり、市内には青い森鉄道とＪＲ八戸線が運行されているが、市内の公共交通網の中心は路線バスであり、公営の八戸市営バスと民営の南部バス（株）、十和田観光電鉄（株）の3事業者が運行している。中でも市内路線バスの主要幹線である「八戸駅線」の八戸駅〜中心市街地の区間は、バス事業者が各々の営業方針により運行サービスを実施しており、例えば、バス停から市営バスが発車した直後に南部バスの便が到着し、その後は数10分もバスが来ないといったように、利用者にとって不便な運行ダイヤとなっていた。そこで、2007年にバス事業者の参画のもと「わかりやすさ」や「つかいやすさ」を考慮したサービス向上策について協議が重ねられ、2008年から市営バスと南部バスの2経路において、10分の等間隔での共同運行を開始した。共同運行開始の結果として、いずれの事業者においても運行の効率化により便数を減らすことができた一方で、乗車人数は増加し、共同運行を行った路線の収益は赤字から黒字へと転換した（図表2-2-24）。このような「八戸駅線」の実績を踏まえ、八太郎〜中心市街地の区間も2010年から20分等間隔による共同運行を実施するとともに、他の幹線についても事業者ごとに10分又は20分等間隔運行を実施している。


　
図表2-2-24　八戸駅線共同運行化後の八戸駅乗車人数の比較

[image: 図表2-2-24　八戸駅線共同運行化後の八戸駅乗車人数の比較]




　一方、八戸市を中心とする1市7町村で構成される八戸圏域定住自立圏では、2011年10月より、路線バスの上限運賃政策を開始し、大半の区間で運賃が低廉化した。その結果、同政策の実施前（2011年9月）と比較して、八戸圏域における路線バスの利用者数（平日一日あたりの運賃支払者数）は、1年後には14.0％、2年後には17.0％それぞれ増加した（広報はちのへ平成27年3月号より）。しかし、路線別の内訳を分析すると、実施1年後との比較で平均乗車密度が明らかに増加したのは、運行本数が多い路線（おおむね一日に16回以上）であり、それに満たない運行回数の少ない路線では、平均乗車密度の変化量にばらつきが存在しており、乗車密度が大きく増加する路線がある一方で、逆に大きく減少してしまう路線も見られた（図表2-2-25）。すなわち、運行本数が多く利便性が高いほど安定した乗車が見込まれることが考えられる。


　
図表2-2-25　運行回数と平均乗車密度の変化量との関連

[image: 図表2-2-25　運行回数と平均乗車密度の変化量との関連]




　さらに、バス利用の利便性向上の取組みは、事業者の収益性の改善のみならず、都市の集約化にも一定の効果を示すと考えられる。八戸市では、八戸市公共交通再生プラン及び八戸市地域公共交通総合連携計画に基づき、バス路線網の幹線軸を設定している。それぞれの区間について、八戸市内の医療機関と大型小売店へのアクセス性の高さを評価するために、それぞれ施設の床面積と幹線軸からの距離をもとに路線ごとの評価（偏差値）をすると、路線の再編前の2005年と再編後の2013年の比較では、多くの幹線軸でアクセス性が僅かではあるが相対的に向上していることがわかる（図表2-2-26）。


　
図表2-2-26　医療機関及び商業施設への空間的アクセシビリティ

[image: 図表2-2-26　医療機関及び商業施設への空間的アクセシビリティ]



　
図表2-2-27　八戸市バス路線図

[image: 図表2-2-27　八戸市バス路線図]



（まとめ）

　コンパクトとネットワークはそれぞれが、互いに補完的な役割を果たすことによって、相乗的にその効果を高めることができる。コンパクト化により都市を構成する様々な施設等が空間的にまとまれば、そこにより濃密な人々のつながりが形成される。そのような都市機能と人々の活動は魅力的な生活環境を生み、多くの人々をひきつけることで、それらの機能をつなぐ公共交通等のネットワークを利用する人口が確保され、ネットワークの質を向上させるとともにサービスを持続的に提供することが可能になる。このような生活環境の向上を通じて更に都市に住む人が増えれば、コンパクト＋ネットワークによる好循環が生まれる。


　コンパクトとネットワークのどちらか一方だけではなく、両方に取り組むことが持続可能な地域を実現するためには必要である。国土交通省においてもそのための取組みを行っている。2014年8月には、福祉等の生活サービス機能と居住を誘導し、高齢者も安心して暮らせるコンパクトなまちづくりを進めるための「都市再生特別措置法等の一部を改正する法律」が施行された。コンパクトシティ形成に向けた取組みに対しては、市民、民間事業者、行政等の関係者におけるコンセンサスの形成が必要であり、その観点から、同月に公表された「都市構造の評価に関するハンドブック」も参考にしながら、コンパクトシティの意義、必要性やそれによる効果等について客観的かつ定量的な分析を行うことが必要である。


　2014年11月には、「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律の一部を改正する法律」が施行され、地方公共団体が中心となって、関係者がまちづくりにおいて連携し、持続可能な地域公共交通網を形成するための地域公共交通網形成計画の策定制度が創設された。また、まちづくりと連携しつつ、地域全体の公共交通ネットワークを再編するために、地域公共交通再編事業及び当該事業を実施するための地域公共交通再編実施計画の策定制度を創設した。上記の施策に関連して、まち・ひと・しごと創生総合戦略に基づき、関係省庁による「コンパクトシティ形成支援チーム」が国土交通省を事務局として設置され、コンパクトシティ形成に向けた市町村の取組みが一層円滑に進められるよう、関係施策が連携した支援策について検討するなど、省庁間の横の連携を強化し、市町村の取組みを支援することとしている。




（2）小さな拠点

（中山間地域の現状）

　ここまで都市部でのコンパクト化による効果を見てきたが、人口減少は、人口規模が小さい地域ほどその傾向が顕著になる。中山間地域の中でも山間農業地域について見ると、2010年の全国の高齢化率が23.0％であるのに対して、山間農業地域の高齢化率は34.9％となっている。さらに、その平均的な男女比や年齢構成をもとに、人口1,000人の仮想の集落を想定して人口の将来推計を行うと、40年後の2050年には全国の高齢化率が38.8％であるのに対し、山間地域は54.9％となっており、人口自体も約70％減少することになる（図表2-2-33）。


　
図表2-2-33　山間農業地域のモデル集落（人口1,000人）の将来推計人口
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　すでに過疎地域等の集落においては、人口減少や高齢化に伴い、食料品を扱う商店や診療所が閉鎖されたり、公共交通機関の維持が困難になったりするなど、日常生活に必要なサービスを提供するという集落機能が低下するとともに機能維持が困難になりつつある（図表2-2-34）。


　
図表2-2-34　集落で発生している課題

[image: 図表2-2-34　集落で発生している課題]




　このように集落における生活機能施設の維持が困難になることに加えて、他地域への交通手段の確保も困難となりつつある。集落における調査によると、世帯のなかに車の運転をする人がいない世帯の割合は、世帯主の年齢が上がるほど上昇し、特に世帯主が75歳以上の世帯においてはその割合が高く、半数を超えている（図表2-2-35）。


　
図表2-2-35　運転する人がいる世帯割合（世帯主の年齢別）

[image: 図表2-2-35　運転する人がいる世帯割合（世帯主の年齢別）]




　以上のように、集落での暮らしを続けていくことが危ぶまれる状況が、今後、全国各地で一層拡大していくことが懸念される。このような状況において、過疎集落の住民生活の安定を図るために、集落において基礎的な生活サービスを維持するとともに、効率的にサービスを提供する仕組みづくりが必要である。本節では、そのような地域の再生を目指す新たな取組みとして「小さな拠点」を紹介する。




（小さな拠点）

　これまで紹介してきた「コンパクト＋ネットワーク」の考え方は、中山間地域の集落についてもあてはめることができる。小さな拠点とは、小学校区等の複数の集落が集まる地域において、小学校や旧役場庁舎等の既存施設を活かしつつ、商店や診療所等の日常生活に不可欠な施設等を歩いて動ける範囲に集め、集落が散在している場合にはコミュニティバスやデマンド交通、宅配等によって周辺集落とネットワークで結ぶことで、効率的に生活サービスを提供するとともに、人々の交流を促進する地域活動の場としての拠点を生活圏の中で確保することがその目的である。


　その他にも小さな拠点に期待される役割としては、地元農水産品の直売所や、それらを活用した商品開発・加工・販売まで行う6次産業化等、地域資源の活用の拠点となることで、地域の農林水産業を中心とした雇用の創出や商品の地域外への販売を通じた経済効果が期待される。


　
図表2-2-36　小さな拠点

[image: 図表2-2-36　小さな拠点]



（小さな拠点の取組事例）

　以下では、小さな拠点として、先駆的に取り組まれている事例を紹介する。



■高知県檮原（ゆすはら）町（四万川地区）

　高知県は、2010年の高齢化率が28.8％で全国的にも高齢化の進行が早い。また、県土に占める森林面積は全国1位であり、中山間地が多くなっているため、人口の半数以上が平地である高知市、南国市に集中している。そのため、その他の市町村では過疎地域の人口が急激に高齢化し集落の規模も縮小するなど、集落問題への対策が待ったなしの状況となっている。県では、旧小学校や集会所等を利用した地域住民による地域課題解決の場を「集落活動センター」として、県内各集落における設置の支援に取り組んでいる。その一つに檮原町の四万川地区がある。


　
図表2-2-37　「集落活動センター四万川」（高知県檮原町四万川地区）
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　檮原町四万川地区は人口583人、高齢化率49.9％（2014年3月31日時点）の集落である。2013年1月に地域で唯一の給油所が廃業したことに伴い、冬季の灯油の供給や生活物資の確保困難といった懸念が生じた。このことを受け、集落活動センター四万川推進委員会が立ち上げられ、委員会による検討の結果、住民出資の株式会社を設立することが決定された。設立後は、ガソリンスタンド、地場産品販売事業を開始しており、ガソリンスタンドでは、給油のほか冬季のタイヤ交換等も行うなど住民にとって生活に不可欠なサービスを提供している。また、併設されている販売店舗では、地域住民が栽培した農作物を販売しているほか、地域住民の要望に応え、農作業器具、たばこ販売も行っている。近隣には個人商店も存在するが、今後、閉業の予定であるため、閉業後は集落活動センターが店舗機能を代替することが計画されている。




■京都府南丹市美山町（平屋地区）

　美山町は京都府のほぼ中央に位置しており、平屋地区は人口837人、高齢化率45％（2015年3月31日時点）の集落である。中でも平屋地区は国道と府道の交差地点ということもあって、JA店舗や保健福祉センター、診療所等官民様々な施設が集まる町の中心部として発展してきた。しかしながら、2000年のJAの広域合併に伴い、併設されていた商店の閉鎖が決定され、高齢者にとって食料品や日用品の買い物が不自由になるおそれが出てきた。このことから、地域振興会が中心となって住民間の話し合いを進めた結果、平屋地区の住民の共同出資によるJA店舗の営業引継ぎが決定され、2002年には住民自身が運営する商店「ふらっと美山」が誕生した。店舗は他地域からの交通量も多い国道に面していることから観光客向けの地元産品の直売所も備えており、2005年には、「ふらっと美山」と周囲の農業振興総合センター、高齢者コミュニティセンター、駐車場広場等の一帯の既存施設を活かした道の駅として登録され地域の拠点を形成している。


　
図表2-2-38　道の駅「ふれあい広場」（京都府南丹市美山町平屋地区）

[image: 図表2-2-38　道の駅「ふれあい広場」（京都府南丹市美山町平屋地区）]




　拠点において提供されるサービスには、道の駅の「ふらっと美山」における日用品販売等のほか、道の駅に隣接する公設民営の美山診療所における平日診療、保健福祉センターにおける予防接種や検診、ミニデイサービスの提供等があり、住民の日常生活に必要な機能が一カ所に集まっている。


　また、コミュニティバスの停留所が隣接するほか、デマンドバス（タクシー）の運行により、後背地の集落からのアクセスを確保し、地域住民の生活を支える「小さな拠点」として機能している。


　さらに、美山地域は酪農を振興してきた地域であることから、美山牛乳という地域ブランド製品を有し、乳製品の加工を行う施設も道の駅内にある。製造された製品は道の駅内の店舗でも販売されており、道の駅は地域の特色を活かして開発された6次産業化商品の販売等の取組みにおける拠点の役割も担っている。




（まとめ）

　第189回国会において提出されている「地域再生法の一部を改正する法律案」において、地域の自主的・自立的な取組みについて定めた地域再生計画に基づく事業に対して特別の措置を追加し、集落等の地域の日常生活圏における、地域再生拠点の形成及び農用地等の保全・利用を図るために行う事業を地域再生計画に定めることができることとされており、また、それらの事業と一体的に推進する事業として、自家用有償旅客運送者による少量の貨物の運送が、集落生活圏において集荷や配達が行われるものに限り認められることとされている。


　同法案により、生活・福祉サービスを一定のエリア内に集め、周辺集落と交通ネットワーク等で結ぶ「小さな拠点」の形成がより一層促進されることが期待される。




（3）連携中枢都市圏

　第1章第2節で見たように、地方都市に立地する都市機能はその都市の人口によってある程度規定される。人口が数十万人未満の地方都市においては、その都市圏内の居住者に対して大型のショッピングセンターや学校等の一定の機能を提供することが期待され、都市機能の中でも大学や地域医療の拠点病院等のように、より高次のものについては、近接する都市同士が道路や公共交通、ICT等のネットワークによってつながり都市圏を形成することで維持することが必要となる。人口減少・少子高齢社会においても一定の圏域人口を有しつつ、活力ある社会経済を維持するための、経済成長のけん引等の機能を備えた都市圏概念として連携中枢都市圏が提示された（「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（2014年12月27日閣議決定））。連携中枢都市圏の形成においては、人口や行政サービス、生活基盤等の面だけでなく、経済や都市構造の面も重視した連携の構築が求められている。


　例えば、一つの都市だけでは必要なすべての機能を備えることが困難な場合に、周辺の各都市が連携して役割分担をし、これらの都市同士が道路や公共交通等のネットワークで結ばれることによって、すべての地域で必要な機能を享受することを可能とするものである。


　以下では、連携中枢都市圏の形成に向けて取り組んでいる事例として、京都府北部の地域路線であるKTR（北近畿タンゴ鉄道）の沿線地域を紹介する。




（京都府北部地域）

　京都府北部地域は、丹後（宮津市、京丹後市、伊根町、与謝野町）と中丹（福知山市、舞鶴市、綾部市）からなる地域であるが、丹後地域は、日本三景のひとつである天橋立をはじめとする観光資源に恵まれた地域である。一方の中丹地域は府内でも産業集積が進んでいる地域であり、中でも福地山市と綾部市には工業団地が多く立地し、京都縦貫自動車道と舞鶴若狭自動車道のクロスゾーンに当たるなど、京都市や阪神地域へのアクセス性が高い地域である。このように京都府北部地域は、市町ごとの特色に富んだ地域である。


　
図表2-2-41　広域交通アクセスの強化イメージ

[image: 図表2-2-41　広域交通アクセスの強化イメージ]




　以下では、各市町の特色を活かした当該地域における役割分担や連携について見ていく。



（観光）

　日本海に面する京都府北部地域は、古代から大陸文化・技術の交流の窓口として栄え、江戸時代には北前船の寄港地、明治時代には軍港となるなど海にまつわる歴史の深い地域である。また、美しい地形と独特の動植物を有する山陰海岸があり自然遺産にも恵まれている。


　京都府北部地域ではこのような観光資源を活かすため、地域が一体となって進める滞在型観光エリアである「海の京都観光圏」の整備が進められている。エリアの中でも、特に集客力の高い宮津市の天橋立と京丹後市の夕日ヶ浦を、観光客の宿泊を促進する「主たる滞在促進地区」として設定する一方で、京阪神との交通結節点である福知山市や綾部市と交通面での連携を強化するなど、各地域の特性に応じて役割を明確にしている。また、宿泊客が立ち寄り観光や体験型観光を楽しむ観光エリアとして、伊根浦舟屋群や綾部東部里山等11地区を交流地区に指定している。さらに、「主たる滞在促進地区」である「天橋立」滞在促進地区と「夕日ヶ浦」滞在促進地区においては、「来訪者満足度」、「来訪者旅行消費額」、「宿泊数」、「宿泊者のリピーター率」、「滞在プログラム参加者数」、「滞在プログラム満足度」の6つの数値目標を立て、施策の具体的な効果の把握に努めている注46。


　
図表2-2-42　海の京都観光圏

[image: 図表2-2-42　海の京都観光圏]



（経済）

　京都府北部地域は、中丹地域の福知山市や綾部市の工業団地を中心に産業集積が進展しており、両市への通勤流動も多くなっているほか、丹後地域においても京丹後市や宮津市を中心として観光業、農林水産業、織物業、機械金属業等地域の特性を活かした産業が盛んであり、通勤者数で見ると中丹、丹後の各地域内での通勤流動が多くなっている（図表2-2-43）。一方で、京都府北部地域内に通勤する者全体に占める割合を2005年から2010年の期間において比較すると、各市及び郡注47とも、おおむね市又は郡をまたいだ通勤の割合が増加する傾向にあり、中でも丹後地域や福知山市においては中丹、丹後の両地域をまたいでの通勤の割合が地域内での通勤の割合よりも増加率が高くなる傾向にある（図表2-2-44）。このように、北部地域では従前からの地域的まとまりを超えた通勤の傾向が生まれつつあると考えられる。


　
図表2-2-43　京都府北部地域における通勤流動（15歳以上）
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図表2-2-44　京都府北部地域における地域間通勤者割合の変化率
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　2015年7月には京都府の南北を結ぶ京都縦貫自動車道の未開通区間が開通予定であり、開通に伴い観光交流や観光投資の増加、沿線を中心とした更なる企業立地の進展等が期待されている。また、舞鶴港は日本海側拠点港として指定されており、港湾機能の拡充を目指している。このようなインフラ整備が進む中、地域や国境を越えたヒト・モノ・カネ・情報の流れが一層拡大していくことが予想される福知山市、綾部市の両市を中心とした地域において、地域をけん引する産業の発展が期待されている。




（医療）

　医療分野については、丹後地域と中丹地域の二つの二次医療圏注48それぞれに拠点病院が所在し、周辺市町の住民へ高度な医療サービスを提供している注49。


　
図表2-2-45　京都府の二次医療圏

[image: 図表2-2-45　京都府の二次医療圏]




　京都府立医科大学付属北部医療センター（丹後地域の地域医療支援病院。京都府与謝野町に立地）に「居住市別の通院者数の動向」の調査を行ったところ、図表2-2-46のとおり、各市からの通院患者数は6年間で増加傾向にある。規模的には丹後地域からの通院が多いものの、伸び率では隣の中丹地域からの通院が大きく増えており、市町のみならず地域をまたがって利用する住民も増えていることが分かる。


　

図表2-2-46　京都府北部地域における通院動向（京都府立医科大学付属北部医療センターへの通院外来患者数

[image: 図表2-2-46　京都府北部地域における通院動向（京都府立医科大学付属北部医療センターへの通院外来患者数]



（教育）

　通学流動調査によると、市をまたぐ通学については福知山市に対して他市からの流入が多くなっている（図表2-2-47）。福知山市には、多くの国・府等の研究機関や4年制大学等各種の高等教育機関が設置されている。


　
図表2-2-47　京都府北部地域における通学流動（15歳以上）

[image: 図表2-2-47　京都府北部地域における通学流動（15歳以上）]




　京都府北部地域では成美大学を拠点として、府内の6大学と京都府や北部の7市町、特定非営利活動法人等で構成する京都北部地域・大学連携機構が設立され、大学のもつ人材や知識を活かした地域活性化の取組みを行っている。


　また、地域外の大学が福知山市内にサテライトキャンパスの設置を検討する動きも現れている。京都市の国立京都工芸繊維大学は、他校との統合に伴い閉校となった高校の校舎を利用し、分校の設置を検討している。地域課題をテーマとした講義の展開や、周辺に多くのものづくり企業が立地していることを活かしたインターンシップの実施等を構想しており、共同研究や開発による技術革新の効果も期待される。




（まとめ）

　京都府北部地域は現時点で連携中枢都市圏として成立しているわけではないが、今後、地域内の各都市がそれぞれの個性を活かして互いに役割を分担し、これらを結ぶ交通ネットワークを維持・強化していくことで、都市を超えたヒトやモノの流れが生まれ、人口減少や高齢化が進む中にあっても、活力ある地域をつくり出すことができる潜在性を秘めている。そして、そのような都市圏が地方に数多く現れることによって、地方に暮らす人々の豊かな生活を守っていくことが可能となる。






注45　LRTとは、Light Rail
Transitの略で、従来の路面電車から走行空間、車両等を向上させたものである。道路空間、鉄道敷等の既存インフラも有効活用し、高い速達性、定時性、輸送力等を持った、人や環境に優しい都市公共交通システムのこと。低床で車内に段差のないLRV（低床式車両）の導入や電停へのスロープ整備等の段差解消の取組みによりバリアフリー化を図り、高齢者や障害のある人も安心して利用できるようになる。


注46　数値目標（2013年から2030年の期間における目標）：（天橋立滞在促進地区）来訪者満足度：10％増、来訪者旅行消費額：470,000万円（2013年）→564,000万円（2028年）、宿泊数：175千人（2013年）→210千人（2028年）、宿泊者のリピーター率：10％増、滞在プログラム参加者数：673人→860人（2028年）、滞在プログラム満足度:10％増


（夕日ヶ浦滞在促進地区）来訪者満足度：10％増、来訪者旅行消費額：164,000万円→196,800万円（2028年）、宿泊数：116千人→140千人（2028年）、宿泊者のリピーター率：10％増、滞在プログラム参加者数：2,102人→2,690人（2028年）、滞在プログラム満足度:10％増


注47　与謝郡は与謝野町及び伊根町からなる。

注48　一体の区域として、入院医療を提供することが相当である単位として、地理的条件等の自然条件、交通事情等の社会的条件を考慮して設定される。


注49　図表1-2-3にもあるとおり、拠点病院が立地するためにはある程度の人口規模が必要である。









コラム　公共施設・公的不動産（PRE）とPPP／PFIの活用



　第1章第2節2．「人口減少が地方のまち・生活に与える影響」で見たように、人口減少とそれに伴う経済・産業活動の縮小による税収入の減少や、高齢化の進行から社会保障費の増加が見込まれることにより、地方財政はますます厳しさを増していくことが予想されます。このようななかで、公的不動産の有効活用や高度経済成長期に建設された公共施設や道路・橋・上下水道といったインフラ老朽化問題への対応が課題となります。




（まちづくりと公的不動産（PRE）の連携）

　コンパクトシティ形成に向けて都市のコンパクト化と交通ネットワーク形成を進めるに当たっては、都市全体の観点から、医療・福祉、中心市街地活性化、公的不動産（Public
Real
Estate：PRE）の再編等の関係施策との整合性を考慮する必要があります。先述のコンパクトシティ形成支援チームにおいても、これらの関係施策について市町村の取組みを支援することとしています。


　その一つであるPREの現状について見ると、インフラの老朽化が進行する現在、耐用年数から公共施設やインフラ資産の老朽化状況を調査した結果、公共施設では約43％が老朽化しており、橋梁等他のインフラと比較して老朽化が進んでいることが分かります。


　また、将来的には公共施設等の更新費用は増加する見込みであり、既存の公共施設等を現状のペースで維持更新を続けることは非常に困難となることが予想されています。


　そのため、上記のような公共施設等の既存ストックを有効活用するとともに、コンパクトなまちづくりを行うためにも、PREの再編とまちづくりとの連携を図っていくことが重要となります。


　我が国の不動産全体の約2,400兆円のうち、国・地方公共団体が所有しているPREは約590兆円（全体の約25％相当）存在しており、このうち、地方公共団体が所有するPREは約450兆円となっており、PRE全体の75％以上を占めています（図表2-2-28）。


　
図表2-2-28　我が国の公的不動産（PRE）の規模

[image: 図表2-2-28　我が国の公的不動産（PRE）の規模]




　そのため、PREについては公共・公益的な目的を踏まえつつ、経済の活性化及び財政健全化を念頭に、適切で効率的な管理、運営を推進することが重要となります。


　国土交通省では、2013年6月に「都市のリノベーションのための公的不動産活用検討委員会（PRE検討委員会）」を設置し、地方公共団体におけるPREのまちづくりへの有効活用方策について検討を行っており、PRE検討委員会の検討結果を2014年4月に「まちづくりのための公的不動産（PRE）活用ガイドライン」として公表しました（図表2-2-29）。


　

図表2-2-29　「まちづくりのための公的不動産（PRE）有効活用ガイドライン」の概要

[image: 図表2-2-29　「まちづくりのための公的不動産（PRE）有効活用ガイドライン」の概要]




　先進的な地方公共団体では、所有するPRE情報を整理・一元化し、まちの特性に応じた公共機能の再配置計画や公共施設白書等を既に作成しており、公有地を民間生活サービス機能の整備に活用するなど、将来のまちのあり方を考えた取組みを行っています。




（公共施設・公的不動産（PRE）の利活用についての民間活力の活用）

　また、真に必要なインフラの整備・維持管理・更新と財政健全化の両立のためには、民間の資金・ノウハウの活用、すなわちPPP注1／PFI注2等による効率化を図ることも重要です。


　1999年に「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（PFI法）」が制定されてから、2014年度までに実施方針を公表したPFI事業は489事業、総事業費は4兆5,015億円に達しています（図表2-2-30）。


　
図表2-2-30　PFI事業数及び事業費の推移（累計）

[image: 図表2-2-30　PFI事業数及び事業費の推移（累計）]




　このうち、国土交通省関係のPFI事業は、地方公共団体が実施するものも含めて、2015年1月時点で累計139件、事業内容は庁舎、公営住宅等が中心となっています。また、スキーム別では、民間PFI事業者が整備した公共施設等の費用を公的主体が対価（サービス料）を延べ払いで支払う「サービス購入型」が大半を占めています（図表2-2-31）。


　
図表2-2-31　国土交通省関係のPFI事業の内訳（2015年１月１日現在）

[image: 図表2-2-31　国土交通省関係のPFI事業の内訳（2015年１月１日現在）]




　国土交通省では、公共施設等運営権制度（コンセッション）の活用、収益施設の公共施設等への併設・活用、民間の提案を活かした公的不動産の有効活用などに政府が一体となって取り組み、2013年度からの10年間で12兆円規模に及ぶPPP／PFI事業を推進するとの目標を掲げた「PPP／PFIの抜本改革に向けたアクションプラン」（2013年6月民間資金等活用事業推進会議決定）及び、向こう3年間（2014年度から2016年度）を集中強化期間に設定しコンセッションを重点的に推進するとの政府全体の取組方針（2014年6月）を踏まえ、空港、下水道、道路におけるコンセッションの活用を推進するとともに、PPPを活用した首都高速の再生についても検討を進めています。




注1　Public Private
Partnershipの略。公共サービスの提供において何らかの形で民間が参画する方法を幅広く捉えた概念で、民間の資金やノウハウを活用し、公共施設等の整備等の効率化や公共サービスの水準の向上を目指す手法のこと。


注2　Private Finance Initiative
の略。公共施設等の建設、維持管理、運営等に民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用することにより、効率的かつ効果的に社会インフラを整備・運営する手法。対象事業における資金調達を公的主体ではなく民間側が担う点が大きな特徴。









コラム　官民連携によるPREを活用した区役所新庁舎の建替え（東京都豊島区）



　築50年を越える東京都豊島区役所本庁舎は、老朽化による安全面・防災面の不安等から、建替えがかねてより課題とされていました。しかしながら、区の財政は大変厳しい状況にあり、庁舎を新たに建設することは困難な状況にありました。


　そこで、豊島区は、第一種市街地再開発事業で新庁舎を整備することとし、再開発建物の中に「権利床の取得」と「保留床の購入」により区庁舎部分の床を確保するとともに、旧本庁舎敷地と分庁舎・公会堂敷地を定期借地権により民間事業者に貸付け、その地代から保留床購入費用を捻出することとしました。豊島区役所新庁舎は、区の財政負担が実質なしで建替えが実現し、2015年5月7日に開庁しました。


　公共施設については、区役所新庁舎（建物の1階の一部及び3〜9階）と駐車場・駐輪場を整備し、民間施設については、建物の1〜2階に商業施設等を含めた複合施設を整備し、11〜49階には分譲マンションが整備されています。


　このように、公共施設、商業施設、集合住宅等を一体的に開発・整備することで、住環境が改善されることになり、また、その地域全体の魅力の向上にも貢献することになります。


　都心部を中心に、このような官民連携を活用する事例が増えており、地方公共団体等で所有するPREを工夫して活用することにより、困難な財政状況を改善することが可能となるなど、今後もPREの活用が期待されています。

　

図表2-2-32　PREの活用事例：市街地再開発事業による新庁舎整備（東京都豊島区）

[image: 図表2-2-32　PREの活用事例：市街地再開発事業による新庁舎整備（東京都豊島区）]









コラム　重点「道の駅」制度の創出



　「道の駅」は、1993年の制度創設以来、現在では全国で1,040箇所に広がり、地元の名物や観光資源を活かして、多くの人々を迎え、地域の雇用創出や経済の活性化、住民サービスの向上にも貢献しています。


　この「道の駅」を経済の好循環を地方に行き渡らせる成長戦略の強力なツールと位置づけ、特に優れた取組みを選定し、関係機関と連携して重点的に応援する重点「道の駅」制度を創設しました。


　
図表2-2-39　重点「道の駅」制度

[image: 図表2-2-39　重点「道の駅」制度]



　
図表2-2-40　地域の創意工夫による、「道の駅」の多様な効果の例

[image: 図表2-2-40　地域の創意工夫による、「道の駅」の多様な効果の例]









コラム　大都市圏郊外におけるまちづくり（柏市豊四季台団地における取組み）



　東京、大阪、名古屋の三大都市圏においては郊外部を中心に高齢者の絶対数が増加することが予想され、今後、医療福祉施設が不足し、サービス機能が麻痺するおそれがあります。


　高齢者人口増加の背景として、高度成長期における大都市圏への人口集中への対応のため、大都市郊外部においてニュータウンの整備が進められたことが挙げられます。同一時期に大量かつ画一的な住宅供給が行われ、同一世代の一斉入居が進んだため、郊外ニュータウンにおける人口は、偏った年齢構成となっています（図表2-2-48）。また、多くの住宅が築30年以上を経過しており、設備の老朽化や、バリアフリー未対応の住宅等建物自体にも課題が生じています。


　
図表2-2-48　公的賃貸住宅及びUR賃貸住宅における年代別世帯比率

[image: 図表2-2-48　公的賃貸住宅及びUR賃貸住宅における年代別世帯比率]



（大都市近郊の公的賃貸住宅団地）

　今後、急速に高齢化が進行することに伴い、大都市郊外の公的賃貸住宅団地等では、医療・介護サービスへのニーズが拡大していく一方で、それらを満たすための環境整備が大きな課題となっていくことが予想されるため、高齢者が健康に暮らすことができ、子育て世代にとっても子育てしやすいなど、多くの世代が住みやすい地域を構築することが喫緊の課題となっています。以下では、郊外団地再編の取組みとして、東京近郊の千葉県柏市の豊四季台団地における取組みを紹介します。




■柏市豊四季台団地における取組み

　千葉県柏市は、他の郊外団地同様に高度経済成長を機に人口が増加したまちです。そのため、団塊世代とその子にあたる世代である「団塊ジュニア」世代の人口が多くなっており（図表2-2-49）、2025年には75歳以上人口が現在の2倍以上となるなど、急激に後期高齢化が進行することが予想されます。


　
図表2-2-49　柏市の年齢階級別人口

[image: 図表2-2-49　柏市の年齢階級別人口]




　中でも市内の豊四季台団地は、すでに高齢化率が40％を超えており、将来の日本の都市部における高齢化の象徴的地域となっています（図表2-2-50）。


　
図表2-2-50　豊四季台の高齢者人口割合（2010年）

[image: 図表2-2-50　豊四季台の高齢者人口割合（2010年）]




　このため、柏市は東京大学及び独立行政法人都市再生機構（以下「UR都市機構」という。）と連携して、「住み慣れた場所で自分らしく老いることができるまちづくり：Aging
in Place」の実践に向けた取組みを進めています。

　まちづくりの基本方針として「いつまでも在宅で安心した生活が送れるまち」、「いつまでも元気で活躍できるまち」の2つを掲げ、その具体的な施策としては、「地域包括ケアシステムの具現化」及び「高齢者の生きがい就労の創成」を二本柱として、ＵＲ都市機構の建替事業が進行中の豊四季台団地を含む豊四季台地域を中心に市内全域において事業展開を行っています（図表2-2-51）。


　
図表2-2-51　将来の豊四季台地域のイメージ

[image: 図表2-2-51　将来の豊四季台地域のイメージ]




　厚生労働省が推進している「地域包括ケアシステム」とは、高齢者が住み慣れた地域において在宅での暮らしを継続できる社会の実現のために必要な支援体制のことです。その方針として「おおむね30分以内に必要なサービスが提供される日常生活圏」において、介護、医療、予防、生活支援、住まいの5つの機能を整備することが掲げられています。


　豊四季台団地では、団地内にサービス付き高齢者向け住宅や地域医療拠点を誘致し、在宅での医療、看護、介護サービスを受ける体制を整えることで安心して生活できる環境を整えるとともに、子育て世帯等の入居促進や、多世代が食を楽しむコミュニティ食堂の誘致等多世代が暮らせる住環境を構築していくことを目指しています。


　また、国土交通省においては、2014年8月に「健康・医療・福祉のまちづくりの推進ガイドライン」を公表しており、高齢者が住み慣れた地域で自立した生活を営むことができるよう、健康・医療・福祉の視点から包括的に支援を行う「地域包括ケアシステム」と連携したまちづくりを推進しています。









■3　対流促進型国土の形成に向けて



　本節では「コンパクト＋ネットワーク」の概念や効果、取組事例を紹介してきたが、最後に、「コンパクト＋ネットワーク」とヒト、モノ等の流れについて、これまで紹介した分析や事例等を基に概観し、本格的な人口減少社会における国土の基本構想である「対流促進型国土」の形成注50との関係について考察してみる。




　ヒト、モノ等の流れの中でも、イノベーションにより新たな価値の創造をもたらす上で一番重要な資産は「人財」であり、ヒトの流れは特に重要であると考えられる。喫緊の課題である東京一極集中の是正への対応に当たっても、ヒトの流れを変えることが重要である。


第1章第1節では、ヒトの地域間移動の歴史的経緯を見てきたが、戦後以降、より良い所得・雇用環境を求めて三大都市圏、特に東京に流入する傾向が基調となっており（図表1-1-5、1-1-8参照）、経済的要因が都市と地方間の人口移動の主要因であったと考えられる。一方で、最近では、社会の成熟化に伴いライフスタイルの多様化も進み、都市住民の間で地方での生活を望む「地方回帰」の意識が高まっていると言われており（図表2-1-5、7、8参照）、このような動きをとらえて、個性ある魅力の高い地域をつくることが、地方への移住（ヒトの流れ）の促進及び東京一極集中の是正に役立つものと考えられる。


　その際、第2章第1節でも分析したとおり、移住に当たっては自然環境等の田舎らしい魅力のみならず「一定の利便性」を求める層も存在することから、「コンパクト＋ネットワーク」の考え方も踏まえ、例えば、歩いて暮らせる範囲内の利便施設（都市機能の集約）、地方都市や大都市圏へのアクセス（道路・鉄道等）を確保することにより、一定の利便性を求める層にとってもより魅力的な地域をつくり、移住の裾野を広げることも重要であると考えられる注51。


　また、本章第1節2．（3）及び本節1．（2）でも述べたとおり、コンパクトシティ化を進めることにより、都市機能の集約や公共交通利便性の向上に伴う中心市街地の活性化・省エネルギー化が進み、地域経済循環の改善も期待される。これにより、地域内の雇用の創出にも寄与し、雇用・収入面に高い関心を持つ若い世代の移住にとってもプラスになるものと考えられる。




　次に、「コンパクト＋ネットワーク」により、ヒト、モノ等の流れが生じ、地域の活力や魅力の向上につながっていると考えられる（又は期待される）事例について、本節2．で地域特性別に取り上げたものを基に紹介する。




（富山市の中心市街地（コンパクトシティ））

　本節2．でも見たとおり、コンパクトシティ化を進めている富山市では、LRT等の公共交通利便性増進により、高齢者等を中心に利用者が増加している。例えば、旧JR鉄道施設（富山港線）を活用したLRTの導入の結果、高齢者を中心として利用者が増加しており（図表2-2-18参照）、また、市内路線バスにおいて、高齢者を対象とした一律100円の「お出かけ定期券」の導入により、定期利用の高齢者の平均歩数が多くなっている（図表2-2-20参照）。これらの結果として高齢者等の外出が増えれば、まちなかでの人々の交流機会の増加や消費の増加、医療費の削減などの多面的な効果が期待される。




　また、歩いて回ることのできる中心市街地づくりを実現するために、路線の環状線化事業も実施しており、中心市街地で民間投資の活発化や商業施設等の建設も進んでいる。


　このほか、例えば、中心商店街に学生向けの活動拠点「富山まちなか研究室」を設置し、郊外に立地している富山大学の学生をまちなかに呼び込み、学生と商店街・企業・住民等の多様な主体が交流・連携できるような仕組みづくりにも取り組んでいる。




（京都府南丹市美山町の小さな拠点）

　本節2．で小さな拠点の取組事例として紹介した道の駅「美山ふれあい広場」にある商店「ふらっと美山」は、農産物直売所も備えており、住民向けの食料、日用品のみならず、地域の特産品等観光客向けの商品も取り扱っている。自主運営で黒字を達成するなど住民出資による持続的な商店経営をしており、開始時に比べて売上高も伸びている注52。また、商店利用者の多くが町外から来訪しており、リピーターも多いとのことである。


　さらに、道の駅にある乳製品加工施設では、美山牛乳という地域ブランドを活かして乳製品の加工等にも取り組んでいる。

　このように、地域住民の生活拠点としての機能のみならず、町外からの観光客の来訪注53や加工製品の販売等地域外とのヒト、モノ、カネの流れが発生し、地域の活性化に寄与している。




（京都府北部地域（地域間連携による経済・生活圏の形成））

　本節2．でも見たとおり、京都府北部地域（丹後（宮津市、京丹後市、伊根町、与謝野町）、中丹（福知山市、舞鶴市、綾部市））では、7市町による観光、雇用、医療、教育等の分野での連携と協力による役割分担・機能強化と公共交通等のネットワークにより、地域が一つの経済・生活圏を形成し圏域全体の活性化を図ることを目指している。


　例えば、観光分野では、2014年度に「海の京都観光圏」整備計画が観光庁により認定されたところであり、天橋立などの滞在促進地区における来訪者旅行消費額、宿泊数などの数値目標を掲げて取り組んでいるところである注54（図表2-2-42参照）。

　京都府北部地域は、本年4月に、当該地域における連携都市圏の形成推進を対外的に宣言したところであり、今後とも、協働・連携して取り組むことにより、圏域全体の活性化を図ることが期待される。




　以上、「コンパクト＋ネットワーク」の地域特性別にヒト、モノ等の流れを見てきたが、コンパクトシティと小さな拠点については、「地域内」における流れが多いと考えられる。一方で、「対流」とは、前述のとおり、「多様な個性を持つ様々な地域が相互に連携し生じる地域間のヒト、モノ、カネ、情報等の双方向の活発な動き」とされている。


　この点については、まず、コンパクトな地域づくりを進め、地域内において多様なヒト、モノ、カネ、情報が交われば、地域の個性を磨くことや、新しい価値を創造することも可能になると考えられる注55。さらには、個性ある地域が互いに地域間ネットワークで結ばれれば、地域を越えたヒト、モノ、カネ、情報の流れ、すなわち「対流」が生まれ、新たな価値が生じることも期待される。


　これを、本節1．（2）で分析した経済面に着目して見てみる。図表2-2-52は、1．（2）の地域経済循環に与える影響の関係図（図表2-2-11）を、複数地域での経済に当てはめたものである。「コンパクト＋ネットワーク」は、複数地域の経済に当てはめることによって更なる効果をもたらすと考えられ、その際に重要となるのが「対流」の概念である。


　
図表2-2-52　「コンパクト＋ネットワーク」が地域間の経済循環に与える影響

[image: 図表2-2-52　「コンパクト＋ネットワーク」が地域間の経済循環に与える影響]




　地域内で完結するのではなく、それぞれの地域が個性を磨き、その地域でしか生み出すことのできないモノやサービスを創造することで、それを消費しようとする人々の「対流」が生まれ、それによって新たなお金の流れも生まれることが期待される。


　都市機能や生活拠点の集約、域内ネットワーク等を通じ地域経済の持続性を高めるとともに、それぞれの地域が新たな価値を生み出し、これまでになかった消費の機会を相互に作り出すことで、経済全体としての拡大が可能になると考えられる。




（まとめ）

　以上で見てきたように、「コンパクト＋ネットワーク」により、ヒト、モノ等の流れが促進され、地域における経済の活性化や地域の魅力の向上につながることが期待される。そして、このようなヒト、モノ等の流れが広がり、地域の個性が磨かれ、ネットワークを通じて全国各地でダイナミックに「対流」が生じることになれば、本格的な人口減少社会における我が国の活力の源泉につながることとなる。このように、対流促進型国土の形成に向け、地域構造（ストラクチャー）面での考え方として、「コンパクト＋ネットワーク」が重要であると考えられる。


　国土交通省としても、本節2．（1）（まとめ）で記載したように、2014年の「都市再生特別措置法」等の改正や「地域公共交通活性化再生法」の改正及びそれらに基づく各種取組みや、「コンパクトシティ形成支援チーム」における省庁横断的な支援を進めているところであり、今後とも、地方公共団体が「コンパクト＋ネットワーク」の形成に向けた地域づくりを一層円滑に進めていけるような環境を整えていくことが重要である。







注50　本格的な人口減少社会における国土の基本構想：多様な個性を持つ様々な地域が相互に連携し生じる地域間のヒト、モノ、カネ、情報等の双方向の活発な動きである「対流」が、全国各地でダイナミックに湧き起こる「対流促進型国土」の形成を図ること（新たな国土形成計画（全国計画）中間とりまとめ（2015年3月国土審議会計画部会）より）


注51　例えば、長野県佐久平市は、浅間山の景観や豊かな自然環境に恵まれ田舎ライフを楽しめる一方で、新幹線で東京まで約70分、高速道路でも約110分の距離にあり、移住後も首都圏と行き来する層にとって人気の高い移住先となっている。


注52　ふらっと美山の年間売上約1.6億円（2005年の商店開始時の約1.6倍）、年間利用者約12万人（いずれも2014年）。


注53　美山町には「かやぶき集落」（国の重要伝統的建造物群保存地区）等の観光拠点もあり、近年、京阪神方面からも多数の観光客が訪れるようになっている。


注54　その他、市や地域をまたがったヒトの流れが見られる分野として、例えば、通勤分野では、市・郡又は地域をまたいだ通勤の割合が比較的増加する傾向にあり（図表2-2-44参照）、また、医療分野においても、丹後地域の地域医療支援病院（北部医療センター）においては、隣の地域からの通院の伸び率が比較的高い傾向にあることが見て取れる（図表2-2-46参照）。

注55　第2章第1節2．（2）のコラム「コワーキングという新たな働き方」でも紹介したとおり、様々な働く人がある場所に集い、コミュニケーションを通じて情報や知恵を共有、協同することにより地域のコミュニティが発生するなど、多様な主体の交流がイノベーションや新たな価値の創造につながるものと考えられる。









コラム　広域ネットワーク等を背景とした地域の活力・魅力向上の例



　道路、鉄道などの広域的なネットワーク等を背景に、ヒト、モノ等の流れが生じ、地域の活力や魅力の向上につながっていると考えられる事例を紹介します。




（日本海沿岸東北自動車道への企業進出）

　（株）新潟ジャムコは、航空機の化粧室（ラバトリー）の世界シェアの約5割、厨房施設（ギャレー）の世界シェアの約2割を占める、世界トップレベルの航空機内装品製造メーカーです。


　日本海沿岸東北自動車道（日沿道）の道路整備を見越して、新潟県村上市に進出し、道路ネットワーク（日沿道）や港湾を活かして「部品調達」→「組み立て」→「製品輸送」の効率化を行い、事業規模を順次拡大しています。


　併せて、好調な業績、今後の需要見通しを踏まえ、地元から大量雇用を行い、高卒の求人倍率が県平均より高い水準で推移するなど地域における雇用創出にも貢献しています。


　このように、道路ネットワークの整備等を背景に、高速道路の沿道に世界的企業が進出してモノ、カネ等の流れが生じ、事業規模の拡大や地元雇用など地域の活力に寄与しているものと考えられます。


　
図表2-2-53　道路ネットワークを活かした生産活動
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図表2-2-54　（株）新潟ジャムコの生産工場

[image: 図表2-2-54　（株）新潟ジャムコの生産工場]



　
図表2-2-55　（株）新潟ジャムコ進出による地域雇用への影響

[image: 図表2-2-55　（株）新潟ジャムコ進出による地域雇用への影響]



（北陸新幹線沿線における企業立地）

　YKK（株）／YKK
AP（株）は、人事、経理、国際部門等管理部門の本社機能の一部（社員数約230名）を富山県黒部市（北陸新幹線の黒部宇奈月温泉駅周辺）に順次移転しています。


　移転の背景としては、1)YKKグループの“技術の総本山”であり、ものづくりの本拠地である黒部にも本社機能を置くことで、技術力、商品力を更に高めていくこと、2)北陸新幹線開業により東京まで約2時間30分で結ばれること、3)震災等に備え本社機能が東京に一極集中していることについての危惧等が挙げられます。


　黒部における自然環境を活かしたローエネルギーのまちづくり・住まいづくりについても取り組んでおり、具体的には、社宅跡地を利用し良好な環境を備えた「パッシブタウン黒部モデル」（賃貸住宅と商業施設、保育所等）を整備予定です。賃貸住宅は、地域貢献として、社員・家族以外も受入予定であり、YKK
AP（株）の建材技術等を活かした環境住宅のショーケースとしても期待されています。

　このように、本社機能の一部移転に伴い、ヒト、モノ等の流れが生じ、雇用、住環境等地域の魅力の向上にもつながることが期待されます。


　
図表2-2-56　「パッシブタウン黒部モデル」のイメージ
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図表2-2-57　YKK（株）の本社機能移転予定地（YKK50ビル）

[image: 図表2-2-57　YKK（株）の本社機能移転予定地（YKK50ビル）]









第II部　国土交通行政の動向



第1章　東日本大震災からの復旧・復興に向けた取組み



第1節　復旧・復興の現状と対応策



　東日本大震災からの復興の加速は、国土交通省の最優先課題の一つである。発災当初は約47万人に上った避難者は減少したが、今なお、22万5千人を超える方々注1が47都道府県、1,160市区町村注2において避難生活を続けられている。国土交通省としては、復旧・復興を更に加速化させ、被災地の方々に復興を実感していただけるよう、総力を挙げて取り組んでいく。


　また、国土交通省は、地方整備局、地方運輸局、気象庁、海上保安庁等のそれぞれの現場において、被災地の声をしっかりと受けとめ、国土交通省が一丸となって、現場の要望に迅速に対応することとしている。その取組みの一つとして、平成25年1月に、3人の大臣政務官ごとに担当する県を決めた「被災地要望対応支援チーム」を省内に設置し、被災地からの要望にきめ細かく対応している。


　道路・港湾等の基幹インフラの応急復旧はほぼ完了し、本格復旧についても順調に進んでおり、インフラ工程表に基づき事業を確実に実行していく。一方、住宅再建・まちづくりについては、「住まいの復興工程表」において示した住宅再建・復興まちづくりの工程について、これを加速するための措置を着実に実施していく。具体的には、実勢を反映した公共工事設計労務単価の前倒し改訂、生コンクリート公共プラントの設置による供給体制の増強などによる人材・資材の確保、用地取得の迅速化、適切な予定価格の設定など被災市町村それぞれの隘路を実情に応じ打開していく。また、被災地の観光振興、地域公共交通の確保にも取り組んでいく。


　
図表II-1-1-1　公共インフラの本格復旧・復興の進捗状況
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注1　225,177人。平成27年3月12日時点。復興庁調べ。

注2　平成27年3月12日時点。復興庁調べ。









第2節　インフラ・交通の着実な復旧・復興



（1）総論

　国土交通省が所管する公共インフラについては、応急復旧段階から本格復旧・復興段階へ移行し、復興の事業計画及び工程表に基づき、着実に整備を推進している。今後も、被災地の要望を踏まえつつ、東北の復興を一日でも早く実現するよう取り組んでいく。




（2）海岸対策

　海岸堤防等の本復旧・復興工事は、平成27年3月末時点において、復旧・復興工事を行う677の地区海岸のうち、459地区で着工、106地区で完了している。その内、国施工区間（国が災害復旧を代行する区間を含む）約41kmについては、約34kmの区間において施工を完了し、おおむね30年3月末までの完了を目指している。また、復旧に期間を要する湾口防波堤についても、まちづくりや産業活動に極力支障が生じないよう、計画的に復旧を進め、おおむね31年3月末までの完了を目指している。


　これらの工事を進める際には、津波が越流した場合であっても堤防の効果が粘り強く発揮できるような構造を、可能な限り取り入れることとしており、宮城県岩沼市において堤防と一体的な盛土や植生を配置した「緑の防潮堤」を整備している。また、災害廃棄物を堤防盛土材として積極的に活用するとともに、周辺の景観や自然環境にも十分配慮することとしている。




（3）河川対策

　国管理区間の堤防で被災した箇所については、被災前と同程度の安全水準を確保する本復旧が完了している。引き続き、市町村が策定する復興計画等と整合を図りながら、必要な高さの堤防を逐次整備するとともに、堤防等の耐震・液状化対策、水門等の自動化・遠隔操作化を逐次実施していく。




（4）下水道

　被災した下水処理場120箇所（福島県内の避難指示区域等内に位置する9箇所を除く）のうち、2箇所は汚水の発生がないため稼働の必要が無く、被害が甚大であった仙台市南蒲生浄化センターを除き117箇所は、平成24年度末までに通常レベルの処理まで復旧済である。また、福島県の「避難指示解除準備区域」に位置する処理場のうち、3箇所は本復旧済みである。被災した下水管675kmについては、27年3月末現在、652kmの本復旧が完了している。引き続き、復興計画と整合を図りつつ、耐震化、耐津波化の実施と合わせ、早期の復旧・復興を目指すこととしている。




（5）土砂災害対策

　強い地震動により不安定な土砂が流動化し、被災地の復興に不可欠な重要交通網等に甚大な被害を及ぼすおそれが高まっている阿武隈川水系等の地域において、平成27年度末までに完了を目指し、土砂災害対策を推進している。




（6）道路

　道路については、1)高速道路は、常磐自動車道の区域見直し前の警戒区域にかかる区間のうち、被災し通行止めとなっていた常磐富岡IC〜広野IC間については平成26年2月22日に再開通し、被災時建設中であった南相馬IC〜浪江IC間については26年12月6日に開通した。残る浪江IC〜常磐富岡IC間についても開通目標を約2ヶ月前倒しし、27年3月1日に開通した。これにより常磐自動車道は全線開通した。2)直轄国道は、24年度末までに本復旧をおおむね完了（なお、国道45号の橋梁等大規模な被災箇所については、復興計画等を踏まえて復旧）、3)復興道路・復興支援道路についてはトンネル、橋梁等の主要構造物に本格着手しており、新たに事業化した区間を含め、民間の技術力を活用した事業推進体制（事業促進PPP）を活用しつつ、工事の全面展開を図っている。さらに、26年4月には、震災後に事業化された復興道路・復興支援道路において、はじめて開通見通しが確定し、5区間・42kmが事業化から6〜7年という異例のスピードで開通する見通しとなった。これにより、既開通区間を含めると全体の約6割の開通見通しが確定した。




（7）鉄道

　東日本大震災により被災した路線のうち、三陸鉄道については、平成23年度第3次補正予算において創設した新たな支援制度を活用して同年より復旧工事に着手し、26年4月5日・6日の南リアス線釜石〜吉浜駅間・北リアス線田野畑〜小本駅間の運行再開をもって、全面復旧した。また、常磐線の竜田〜広野駅間については、楢葉町帰町判断を踏まえ、26年6月1日に運行を再開し、さらに、石巻線については27年3月21日に浦宿〜女川駅間の運行再開をもって、全面復旧した。これにより、運休区間が残っているのはJR東日本の5路線（JR山田線、大船渡線、気仙沼線、仙石線、常磐線）となった。


　仙石線は27年5月30日に全線運行再開する予定であり、常磐線の浜吉田〜相馬駅間は29年春の運行再開を目指し復旧工事を進めている。また、常磐線の原ノ町〜竜田駅間については、3月10日に「将来的に、全線で運転を再開させる」との方針を決定し、その具体的な手順として、「原ノ町〜小高駅間は28年春までに開通」するなど区間毎の開通時期の見通しを示すとともに、帰還困難区域を含む浪江〜富岡駅間については、「除染と復旧工事の一体的施工や異常時の利用者の安全確保策を完了した後、開通」することとした。


　山田線については、27年2月にJR東日本から三陸鉄道への運営移管についてJR東日本及び地元自治体等関係者が合意し、3月7日に復旧工事に着手したところである。


　一方、大船渡線及び気仙沼線については、国土交通省東北運輸局が事務局となり、沿線自治体、JR東日本、復興局等で構成する線区別の復興調整会議等の場を通じ、まちづくりと一体となった鉄道復旧について検討を進めている。なお、当面の公共交通を確保するため、気仙沼線については24年12月22日より、大船渡線については25年3月2日より、仮復旧としてBRT注が運行されている。




（8）港湾

　港湾については、産業・物流上、特に重要な港湾施設の災害復旧事業が平成26年度でおおむね完了した。引き続き湾口防波堤等の復旧を計画的に推進するとともに、経済復興の礎となる岸壁・防波堤等の港湾施設の整備を行った。


　また、東日本大震災により発生した災害廃棄物の処理を進めるため、仙台塩釜港石巻港区と茨城港常陸那珂港区において海面処分場を整備し、仙台塩釜港石巻港区においては、25年2月より、茨城港常陸那珂港区においては、24年7月より災害廃棄物等の埋立処分を実施した。



注　Bus Rapid
Transitの略で、バス専用道路を走行することにより通常の路線バスより速達性・定時性を向上させた交通システム









第3節　復興まちづくりの推進・居住の安定の確保



　被災者が住まいの確保について見通しを持てるよう、地方公共団体からの報告に基づき、民間住宅等用宅地の供給及び災害公営住宅の整備の見通しを取りまとめた「住まいの復興工程表」を踏まえ、復興まちづくりの推進・居住の安定の確保に取り組んでいる。被災地における復興事業が本格化する中、被災市町村における人員やノウハウの不足を補い、円滑に事業を進める必要がある。


　このため、被災地方公共団体等への人的支援や、被災地方公共団体の発注業務の負担を軽減する発注方式の導入、（独）都市再生機構の活用等により、事業の推進を支援しているほか、事業の効率的な実施のための手続に関する通知等による技術的支援や、支援施策を取りまとめたウェブサイト「復興まちづくり情報INDEX」の公開等による情報提供を行っている。




（1）復興まちづくりの推進

　復興まちづくりにおいては、住民の居住に適切でないと認められる区域内にある住居の集団的移転を支援する防災集団移転促進事業や、津波被災市街地における現地再建や、高台等への移転先の宅地整備等を行うにあたって、宅地と道路等の公共施設を一体的に整備するなど総合的なまちづくりを支援する被災市街地復興区画整理事業等を実施している。


　平成27年3月末時点で、防災集団移転促進事業については、「住まいの復興工程表」に基づき実施が予定されている331のすべての地区において事業着手の法定手続である大臣同意に至っており、326地区において造成工事に着手している。また、土地区画整理事業については、「住まいの復興工程表」に基づく50地区すべてにおいて事業認可に至っており、工事に着手している。




（2）居住の安定の確保

　居住の安定を迅速に確保するため、自力での住宅再建・取得が可能な被災者に対しては、（独）住宅金融支援機構による災害復興住宅融資について融資金利の引下げ等を行っているほか、宅地に被害が生じた場合についても支援するため、災害復興宅地融資を実施している。また、既往の貸付けについても、最長5年間の払込み猶予・返済期間の延長や、猶予期間中の金利引下げ措置を実施している。


　また、自力での住宅再建・取得が困難な被災者に対しては、地方公共団体が公営住宅（災害公営住宅）の供給を進めており、その整備等に要する費用や入居者を対象とした家賃減額に要する費用に対する助成の拡充を行っているほか、入居者資格要件や譲渡に係る特例措置を講じている。


　さらに、福島第一原子力発電所事故に係る対応として、避難指示区域に居住していた方々（避難者）について、災害公営住宅の入居等に関し、災害による被災者と同様の措置をとることにより、居住の安定の確保を図ることとしている。


　
図表II-1-3-1　災害公営住宅の整備状況（Ｈ27.3.31）

[image: 図表II-1-3-1　災害公営住宅の整備状況（Ｈ27.3.31）]









第4節　地域公共交通の確保と観光振興



（1）地域公共交通の確保

　東日本大震災によって被害を受けた地域公共交通に対しては、地域公共交通確保維持改善事業を活用して被災地のバス交通、乗合タクシー等の確保・維持を支援するため、同事業の補助要件の緩和等の特例措置を講じている。具体的には、地域をまたがる幹線バス交通ネットワークの確保・維持、また、避難所・仮設住宅・残存集落や新規住宅、病院、商店、公的機関等の間の日常生活の移動確保を目的とする地域内のバス交通等の確保・維持について支援している。なお、地域内のバス交通等に関しては、仮設住宅等の箇所数に応じて補助上限額を引き上げるなど、地域の実情に応じたよりきめ細やかな対応が図れるような内容としつつ、平成27年度まで支援期間を2年間延長し、継続的な支援を実施している。




（2）観光振興

　震災後の外国人旅行者の落ち込みが大きい東北の訪日需要の回復のため、海外主要市場における風評被害の払拭と当該地域の観光振興のためのPR等を継続して実施した。


　具体的には、海外消費者向けには、日本政府観光局のウェブサイト上等により空間放射線量等についての正確な情報発信や、観光地としての魅力を訴求するため、東北地域へ海外のメディアの招請、SNSを利用した東北の情報発信を実施。また、海外旅行会社向けには、東北地域への招請を行い、旅行商品の造成支援や、海外旅行博覧会等において、東北地域の観光情報の発信等を行った。


　国内観光需要の回復のために様々な取組みを実施しているが、特に、太平洋沿岸エリアにおいて、復興及び風評払拭のための広報展開、震災の記憶の風化防止、観光における復興のための地域体制づくり促進や、地域ならではの旅行商品・復興ツアーの造成促進等、発地・受地双方の取組みに対する支援を実施した。また、福島県の観光における早期復興を最大限に促進するため、同県が実施する風評被害対策及び震災復興に資する観光関連事業に対して補助を行った。加えて、訪問者の満足度向上や風評被害の払拭に貢献すべく、福島復興再生特別措置法により、福島県が独自に通訳案内士の資格を付与することができる特例を設け、24年3月に施行された。27年3月末現在、85名が登録されている。


　観光庁の宿泊旅行統計調査によると、東北6県注1の26年年間値注2では、延べ宿泊者数が約3,900万人泊となり、震災前の22年と比べて1.5％増であった。ただし、観光客中心の施設注3の延べ宿泊者数で見ると、22年と比べ19.0％減となり、震災の傷跡が大きく国内の好況がまだ十分に浸透していない。






注1　東北6県：青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島。

注2　暫定値

注3　観光客中心の施設とは、宿泊者数のうち観光目的の宿泊者が全体の50％以上と回答した施設。









第5節　復興事業の円滑な施工の確保



　被災地の復旧・復興事業についても、道路、鉄道等基幹インフラの復旧は着実に進んでおり、住宅再建・まちづくりについては、おおむね「住まいの復興工程表」どおりに進んでいる。


　施工条件が厳しい工事等を中心に、一部で入札不調・不落が発生しているが、再発注時に市場の実勢を反映した予定価格の見直しや適切な規模での発注等の工夫をすることにより、ほぼ契約に至っている状況である。


　国土交通省では、復旧・復興事業の円滑な施工確保を図るため、「復興加速化会議」（平成25年3月以降5回開催）や「復旧・復興事業の施工確保に関する連絡協議会」（23年12月以降8回開催）において、関係機関や関係業界と連携しながら必要な対策を講じてきた。この中では、実勢価格に応じた予定価格の設定のため、被災三県の公共工事設計労務単価を25年4月に約21％、26年2月に約8％、27年2月に約6％引き上げ、被災地の施工実態を踏まえた復興歩掛や間接工事費に係る復興係数の導入を行ったほか、国や県による生コンクリート公共プラントを設置した。


　さらに、復興の進捗に伴い本格化する災害公営住宅整備や学校、庁舎、病院等の公共建築工事についても、実勢価格や現場の実態を的確に予定価格に反映させるため、災害公営住宅の標準建設費の引き上げや、「営繕積算方式」等の普及・促進を図り、公共建築相談窓口における個別相談の丁寧な対応などにより、円滑な施工確保対策の取組みを進めている。










コラム　公共建築相談窓口



　官庁営繕部、地方整備局営繕部等及び営繕事務所では、公共工事の入札不調・不落対策や、建築物の保全業務、各種基準に関する質問をはじめとして、官庁営繕に関する意見・質問等を広く受け付けるための相談窓口を開設し、官庁営繕行政におけるコンサルタント機能の一部として、自らが国の施設を整備しつつ培ったノウハウを生かし、各種情報提供を行っています。


　平成26年度は、円滑な施工確保対策やインフラ長寿命化対策の一環として、適切な予定価格の設定等の積算関係、保全関係の相談に積極的に対応し、設計関係、工事監理関係、入札契約手続き等に関する質問もよせられています。


　ご相談は地方公共団体の方からの相談件数が半数程度を占め、病院や庁舎、学校等の入札不調・不落工事が落札に至るなど、具体的な効果が上がっています。


　窓口へのご相談は、国土交通省のウェブサイト「公共建築相談窓口」をご覧いただき、各地方整備局営繕部等にご連絡いただくか、電子メールアドレス「eizen@mlit.go.jp」をご利用ください。


　
相談団体の内訳（平成26年4月〜平成27年3月）

[image: 相談団体の内訳（平成26年4月〜平成27年3月）]



　
相談内容の内訳（平成26年4月〜平成27年3月）

[image: 相談内容の内訳（平成26年4月〜平成27年3月）]









第6節　福島の復興・再生等



　東京電力（株）の福島第一原子力発電所の事故発生を受け、避難指示区域からの避難者数は、約7万9千人注1、いわゆる自主避難者も含め福島県全体の避難者数は、約12万人注2に及んでいる（復興庁調べ）。政府としては、田村市への避難指示が平成26年4月1日に、川内村の一部への避難指示が同年10月1日に解除されたことを踏まえ、インフラや生活関連サービスの復旧、住民の方々や地方公共団体が将来に向けて新たな一歩を踏み出すことができるよう、早期帰還支援策や新生活支援を拡充・強化していく必要がある。国土交通省としては、25年3月に策定された「早期帰還・定住プラン」、同年12月に閣議決定された「原子力災害からの福島復興の加速に向けて」や26年6月に改定した「福島復興再生特措法」に基づく「避難解除等区域復興再生計画」等を踏まえ、工程表に基づくインフラ復旧や避難者向けの高速道路無料措置、風評被害の払しょく等への取組みを通じて、避難されている方々の一日も早い帰還を実現していく。






注1　平成27年1月13日現在。

注2　平成26年10月1日現在。









第7節　東日本大震災を教訓とした津波防災地域づくり



　東日本大震災の教訓を踏まえ、「津波防災地域づくりに関する法律」が平成23年12月に成立・施行された。同法は、最大クラスの津波が発生した場合でも「人の命が第一」という考え方で、ハード・ソフトの施策を組み合わせた「多重防御」の発想による津波災害に強い地域づくりを推進するものである。


　国土交通省では、津波災害に強い地域づくりのため、地方公共団体に対する支援として、同法の施行に関する技術的助言を通知するとともに、津波浸水想定の設定に関する手引きの公表、津波浸水想定に係る相談窓口の開設、都道府県との意見交換の実施等を行っている。また、科学的知見の蓄積が十分でない日本海における最大クラスの津波断層モデルを設定するため、「日本海における大規模地震に関する調査検討会」を開催し、26年9月に報告書を取りまとめた。


　これまでに22府県において、最大クラスの津波を想定した津波浸水想定が公表されている（27年3月末時点）。また、26年3月以降、徳島県及び山口県（瀬戸内海沿岸）において津波災害警戒区域が指定され、静岡県焼津市、浜松市、和歌山県串本町、宮崎県宮崎市の4市町において津波防災地域づくりを総合的に推進するための計画（推進計画）が作成されている。


　被災地においては、24地区で、「一団地の津波防災拠点市街地形成施設」が都市計画決定される（27年3月末時点）など、「津波防災地域づくりに関する法律」を活用した復興の取組みも進められているところである。


　今後とも、地域ごとの特性を踏まえ、既存の公共施設や民間施設も活用しながら、海岸堤防等のハード整備や避難訓練等のソフト施策を組み合わせることにより、国民の命を守るための津波防災地域づくりを積極的に推進していく。










第2章　時代の要請にこたえた国土交通行政の展開



第1節　国土政策の推進



　総合的な国土の形成に関する施策の指針として、「多様な広域ブロックが自立的に発展する国土を構築するとともに、美しく、暮らしやすい国土の形成」を新しい国土像として掲げる国土形成計画（全国計画）（平成20年（2008年）閣議決定）及び各広域ブロックの地域戦略とその具体的な取組みをまとめた広域地方計画（21年（2009年）大臣決定）並びに持続可能な国土管理を基本方針とする第四次国土利用計画（全国計画）（20年（2008年）閣議決定）に基づき、総合的な国土政策を推進しており、国土形成計画の関係主体への指針性を向上させるため、毎年度計画のモニタリングを実施している。


　また、国土形成計画（全国計画）策定から約7年が経過し、近年の我が国の国土を取り巻く状況を見ると、2050年には人口が約6割の地域で半減し、高齢化率は約4割になるなど、急激な人口減少・少子化や高齢化をはじめ、グローバリゼーションの進展による国家・都市間競争の激化、首都直下地震や南海トラフ巨大地震等巨大災害の切迫等、極めて大きな変化に直面している。このような変化に対応するためには、危機感を共有し、国民の叡知を結集して長期的な視野に立った国土政策を構想する必要がある。


　このため、26年7月、中長期（おおむね2050年）を見据えた国土・地域づくりの指針として、「コンパクト＋ネットワーク」により地域の多様な個性に磨きをかけ、地域間の対流を生み出す「対流促進型国土」の形成を掲げた「国土のグランドデザイン2050」を取りまとめ、発表した。


　これも踏まえ、同年9月に国土形成計画を改定するために国土審議会に計画部会を設置し、27年3月には計画の基本的な考え方を「中間とりまとめ」としてまとめた。


　今後は、地方をはじめ各方面の御意見を広く伺いながら、全国計画については27年夏頃の取りまとめに向けて検討を進める。広域地方計画については27年度中の取りまとめに向けた検討に着手したところである。










第2節　社会資本の老朽化対策等



（1）国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）の策定

　我が国では、昭和39年の東京オリンピック以降に整備された首都高速1号線等、高度成長期以降に整備したインフラが今後一斉に老朽化し、今後20年間で、建設後50年以上経過する施設の割合が加速度的に高くなる見込みである。例えば、道路橋は、その割合が平成25年3月の約18％から、10年後には約43％、20年後には約67％と急増する（図表II-2-2-1）。このように一斉に老朽化するインフラを戦略的に維持管理・更新することが求められる。


　
図表II-2-2-1　社会資本の老朽化の現状

[image: 図表II-2-2-1　社会資本の老朽化の現状]




　このため、国土交通省では、25年を「社会資本メンテナンス元年」と位置付け、国土交通省を挙げて老朽化対策に取り組むための体制として、同年1月、国土交通大臣を議長とする「社会資本の老朽化対策会議」を設置し、総合的・横断的に検討を進め、同年3月には、「社会資本の維持管理・更新に関し当面講ずべき措置」を工程表として取りまとめた。


　また、同年10月には、「インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議」が設置され、同年11月、政府、地方公共団体等における、あらゆるインフラを対象にした今後の取組みの全体像を示すものとして、「インフラ長寿命化基本計画」が決定された。この基本計画では、全国のあらゆるインフラについて、着実に老朽化対策を実施するため、各インフラの管理者等がインフラ長寿命化計画（行動計画）を作成することが規定された。


　これを受けて、国土交通省では、全府省庁に先駆けて、26年5月、「国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）」を決定し、基本計画に基づく具体的な取組みを確定・見える化し、メンテナンスの指針として、メンテナンスサイクルの構築に向けた道筋を提示した（図表II-2-2-2）。


　

図表II-2-2-2　国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）の概要と行動計画を踏まえた取組み

[image: 図表II-2-2-2　国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）の概要と行動計画を踏まえた取組み]




　具体的には、1)定期的な点検を行い、必要な修繕・更新を実施するとともに、その情報をカルテとしてデータベース化し、メンテナンスサイクルを構築する、2)メンテナンス技術によるコスト縮減と予防保全の考え方に基づく長寿命化を戦略的に進めることで、今後のメンテナンスに係る対策費用の山を平準化する、3)インフラの大部分を管理する地方公共団体等の取組みを進めるため、防災・安全交付金による財政的支援や基準・マニュアルの提示等の技術的支援を実施する、が挙げられる。


　今後とも、国土交通省は、必要なインフラが持続可能なものとして維持されるよう、老朽化対策について、今後さらに重点的・計画的に取り組んでいく。




（2）社会資本メンテナンス戦略小委員会、技術者資格制度小委員会

　社会資本整備審議会・交通政策審議会の下に平成24年7月に設置された「社会資本メンテナンス戦略小委員会」においては、今後の戦略的な維持管理・更新に向け、国土交通省・地方公共団体等が重点的に講ずべき施策や、維持管理・更新費の将来推計（図表II-2-2-3）等について調査・審議を行った。26年度においては、25年12月に取りまとめられた「今後の社会資本の維持管理・更新のあり方について　答申」を踏まえ、施策の具体化に向け引き続き検討すべき事項について調査・審議がなされ、1．「点検・診断に関する資格制度の確立」、2．「維持管理を円滑に行うための体制、地方公共団体等の支援方策」、3．「維持管理・更新に係る情報の共有化・見える化」の検討テーマについて、今後の方向性に関する提言が取りまとめられた。


　
図表II-2-2-3　将来の維持管理・更新費の推計結果

[image: 図表II-2-2-3　将来の維持管理・更新費の推計結果]




　このうち、1．「点検・診断に関する資格制度の確立」については、社会資本整備審議会・交通政策審議会技術分科会技術部会において26年8月にとりまとめられた「社会資本メンテナンスの確立に向けた緊急提言：民間資格の登録制度の創設について」を受け、点検・診断等の業務内容に応じた必要な知識・技術を明確化し、技術者の育成及び活用の促進を図ることを目的とした「公共工事に関する調査及び設計等の品質確保に資する技術者資格登録規程」を同年11月に告示し、民間資格の登録制度を創設した。本登録規程に基づいて登録された資格を27年度業務の発注要件の設定の際に活用している。


　また、維持管理と表裏一体の関係である新設分野の資格制度についても、同部会の下に「技術者資格制度小委員会」を設置し、検討を開始した。




（3）定期点検の義務化

　国土交通省が所管する社会資本のうち、道路、河川、港湾等の一部施設分野においては、平成25〜26年度にかけて政令や省令等による定期点検の義務化が行われ、新たな基準にもとづく点検を開始したところである。また、その他の施設分野においても定期的に点検を行っている（図表II-2-2-4）。


　
図表II-2-2-4　各分野の点検実施状況

[image: 図表II-2-2-4　各分野の点検実施状況]



（4）モニタリング技術の開発・導入

　社会インフラの状態の効率的な把握を可能とするモニタリング技術の開発・導入の推進に向け、平成25年10月に設置した「社会インフラのモニタリング技術活用推進検討委員会」において、現場ニーズとシーズのマッチングや、有効性の評価・分析を行うため、モニタリング技術の現場実証に係る検討を行った。26年9月より公募を開始し、現場実証等を進めている。




（5）ロボットの開発・導入

　今後増大するインフラ点検を効果的・効率的に行い、人が近づくことが困難な災害現場の調査や応急復旧を迅速かつ的確に実施する実用性の高いロボット開発・導入を推進している。










第3節　社会資本整備の推進



　社会資本整備重点計画は、「社会資本整備重点計画法」に基づき、社会資本整備事業を重点的、効果的かつ効率的に推進するために策定する計画である。


　平成24年8月に閣議決定した第3次社会資本整備重点計画（24〜28年度）に基づき、社会資本整備を着実に進めているところである。現行計画策定後の社会資本整備を巡る状況の変化を踏まえつつ、インフラ老朽化、巨大地震、激甚化する気象災害、人口減少に伴う地方の疲弊、激化する国際競争といった切迫する危機への対応を図るため社会資本整備重点計画の見直しを行うこととしている。


　見直しに当たっては、社会資本整備を巡る危機に適切に対応するため、防災・減災効果や中長期的に経済を成長させる効果等、社会資本のストック効果の最大化を図る効果的・効率的な社会資本整備を重視していくことが重要である。


　
図表II-2-3-1　ストック効果を重視した社会資本整備の例

[image: 図表II-2-3-1　ストック効果を重視した社会資本整備の例]









第4節　交通政策の推進



■1　交通政策基本法に基づく政策展開



　平成25年12月に公布・施行された「交通政策基本法」においては、交通に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、「交通政策基本計画」を定めることとされている。同法に基づき、26年4月より国土交通省の交通政策審議会・社会資本整備審議会において同計画の策定に向けた審議を開始し、パブリックコメント等を経て、27年2月に、最終的な答申が出された後、閣議決定された。


　「交通政策基本計画」は、26年度から32年度までを計画期間としており、「交通政策基本法」の規定に従い、基本的な方針、施策の目標、政府が総合的かつ計画的に行うべき施策等について定めている。具体的には、基本的方針として、A）「豊かな国民生活に資する使いやすい交通の実現」、B）「成長と繁栄の基盤となる国際・地域間の旅客交通・物流ネットワークの構築」、C）「持続可能で安心・安全な交通に向けた基盤づくり」の3つの柱を掲げるとともに、それぞれについて、施策目標を4つずつ設定した上で、具体的な施策を提示している。また、計画のフォローアップに際して取組みの進度を確認するための数値指標を定めるとともに、AからCの3つの柱に沿った施策を進めるに当たって留意すべき事項等を示している。


　「交通政策基本計画」に基づく施策の進捗状況については、今後適切にフォローアップを実施することとしている。また、必要に応じ、同計画の改善検討を行うこととしている。


　
図表II-2-4-1　交通政策基本計画の概要

[image: 図表II-2-4-1　交通政策基本計画の概要]









■2　地域公共交通ネットワークの再構築



　人口減少、少子高齢化が進展する中、特に地方部においては、公共交通機関の輸送人員の減少により、公共交通ネットワークの縮小やサービス水準の一層の低下が懸念されている。一方で、地域公共交通は、特に自動車を運転できない学生、高齢者等にとって必要不可欠な存在であり、また、地域の活力を維持し、強化するためには、コンパクトなまちづくりと連携して、地域公共交通の充実を図ることが重要である。


　
図表II-2-4-2　地域公共交通の現状と課題

[image: 図表II-2-4-2　地域公共交通の現状と課題]




　しかし、地域公共交通を担う事業者の経営がさらに厳しさを増す中、民間事業者に依存した従来の枠組みでは、これらの地域公共交通に対する社会的要請に応えることは困難である。こうした情勢を踏まえ、「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律の一部を改正する法律」により、地域の総合行政を担う地方公共団体が先頭に立って、関係者と適切に役割分担しながら、まちづくりや観光振興等の観点も踏まえつつ、地域にとって最適な交通ネットワーク及び交通サービスを合意の下で実現していくための枠組みが構築された。


　今後は交通政策審議会交通体系分科会地域公共交通部会において平成26年8月に取りまとめられた「地域公共交通の充実に向けた新たな制度的枠組みとその活用に関する基本的な考え方」において示された方向性も踏まえつつ、地方公共団体の取組みに対し、必要な支援を行っていく。


　

図表II-2-4-3　改正地域公共交通活性化再生法（平成26年５月成立）の概要

[image: 図表II-2-4-3　改正地域公共交通活性化再生法（平成26年５月成立）の概要]









第5節　海洋政策（海洋立国）の推進



■1　海洋基本計画の着実な推進



　四方を海に囲まれている我が国は、広大な海をフロンティアとして認識し、真の「海洋立国」を実現していく必要があることから、海洋に関する行政分野の多くを所管する国土交通省では「海洋基本法」に基づく「海洋基本計画」の下、関係機関と連携しつつ、海洋政策を推進している。


　海洋基本計画については、平成20年3月に最初の計画が閣議決定されているが、おおむね5年程度で見直すこととされていることを受けて、25年4月26日に新たな海洋基本計画が閣議決定された。


　新たな海洋基本計画では、東日本大震災以降の防災・エネルギー政策の見直しや、メタンハイドレート等の海洋エネルギー・鉱物資源への期待の高まり、さらには海洋権益保全を巡る国際情勢の変化等の社会情勢の変化を踏まえ、海洋立国日本の目指すべき姿として1)国際協調と国際社会への貢献、2)海洋の開発・利用による富と繁栄、3)「海に守られた国」から「海を守る国」へ、4)未踏のフロンティアへの挑戦の4つを取組姿勢と目指すべき方向性の基本として構成されているところである。国土交通省としても新たな海洋基本計画に示された方針に基づき、海洋政策を着実に推進していくこととしている。具体的には、海洋再生可能エネルギーの利活用や海洋資源等の開発・利用、海洋開発人材の育成、エネルギー等の効率的な海上輸送、海洋産業の振興を図るとともに、我が国の主権と領土・領海を堅守するため、海上保安庁の体制強化に取り組む。さらには海洋権益の保全に資する海洋調査等の推進、排他的経済水域の根拠となる低潮線注の保全及び南鳥島・沖ノ鳥島の活動拠点整備などの海洋フロンティア等を支える環境整備を今後も積極的に推進していく。また、国民の海洋に関する理解と関心を一層高めるよう、関係省庁と連携しながら「海の日」関連行事等の取組みを推進していく。


　
図表II-2-5-1　海洋政策（海洋立国）の推進

[image: 図表II-2-5-1　海洋政策（海洋立国）の推進]





注　海水面が最低水面に達した時の陸地と水面との境界をいう。









■2　我が国の海洋権益の保全



（1）領海及び排他的経済水域における海洋調査の推進及び海洋情報の一元化

　我が国の領海及び排他的経済水域には、調査データの不足している海域が存在しており、海上保安庁では、この海域において、海底地形、地殻構造、領海基線等の海洋調査を重点的に実施し、船舶交通の安全や我が国の海洋権益の保全、海洋開発等に資する基礎情報の整備を戦略的かつ継続的に実施している。平成26年6月には、海上保安庁の自律型潜水調査機器（AUV）「ごんどう」により、沖縄県久米島沖において海底地形調査を実施した結果、これまで日本周辺で知られている中で最大規模のチムニー（熱水噴出により形成された重金属等から構成される煙突状の高まり）群を発見し、その後の（独）石油天然ガス・金属鉱物資源機構（JOGMEC）による資源調査から、銅、亜鉛等が高品位で存在する有望な海底熱水鉱床であることが確認された。


　また、内閣官房総合海洋政策本部事務局の総合調整の下、海洋情報の所在を一元的に収集・管理・提供する「海洋情報クリアリングハウス」を運用している。さらに、海洋に関する様々な自然情報（海底地形、海流、水温等）や社会情報（港湾区域、漁業権区域等）を一般ユーザーが活用できるよう、地図上に自由に重ねて表示できるウェブサービス「海洋台帳」を運用している。




（2）大陸棚の限界画定に向けた取組み

　平成20年11月に我が国が国連海洋法条約に基づき、国連の「大陸棚限界委員会」へ提出した、200海里を超える大陸棚に関する情報について、同委員会は24年4月20日に勧告を採択した。勧告では、我が国の国土面積の約8割に相当する大陸棚の延長が認められ、26年10月、四国海盆海域と沖大東海嶺海域が日本の大陸棚として新たに政令で定められた。一方、一部海域では審査が先送りされたため、海上保安庁では、内閣官房総合海洋政策本部事務局の総合調整の下、関係省庁と連携して、引き続き、大陸棚の画定に向けた対応を行っていくこととしている。




（3）沖ノ鳥島の保全、低潮線の保全及び活動拠点の整備等

1)沖ノ鳥島の保全

　沖ノ鳥島は、我が国最南端の領土であり、国土面積を上回る約40km2の排他的経済水域の基礎となる極めて重要な島であることから、基礎データの観測・蓄積や護岸等の損傷について点検、補修等を行っている。引き続き、2つの小島だけでなく環礁全体の保全を図るため、国の直轄管理により十全な措置を講じる。




2)低潮線の保全

　「排他的経済水域及び大陸棚の保全及び利用の促進のための低潮線の保全及び拠点施設の整備等に関する法律（低潮線保全法）」等に基づき、全国185箇所の低潮線保全区域を政令で指定し、区域内で行為規制を実施している。また、防災ヘリコプターや船舶等による巡視や衛星画像等を用いた低潮線及びその周辺の状況の調査を行い、域内における制限行為の有無や自然侵食による地形変化を確認することにより、排他的経済水域及び大陸棚の基礎となる低潮線の保全を図るとともに、低潮線の保全を確実かつ効率的に実施していくために、関連情報を適切に管理している。


　
図表II-2-5-2　低潮線の保全

[image: 図表II-2-5-2　低潮線の保全]



3)遠隔離島（南鳥島・沖ノ鳥島）における活動拠点の整備

　「低潮線保全法」等に基づき、本土から遠隔の地にある南鳥島・沖ノ鳥島において、排他的経済水域及び大陸棚の保全及び利用に関する活動拠点として、船舶の係留・停泊、荷さばき等が可能となる港湾の施設の整備を進めている。










第6節　領土・領海の堅守



　近年、尖閣諸島周辺海域においては、中国公船等による領海侵入や中国・台湾活動家等による領有権主張活動が発生しており、特に、平成24年9月、尖閣諸島のうち三島（魚釣島、北小島、南小島）を取得・保有して以降は、それまでと比べ、中国公船による領海侵入が増加している。


　26年の中国公船による領海侵入件数は25年と比べて減少したものの、接続水域を航行している状況に変化はなく、加えて、同海域では外国漁船による活動も活発化している状況にあり、海上保安庁では、我が国の領土・領海を断固として守りぬくとの決意の下、事態をエスカレートさせないよう、冷静に、かつ毅然とした態度で忍耐強く対処しているところである。


　また、小笠原諸島周辺海域等においては、26年9月以降、多数の中国サンゴ漁船が確認されるようになり、海上保安庁では、水産庁等の関係機関と連携の上、巡視船や航空機を集中的に投入して厳正な取締りを行い、10隻の中国サンゴ漁船を検挙しており、引き続き、警戒を緩めることなく対応していくこととしている。


　さらに、東シナ海等の我が国排他的経済水域においては、外国海洋調査船による我が国の同意を得ない調査活動も確認されており、我が国周辺海域を取り巻く情勢は、引き続き厳しさを増している状況にある。


　このような情勢の下、海上保安庁では、尖閣領海警備専従体制の確立を進めるとともに、さらなる情勢の変化にも対応し得る全国からの応援派遣体制の構築、尖閣諸島や小笠原諸島周辺海域をはじめとした我が国周辺海域における隙のない海上保安体制の構築を推進し、我が国周辺海域における領海警備等に万全を期すこととしている。


　
図表II-2-6-1　中国公船による接続水域入域・領海侵入隻数

[image: 図表II-2-6-1　中国公船による接続水域入域・領海侵入隻数]



　
尖閣諸島周辺海域にて監視警戒する巡視船

[image: 尖閣諸島周辺海域にて監視警戒する巡視船]



　
小笠原諸島周辺海域にて中国サンゴ漁船を追尾する巡視船及び搭載艇

[image: 小笠原諸島周辺海域にて中国サンゴ漁船を追尾する巡視船及び搭載艇]









コラム　西之島の噴火で拡がる領海



　平成25年11月20日に小笠原諸島の西之島南東約500m沖で西之島火山が39年ぶりに噴火し、新たな陸地が形成されて以降、1年以上に亘って活発な噴火活動が継続しています。


　海上保安庁では、噴火直後から航行警報を発出することによって付近航行船舶に注意を呼びかけております。また、航空機による観測を定期的に行い、観測結果を広報するとともに、火山噴火予知連絡会に報告し、噴火災害の防止に努めております。


　25年11月20日以降、新たな陸地は流出した溶岩により拡大を続け、同年12月26日には旧西之島と一体となりました。その後も活発な火山活動による陸地の拡大は継続し、27年3月25日時点で西之島の面積は約2.5km2（旧西之島を含む）まで拡大しています。海域火山の噴火活動が1年以上も継続することは世界的に見ても大変珍しい現象であり、火山の専門家も今後の活動を注目しています。


　西之島の拡大に伴い、我が国の領海、排他的経済水域が拡大する可能性があります。領海は、海上保安庁が刊行する海図に記載される低潮線から12海里まで（排他的経済水域は200海里まで）となります。今後、火山活動が沈静化し、安全が確認された段階で、精密な水路測量を実施し、新たな低潮線を確定する予定です。測量結果に基づき、拡大した西之島を海図に記載した段階で、領海等の新たな範囲が確定することになります。


　海上保安庁は今後も西之島の火山活動の観測を続けていきます。


　
噴火の様子及び西之島変化図

[image: 噴火の様子及び西之島変化図]









第7節　水循環政策の推進



　水については、水循環の過程において、地球上の生命を育み、国民生活及び産業活動に重要な役割を果たしていることに鑑み、健全な水循環の維持又は回復のための取組みが積極的に推進されなければならない等の水循環に関する基本理念やその実現に向けた施策、国や地方公共団体の責務等を定める「水循環基本法」が平成26年3月に成立し、同年7月より施行され、内閣に水循環政策本部が設置された。これにより、水循環に関する施策の推進に向けた水循環基本計画の作成等、総合的かつ一体的に、政府が一丸となって様々な課題に取り組む体制が整えられた。また、施行に先立ち、同年5月に初代水循環政策担当大臣として太田昭宏国土交通大臣注が任命された。


　同年7月に第1回水循環政策本部が開催され、本部長である安倍晋三内閣総理大臣より、「水は、古（いにしえ）より、田畑を潤し、社会・文化の繁栄を支え、今日もなお、私たちの生活に大きな「恵み」をもたらしているが、時として、土砂災害や渇水等の「災い」をもたらすこともある。「災い」に適切に対応しつつ、私たちが水の「恵み」を将来にわたって享受していくためには、人の活動による水への影響に配慮して、健全な水循環を確保することが、極めて重要。水循環政策本部を司令塔に、政府一丸となって取り組んで頂きたい。」との主旨の発言があった。


　水循環基本計画については、27年夏までのできる限り早い時期に閣議決定が予定されており、国土交通省としても水循環基本計画に示された方針に基づき、水循環政策を着実に推進していくこととしている。


　
図表II-2-7-1　水循環基本法の概要

[image: 図表II-2-7-1　水循環基本法の概要]





注　水循環政策本部における副本部長









第8節　効率的・重点的な施策展開



■1　建設生産システムの省力化・効率化・高度化



　我が国の労働力人口が総じて減少する中で、社会資本のストック効果の最大化を図る効率的・効果的な社会資本整備や、将来にわたる社会資本の品質確保を実現するため、社会資本整備にかかる計画、設計、施工及び管理の各段階におけるコスト構造の改善に努めつつ、建設生産システムの省力化・効率化・高度化を通じた生産性向上に取り組む必要がある。国土交通省では、新技術・新工法の開発・活用、施工時期の平準化・適正工期の確保、コミュニケーションの円滑化、技術者・技能者の効率的活用等の観点から、生産性向上に資する様々な取組みを推進している。










■2　公共工事の品質確保と担い手の育成・確保



（1）担い手三法の改正

　平成26年の第186回国会において、現在及び将来にわたる公共工事の品質確保とその担い手の中長期的な育成・確保を目的として、「公共工事の品質確保の促進に関する法律（品確法）」、「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（入契法）」及び「建設業法」が改正された（いわゆる「担い手三法の改正」）。


　また、同年9月には、「品確法」に基づく「基本方針」及び「入契法」に基づく「適正化指針」の改正について閣議決定された。「基本方針」は、予定価格の適正な設定や適切な工期の設定及び余裕期間の設定等による施工時期の平準化、多様な入札契約方式の導入・活用等の発注者が取り組むべき事項のほか、実勢を反映した公共工事設計労務単価の適切な設定や調査及び設計の品質確保に向けた資格制度の確立、国による運用指針の策定及び地方公共団体への支援等、公共工事の品質確保とその担い手の確保のために講ずべき施策を広く規定している。また、「適正化指針」は、低入札価格調査制度等の適切な活用の徹底、いわゆる歩切りが「品確法」に違反すること、社会保険等未加入業者の排除等発注者が入札契約適正化のために講ずべき措置について規定している。




（2）発注者責務を果たすための取組み

　「品確法」の理念を実現していくためには、都道府県や市町村を含むすべての公共工事の発注者が、適切に発注関係事務を運用し、発注者としての責務を果たしていくことが不可欠である。このため、国において、平成27年1月に、「品確法」第22条に基づく「発注関係事務の運用に関する指針（運用指針）」を策定している。「運用指針」は、すべての公共発注者に共通の指針として、発注関係事務における「調査及び設計」、「工事発注準備」、「入札契約」、「工事施工」、「完成後」の各段階で取り組むべき事項や多様な入札契約方式の選択・活用について体系的にまとめている。各発注者は、本指針に基づく具体的な取組みを進めていくこととなる。


　今後、国土交通省では、「運用指針」の実効性を確保するため、地域発注者協議会や地方公共工事契約業務連絡協議会等を通じて、地方公共団体等に対する必要な支援や協力を行うとともに、発注者間の一層の連携に努め、発注者共通の課題への対応や各種施策を推進していく。また、本指針に基づき発注関係事務が適切に実施されているかについては、定期的に調査を行い、その結果を取りまとめ、公表する予定としている。




（3）多様な入札契約方式の活用

　「品確法」では、多様な入札契約方式の選択・活用（第14条）、段階的選抜方式（第16条）や技術提案・交渉方式（第18条）、地域における社会資本の維持管理に資する方式（複数年契約、包括発注、共同受注による方式）（第20条）等が新たに規定された。国土交通省では、発注者の視点から社会資本整備の企画・立案から設計・施工・管理まで一連の執行プロセスのあり方及び諸課題への対応方針について、「発注者責任を果たすための今後の建設生産・管理システムのあり方に関する懇談会」において、平成25年11月より検討を進めており、「品確法」の理念も踏まえ、「公共工事の入札契約方式の適用に関するガイドライン」として、各発注者における事業の特性等に応じた入札契約方式の適用のあり方を取りまとめている。




（4）施工段階における品質確保の取組み

　国土交通省では、工事目的物の品質確保を目的として、施工プロセス全体を通じて工事実施状況等の確認を行い、検査に反映させる「施工プロセスを通じた検査」及び「施工者と契約した第三者による品質証明」を試行している。












第9節　新たな国と地方、民間との関係の構築



■1　国と地方の新たな関係



　活力ある経済社会と地域の形成、安全・安心の確立等の国民生活に直結する重要な課題に対して、国と地方の適切な役割分担を踏まえ、地方に対する規制緩和、事務・権限の移譲等、地方分権に取り組んでいる。


　平成26年度には、事務・権限の移譲等に関し、「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（第4次一括法）」が成立し、27年度より、自家用有償旅客運送の登録等の事務・権限等を地方公共団体へ移譲することとしている。


　また、地方の発意に基づく新たな取組みを推進するため、個々の地方公共団体等から提案を募集し、それらの実現に向けて検討を行う「提案募集方式」が開始された。27年1月に提案に関する対応方針が閣議決定され、これに基づき、27年3月に、地方に対する規制緩和として建築審査会の委員任期の条例委任等を内容とする第5次一括法案が国会に提出された。










■2　官民連携等の推進



　厳しい財政状況の中で民間資金等の活用を拡大し、真に必要な社会資本の整備等を着実に行っていくため、新たなPPP／PFI事業に係る具体的な案件形成（東日本大震災復興関連を含む）を推進している。具体的には、国土交通省自らによる調査・検討や、地方公共団体等への助成等を実施している。


　平成26年度の助成のうち、先導的官民連携支援事業では、28件採択し、東京都町田市における、官民連携による都市公園と大規模商業施設の一体的なエリア開発についての実現可能性調査等に対し、支援を行った。また、震災復興官民連携支援事業では、11件採択し、岩手県大槌町における、地域住宅生産体制を活用した災害公営住宅の官民連携による整備・供給事業についての実現可能性調査等に対し、支援を行った。










第10節　政策評価・事業評価・対話型行政



■1　政策評価の推進



　「国土交通省政策評価基本計画」に基づき、1)国民本位の効率的な質の高い行政の実現、2)成果重視の行政の推進、3)国民に対する説明責任の徹底という3つの目的の達成を目指し、政策アセスメント（事業評価方式）、政策チェックアップ（実績評価方式）及び政策レビュー（総合評価方式）を政策評価の基本的な3つの方式として、個別公共事業、個別研究開発課題、規制及び租税特別措置等の政策評価を政策の特性に応じた方式としてそれぞれ定めている。また、「独立行政法人通則法」に基づき、独立行政法人の業務実績評価の枠組みを定めている。このうち主なものとして、平成26年8月に27年度予算概算要求における36の新規施策の政策アセスメントを、27年3月に4テーマの政策レビューをそれぞれ実施した。また、所管19独立行政法人の業務実績評価を実施した注。



注　「国土交通省政策評価関係」ウェブサイト：http://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/index.html









■2　事業評価の実施



　個別の公共事業について、事業の効率性及び実施過程における透明性の一層の向上を図るため、新規事業採択時評価、再評価及び完了後の事後評価による一貫した事業評価体系を構築している。評価結果については、新規採択時・再評価時・完了後の事後評価時における費用対効果分析のバックデータも含め、評価結果の経緯が分かるように整理した事業評価カルテを作成し、インターネット等で公表している。注


　また、新規事業採択時評価の前段階における国土交通省独自の取組みとして、直轄事業等において、計画段階評価を実施している。






注　「公共事業評価」ウェブサイト：http://www.mlit.go.jp/tec/hyouka/public/index.html


「事業評価カルテ」ウェブサイト：http://www.mlit.go.jp/tec/hyouka/public/jghks/chart.htm









■3　国民に開かれた行政運営と対話型行政の推進



（1）国土交通ホットラインステーション

　国民生活に極めて密接にかかわる国土交通行政の推進に当たっては、国民からの意見・要望等を幅広く把握し、国民に直結した行政を展開することが重要である。このため、「国土交通ホットラインステーション」を開設しており、月平均約1,100件の意見等が寄せられている。




（2）消費者等に対する情報提供

　従来の行政による監督に加え、消費者等による適切な選択及び市場による監視を通じた安全・安心の確保を図ることを目的に、住宅等の建築物や公共交通機関に関する事業者等の過去の行政処分等の履歴を集約した「ネガティブ情報検索サイト」を国土交通省ウェブサイト上に公開している。




（3）社会資本整備における計画策定プロセスの透明性のさらなる向上

　社会資本整備の推進に当たっては、構想段階から透明性や公正性を確保し、住民等の理解と協力を得ることが重要である。このため、住民を含めた多様な主体の参画を促進するとともに、社会面、経済面、環境面等の様々な観点から総合的に検討を行い、計画を合理的に策定するための基本的な考え方を示したガイドラインを活用することにより、さらなる透明性の向上に取り組んでいる。










第11節　2020年東京オリンピック・パラリンピック開催に向けた取組み



　平成25年9月7日の国際オリンピック委員会（IOC）総会において、2020年第32回オリンピック競技大会及び第16回パラリンピック競技大会の開催都市が東京に決定された。政府としては、大会の円滑な準備に資するよう2020年オリンピック・パラリンピック東京大会等に関する閣僚会議を26年4月22日に設置した。


　国土交通省としては、大臣を本部長とする「国土交通省2020年オリンピック・パラリンピック東京大会準備本部」を26年4月18日に設置し、省をあげて対応する体制を敷いている。取組みにあたっては、大会がスムーズに運営されるよう、安全の確保、宿泊・交通の快適性の確保等必要な対応を進めていく。また、「国土のグランドデザイン2050」も踏まえ、2020年をゴールとするのではなく、「マイルストーン」として、2050年の東京や日本の将来像を見据えて必要な取組みを進めていく。さらには、本大会は東京のみならず、日本全体の祭典であり、大会を契機に海外の方を全国津々浦々、各地域に呼び込み、元気な地方を創っていくための取組みを進める。


　具体的には、大会会場や選手村へのアクセス道路の整備、日本の玄関口である首都圏空港における輸送需要への万全な対応、アクセスの充実、バリアフリーのまちづくり、案内標識や地図の多言語対応・無料公衆無線LANの整備等の外国人旅行者の受入環境整備、大会特別仕様ナンバープレート交付等の施策に、大会組織委員会や東京都をはじめとする関係者と連携しつつ取り組んでいく。










第3章　観光立国の実現と美しい国づくり



第1節　観光をめぐる動向



■1　観光立国の意義



　観光は、急速な成長を遂げるアジアをはじめとする世界の需要を取り込むことによって、人口減少・少子高齢化が進展する中、国内外からの交流人口の拡大によって地域の活力を維持し、社会を発展させるとともに、諸外国との双方向の交流により、国際相互理解を深め、国際社会での日本の地位を確固たるものとするためにも、極めて重要な分野である。










■2　観光の現状



（1）国民の観光の動向

　平成26年の国内宿泊観光旅行の平均宿泊数は2.12泊（前年2.25泊）、平均回数は1.29回（前年1.39回）、帰省・ビジネスも含めた国内宿泊旅行の消費額は約14.3兆円（前年15.8兆円）であり、前年に比べ宿泊数、回数、消費額共に減少した。


　また、26年の海外旅行者数は、対前年比3.3％（約57万人）減の約1,690万人となり、26年の海外旅行消費額は約4.5兆円と、前年（約4.5兆円）に比べて減少した。




（2）外国人の訪日旅行の動向

　平成26年の訪日外国人旅行者数は、約1,341万人（対前年比29％増）となり、史上初の1,000万人を達成した25年を300万人上回るものであり、2020年2,000万人という目標に向けて、大きく前進。


　
図表II-3-1-1　訪日外国人旅行者数の推移

[image: 図表II-3-1-1　訪日外国人旅行者数の推移]




　国籍・地域別では、台湾が約283万人（対前年比28％増）、次いで韓国が約276万人（対前年比12％増）、中国が約241万人（対前年比83％増）の順となっている。また、ビジット・ジャパンの市場別では、韓国、中国、台湾、香港、タイ、シンガポール、マレーシア、インドネシア、フィリピン、ベトナム、インド、オーストラリア、米国、カナダ、フランス、ドイツが過去最高を記録した。


　旅行者数の増加に伴い、26年の訪日外国人旅行消費額は前年比43.1％増（6,111億円増）の2兆278億円と過去最高を記録した。




（3）観光産業の動向

1)旅行業

　平成26年度の主要旅行業者50社の取扱額は、6兆4,196億円（対前年度比101.2％）となった。取扱額の内訳については、海外旅行が約2兆2,033億円（対前年度比98.4％）、国内旅行が約4兆1,036億円（同102.1％）、訪日外国人旅行が約1,125億円（同135.2％）となった。




2)宿泊施設（ホテル・旅館）の客室稼働数

　平成26年度のホテル・旅館の客室稼働率（速報値）は、シティホテルで78.0％（前年75.7％）、リゾートホテルで54.5％（前年52.5％）、ビジネスホテルで73.8％（前年69.5％）、旅館で35.9％（前年35.9％）となった。










コラム　注目が高まるインバウンド消費



　外国人旅行者数の増加とともに、訪日外国人の国内での消費拡大による我が国経済への貢献や地域経済の活性化が期待されています。アジアからの外国人旅行者を中心に日本でのショッピングに対する期待は高く、全消費額の約33％をショッピングが占めるなど、ショッピングの位置づけは極めて大きいものとなっています。これは、円安方向への推移により訪日旅行が割安になったことに加え、平成26年10月1日より消費税の免税対象品目が拡大したことにより、購買意欲が促進されたことが一因と考えられます。


　
対象品目の拡大（26年10月1日より）

[image: 対象品目の拡大（26年10月1日より）]




　平成元年の消費税創設以来、食料品・飲料品・医薬品・化粧品等の消耗品は免税対象外とされていましたが、26年度税制改正において、一定の不正防止措置を講ずることを前提に免税対象化され、併せて、免税書類の書式の弾力化及び手続の簡素化が行われ、利便性向上を実現しました。


　その結果、地域ならではの銘菓や地酒などの名産品が新たに免税対象となり、全国各地のホテルや旅館のお土産コーナー、物産センター、地方空港の売店などでも免税店が広がり、26年10月1日現在の全国の免税店舗数は合計で9,361店となり、この半年間で3,584店増加しました。また、免税店のさらなる拡大及び利便性の向上を図る観点から、27年4月より商店街等で各店舗の免税販売手続を「免税手続カウンター」でまとめて行うことができる制度等が創設されました。


　
全国の免税店数の推移

[image: 全国の免税店数の推移]




　また、免税店のブランド化・認知度向上のため、新たに「免税店シンボルマーク」を創設。この免税店シンボルマークの使用申請にあわせて、免税店の店舗情報を提供してもらい、これをJNTOのウェブサイトで発信する新たな制度を構築。現在、全国の約8,600の免税店の「活きた情報」を取得し、情報発信に取り組んでいます。




●地方の免税店拡大（事例）

かがわ物産館「栗林庵」（香川県）


	特別名勝「栗林公園」敷地内にある物販店を免税対応化。

	
新たに外国人観光客用のカウンターを備え付けるとともに、免税カウンターの設置やレジシステム導入等、対応をスムーズに行う工夫をしている。

	香川県の食を代表する「うどん」や「オリーブ」、名菓、漆器、昔ながらの「張り子の虎」、稀少糖等を販売。





　
[image: かがわ物産館「栗林庵」（香川県）]



黒潮市（和歌山県）

	和歌山マリーナシティの黒潮市場とホテル内のショップを免税対応化。

	案内看板・ポスター等制作し掲示するとともに、研修の実施。また中国語を話せるスタッフを配置している。

	和歌山県産品の干物、醤油、梅酒、和歌山ラーメン等を販売。





　
[image: 黒潮市（和歌山県）]









第2節　観光立国の実現に向けた取組み



　内閣総理大臣主宰による観光立国推進閣僚会議にて、平成25年6月11日に「観光立国実現に向けたアクション・プログラム」を決定し、観光立国に向けた取組みを強化した結果、25年は史上初の訪日外国人旅行者数1,036万人となった。さらに、2020年、訪日外国人旅行者数2,000万人を目指すべく、26年1月17日、総理よりアクション・プログラムの改定について指示を受け、同年6月17日に「観光立国実現に向けたアクション・プログラム2014」を決定した。このアクション・プログラム2014の実施に政府一丸、官民一体となって取り組んだ結果、26年の訪日外国人旅行者数は過去最高の1,341万人となった。










■1　「2020年オリンピック・パラリンピック」を見据えた観光振興



　平成26年度においては、ブラジルで開催されたFIFAワールドカップブラジル大会を好機と捉え、26年6月12日〜7月13日の期間に、官民一体となって運営されている「JAPAN
OMOTENASHI
PAVILION」に参加し、世界中から集まるサッカーファンに向けて、日本の魅力を発信するとともに、訪日促進映像の発信や、ファッション、伝統文化、ポップカルチャー等のスペシャルイベント等を実施し、日本への理解を深めてもらい、より効果的な訪日意欲を喚起した。訪日外国人旅行者の受入環境の整備については、無料公衆無線LAN環境の整備促進、多言語対応の改善・強化、ムスリム旅行者対応の強化、CIQ体制の拡充を含む空港や港における出入国手続の迅速化・円滑化、二次交通の充実、決済環境の改善等に取り組んだ。










■2　インバウンドの飛躍的拡大に向けた取組み



　官民一体となったオールジャパンの体制により、我が国の観光魅力を海外に発信することによって、訪日を促進するビジット・ジャパン事業を展開している。


　具体的には、1)海外旅行会社の招請やツアー共同広告の実施等の現地旅行会社向け事業、2)海外広告宣伝や海外メディアの招請等の現地消費者向け事業、3)広域で連携した外国人誘客の取組みを地域と運輸局等が共同で実施する地方連携事業、4)在外公館をはじめとする関係省庁や民間企業と連携したオールジャパンによる訪日旅行促進における取組みをビジット・ジャパンの訪日市場（韓国、中国、台湾、香港、タイ、シンガポール、マレーシア、インドネシア、オーストラリア、米国、カナダ、英国、フランス、ドイツ）を中心に実施した。










■3　ビザ要件の緩和等による訪日旅行の容易化



　平成26年は、インドネシア、フィリピン及びベトナムについて、同年9月30日に数次ビザの発給要件緩和、同年11月20日に一次ビザの申請手続き簡素化を行うとともに、同年12月1日にIC旅券事前登録制によるインドネシア向けビザ免除を開始した。また、同年7月3日にインド向け数次ビザを導入し、同年8月にはブラジル向け数次ビザ導入を決定したほか、27年1月19日から、中国人向け数次ビザの発給要件を緩和した。


　
図表II-3-2-1　2014年の訪日外国人旅行者数及び割合（国・地域別）
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　また、海外富裕層の長期滞在需要の取り込みにつなげるべく、長期滞在制度の検討を進めた。










■4　世界に通用する魅力ある観光地域づくり



（1）国際競争力の高い魅力ある観光地域の形成

　特定のテーマをもって国内外に訴求する際立った魅力をもつ観光地域を創出するため、「観光圏の整備による観光旅客の来訪及び滞在の促進に関する法律（観光圏整備法）」に基づき、滞在交流型観光に対応できる区域として「観光圏」の整備を促進しており、平成26年度は海の京都観光圏等4観光圏を認定した。併せて、当該10観光圏に対し、「観光地域ブランド確立支援事業」により、地域のブランド戦略策定及びブランド戦略に基づく事業実施を支援した。


　また、地域間の広域連携を強化して情報発信力を高めるとともに、対象市場に追求するストーリー性やテーマ性に富んだ多様な広域観光周遊ルートの形成を促進するため、「広域観光周遊ルート形成促進に向けた海外需要基礎調査事業」として、訪日外国人旅行者の動向把握により受入環境整備等の必要性の高い地域を明らかにするとともに、訪日旅行市場に関する調査・分析により今後の誘客施策のターゲットの明確化を行っている。


　
図表II-3-2-2　新基本方針に基づく観光圏整備実施計画認定地域
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（2）観光資源を活かした観光地域づくりの支援

　地域の魅力ある観光資源を活かし、地域経済の活性化を図るためには、地域自らが自立的・継続的に着地型旅行商品（体験・交流型プログラム）を開発・販売できる仕組みが必要である。


　このため、平成26年度は「観光地ビジネス創出の総合支援事業」を実施し、全国から45地域を選定し支援を行った。具体的には、専門家（目利き）を派遣し、ワークショップ等を通じて造成した旅行商品について、モニターツアーを実施し、ウェブサイト等により情報発信するなどの取組みを支援した。また、45地域を対象にした実践的な研修や旅行会社との商談会を実施することにより、観光資源の着実な商品化を目指すとともに、収益をさらなる着地型旅行商品開発に充てることが可能となるビジネスモデルの構築に取り組んだ。


　また、全国に広がった「道の駅」は、約7割が観光案内所を有し、地域を訪れた人が最初に訪れるゲートウェイとなり、着地型観光の受入基地としても機能する。26年度は、地域の観光総合窓口機能、インバウンド観光の促進等、優れた「道の駅」を関係機関と連携して重点支援する、重点「道の駅」制度を創設した。










■5　外国人旅行者の受入環境整備



　2020年に向けて、訪日外国人旅行者数2,000万人の高みを目指していくためには、訪日外国人旅行者の快適・円滑な移動・滞在のための環境整備を図ることによって、訪日外国人旅行者が日本に来てよかったと満足して帰国し、リピーターとして再度訪日することが極めて重要である。


　このため、平成26年度は、以下の取組みを実施した。

　外国人旅行者ができるだけ「言葉の壁」を感じることなく訪日旅行を楽しむことができるよう、多言語対応については26年3月に策定・公表した美術館・博物館、自然公園、観光地、道路、公共交通機関など幅広い分野で共通するガイドラインに従って、関係省庁と連携し、表記の統一性・連続性の確保を図るための取組みを推進した。また、「道路標識、区画線及び道路標示に関する命令」の一部を改正し、道路案内標識が外国人旅行者にも分かりやすいものとなるよう、主要な観光地等において、「ローマ字」から「英語」への改善に取り組んでいる。通訳案内士制度については、創設60年以上が経過しているが、訪日外国人旅行者数が1,300万人を超え、2,000万人を目指す中、案内士の質と量について課題が指摘されている。このため、26年12月、幅広い関係者による「通訳案内士制度のあり方に関する検討会」を開催し、改善方策の検討に着手している。


　外国人旅行者が一人歩きできる環境整備を図るため、総務省と連携して「無料公衆無線LAN整備促進協議会」を26年8月に設置した。本協議会を通じて、無料公衆無線LAN環境の更なる整備促進、周知・広報、認証手続の簡素化について取組みを推進した。


　「クルーズ100万人時代」の実現に向けて、港湾局に設置したワンストップ窓口においてクルーズ船社等からの問い合わせに一元的に対応するとともに、「全国クルーズ活性化会議」と連携して、クルーズ船社、港湾管理者等が参加する商談会・シンポジウムの開催や、港湾施設の諸元や寄港地周辺の観光情報を一元的に発信するウェブサイトの充実を図った。また、既存施設を有効活用しつつ、旅客船ターミナルの機能強化を図った。


　更なる成長が期待される東南アジアをはじめとするイスラム圏からの訪日を促進するため、ムスリム旅行者が飲食店でスムーズな選択ができるよう、飲食店等の受入施設向けの手引き（ガイダンス）を策定するとともに、セミナーを開催し、メニュー・食材、食器・調理環境等の情報発信を促進した。また、地域等における飲食店や礼拝場所などムスリム旅行者が必要とする情報発信を強化した。


　併せて、CIQ体制の拡充を含む空港や港における出入国手続の迅速化・円滑化、二次交通の充実、海外発行クレジットカードに対応したATMの設置の促進など決済環境の改善、宅配サービス等を活用した訪日外国人旅行者による「手ぶら観光」の促進等に取り組んだ。










■6　MICEの誘致・開催の促進と外国人ビジネス客の取り込み



　国際会議等（MICE）注の誘致・開催の促進は、海外の人と知恵を我が国に呼び込み、開催地域を中心とした大きな経済効果、ビジネス・イノベーションの機会の創出、国・都市の競争力・ブランド力の向上等の幅広い意義を有している。国際会議協会（ICCA）統計によると、国際会議の開催件数は、世界的に増加傾向にあり、中でもアジアは急速な経済成長を背景として、世界でも開催件数の成長が著しい地域となっている。我が国の平成25年における開催件数は、342件で世界第7位、直近では2年連続でアジアNo.1であるが、アジアの競合国では、MICEの積極的な誘致活動を展開しており、我が国はより一層厳しい誘致競争にさらされ国際競争力が相対的に低下しつつあり、これを強化することが必要である。


　「日本再興戦略」において掲げられた「2030年にはアジアNo.1の国際会議開催国としての不動の地位を築く」という目標に向け、1)海外競合都市との厳しい誘致競争に打ち勝つことのできる「グローバルMICE都市」の育成、2)国際会議誘致の啓発・広報や誘致活動等を行う「MICEアンバサダー」に、学会等で国内外に影響力のある方々を任命、3)歴史的建造物や公的空間等で会議・レセプションを開催することにより特別感や地域特性を演出するユニークベニューの利用促進を量的・質的に拡大を図る等の取組みを実施した。


　MICE誘致の取組みの結果、27年の「シーグラフ・アジア2015」の神戸開催（参加予定人数6,000人）、30年の「世界牛病学会2018」の札幌開催（同2,000人）等の大型国際会議の日本開催が続々と決定した他、台湾から約2,000名規模でインセンティブ旅行が実施される等大型インセンティブ旅行の催行が増加した。







注　「MICE」とは、企業等の会議（Meeting）、企業の行う報奨・研修旅行（インセンティブ旅行）（Incentive（Travel））、国際会議（Convention）、展示会・見本市（Exhibition）の頭文字









■7　観光産業の強化



（1）旅行業者への安全マネジメントの普及

　平成25年度の旅行産業研究会において、旅行業界全体への安全マネジメントの導入徹底の重要性が示されたことを踏まえ、安全マネジメントに馴染みのない中小の旅行業者を含む旅行業者を対象に、安全マネジメントの普及啓発を行った。




（2）オンライン旅行取引に関するガイドラインの策定

　インターネット取引が増加するなか、「旅行業法」の適用を受けていない海外オンライン旅行取引事業者（OTA）や自ら契約主体とはならない場貸しサイト等が数多く存在している。多くの消費者が契約の相手や条件がわからないまま契約を結んでいること等を踏まえ、旅行契約の安全・安心の確保によるトラブルの未然防止のため、オンライン取引の際の表示に関するガイドラインを策定した。




（3）宿泊施設における情報発信について

　外国人旅行者向けに、日本の多様な宿泊施設に関する情報をわかりやすく提供する総合案内サイトをJNTOのウェブサイトに設けた。これにより、特に、日本特有の宿泊施設である旅館のブランド化を進め、海外における認知度・関心を高めるとともに、海外への情報発信力が課題となっている個々の施設のウェブサイトへ誘導を可能にした。




（4）ユニバーサルツーリズムの促進

　高齢者・障害者等を含む誰もが旅行を楽しむことができる環境を整備するため、地域における一元的な相談窓口の立ち上げ、ウェブサイトによる発信・多言語化等、活動強化に向けた取組みを行った。また、ユニバーサルツーリズムに取り組む旅行業者を拡大するための検討を行った。




（5）観光産業の人材の育成

　地域経済において重要な役割を果たす旅館・ホテルの経営者層を対象に、経営改善に向けた意識啓発を目的としたセミナーおよびeラーニングによる講義配信を実施した。また、観光産業に対する理解の促進と就業意識の醸成のため、関係団体や企業の協力を得て、大学生を対象としたインターンシップ事業を実施した。




（6）海外の観光関連企業の誘致

　JETROにおいて、海外の有望な観光関連企業（LCC、ホテル、ツアーオペレーター等）を発掘して、我が国に誘致し、日本の観光産業の活性化を図った。










■8　休暇取得の促進



　政府は、ワークライフバランスの改善とともに地域活性化を図るため、地域の伝統行事やイベントに合わせた地域独自の休日として「ふるさと休日」の設定を推奨しているところである。これを受け観光庁では、学校休業日の柔軟な設定と企業の有給休暇促進により子供と大人の休みのマッチングを図ってきた「家族の時間づくりプロジェクト」を拡充し、連休の創出のみならず「ふるさと休日」の実施に向けた支援を行うなど、全国的な休み方改革の動きを先導している。


　また、企業・団体向けには、内閣府、厚生労働省、経済産業省と共同で休暇を前向きにとらえて楽しむ「ポジティブ・オフ」運動を推進しており、平成26年度末現在で450の企業・団体が賛同している。










■9　観光に関する統計の整備



　観光政策の戦略的立案及び成果の検証に活用するため、「旅行・観光消費動向調査」、「宿泊旅行統計調査」、「訪日外国人消費動向調査」を実施してきた。


　特に、宿泊旅行統計調査は速報性を強化するため、関係部署との調整を進め、平成27年4月分調査より、調査期間を現行の四半期毎から毎月に変更した。さらに、訪日外国人消費動向調査は、地方を訪れる訪日外国人の実態をより詳細に把握するため、27年1-3月期調査より調査対象空海港の増加（11カ所から18カ所に）、調査対象国籍・地域の増加（18市場からイタリア、スペインを追加した20市場に）に伴い、1四半期の標本数を6,600から9,700票に拡充した。


　また、各運輸局において、都道府県・市町村、シンクタンク、報道関係者等への説明会を開催する等、広報活動に努めた。










第3節　良好な景観形成等美しい国づくり



■1　良好な景観の形成



（1）景観法等を活用したまちづくりの推進

　「景観法」に基づく景観行政団体注は平成26年9月30日時点で638団体に増加し、景観計画は449団体で策定されるなど、良好な景観形成の取組みが推進されている。また、景観行政団体となることで都道府県事務であった「屋外広告物法」に基づく条例制定を行った市町村は、27年4月1日時点で68団体に増加しており、総合的な景観まちづくりが進められている。




（2）社会資本整備における景観検討の取組み

　景観に配慮した社会資本整備を進めるため、地域住民や学識経験者等の多様な意見を聴取しつつ、事業後の景観の予測・評価を行い、事業案に反映させる取組みを推進している。




（3）無電柱化の推進

　良好な景観の形成や観光振興、安全で快適な通行空間の確保、道路の防災性の向上等の観点から、道路の新設又は拡幅との同時整備などの多様な整備手法の周知等により無電柱化を推進している。


　
図表II-3-3-1　欧米主要都市等と日本の電線地中化の現状

[image: 図表II-3-3-1　欧米主要都市等と日本の電線地中化の現状]



（4）「日本風景街道」の推進

　多様な主体による協働の下、道を舞台に、地域資源を活かした修景・緑化を進め、観光立国の実現や地域の活性化に寄与することを目的に「日本風景街道」を推進している。平成27年3月末現在135ルートが日本風景街道として登録されており、「道の駅」との連携を図りつつ、道路を活用した美しい景観形成や地域の魅力向上に資する活動を支援している。




（5）水辺空間等の整備の推進

　河川全体の自然の営みを視野に入れ、地域の暮らしや歴史・文化との調和にも配慮し、河川が本来有している生物の生息・生育・繁殖環境及び多様な河川景観を保全・創出するための「多自然川づくり」を全ての川づくりにおいて推進している。また、河川環境教育の場として利用される「水辺の楽校プロジェクト」や、地域の取組みと一体となった「かわまちづくり」支援制度、「水源地域ビジョン」に位置づけられた治水上及び河川利用上の安心・安全に係る河川管理施設の整備を推進している。


　また、公共下水道雨水渠等の空間を活用した、せせらぎ水路の整備や下水処理水をせせらぎ用水として活用するための施設整備等を推進し、下水道の持つ施設空間や下水処理水を活用した水辺の再生・創出に取り組んでいる。さらに、汚水処理の適切な実施により、良好な水環境を保全・創出している。







注　都道府県、政令指定都市、中核市又は都道府県知事とあらかじめ協議した上で、景観行政事務（「景観法」第2章第1節から第4節まで、第4章及び第5章の規定に基づく事務）を処理する市町村をいう。









■2　自然・歴史や文化を活かした地域づくり



（1）我が国固有の文化的資産の保存・活用等に資する国営公園の整備

　我が国固有の優れた文化的資産の保存及び活用等を図るため、国営公園の整備を推進しており、国営飛鳥・平城宮跡歴史公園をはじめ、17公園が開園している。平成26年度には、国営飛鳥・平城宮跡歴史公園（飛鳥区域）において、キトラ古墳周辺地区等の整備を行った。




（2）古都における歴史的風土の保存

　京都市、奈良市、鎌倉市等の古都においては、「古都における歴史的風土の保存に関する特別措置法（古都保存法）」に基づき、建築物等の新・増・改築、宅地の造成等行為の制限を行うとともに、土地の買入れなどの古都保存事業や普及啓発活動等を実施することにより、歴史的風土の保存を図っている。




（3）歴史的な公共建造物等の保存・活用

　地域のまちづくりに寄与するために、長く地域に親しまれてきた歴史的な官庁施設の保存・活用を推進するとともに、歴史的砂防施設（平成27年3月31日現在、重要文化財2件、登録有形文化財183件）及びその周辺環境一帯を地域の観光資源の核として位置付け、環境整備を行うなど、新たな交流の場の形成に資する取組みを促進している。


　

ドボクアート　砂防ダム巡りツアー（長野県小谷村）　地域を守る歴史的砂防施設を活用した観光・交流活動を推進

[image: ドボクアート　砂防ダム巡りツアー（長野県小谷村）　地域を守る歴史的砂防施設を活用した観光・交流活動を推進]



（4）歴史文化を活かしたまちづくりの推進

　地域の歴史や伝統文化を活かしたまちづくりを推進するため、「地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律（歴史まちづくり法）」に基づき、49市町（平成27年3月31日現在）の歴史的風致維持向上計画を認定し、計画に基づく取組みを支援している。また、歴史的まちなみの形成における共通課題の解決に向け、全国の10地域で実証的な検討調査を実施するとともに、景観・歴史資源となる建造物の改修等の支援を行った。




（5）水辺とまちの未来創造プロジェクトの推進

　美しさと風格を備えた魅力ある水辺空間をまちづくりと一体となって生み出し、にぎわい・活力や自然豊かな景観等を保全・創出するための取組みを、住民、企業、行政が一体となって推進する。特に、東京では、2020年オリンピック・パラリンピック開催も見据え、隅田川等において関連する取組みを推進する。


　
ロゴを用いた機運を高める取組み

[image: ロゴを用いた機運を高める取組み]









コラム　水のまち東京の舟運活性化



　2020年オリンピック・パラリンピック東京大会の期間中には観客及び大会スタッフ等の補完的な輸送手段として、水上交通における円滑な移動の確保が必要になってくるとともに、増加する訪日外国人観光客等に対し多言語化等の取組みを通じて利便性の向上を図っていくことが重要です。


　また、大会の施設の多くが東京湾岸を中心とする水辺エリアに立地していることもあり、大会の開催は東京の河川、港湾の水辺空間と一体となって、東京の舟運を積極的にPRし、盛り上げていく良い契機でもあります。


　このため、大会に向けて増加が見込まれる訪日外国人や日本人観光客への対応、東京の水辺空間及び舟運のPRや集客等の諸課題に関する関係者の意見交換、相互連携の場として、平成26年2月に「水のまち東京における舟運活性化に関する関係者連絡会」を設置し、27年3月末までに4回開催しました。26年9月には、この取組みの一つとして、ツーリズムEXPOジャパンにご来場された外国の旅行事業者を対象とした屋形船のPRを実施しました。乗船者からは、船内での料理、屋形船から見る東京の夜景等に感動したとの声が多く寄せられ、非常に好評を博しました。乗船いただいた外国の旅行事業者には、日本の屋形船の魅力を広めていただけることを期待しています。


　今後も、連絡会の場を活用して、2020年オリンピック・パラリンピック東京大会開催に向けて増加が見込まれる観光需要への対応、東京の水辺空間及び舟運のPR、環境整備等の諸課題について検討していくこととしています。

　
隅田川を航行する水上バス

[image: 隅田川を航行する水上バス]



　
連絡会（東京・浅草）の様子

[image: 連絡会（東京・浅草）の様子]



　
屋形船を楽しむ外国人の様子

[image: 屋形船を楽しむ外国人の様子]









第4章　地域活性化の推進



第1節　地方創生・地域活性化に向けた取組み



　政府において地域活性化は重要課題として認識されており、地域活性化に関する統合体制（地域活性化統合本部）の下、省庁横断的・施策横断的な視点に立ちながら、地域活性化に向けた取組みが進められている。


　その一環として、平成26年12月、宮城県東松島市において第4回国際フォーラムを開催し、「環境未来都市」構想を世界に広く周知した。


　国家戦略特区では、大胆な規制改革等を実行するための突破口として、26年5月に東京圏をはじめ6区域の指定を行い、事業の具体化を進めている。また、27年3月に規制改革により地方創生を実現しようとする熱意のある地方自治体を「地方創生特区」として決定した。


　総合特区制度では、各特区の取組みが実現するための規制の特例措置等に関する協議を行う等、総合的な支援を実施している。構造改革特区制度では、地域を限定して規制改革をすることにより、構造改革を進め、地域の活性化を推進している。公用水面埋立地における用途区分の柔軟化（平成25年度措置）等、地域の特性に応じた規制の特例措置を導入した。地域再生制度では、地域経済の活性化、地域における雇用機会の創出等を総合的かつ効果的に推進するため、地方公共団体が行う自主的・自立的な取組みに対して財政・金融上の支援を行っている。


　このような取組みの中、人口急減・超高齢化という我が国が直面する大きな課題に対し、政府一体となって取組み、各地域がそれぞれの特徴を活かした自律的で持続的な社会を創生できるよう、26年9月にまち・ひと・しごと創生本部が設置された。


　同年12月には、人口問題に対する基本認識と目指すべき将来の方向性を示す「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」及び今後5か年の政策目標や施策の基本的方向等を示す「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、省庁横断的・施策横断的な視点に立ちながら、人口減少克服・地方創生に向けた取組みが進められている。


　なお、地域活性化の取組みの推進に当たっては、これまで以上に地域の声に耳を傾ける必要があることから、国の相談体制をワンストップ化し、地域ブロックごとに、地方創生の取組みを一貫してフォローする仕組みが構築されている。併せて、地方公共団体における地方創生の取組みを積極的に支援するための体制として、国の職員等による地方創生コンシェルジュや地方創生人材支援制度が開始された。


　国土交通省においても、まちを活性化するため、中山間地域等における「小さな拠点」の形成、地方都市における都市のコンパクト化と交通ネットワーク形成の推進、複数の市町村が連携し、高次都市機能の集積と生活サービスの向上を担う「連携中枢都市圏」の形成、大都市圏郊外において、地域包括ケアシステムと連携した多世代対応型の住宅・まちづくりの展開を進めるとともに、観光地域づくり、地域経済を支える建設業、造船業、運輸業等の担い手確保・育成等、二地域居住の本格的推進など、「しごと」と「ひと」の好循環作りに取り組んでいる。


　都市再生については、民間活力を中心とした都市の国際競争力の強化等を図るための都市再生の推進及び官民の公共公益施設整備等による全国都市再生の推進に取り組んでいる。










第2節　地域活性化を支える施策の推進



■1　地域や民間の自主性・裁量性を高めるための取組み



（1）各種交付金の拡充・運用改善

　「地域再生基盤強化交付金」は、地域再生計画に基づき、類似機能を有する施設を一体的に整備するための省庁横断的な交付金であり、「道整備交付金」（市町村道、広域農道又は林道）、「汚水処理施設整備交付金」（公共下水道、集落排水施設又は浄化槽）及び「港整備交付金」（地方港湾の施設及び第一種漁港又は第二種漁港の施設）で構成されている。平成27年3月末時点で全認定地域再生計画は1,870件であり、そのうち国土交通省関係では、1,168件の地域再生計画に基づく事業で「地域再生基盤強化交付金」が施設整備に活用されている。




（2）地方における地域活性化の取組み支援

　国内各地で個性的で魅力ある地域づくりに向けた取組みが一層推進されることを目指して「手づくり郷土賞」注1の表彰を実施している。平成26年度は、地域の賑わいづくりや里づくり事業等、工夫を凝らした19件（大賞部門4件、一般部門15件）を選定した。その他、インフラと観光に着目した観光まちづくり事例集の作成、地域づくりの好事例等の地域づくりに役立つ情報をメルマガで発信注2している。




（3）民間のノウハウ・資金の活用促進

　地方都市の成長力・競争力の強化を図るため、地方公共団体が行う都市再生整備計画事業と連携した民間都市開発事業で国土交通大臣認定を受けたもの等、優良な民間都市開発事業に対し、（一財）民間都市開発推進機構（以下「民間都市機構」という。）による出資又は共同施行等の支援を行うとともに、地域住民等によるまちづくり事業に助成を行う住民参加型まちづくりファンドへの支援を行っている。


　
国土交通大臣認定の民間都市開発事業の例　大船渡温泉

[image: 国土交通大臣認定の民間都市開発事業の例　大船渡温泉]




　また、まちの魅力・活力の維持・向上を通じた地域参加型の持続可能なまちづくりの実現と定着を図るため、民間まちづくり活動における先進団体が持つ、活動を行う中で一定の収益を継続的に得ることができるノウハウ等を、これから活動に取り組もうとする他団体に水平展開するための普及啓発に関する事業や、独創性が高く、先進的な民間まちづくり活動に関する実験的な取組み等への支援を行っている。




　加えて、平成26年度の道路上部空間の利用等を可能とする道路法等の改正を踏まえ、首都高速道路築地川区間等をモデルケースとし、都市再生と連携した高速道路の老朽化対策の具体化に向けた検討を進めている。


　さらに、民間資金を活用した新たな官民連携によるインフラの整備・管理の展開及び都市の道路空間を活用した新たなビジネスチャンスの創出を図るため、道路空間のオープン化（民間開放）を推進している。具体的には、道路占用許可の特例として、平成23年度には、「都市再生特別措置法」を改正し、にぎわい・交流の創出のための制度（オープンカフェ等の設置）を、25年度には、「国家戦略特別区域法」において、産業の国際競争力強化や国際的な経済活動の拠点形成のための制度（国際的なイベントの実施等）を、26年度には、「中心市街地の活性化に関する法律」を改正し、中心市街地の活性化のための制度（オープンカフェ等の設置）を創設している。







注1　地域の魅力や個性を創出している、良好な社会資本及びそれと係わりのある地域活動を一体として対象とした国土交通大臣表彰制度


注2　地域づくり情報局−Repisウェブサイト：http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/region/chiiki-joho/index.html　平成26年度末時点のメルマガ登録数は1,323件









■2　コンパクトシティの実現に向けた総合的取組み



　これまで、地方都市では、都市部への人口の流入等を背景として市街地が拡大してきたが、人口が減少へと転じる中では、拡大した市街地において生活機能が低下し、地域経済・活力が衰退するおそれがある。このような中、居住者が健康・快適に暮らし、経済活動が維持され、持続可能な都市経営がなされるためには、都市の中心拠点や生活拠点に医療・福祉・商業等の都市機能を集約し、拠点の周辺や公共交通沿線に居住を誘導して一定の人口密度を保つとともに、拠点へのアクセス確保のための公共交通ネットワークの充実を図る「コンパクト・プラス・ネットワーク」を推進することが重要である。


　一方、大都市では、高齢者の急激な増加とそれに伴う医療・介護需要の増大に対応するため、地域包括ケアの考え方を踏まえ医療・福祉施設を住まいの周辺に配置するなど高齢者に対応した都市づくりを推進することが求められる。その際、高齢者の出歩きを誘発する魅力と歩きやすさを備えたまちづくりに配慮することが重要である。


　これらの施策を総合的に進めていくため、平成26年8月に「改正都市再生特別措置法」が施行され、コンパクトなまちづくりを推進するための立地適正化計画制度が創設された。今後、同制度を活用した市町村の取組みが一層円滑に進められるよう、関係省庁から構成される「コンパクトシティ形成支援チーム」により関係施策との連携も図りながら、都市のコンパクト化と、公共交通網の再構築をはじめとする周辺等の交通ネットワーク形成の実現に取り組む市町村を支援していく。


　
図表II-4-2-1　立地適正化計画の概要

[image: 図表II-4-2-1　立地適正化計画の概要]









■3　地域特性を活かしたまちづくり・基盤整備



（1）民間投資誘発効果の高い都市計画道路の緊急整備

　市街地における都市計画道路の整備は、沿道の建替え等を誘発することで、都市再生に大きな役割を果たしている。このため、残りわずかな用地買収が事業進捗の隘路となっている路線について、地方公共団体（事業主体）が一定期間内の完了を公表する取組み（完了期間宣言路線（平成26年4月現在53事業主体112路線））を通じ、事業効果の早期発現に努めている。




（2）交通結節点の整備

　鉄道駅やバスターミナル等の交通結節点には、様々な交通施設が集中し、大勢の人が集まるため、都市再生の核として高い利便性と可能性を有する。


　このため、新宿駅南口地区等の交通結節点及びその周辺において、交通結節点改善事業や都市・地域交通戦略推進事業、鉄道駅総合改善事業等を活用し、交通機関相互の乗換え利便性の向上や鉄道等により分断された市街地の一体化、駅機能の改善等を実施し、都市交通の円滑化や交通拠点としての機能強化等を図っている。


　
図表II-4-2-2　交通結節点改善事業の例（新宿駅南口地区）

[image: 図表II-4-2-2　交通結節点改善事業の例（新宿駅南口地区）]




　また、地方公共団体や鉄道事業者等で構成する協議会が策定した総合的な計画に基づく事業に対して助成し、効率的な事業実施を図る、駅まち協働事業を三宮駅前南地区（神戸市）で実施しており、阪神三宮駅の駅施設利用円滑化事業と併せて、一体的整備を図っている。


　さらに、医職住の近接による地域の集約化等の観点から、既存の鉄道駅に子育て支援施設や医療施設を併設するなど、安心して暮らせる地域の総合的な拠点としての駅機能の高度化を推進している。




（3）企業立地を呼び込む広域的な基盤整備等

　各地域が国際競争力の高い成長型産業を呼び込み集積させることは、東アジアにおける競争・連携及び地域活性化の観点から大きな効果がある。このため、空港、港湾、鉄道や広域的な高速道路ネットワーク等、地域の特色ある取組みのために真に必要なインフラへ集中投資を行い、地域の雇用拡大・経済の活性化を支える施策を推進している。




1)空港整備

　国内外の各地を結ぶ航空ネットワークは、地域における観光振興や企業の経済活動を支え、地域活性化に大きな効果がある。アジア等の世界経済の成長を我が国に取り込み、経済成長の呼び水となる役割が航空に期待される中、我が国全体の国際競争力や空港後背地域の地域競争力強化のため、空港の処理能力向上や空港ターミナル地域再編による利便性向上等を図っている。




2)港湾整備

　世界的に資源、エネルギー等の需給が逼迫する中、これら物資のほぼ100％を輸入に依存する我が国において、その安定的かつ安価な輸入を実現し、我が国産業の国際競争力の強化、雇用と所得の維持・創出を図ることは重要な課題の一つとなっている。このため、大型船に対応した港湾機能の拠点的確保や企業間連携の促進等により、国全体として安定的かつ効率的な資源・エネルギー等の海上輸送ネットワークの形成を図る。




3)鉄道整備

　全国に張り巡らされた幹線鉄道網は、旅客・貨物輸送の大動脈としてブロック間・地域間の交流を促進するとともに、産業立地を促し、地域経済を活性化させることで、地域のくらしに活力を与えている。特に、鉄道貨物輸送は、地域経済を支える産業物資等の輸送に大きな役割を果たしている。




4)道路整備

　物流効率化、輸送利便性等の観点から、新規に立地する工場の大半が高速道路のICから10km以内に立地しており、迅速かつ円滑な物流の実現等により国際競争力を強化するとともに、地域の自立と産業の振興を図るため、高規格幹線道路等の幹線道路ネットワークの形成を進めている。




（4）交通インフラの整備促進

　平成27年度税制改正においては、「大深度地下の公共的使用に関する特別措置法」に基づく地下使用の認可を受けた事業に係る区分地上権等設定対価が譲渡所得に該当するかどうかの判定方法について、土地価額の4分の1に代えて、使用収益の制限される垂直方向の範囲に応じて設定する割合とする措置を講じた。この措置により、「大深度地下の公共的使用に関する特別措置法」の認可事業と一体的に施行される事業に係る一定の区分地上権等設定対価については譲渡所得として課税され、収用交換等の場合の5,000万円特別控除等の適用が可能となる。




（5）地域に密着した各種事業・制度の推進

1)道の駅

　「道の駅」は道路の沿線にあり、駐車場、トイレ等の「休憩機能」、道路情報や地域情報の「情報発信機能」、地域と道路利用者や地域間の交流を促進する「地域の連携機能」の3つを併せ持つ施設で、平成27年3月現在1,040箇所が登録されている。


　近年、地元の名物や観光資源を活かして、多くの人々を迎え、地域の雇用創出や経済の活性化、住民サービスの向上にも貢献するなど、全国各地で「道の駅」を地域活性化の拠点とする取組みが進展している。これらの取組みを応援するため、重点「道の駅」制度を創設し、全国モデル「道の駅」を6箇所、重点「道の駅」を35箇所、重点「道の駅」候補を49箇所選定した。今後、関係機関と連携して重点的に支援していくこととしている。


　
図表II-4-2-3　重点「道の駅」選定箇所

[image: 図表II-4-2-3　重点「道の駅」選定箇所]



2)かわまちづくりの推進

　観光などの活性化に繋がる景観・歴史・文化等の河川が有する地域の魅力という「資源」や地域の創意としての「知恵」を活かし、地方公共団体や地元住民との連携の下で立案された、実現性の高い河川や水辺の整備・利活用計画による、良好なまちと水辺が融合した空間形成の円滑な推進を図っている。




3)地域住民等の参加による地域特性に応じた河川管理

　河川環境について専門的知識を有し、豊かな川づくりに熱意を持った人を河川環境保全モニターとして委嘱し、河川環境の保全・創出、秩序ある利用のための業務や普及啓発活動をきめ細かく行っている。また、河川に接する機会が多く、河川愛護に関心を有する人を河川愛護モニターとして委嘱し、河川へのごみの不法投棄や河川施設の異常の発見等、河川管理に関する情報の収集や河川愛護思想の普及啓発に努めている。


　さらに、河川環境の整備や保全等の河川管理に資する活動を自発的に行っている民間団体等を河川協力団体として指定し、河川管理者と連携して活動する団体として法律上の位置付けを行い、団体としての自発的活動を促進し、地域の実情に応じた多岐にわたる河川管理の充実を推進している。




4)海岸における地域の特色を活かした取組みへの支援

　海岸利用を活性化し、観光資源としての魅力を向上させることを目的に、海岸利用活性化計画の策定及び計画に基づいた海岸保全施設の整備を行う海岸環境整備事業を社会資本整備総合交付金等によって支援している。


　海岸協力団体の指定制度の創設に伴い、海岸保全に資する清掃、植栽、希少な動植物の保護、防災・環境教育等の様々な活動を自発的に行い、海岸管理を適正かつ確実に行うことができると認められる法人・団体を海岸協力団体に指定することにより、地域との連携強化を図り、地域の実情に応じた海岸管理の充実を推進している。




5)港湾を核とした地域振興

　地域住民の交流や観光の振興を通じた地域の活性化に資する「みなと」を核としたまちづくりを促進するため、住民参加による地域振興の取組みが継続的に行われる施設を、地方整備局長等が「みなとオアシス」として認定・登録している（平成27年3月31日現在、80港）。


　
図表II-4-2-4　みなとオアシス全国マップ

[image: 図表II-4-2-4　みなとオアシス全国マップ]




　全国の「みなとオアシス」では、地域の特性と創意工夫を活かした住民参加型による様々なイベントが行われ、大勢の地域住民や観光客で賑わっている。


　また、全国各地の「みなとオアシス」の運営主体の交流等を図る「みなとオアシス全国協議会」において、食を通じたイベント「みなとオアシスSea級グルメ全国大会」が開催され、大勢の人々が参加している。


　さらに、増加する外航クルーズ客による地域の活性化を図るため、外航クルーズへ多様なサービスを提供する場としても活用されている。




6)マリンレジャーの拠点づくり

　既存の港湾施設やマリーナ、フィッシャリーナ等を活用したマリンレジャー拠点「海の駅（平成26年12月末現在151駅）」の設置を推進するとともに、各海の駅で行われているレンタルボートを利用したクルージングや海産物の販売、漁業体験、イベントの実施等、地域の特性を活かした様々な取組みに対する支援等を行っている。


　
図表II-4-2-5　「海の駅」イメージ図

[image: 図表II-4-2-5　「海の駅」イメージ図]



　
図表II-4-2-6　「海の駅」登録数の推移
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（6）地籍整備の積極的推進

　地籍調査は市町村等が個々の土地の境界等を調査するものであり、この成果により、土地取引、民間開発・インフラ整備の円滑化、事前防災や被災後の復旧・復興の迅速化等に貢献できる。地籍調査を一層促進するため、都市部における官民の境界情報の整備や山村部における境界情報の保全を国直轄で行うほか、地籍調査以外の測量成果の活用の促進等により地籍整備を推進している。


　また、東日本大震災の被災地では、復旧・復興事業と連携した地籍調査を支援するとともに、東日本大震災を教訓に南海トラフ地震の津波浸水想定地域において国直轄で官民の境界情報を整備するなど、大規模災害の被災想定地域において、重点的に地籍整備を推進し、安全・安心な地域づくりに貢献している。




（7）大深度地下の利用

　「大深度地下の公共的使用に関する特別措置法」に基づく三大都市圏での公共性の高い事業の円滑な実施のため、審査の円滑化に関する技術的検討を進めているほか、対象地域（首都圏、近畿圏、中部圏）ごとに、国の関係行政機関及び関係都道府県により組織されている「大深度地下使用協議会」を活用し、大深度地下空間の情報交換を図っている。










■4　広域ブロックの自立・活性化と地域・国土づくり



（1）広域ブロックの自立と活性化

　地域の活性化及び持続的な発展を図るため、地域の知恵と工夫を引き出しつつ、総合的に施策を展開することが重要である。そのため、国土形成計画（全国計画及び広域地方計画）に基づき、多様な広域ブロックが自立的に発展する国土を構築することを目指し、広域ブロックごとにその特色に応じた施策展開を図っている。また、地域の多様な主体によるその特性を活かした地域の活性化の促進のための官民連携組織による戦略の策定・実施や、それに対する国の支援、多様な主体の協働による自立的・持続的な地域づくりを進めるための施策について取り組んでいる。




1)地域自立・活性化の推進

　自立的な広域ブロックの形成に向けたハード・ソフトが連携した取組みを効率的・効果的に実施し、広域にわたる活発な人の往来又は物資の流通を通じた地域の活性化を図るため、都道府県が作成した広域的地域活性化基盤整備計画に基づき、これまでに123の計画に交付金を交付している。このうち48の計画は、より広域的な地域の活性化を図るため、複数の県が連携・協力して作成されている。




2)官民連携による地域活性化のための基盤整備推進支援事業

　地域において官民が連携して策定した広域的な地域戦略に資する事業について、民間の意思決定のタイミングに合わせ、機を逸することなく、基盤整備の構想段階から事業実施段階への円滑かつ速やかな移行を支援するため、平成23年度に制度を創設し、26年度においては、地域防災力向上に係る検討を含め、27件の調査に対する支援を行った。




3)多様な主体の協働による地域づくりの推進

　地方部における多様な主体の協働による自立的・持続的な地域づくりを促進するため、（ア）地域づくり活動の社会的価値評価の把握、（イ）事業型の地域づくり活動（地域ビジネス）を生み育てるための多様な主体が連携した支援体制の構築への支援を行っている。




（2）地域の拠点形成の促進等

1)多様な広域ブロックの自立的発展のための拠点整備

　「多極分散型国土形成促進法」に基づき、地方において特色ある産業、文化等の機能が集積する拠点として振興拠点地域の整備を推進している。また、首都圏整備計画に位置付けられている業務核都市注において、業務施設の立地や諸機能の集積の進展によって、東京中心部への過度の集中の是正等に一定の効果を上げているところであり、引き続き整備を推進している。さらに、「筑波研究学園都市建設法」に基づき、科学技術の集積等を活かした都市の活性化等を目指し、筑波研究学園都市の建設を推進しているほか、つくばエクスプレス沿線で都市開発が進む中、研究学園都市の特性を活かした環境都市づくりに取り組んでいる。なお、平成25年11月12日には、つくば市において「筑波研究学園都市50周年記念式典」が挙行された。一方、近畿圏では「関西文化学術研究都市建設促進法」に基づき、文化・学術・研究の新たな展開の拠点形成を目指して関西文化学術研究都市の建設を推進しており、「サード・ステージ・プラン」を踏まえた「関西文化学術研究都市の建設に関する基本方針」に基づき、関係省庁、地方公共団体、経済界等と連携を取りながら、更なる都市建設の推進を図っている。このほか、世界都市にふさわしい機能と良好な居住環境等を備えた地域とするため、「大阪湾臨海地域開発整備法」に基づく整備計画の実施を推進している。




2)集落地域における「小さな拠点」づくりの推進

　人口減少や高齢化の進む過疎集落等の維持・再生を図るため、小学校区など、複数の集落が集まる地域において、商店、診療所等の日常生活に不可欠な施設・機能や、地域活動を行う場を歩いて動ける範囲に集め、周辺集落とのアクセス手段を確保した「小さな拠点」づくりを推進している。




3)国会等の移転の検討

　「国会等の移転に関する法律」に基づき、国会等の移転に関連する調査や国民への情報提供等、国会における検討に必要な協力を行っている。







注　東京都区部以外の地域で、その周辺の相当程度広範囲の地域の中核となるべき都市（14拠点）









■5　地域の連携・交流の促進



（1）地域を支える生活幹線ネットワークの形成

　医療や教育等の都市機能を有する中心地域への安全で快適な移動を実現するため、日常の暮らしを支える道路網の整備や現道拡幅等による隘路の解消を支援している。また、合併市町村の一体化を促進するため、合併市町村内の中心地や公共施設等の拠点を結ぶ道路、橋梁等の整備を総務省と連携して市町村合併支援道路整備事業により推進している。




（2）都市と農山漁村の交流の推進

　条件不利地域（過疎、山村、離島、半島、豪雪地域）における廃校舎等の既存公共施設について交流施設等への改修整備を支援する集落活性化推進事業、幹線道路網の整備による広域的な交流・連携軸の形成、田園居住を実現するための住宅・宅地供給、交流の拠点となる港湾の整備等を実施している。また、グリーン・ツーリズム等のニューツーリズムの推進や「オーライ！ニッポン会議」の活動支援等、農林水産省等関係府省と連携して都市と農山漁村との交流を推進している。




（3）地方定住等の促進

　地域づくり活動への参加や農業体験等を通じた都市住民と地域住民の相互交流等UIJターンや地方定住に関する事業を実施している市町村の情報について、国土交通省ウェブサイトで情報発信を行っている。また、二地域居住に関する情報発信も併せて行っている注。


　さらに、多岐にわたる地域の課題に対応するため、社会資本整備総合交付金による地方公共団体の空き家住宅及び空き建築物の活用等への支援、住み替え・二地域居住に関する地方公共団体等の施策情報や全国の空き家バンク等の情報提供等を行っている。




（4）ご当地ナンバーの導入について

　平成25年8月に、ナンバープレートの地域名を地域振興等に活用するために「ご当地ナンバー」（第2弾）の導入地域（盛岡、平泉、郡山、前橋、川口、越谷、杉並、世田谷、春日井、奄美の10地域）を決定し、26年11月から新たな地域名のナンバープレートの交付を開始した。






注　国土交通省「地方振興」ウェブサイト：http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/chisei/kokudoseisaku_chisei_mn_000016.html









■6　地域の移動手段の確保



（1）地域の生活交通の確保・維持・改善

　地域社会の活性化を図るためにも、日常生活等に必要不可欠な交通手段の確保は重要な課題である。このため、地域公共交通確保維持改善事業において、多様な関係者の連携により、地方バス路線、離島航路・航空路などの生活交通の確保・維持を図るとともに、地域鉄道の安全性向上に資する設備の整備等、快適で安全な公共交通の構築に向けた取組みを支援している。


　
図表II-4-2-7　地域公共交通確保維持改善事業

[image: 図表II-4-2-7　地域公共交通確保維持改善事業]



（2）地域鉄道の活性化、安全確保等への支援

　地域鉄道は、住民の足として沿線住民のくらしを支えるとともに、観光等地域間の交流を支える基幹的な公共交通として、重要な役割を果たしているが、その経営は極めて厳しい状況にある。このため、地域公共交通確保維持改善事業や税制上の特例措置により、安全設備の整備等に対して支援を行うほか、幹線鉄道等活性化事業により、鉄道利用の潜在的なニーズが高い地方部の路線について、新駅の設置等に対する支援を行っている。




（3）地域バス路線への補助

　地域住民、特に自らの交通手段を持たない高齢者や学童等の移動制約者にとって必要不可欠な公共交通機関である乗合バス等の生活交通の確保・維持は、重要な課題となっている。このため、国と地方の役割分担の下、国は地域特性や実情に応じた地域に最適な生活交通ネットワークの確保・維持が可能となるよう、生活交通（地域をまたがる交通ネットワーク注や、幹線交通ネットワークと密接な地域内のバス交通・デマンド交通等）の運行について一体的に支援することとしている。それ以外の路線については、地方公共団体の判断により維持を図ることとし、所要の財政措置が講じられている。




（4）離島との交通への支援

　離島航空路については、離島の航空輸送の確保を図るため、離島に就航する航空運送事業者に対して、総合的な支援（予算：機体購入費補助、運航費補助等　公租公課：着陸料の軽減、航空機燃料税の軽減措置等）を講じている。また、平成24年度から運航費補助対象路線において、島民向け運賃割引への助成も実施しており、支援の充実を図っている。


　離島航路は、島民の日常生活を行う上で必要不可欠な交通手段であるが、その航路の運営は極めて厳しい状況である。このため、唯一かつ赤字が見込まれる航路に対し、地域公共交通確保維持改善事業により運営費補助等の支援を行っている。また、他の地域との格差の是正、島民生活の利便性向上を図るため、島民向け運賃割引への助成や離島における港湾施設の整備等を行っている。


　なお、26年度の離島航空路線の数は55路線、25年度末現在の離島航路数は285航路（うち国庫補助航路120航路）となっている。







注　協議会で維持・確保が必要と認められ、国が定める基準（複数市町村にまたがり、1日の運行回数が3回以上等）に該当する広域的・幹線的なバス路線









第3節　民間都市開発等の推進



■1　民間都市開発の推進



（1）特定都市再生緊急整備地域制度等による民間都市開発の推進

　昨今の成長が著しいアジア諸国の都市と比較し、我が国都市の国際競争力が相対的に低下している中、国全体の成長をけん引する大都市について、官民が連携して市街地の整備を強力に推進し、海外から企業・人等を呼び込むことができるような魅力ある都市拠点を形成することが、重要な課題になっている。このため、平成24年1月に都市の国際競争力の強化を図る地域として全国11地域を「特定都市再生緊急整備地域」に指定した。このうち9地域（27年3月末現在）においては、官民連携による協議会により整備計画が作成された。


　特定都市再生緊急整備地域においては、従来の「都市再生緊急整備地域」における支援措置に加え、下水の未利用エネルギーを民間利用するための規制緩和、道路の上空利用のための規制緩和、税制支援等により民間都市開発の支援が行われる。また、整備計画に基づき、地域の拠点や基盤となる都市拠点インフラの整備を重点的かつ集中的に支援する補助制度として、「国際競争拠点都市整備事業」を設けている。


　

図表II-4-3-1　特定都市再生緊急整備地域と都市再生緊急整備地域の指定状況（平成27年３月末現在）

[image: 図表II-4-3-1　特定都市再生緊急整備地域と都市再生緊急整備地域の指定状況（平成27年３月末現在）]




　26年度には、国際的なビジネス・生活環境の形成を支援するため、外国語対応医療施設等の国際的な求心力を高める機能を整備する民間事業について、民間都市機構による金融支援（メザニン支援業務注）を強化するとともに、国際的ビジネス環境等改善に資する都市機能の向上及びシティセールスに係るソフト・ハード両面の対策を総合的に支援する「国際的ビジネス環境等改善・シティセールス支援事業」を創設した。


　「都市再生緊急整備地域」としては、27年3月末現在で東京・大阪をはじめ政令指定都市や県庁所在地等において計62地域が指定されており、現在、各地域において様々な民間都市開発事業が着々と進行している。また、民間都市機構がミドルリスク資金の調達を支援するメザニン支援業務を実施している。




（2）都市再生事業に対する支援措置の適用状況

1)都市再生特別地区の都市計画決定

　既存の用途地域等に基づく規制を適用除外とした上で、自由度の高い新たな都市計画を定める「都市再生特別地区」は、平成27年3月末現在で73地区の都市計画決定がなされ、うち50地区が民間事業者等の提案によるものとなっている。




2)民間都市再生事業計画の認定

　国土交通大臣認定（平成27年3月末現在74件）を受けた民間都市再生事業計画については、民間都市機構による金融支援や税制上の特例措置が講じられている。




（3）大街区化の推進

　我が国の主要都市中心部の多くは、戦災復興土地区画整理事業等により街区が形成されており、現在の土地利用や交通基盤、防災機能に対するニーズ等に対して、街区の規模や区画道路の構造が十分には対応していない。大都市の国際競争力の強化や地方都市の活性化、今日の土地利用ニーズを踏まえた土地の有効高度利用等を図るため、「大街区化ガイドライン」及び「まちづくり推進のための大街区化活用にかかる執務参考資料」に基づき、複数の街区に細分化された土地を集約し、敷地の一体的利用と公共施設の再編を推進している。







注　メザニン支援業務とは、公共施設の整備を伴い、かつ環境に配慮した建築物及びその敷地を整備する事業のうち、国土交通大臣の認定を受けたものに対して、民間都市機構がミドルリスク資金（元利金の支払が後順位となる特約が付された貸付け等の資金）の調達を支援する業務をいう。









■2　国家戦略特区の取組み



　平成25年12月に「国家戦略特別区域法」が成立し、国が定める国家戦略特区において、国・地方公共団体・民間が三者一体となって取り組むプロジェクトを対象に、「建築基準法」、「道路法」、「都市計画法」の特例措置等、大胆な規制改革等の施策を総合的かつ集中的に推進することとした。26年5月に指定した6区域（東京圏、関西圏、新潟市、養父市、福岡市、沖縄県）において、順次区域会議を立ち上げ、例えば、東京圏においては、「道路法」や「都市計画法」の特例等、福岡市においては、「道路法」の特例等を盛り込んだ区域計画を認定した。










第4節　特定地域振興対策の推進



■1　豪雪地帯対策



　「豪雪地帯対策特別措置法」により、豪雪地帯・特別豪雪地帯を指定し、豪雪地帯対策基本計画により、交通の確保、生活環境・国土保全関連施設の整備等を推進するとともに、安全・安心な地域づくりのための調査を実施している。なお、豪雪地帯に指定されている市町村数は、平成26年4月現在で532市町村（うち特別豪雪地帯201市町村）となっている。










■2　離島振興



　「離島振興法」に基づき、都道県が策定した離島振興計画による離島振興事業を支援するため、公共事業予算の一括計上に加え、「離島活性化交付金」により、離島における産業の育成による雇用拡大等の定住促進、観光の推進等による交流の拡大促進、安全・安心な定住条件の整備強化等の取組みへの支援等を行っている。










■3　奄美群島・小笠原諸島の振興開発



　平成26年4月に延長・改正された「奄美群島振興開発特別措置法」、「小笠原諸島振興開発特別措置法」に基づく振興開発事業等により、社会資本の整備等を継続するほか、さらなる自立的で持続可能な発展に向けて、地域の特性に応じた観光・農業等の産業振興による雇用の拡大と定住の促進を図るため、新たに創設した交付金等を活用し、地域の取組みを支援している。










■4　半島振興



　「半島振興法」に基づき、道府県が作成した半島振興計画により、半島振興対策実施地域（平成26年4月現在23地域（22道府県194市町村）が指定）を対象に半島循環道路等の整備や産業の振興等への支援を行っている。


　また、「半島振興法」の施行に必要な情報収集等の調査、半島地域内の地域活性化の取組みに係る実証調査を行うとともに、多様な主体が連携して行う産業振興等の取組みのモデル調査事業を行うこととしている。さらに、半島振興を引き続き実施するため、法期限の延長と内容の拡充を行う同法の延長・改正法律案が議員立法により27年3月31日に成立した。










第5節　北海道総合開発の推進



■1　北海道総合開発計画の推進



（1）北海道総合開発計画の改定に向けた取組み

　我が国は、北海道の優れた資源・特性を活かしてその時々の国の課題の解決に寄与していくとともに、地域の活力ある発展を図ることを目的として、北海道の積極的な開発を行ってきた。


　現在は第7期計画となる「地球環境時代を先導する新たな北海道総合開発計画」（平成20年7月閣議決定）に基づき諸施策を推進しているが、国土形成計画の改定着手、国土強靱化基本計画の閣議決定等の状況変化を受け、「北海道開発の将来展望に関する有識者懇談会」のとりまとめ（26年12月公表）を活用しながら、新計画の策定に着手することとした。27年1月に国土審議会北海道開発分科会の下に置かれた計画部会において集中的な調査審議が進められている。




（2）現行の計画の実現に向けた取組み

1)総合的な食料供給力の強化

　全国の農地面積の25％を占める北海道の食料供給力の強化に向けて、農地の大区画化等の基盤整備により生産力を高めるとともに、品質管理の高度化や観光との連携等、高付加価値化を支援している。また、物流機能の強化のため、必要なインフラ整備を推進するとともに、道産品を直接かつ安定的に輸出するための「北海道国際輸送プラットホーム」の構築等、食関連産業等の育成に向けた取組みを展開している。




2)国際競争力の高い魅力ある観光地づくり

　美しい景観や食等魅力的な観光資源を活かすため、基盤整備を通じた移動時間短縮・周遊性向上やニューツーリズムの振興、シーニックバイウェイ北海道の取組み等による受入環境の整備を推進している。また、サイクルツーリズムの推進等のため、平成26年9月にファムトリップ（招待視察旅行）を実施した。さらに、国際会議等（MICE）の北海道開催を推進するため、地域の取組みに対する支援等を行っている。


　
台湾の自転車関係者を十勝地方に招いて実施したファムトリップの様子

[image: 台湾の自転車関係者を十勝地方に招いて実施したファムトリップの様子]



3)自然と共生する持続可能な地域社会の形成

　北海道の恵まれた自然と共生する社会を形成するため、湿原環境の保全・再生、水生生物の生息環境に配慮した防波堤の整備、河川・湖沼の浄化等を推進している。また、水素社会の実現に向けて平成26年11月にシンポジウムを開催するなど、再生可能エネルギーの利活用促進に向けた取組みを各地で展開している。




4)内外の交流を支えるネットワークとモビリティの向上

　北海道総合開発計画の3つの戦略的目標の実現に向け、高規格幹線道路や空港・港湾等の基幹的な交通基盤の整備や物流ネットワーク機能の強化等を多様な主体と連携し効果的に推進している。また、冬期交通の安全性・信頼性の向上のための取組みを推進している。




5)安全・安心な国土づくり

　近年、東日本大震災をはじめとして、大きな自然災害等が続いているが、平成26年度には北海道においても豪雪や暴風雪、土砂災害、風水害が特に頻繁に発生するなど、安全・安心な地域社会の形成に向けて課題が多く残されているため、社会基盤の耐震化、TEC-FORCE（緊急災害対策派遣隊）の派遣その他の総合的な治水・土砂災害対策、信頼性の高い道路ネットワークの構築等の基盤整備や、危機管理体制の強化、地方公共団体や住民等とも連携を図った地域防災等を推進している。また、施設の老朽化や維持管理にかかる課題も顕在化していることから、メンテナンスサイクルの構築等の取組みも推進している。










コラム　北海道における水素社会の実現に向けて



　我が国全体の課題であるエネルギー安定供給や地球温暖化問題の解決に貢献するため、北海道に豊富に賦存する再生可能エネルギーのポテンシャルを有効に活用できる二次エネルギーとして、交通やまちづくりに活用できる可能性がある水素への関心が高まっています。


　このため、北海道における水素社会を実現するための取組みについて認識を共有することを目的に、北海道開発局等の主催で「公開シンポジウム『北海道における水素社会の実現に向けて』」が平成26年11月20日に札幌市において開催され、約300名の参加がありました。


　シンポジウムでは、北海道大学の佐伯浩名誉教授などからの講演や産学官によるパネルディスカッションが行われました。

　講演では、持続可能な社会の構築には温暖化対策が必須であること、道産の再生可能エネルギーと水素で化石燃料を代替できれば、化石燃料の購入で海外に支払う資金が域内循環することにより地域経済の発展が期待されることなどが取り上げられました。


　
シンポジウム開催状況

[image: シンポジウム開催状況]




　パネルディスカッションは、北海道大学大学院の近久武美教授をコーディネーター、水素に関わる企業であるイワタニガスネットワーク、東芝、トヨタ自動車などをパネラーとして行われ、北海道における再生可能エネルギー由来水素の事業化の可能性、新産業・雇用創出への期待、再生可能エネルギー由来水素の供給による持続可能な社会への貢献等が論じられました。


　そして、これらの実現に向けては長い視点での継続的な取組みが必要であるとし、行政のかじ取りへの期待が述べられました。

　これを受け、今後は産学官の意見交換や地域の取組みを支援するためにプラットフォームを開催するなど、北海道における水素を利用したまちづくり推進に向けた取組みを進めてまいります。










■2　特色ある地域・文化の振興



（1）北方領土隣接地域の振興

　領土問題が未解決であることから望ましい地域社会の発展が阻害されている北方領土隣接地域について、地域の振興や住民生活の安定を図るために必要な施策を総合的に推進している。具体的には、第7期北方領土隣接地域振興計画（平成25〜29年度）に基づき、農水産業の振興、交通体系の整備、国土の保全等を図る公共事業の実施や北方領土隣接地域振興等事業推進費補助金によるソフト施策支援など、隣接地域の魅力ある地域社会の形成に向けた、ハード施策とそれを活用するためのソフト施策を一体にした取組みを推進している。




（2）アイヌ文化の振興等

　「アイヌ文化の振興並びにアイヌの伝統等に関する知識の普及及び啓発に関する法律」に基づき、アイヌの人々の誇りの源泉であるアイヌの伝統や文化に関する知識の普及啓発を図っている。


　その一環として、アイヌ語のあいさつ「イランカラプテ」（「こんにちは」の意）を北海道のおもてなしのキーワードとして多くの国民・道民に認知されることを通じて、アイヌ文化への更なる興味・関心を抱いてもらうことを目的としたキャンペーンを展開している。


　
「ツーリズムEXPOジャパン」（東京ビッグサイト）でのPR

[image: 「ツーリズムEXPOジャパン」（東京ビッグサイト）でのPR]




　また、「アイヌ文化の復興等を促進するための「民族共生の象徴となる空間」の整備及び管理運営に関する基本方針について」（平成26年6月13日閣議決定）等に基づき、「民族共生の象徴となる空間」におけるアイヌの伝統等に係る体験交流等活動プログラムの検討を行うなど、具体化に向けた取組みを進めている。










第5章　心地よい生活空間の創生



第1節　豊かな住生活の実現



■1　住生活の安定の確保及び向上の促進



　本格的な少子高齢社会の到来、人口・世帯数の減少、厳しい雇用・所得環境等の社会経済情勢の変化や、住生活を支えるサービスに対するニーズ等を踏まえ、平成23年3月に閣議決定した、23年度から32年度を計画年度とする新たな住生活基本計画（全国計画）に基づき、1)安全・安心で豊かな住生活を支える生活環境の構築、2)住宅の適正な管理及び再生、3)多様な居住ニーズが適切に実現される住宅市場の環境整備、4)住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保という4つの目標の達成に向け、住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策を推進している。




（1）安全・安心で豊かな住生活を支える生活環境の構築

　安全・安心な住宅及び居住環境の整備を図るため、大規模な地震等に備え、住宅・建築物の耐震改修等を促進するとともに、高齢者、障害者、子育て世帯等の多様な世帯が交流し、安心して健康に暮らすことができる「スマートウェルネス住宅・シティ」の実現に向けた取組みを推進することとしている。また、低炭素社会の実現に向けて、住宅の省エネルギー性能の向上、地域材の利用の促進等を図っている。


　さらに、ユニバーサルデザインの考え方に基づき、住宅及び住宅市街地における高齢者等の生活の利便性の向上を図るとともに、住生活にゆとりと豊かさをもたらす、美しい街並みや景観の維持及び形成を図っている。




（2）住宅の適正な管理及び再生

　マンションのストック戸数は約601万戸（平成25年末現在）に達し、国民の重要な居住形態となっているが、適切な維持管理や再生を推進していく上での様々な課題への対応が必要となっている。


　このため、マンションにおける課題の解決に向けた合意形成等の成功事例の蓄積を通じ、老朽化マンションの管理適正化や再生推進に向けた環境整備を図ることを目的とした「マンション管理適正化・再生推進事業」を実施している。


　また、老朽化マンションの再生が円滑に行われるよう、マンション敷地売却制度の創設、容積率の緩和特例の創設等を内容とする「マンションの建替えの円滑化等に関する法律の一部を改正する法律」が26年6月に成立し、同年12月に施行された。これに併せて、「耐震性不足のマンションに係るマンション敷地売却ガイドライン」を策定するとともに、専門家による相談体制の整備等を行っている。




（3）多様な居住ニーズが適切に実現される住宅市場の環境整備

1)既存住宅が円滑に活用される市場の整備

　「中古住宅・リフォームトータルプラン」（平成24年3月）及び「中古住宅の流通促進・活用に関する研究報告書」（25年6月）に基づき、既存住宅が円滑に活用される市場の整備として、（ア）及び（イ）の取組みを推進した。


　また、既存住宅の建物評価手法の改善に取り組むとともに、その取組みを既存住宅市場及び住宅金融市場に定着させるため、25年9月より「中古住宅市場活性化ラウンドテーブル」を開催し、既存住宅流通に携わる民間事業者等と金融機関等との間で意見交換を行い、27年3月、「中古住宅市場活性化ラウンドテーブル報告書」を取りまとめた。


　加えて、26年度税制改正において、一定の質の向上が図られた既存住宅を取得した場合の登録免許税の特例措置を講ずるとともに、既存住宅の取得後に耐震改修工事を行う場合についても住宅ローン減税等各種特例措置の適用対象とすることとした。また、26年度税制改正において、既存住宅・リフォーム市場拡大の起爆剤となりうる買取再販事業で扱われる住宅の取得に係る登録免許税の特例措置を創設し、さらに、27年度税制改正において新たに、買取再販事業者に課される不動産取得税を軽減する措置を創設した。




（ア）消費者が安心してリフォームができる市場環境の整備

　住宅リフォームを検討する消費者は、費用や事業者選びに関して不安を有しており、これを取り除くことが住宅リフォーム市場の拡大には必要である。


　このため、「住まいるダイヤル」（（公財）住宅リフォーム・紛争処理支援センター）における電話相談業務及び具体的な見積書についての相談を受ける「リフォーム無料見積チェックサービス」、各地の弁護士会における「専門家相談制度」等の取組みを進めている。平成26年度はリフォームに関する電話相談が9,305件、リフォーム見積チェックが808件、リフォームに関する専門家相談が884件となっている。


　また、消費者が安心してリフォームができるよう、施工中の検査と欠陥への保証がセットになったリフォーム瑕疵保険制度の26年度の加入申込件数は2,493件、マンション大規模修繕工事を対象とした大規模修繕工事瑕疵保険制度の同年度の加入申込件数は618棟となっている。


　なお、事業者が保険に加入するには、建設業許可の有無や実績等の条件を満たした上で、住宅瑕疵担保責任保険法人に事業者登録をする必要があり、登録された事業者は（一社）住宅瑕疵担保責任保険協会のウェブサイトで公開されるため、消費者は事業者選びの参考とすることができる。


　さらに、「住宅リフォーム事業者団体登録制度」において、住宅リフォーム事業者の業務の適正な運営の確保及び消費者への情報提供等を行うなど、一定の要件を満たす住宅リフォーム事業者の団体を国が登録することにより、住宅リフォーム事業の健全な発達及び消費者が安心してリフォームを行うことができる環境の整備を図っている。




（イ）消費者が安心して既存住宅を取得できる市場環境の整備

　既存住宅購入を検討する消費者は、その品質や性能に不安を有しており、これを取り除き、安心して既存住宅を購入できるような環境を整備することが既存住宅流通市場の拡大には必要である。


　このため、消費者が既存住宅の状態を把握するための現況検査に係る指針である「既存住宅インスペクション・ガイドライン」（平成25年6月策定）に添った、適正なインスペクションの普及促進を図っている。


　また、検査と欠陥への保証がセットになった既存住宅売買瑕疵保険制度については、25年度において保険期間が短く比較的安価な保険商品が新たに開発されるなど、保険商品のバリエーションが広がっているところであり、26年度の加入申込件数は、8,261件と、25年度の4,072件に比べ大幅に利用件数が増加している。


　なお、消費者は、リフォーム瑕疵保険と同様に登録事業者をウェブサイトで検索し、事業者選びの参考とすることができる。



2)将来にわたり活用される良質なストックの形成

（ア）住宅の品質確保

　「住宅の品質確保の促進等に関する法律」に基づき、新築住宅の基本構造部分に係る10年間の瑕疵担保責任を義務付けるとともに、新築住宅及び既存住宅に対し、耐震性、省エネ対策、劣化対策等、住宅の基本的な性能を客観的に評価し、表示する住宅性能表示制度を実施している。平成26年度の実績は、設計図書の段階で評価した設計住宅性能評価書の交付が195,973戸、現場検査を経て評価した建設住宅性能評価書（新築住宅）の交付が172,361戸、建設住宅性能評価書（既存住宅）の交付が324戸となっている。


　建設住宅性能評価を受けた住宅に係る紛争については、指定住宅紛争処理機関である全国各地の弁護士会が裁判によらず迅速かつ適正な処理を図ることとしており、住宅紛争処理支援センターがその支援業務を行っている。同センターは、住宅に関する様々な相談も受け付けている。26年度の実績は、指定住宅紛争処理機関における建設住宅性能評価書が交付された住宅に係る紛争処理の申請受付件数27件、同センターの建設住宅性能評価書が交付された住宅に係る電話相談受付件数822件となっている。




（イ）住宅の長寿命化への取組み

　「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」に基づき、住宅の構造や設備について、一定以上の耐久性、維持管理容易性等の性能を備えた住宅（「長期優良住宅」）の普及を図っている（平成26年度認定戸数：100,029戸）。


　また、既存住宅の長寿命化に資するリフォームの先進的な取組み等に対する支援を行っている。



（ウ）木造住宅の振興

　国民の約8割が木造住宅を志向する注1など、国民の木造住宅に対するニーズを踏まえ、良質な木造住宅ストックの形成を図るため、地域材等資材供給から設計・施工に至るまでの関連事業者からなるグループによる、木造の長期優良住宅の建設に対する支援を行っているほか、木造住宅の建設等に係る人材育成に対する支援を行っている。




3)多様な居住ニーズに応じた住宅の確保と需給の不適合の解消

（ア）住宅金融

　民間金融機関による相対的に低利な長期・固定金利住宅ローンの供給を支援するため、（独）住宅金融支援機構では証券化支援業務を行っている。当業務には、民間金融機関の住宅ローン債権を集約し証券化するフラット35（買取型）と民間金融機関自らがオリジネーター注2となって行う証券化を支援するフラット35（保証型）があり、フラット35（買取型）における平成27年3月末までの実績は、買取申請件数944,480件、買取件数665,259件で、329の金融機関が参加している。また、フラット35（保証型）における27年3月末までの実績は、付保申請件数20,148件、付保件数12,416件で、5金融機関が参加している。


　証券化支援業務の対象となる住宅については、耐久性等の技術基準を定め、物件検査を行うことで住宅の質の確保を図るとともに、証券化支援業務の枠組みを活用し、耐震性、省エネルギー性、バリアフリー性及び耐久性・可変性の4つの性能のうち、いずれかの基準を満たした住宅の取得に係る当初5年間（長期優良住宅等については当初10年間）の融資金利を引き下げるフラット35Sを実施している。


　また、同機構は、災害復興住宅融資やサービス付き高齢者向け賃貸住宅融資等、政策的に重要でかつ民間金融機関では対応が困難な分野について、直接融資業務を行っている。




（イ）住宅税制

　平成27年度税制改正において、住宅取得環境が悪化する中、足下の住宅着工を下支えするとともに、29年4月に予定されている消費税率10％引上げ後の反動減等に対応する観点から、直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の贈与税の非課税措置等を31年6月末まで延長し、非課税限度額を最大3,000万円までとするなどの大幅拡充を行った。また、26年4月からの消費税率8％への引上げに伴い、住宅ローン減税が拡充されるとともに、最大30万円が現金給付されるすまい給付金が創設されたところだが、これらの適用期限についても、消費税率10％への引上げが1年半延期されたことに伴い、29年末から1年半延長し、31年6月末までとした。


　こうした措置により、若い世代の住宅取得が促進されるとともに、住宅取得等を検討している人々の予見性が高まり、住宅市場の安定に資することが期待される。




（ウ）賃貸住宅市場の整備

　賃貸住宅市場においては、戸建て住宅、マンション等の持家ストックの賃貸化等を通じたストックの質の向上を図るため、定期借家制度の普及、サブリース注3住宅原賃貸標準契約書の策定、DIY型賃貸借注4・5の指針整備等の環境整備に取り組んでいる。




（エ）空き家対策の推進による居住環境の改善

　管理が不適切な空き家等の集積により悪化する居住環境の改善等を図るため、空き家や空き建築物等の活用・除却、空き家所有者に対する相談体制の整備を推進している。




（4）住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保

1)公的賃貸住宅の供給

　住宅に困窮する低額所得者に対し地方公共団体が供給する公営住宅を的確に供給するとともに、各地域における居住の安定に特に配慮が必要な高齢者等の世帯を対象とした良質な賃貸住宅の供給を促進するため、公営住宅を補完する制度として地域優良賃貸住宅制度を位置付けており、これらを含む公的賃貸住宅の整備や家賃の減額に要する費用等に対して助成を行っている。


　また、解雇等により住居の退去を余儀なくされる者に対する住宅セーフティネットを確保するため、全国のハローワークと連携の下、離職者が利用可能な公営住宅や（独）都市再生機構賃貸住宅等の関連情報の一元的提供を行うワンストップサービスの推進等、離職者の居住安定確保に向けた対策を講じてきたところである。


　
図表II-5-1-1　公的賃貸住宅等の趣旨と実績

[image: 図表II-5-1-1　公的賃貸住宅等の趣旨と実績]



2)民間賃貸住宅の活用

　高齢者、障害者、外国人、子育て世帯等の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進を図るため、地方公共団体、不動産関係団体、居住支援団体等により構成される居住支援協議会（平成26年度末で48協議会（37都道県・11区市）が設立。）を通じ、住宅の情報提供、相談サービス等の居住支援を行うこととしている。






注1　内閣府「森林と生活に関する世論調査」（平成23年）

注2　資産流動化の仕組みにおいて流動化の対象となる資産を保有している企業。オリジネーターは、債権や不動産などの資産を特定目的会社に譲渡するなどして資産を証券化することで資金調達を行う。


注3　賃貸管理事業者等が建物所有者（家主）等から建物を転貸目的で賃借し、自ら転貸人となって転借人（入居者）に賃貸するもの。

注4　貸主が修繕を行わず、現状有姿のまま賃貸し、借主が自費で修繕やDIYを行う賃貸借の形態。

注5　DIYとは、一般的には専門業者に頼らず自らの手で修繕や組み立て、日曜大工等を行うこととされているが、DIY型賃貸借では、借主が業者に発注して好みの設備更新や模様替えを実施することも含む。









コラム　既存住宅の流通促進・活用



　住宅ストック数が世帯数を上回り、今後更なる人口減少が見込まれる中、「いいものを作って、きちんと手入れして、長く使う」社会に移行することが重要です。


　我が国の全住宅流通量（既存住宅＋新築住宅）に占める既存住宅の流通シェアは、新築住宅と比べて低く、欧米諸国と比べても非常に低水準であり、物理的な住宅ストックがあるのにもかかわらず、住み替えの受け皿になっていないという指摘もされています。このため、良質な既存住宅を安心して売買できるよう、既存住宅の流通を活性化させることが重要です。


　
既存住宅流通シェアの推移

[image: 既存住宅流通シェアの推移]



　
既存住宅流通シェアの国際比較

[image: 既存住宅流通シェアの国際比較]




　そこで、国土交通省においては、既存住宅・リフォーム市場の拡大・活性化に向けた基本的方向や取組課題を共有することを目的に、不動産取引実務・金融実務の関係者が一堂に会し、率直かつ自由な意見交換を実施する場として、2013年9月に「中古住宅市場活性化ラウンドテーブル」を設置し、2015年3月に報告書を取りまとめました。本報告書においては、1)建物評価の改善と市場への定着、2)良質な住宅ストックの形成とその流通を促進するための環境整備、3)中古住宅市場活性化に資する金融面の取組み、4)戸建て賃貸住宅市場の活性化、5)地域政策との連携を柱に、2箇年度におけるラウンドテーブルの議論をまとめています。


　今後も、本ラウンドテーブルにおける議論を踏まえ、引き続き、関係者の現状認識・問題意識を共有することを目的として、必要に応じて随時「既存住宅市場活性化ラウンドテーブル」を開催し、関係者が相互に役割分担と連携を図りながら、我が国の既存住宅・リフォーム市場活性化に向けた取組みを実行に移していきます。










■2　良好な宅地の供給及び活用



（1）地価の動向

　平成27年地価公示（27年1月1日時点）の結果は、全国平均では、住宅地は下落したものの、下落率は縮小し、商業地は下落から横ばいに転換した。昨年上昇に転換した三大都市圏平均では住宅地、商業地とも上昇を継続した。一方、地方圏では依然として下落傾向が続いているものの、下落率は縮小した。




（2）宅地供給の現状と課題

　新規宅地の大量供給を促進する従来の施策を転換し、人口・世帯の動向を踏まえた宅地施策を推進している。具体的には、（独）都市再生機構のニュータウン事業では既に着手済みの事業のみを行っている。また、宅地開発に関連して必要となる公共施設の整備を支援するほか、税制の特例等により、良好な居住環境を備えた宅地の供給を促進している。




（3）定期借地権の活用

　借地契約の更新が無く、定められた契約期間で確定的に借地契約が終了する定期借地権は、良好な住宅取得を低廉な負担で実現する上で有効な制度である。


　なお、同制度の円滑な普及に向けた条件整備として、保証金、権利金に次ぐ第三の一時金方式である前払賃料方式の税務上の取扱いの明確化等を行っている。




（4）ニュータウンの再生

　高度成長期等において大都市圏の郊外部を中心に計画的に開発された大規模な住宅市街地（ニュータウン）は、急速な高齢化及び人口減少の進展を背景に地域の活力の低下等の課題を抱えており、老朽化した住宅・公共施設の更新や生活を支える機能の充実等を通じて、誰もが暮らしやすい街へと再生を進めていく必要がある。


　また、ニュータウンの再生に資するよう、エリアマネジメント注に関する情報提供を行っている。







注　地域における良好な環境や地域の価値を維持・向上させるための、住民・事業主・地権者等による主体的な取組み









第2節　快適な生活環境の実現



■1　都市公園等の整備及び良好な都市環境の形成



（1）都市公園等の整備状況と機能充実に向けた取組み

　都市公園等は、国民の多様なニーズに対応するための基幹的な施設であり、1)避難地等となる防災公園の整備による安全・安心な都市づくり、2)少子・高齢化に対応した安心・安全なコミュニティの拠点づくり、3)循環型社会の構築、地球環境問題への対応に資する良好な自然的環境の保全・創出、4)地域の個性を活かした観光振興や地域間の交流・連携のための拠点づくりなどに重点を置き、国営公園、防災公園等の整備や古都及び緑地の保全を、効率的かつ計画的に実施している。


　

平成26年６月に全エリアが開園した国営みちのく杜の湖畔公園（宮城県柴田郡川崎町）

[image: 平成26年６月に全エリアが開園した国営みちのく杜の湖畔公園（宮城県柴田郡川崎町）]




　平成25年度末現在の都市公園等整備状況は、104,099箇所、121,473haとなっており、一人当たり都市公園等面積は約10.1m2となっている。また、国営公園については、26年度は年間利用者数が約3,813万人となっており、17箇所で整備及び維持管理を行っている。




（2）緑豊かな都市環境の形成

　地球温暖化対策や生物多様性保全等の地球環境問題への適切な対応及び良好な自然的環境の保全と創出による緑豊かな都市環境の実現を目指し、市町村が策定する緑の基本計画等に基づく取組みに対して、財政面・技術面から総合的に支援を行っている。具体的には、社会資本整備総合交付金等により、都市公園の整備を推進するとともに、建築行為等の規制や土地の買入れにより緑地の保全を図る特別緑地保全地区制度や契約に基づき市民に緑地を公開する市民緑地制度等により、緑地の保全を図っている。また、緑化地域制度や地区計画等緑化率条例制度等により、民有地の緑化を推進している。さらに、生産緑地地区制度により、多面的機能を有する市街化区域内農地の保全を図っている。


　緑に関する普及啓発として、全国「みどりの愛護」のつどいや全国都市緑化フェア等の行事を開催するとともに、緑化を進める方々への各種表彰や、企業自らの緑化・緑地保全に対する取組みの評価・認証等、様々な施策を展開している。










■2　歩行者・自転車優先の道づくりの推進



1)人優先の安全・安心な歩行空間の形成

　安全・安心な社会の実現を図るためには、歩行者の安全を確保し、人優先の安全・安心な歩行空間を形成することが重要である。特に通学路について、平成24年度に実施した緊急合同点検の結果等を踏まえ、学校、教育委員会、道路管理者、警察などの関係機関が連携して、歩道整備、路肩のカラー舗装、防護柵の設置等の交通安全対策を実施するとともに、「通学路交通安全プログラム」等に基づく定期的な合同点検の実施や対策の改善・充実等の取組みにより、子どもの安全・安心を確保する取組みを推進している。




2)安全で快適な自転車利用環境の創出

　自転車は身近な移動手段として重要な役割を担っているが、平成25年の自転車と歩行者の事故件数は10年前と比較すると増加しており、より一層安全で快適な自転車の利用環境整備が求められている。このような中、各地域において道路管理者や都道府県警察が自転車ネットワーク計画の作成や道路空間の再配分等による整備、通行ルールの徹底等を進められるよう「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」（24年11月、国土交通省、警察庁）の周知を図るなど、安全で快適な自転車利用環境の創出を推進している。




3)質の高い歩行空間の形成

　歩くことを通じた健康の増進や魅力ある地域づくりのため、豊かな景観・自然、歴史的事物等を結ぶ質の高い歩行空間の形成を目的とした歩行者専用道路及び休憩施設の整備等を支援している。




4)わかりやすい道案内の推進

　地理に不案内な歩行者等に対して、目的地へのわかりやすい道案内に取り組んでいる。



5)柔軟な道路管理制度の構築

　自動車交通の一層の円滑化と安全に加え、安全な歩行空間としての機能や地域のにぎわい・交流の場としての機能等の道路が有する多様な機能を発揮し、沿道住民等のニーズに即した柔軟な道路管理ができるよう、（ア）指定市以外の市町村による国道又は都道府県道の歩道の新設等の特例、（イ）市町村による歩行安全改築の要請制度、（ウ）NPO等が設置する並木、街灯等に係る道路占用の特例、（エ）道路と沿道施設を一体的に管理するための道路外利便施設の管理の特例等を実施している。










第3節　利便性の高い交通の実現



（1）都市・地域における総合交通戦略の推進

　安全で円滑な交通が確保された集約型のまちづくりを実現するためには、自転車、鉄道、バス等の輸送モード別、事業者別ではなく、利用者の立場でモードを横断的にとらえる必要がある。このため、地方公共団体が公共交通事業者等の関係者からなる協議会を設立し、協議会において目指すべき都市・地域の将来像と提供すべき交通サービス等を明確にした上で、必要となる交通施策やまちづくり施策、実施プログラム等を内容とする「都市・地域総合交通戦略」を策定（平成27年3月現在81都市で策定・策定中）し、関係者がそれぞれの責任の下、施策・事業を実行する仕組みを構築することが必要である。国は、同戦略に基づき実施されるLRT注等の整備等、交通事業とまちづくりが連携した総合的かつ戦略的な交通施策の推進を支援することとしている。




（2）道路を賢く使う取組みの推進

　我が国の道路は、他国と比較して高速道路の車線数が少ないなど、ネットワークが貧弱であり、加えて、そのネットワークを十分に使い切れていない状況にある。具体的には、交通需要の時間的・空間的な偏在により、特定の時間帯や時期に、特定の箇所や路線で渋滞が発生するなどの走行性や安全性、使いやすさ、地域との連携について課題がある。例えば、現状では、自動車が渋滞に巻き込まれている時間が、全走行時間の約4割を占めており、約2割である欧米と比較しても、大きな社会的な損失が生じている。


　
図表II-5-3-1　年間の走行時間と渋滞による損失時間

[image: 図表II-5-3-1年間の走行時間と渋滞による損失時間]




　円滑、安全、快適で、地域の活力向上にも資する道路交通サービスを実現するため、必要なネットワークの整備と合わせ、運用改善や小規模な改良等、今ある道路の更なる機能の向上に向けた取組みを進めている。


　円滑な走行を実現するため、科学的な分析に基づくボトルネック対策や交通需要マネジメントを実施している。

　安全な道路交通の確保にむけて、幹線道路では急ブレーキデータ等のビッグデータを活用し、きめ細かく効率的な事故対策を実施し、生活道路では、安全性の高い高速道路等へ交通転換させ、通過交通を排除するとともに走行速度抑制を推進している。


　道路の使いやすさを向上するため、案内の充実や休憩等のサービスの向上を目指すとともに、空港・港湾等の交通拠点へのアクセス性の向上や駅前広場等の交通結節点の整備により、人流・物流の活性化を図っている。


　地域との連携促進のため、高速道路と施設との直結等によるアクセス機能の強化を進めている。スマートIC等を柔軟に追加設置することにより、高速道路から物流拠点や観光拠点等へのアクセス向上や、「コンパクト＋ネットワーク」の考え方による機能の集約化・高度化、既存のIC周辺の渋滞緩和を図る。特に、高速道路の近傍に位置する大規模な物流拠点や工業団地、商業施設等については、高速道路の利用促進や利便性の向上による地域活性化の観点から、適切な負担の下、スマートIC等を活用した高速道路と施設の直結を進めていく。


　
図表II-5-3-2　スマートIC整備効果の例

[image: 図表II-5-3-2　スマートIC整備効果の例]




　首都圏の料金体系については、国土幹線道路部会の「基本方針」における、平成28年度より水準の整理・統一及び起終点を基本とした料金を導入すべきとの方針を踏まえ、具体の検討を進める（近畿圏は、29年度からの導入に向け、地域固有の課題等の整理を進める）。


　
図表II-5-3-3　首都圏内の料金水準の整理統一

[image: 図表II-5-3-3　首都圏内の料金水準の整理統一]



　
図表II-5-3-4　起終点を基本とした継ぎ目のない料金の実現（イメージ）

[image: 図表II-5-3-4　起終点を基本とした継ぎ目のない料金の実現（イメージ）]



（3）公共交通の利用環境改善に向けた取組み

　地域の公共交通について、バリアフリー化されたまちづくりの一環として、より制約の少ないシステムの導入等、地域公共交通の利用環境改善を促進するために、地域公共交通確保維持改善事業により、LRT、BRT、ICカードの導入等を支援している。平成26年度においては、富山地方鉄道等で低床式車両の導入が行われている。




（4）都市鉄道ネットワークの充実

　都市鉄道ネットワークは、輸送力増強による混雑緩和を主眼とした整備が進められてきた結果、相当程度拡充されてきた。その結果、大都市圏における鉄道の通勤・通学時の混雑は少子高齢化の進展等と相まって低下傾向にあるが、一部の路線では混雑率が180％を超えるなど依然として高く、引き続き混雑緩和に取り組む必要がある。このため、特定都市鉄道整備積立金制度を活用した小田急小田原線複々線化工事や東急東横線改良工事を進めている。


　また、既存の都市鉄道ネットワークを有効活用しつつ、速達性の向上や交通結節機能の高度化を図ることを目的とする「都市鉄道等利便増進法」を活用し、神奈川東部方面線（相鉄〜JR・東急直通線）等の整備を進め、利用者利便を増進するなど、都市鉄道ネットワークの一層の充実を図っている。


　都市の国際競争力強化の必要性の高まり、少子高齢化の進展や人口減少時代の到来、訪日外国人観光客の増加など、都市鉄道を取り巻く環境が大きく変化している。このような状況の中、より質の高い東京圏の都市鉄道ネットワークを構築していく観点から、空港アクセスの改善、列車遅延への対応、まちづくりとの連携等を進めることが急務となっている。このため、平成26年4月に、東京圏における今後の都市鉄道のあり方について、交通政策審議会に諮問した。


　

図表II-5-3-5　三大都市圏における主要区間の平均混雑率・輸送力・輸送人員の推移

[image: 図表II-5-3-5　三大都市圏における主要区間の平均混雑率・輸送力・輸送人員の推移]



（5）都市モノレール・新交通システム・LRTの整備

　少子高齢化に対応した交通弱者のモビリティの確保を図るとともに、都市内交通の円滑化、環境負荷の軽減、中心市街地の活性化の観点から公共交通機関への利用転換を促進するため、LRT等の整備を推進している。平成26年度は、札幌市において路面電車の既設線を接続するループ化整備や、富山市において富山駅の南北を路面電車で接続する整備、福井市において路面電車と鉄道の相互乗り入れ整備が進められるなど、各都市で公共交通ネットワークの再構築等が進められている。


　
図表II-5-3-6　ループ化整備イメージパース（札幌市）

[image: 図表II-5-3-6　ループ化整備イメージパース（札幌市）]



（6）バスの利便性の向上

　バスについては、公共車両優先システム（PTPS）やバスレーン等を活用した定時性・速達性の向上、バスの位置情報を提供するバスロケーションシステム、円滑な乗降を可能とするICカードシステムの導入等を行い、利便性の向上を図っている。






注　Light Rail
Transitの略で、低床式車両（LRV）の活用や軌道・電停の改良による乗降の容易性、定時性、速達性、快適性などの面で優れた特徴を有する次世代の軌道系交通システム









第6章　競争力のある経済社会の構築



第1節　交通ネットワークの整備



■1　幹線道路の整備



　幹線道路の整備は、昭和29年に策定された第1次道路整備五箇年計画以来、現在に至るまで着実に進められてきた。例えば、高速道路等の幹線道路ネットワークの整備は、高速道路のインターチェンジ周辺での工場の立地を促すなど、地域経済の活性化に大きく寄与するとともに、地方部における広域的な医療サービスの享受、災害等で幹線道路が途絶した場合の広域的な迂回ルートの確保等が可能となるなど、国民生活の質や安全の向上にも大きく貢献してきた。


　一方で、都市間移動の速達性を表す都市間連絡速度を見ると、幹線道路ネットワークが未整備の地域では遅い傾向にあり、諸外国と比較すると、我が国の都市間の速達性は全体的に低い水準にある。また、欧米において高速道路は平均4車線以上であるのに対し、日本は片側1車線が3割以上を占めている。


　高速道路は一般道路と比べて、死傷事故の起こりやすさは約10分の1、二酸化炭素の排出量は約3分の2、車線当たりの走行台数は約7倍と、「安全でクリーン」であるとともに、災害時には「命の道」として機能する。高速道路ネットワークをしっかりつなぐとともに、賢く使う取組みを推進する。


　
図表II-6-1-1　都市間連絡速度

[image: 図表II-6-1-1　都市間連絡速度]



　
図表II-6-1-2　高速道路の車線数別延長の構成比

[image: 図表II-6-1-2　高速道路の車線数別延長の構成比]









■2　幹線鉄道ネットワークの整備



（1）新幹線鉄道の整備

　新幹線は、我が国の基幹的な高速輸送体系であり、地域間の移動時間を大幅に短縮させ、地域社会の振興や経済活性化に大きな効果をもたらす。また、新幹線は安全（昭和39年の東海道新幹線の開業以来、乗客の死亡事故はゼロ）かつ環境にもやさしい（鉄道のCO2排出原単位（g-CO2／人キロ）は航空機の1／5、自家用車の1／8）という優れた特性を持っている。整備新幹線注については、平成22年12月に東北新幹線（八戸・新青森間）、23年3月に九州新幹線鹿児島ルート（博多・新八代間）、27年3月に北陸新幹線（長野・金沢間）が開業した。さらに、北海道新幹線（新青森・新函館北斗間）については、27年度末の完成・開業を目指して、着実に整備を進めているところである。


　また、24年6月に着工した区間（北海道新幹線（新函館北斗・札幌間）、北陸新幹線（金沢・敦賀間）、九州新幹線（武雄温泉・長崎間））については、「整備新幹線の取扱いについて」（27年1月14日政府・与党申合せ）により、開業時期の前倒しが決定されたところである。具体的には、北海道新幹線（新函館北斗・札幌間）は47年度から5年前倒しし42年度末、北陸新幹線（金沢・敦賀間）は37年度から3年前倒しし34年度末の完成・開業を目指し、九州新幹線（武雄温泉・長崎間）は完成・開業時期を34年度から可能な限り前倒しすることとされ、現在、着実に整備を進めている。


　中央新幹線については、22年3月より交通政策審議会において審議が行われ、23年5月、営業主体及び建設主体をJR東海、走行方式を超電導リニア方式、ルートを南アルプスルートとすることが適当であるとの答申が取りまとめられた。これを受け、「全国新幹線鉄道整備法」に基づき、国土交通大臣が営業主体及び建設主体としてJR東海を指名し、東京・大阪間について、整備計画の決定並びにJR東海に対する建設の指示を行った。JR東海は、東京・名古屋間を39年、名古屋・大阪間を57年に開業予定としており、「環境影響評価法」に基づき、26年4月に東京・名古屋間の環境影響評価書を国土交通省に送付した。国土交通大臣は、26年6月の環境大臣意見を勘案し、26年7月にJR東海に対して意見を述べた。その後、同年8月にJR東海は国土交通大臣意見を勘案し補正した環境影響評価書を公告・縦覧するとともに、国土交通省に対して「中央新幹線品川・名古屋駅間工事実施計画（その1）」を申請し、同年10月の国土交通大臣からの認可を受け、現在、本格的な工事の実施に向けた準備を進めているところである。


　
図表II-6-1-3　整備新幹線の現状

[image: 図表II-6-1-3　整備新幹線の現状]



（2）技術開発の促進

1)超電導磁気浮上式鉄道（超電導リニア）

　超電導リニアについては、平成9年から山梨実験線先行区間において走行試験が行われ、21年7月に開催された「実用技術評価委員会」において、「超高速大量輸送システムとして運用面も含めた実用化の技術の確立の見通しが得られた」との評価を受けた。25年8月からは、山梨実験線全線において、車両や推進コイル等について実用化仕様を最終検証するための走行試験が実施されている。




2)軌間可変電車（フリーゲージトレイン）

　新幹線と在来線の直通運転が可能となるフリーゲージトレインについては、九州新幹線や北陸新幹線への導入実現を目指し、技術開発を進めているところである。平成26年度に引き続き、九州新幹線（長崎ルート）への導入に向けた耐久性の検証のための技術開発を推進するとともに、北陸新幹線への導入に向けた雪対策（耐雪・耐寒化）に関する技術開発を本格化する。







注　「全国新幹線鉄道整備法」に基づき、昭和48年に決定された整備計画に定められている5路線









コラム　東海道新幹線開業50周年について



　平成26年10月、東海道新幹線が、昭和39年に「夢の超特急」として東京・新大阪間で開業してから50周年を迎えました。

　東京・名古屋・大阪の三大都市圏を結ぶ東海道新幹線は、開業以来この50年間で、56億人を輸送するなど、人々の交流の機会を増大させ、我が国の基幹的な高速交通体系として、国民経済の発展、国民生活領域の拡大等に寄与してきました。


　開業当時毎時2本・1日60本であった東海道新幹線の運転本数は、1時間当たり最大15本・1日324本へと増加しました。最高時速は、開業当時の200km／時から285km／時に向上し、東京・新大阪間の所要時間を開業当時の4時間から最短で2時間22分へ短縮するなど、速達性・利便性を向上させてきました。（27年3月ダイヤ改正）


　さらに、東海道新幹線は、これまで乗客の死亡事故を1件も発生させておらず、かつ、1時間に15本という高密度輸送を行っているにもかかわらず平均の遅延時間が1分未満であるなど、安全性や定時性の面において優れた実績を残しています。また、二酸化炭素排出量も他の交通機関に比して極めて小さいことも特徴の1つとして挙げられます。


　こうした東海道新幹線の発展は、その後の新幹線整備にも影響を与え、東海道新幹線に続き、山陽新幹線、東北新幹線、上越新幹線、北陸新幹線（長野新幹線）、九州新幹線などの整備が順次進められてきました。27年3月14日には北陸新幹線（長野・金沢間）が開業したところですが、27年度末には北海道新幹線（新青森・新函館北斗間）の開業を迎えることとなり、これによって、北海道から九州まで新幹線がつながることになります。


　また、北海道新幹線（新函館北斗・札幌間）については47年度末から5年、北陸新幹線（金沢・敦賀間）については37年度末から3年、九州新幹線（武雄温泉・長崎間）については34年度から可能な限り、開業時期を前倒すこととなりました。


　さらに、26年12月には、超電導リニア方式による中央新幹線（東京・名古屋間）の着工がなされたところであり、今後新幹線ネットワークは着々と充実していくこととなります。

　
新幹線鉄道　開業50周年記念貨幣

[image: 新幹線鉄道　開業50周年記念貨幣]









■3　航空ネットワークの整備



　航空については、交通政策審議会航空分科会基本政策部会において、平成24年10月より、今後の航空のあり方に関する審議が重ねられ、26年6月にとりまとめが行われた。本とりまとめにおいて、1)航空ネットワークの構築のための強固な基盤づくり、2)充実した航空ネットワークの構築と需要の開拓、3)質の高い航空・空港サービスの提供の三本柱について、中長期的に目指すべき方向が示されている。




（1）航空ネットワークの拡充

1)首都圏空港の機能強化

　我が国のビジネス・観光両面における国際競争力を強化するため、我が国の成長のけん引車となる首都圏空港の機能強化を図っており、平成27年3月に羽田・成田両空港の年間合計発着枠75万回化を達成した。


　東京国際空港（羽田）については、国際線旅客ターミナルビルの拡張等により、26年3月より国際線の発着枠を3万回増枠し、年間発着枠45万回化を実現した。これによりアジア長距離や欧米を含む高需要・ビジネス路線を24時間展開している。また、同年12月にC滑走路延伸部分を供用した。引き続き、際内トンネルの整備を進め、国際・国内乗継機能を強化していく。


　
図表II-6-1-4　東京国際空港の概要

[image: 図表II-6-1-4　東京国際空港の概要]



　
図表II-6-1-5　東京国際空港の旅客数・発着回数の推移

[image: 図表II-6-1-5　東京国際空港の旅客数・発着回数の推移]




　一方、成田国際空港については、LCCターミナルの整備等により、27年3月に年間発着枠30万回化を実現した。今後とも、LCCを含む国際・国内の航空ネットワークの充実を図り、アジアのハブ空港としての地位を確立していく。


　
図表II-6-1-6　成田国際空港の概要

[image: 図表II-6-1-6　成田国際空港の概要]



　
図表II-6-1-7　成田国際空港の旅客数・発着回数の推移

[image: 図表II-6-1-7　成田国際空港の旅客数・発着回数の推移]




　また、75万回化達成以降においても、首都圏の国際競争力の強化、地方への世界の成長力の波及、訪日外国人旅行者2,000万人の政府目標の実現や2020年オリンピック・パラリンピック東京大会への万全な対応のため、首都圏空港の更なる機能強化に向けた取組みを進めている。


　具体的には、学者・専門家で構成される委員会において首都圏空港の機能強化方策に関する技術的な検討を行い、26年7月に羽田空港における滑走路運用・飛行経路の見直しや成田空港における管制機能の高度化等により、2020年までに最大で7.9万回の増枠が可能であること等を中間的に取りまとめた。続けて、機能強化方策の具体化に向け、同年8月に関係自治体や航空会社等の関係者が参画した協議会を設置し、関係者との協議を開始した。引き続き、精力的に関係者と協議を進めていく。




2)オープンスカイの戦略的な推進

　アジアなど海外の旺盛な経済成長を取り込みつつ、世界的な航空自由化に伴う競争環境の変化に対応するため、首都圏空港を含むオープンスカイ注1を戦略的に推進し、平成27年3月までに合計で27箇国・地域注2との間でオープンスカイを実現することとなった。また、26年10月には日・ASEAN航空協定締結に向け、ASEANとの議論を開始した。




3)関西国際空港及び大阪国際空港に係るコンセッションの実現

　関西国際空港と大阪国際空港については、関西国際空港の国際拠点空港としての再生及び強化、両空港の適切かつ有効な活用を通じた関西における航空輸送需要の拡大を図ることを目的として、平成24年7月に新関西国際空港株式会社の下で経営統合され、一体的に運用されている。


　同社は、LCCをはじめとする旅客ネットワークの拡大や貨物ハブ化等、積極的な取組みを進め、両空港の事業価値の増大を図るとともに、26年7月25日に「PFI法」に基づく実施方針を策定・公表し、同年11月12日には募集要項等を策定・配布開始したのに続き、同年12月26日には参加資格審査通過者を公表する等運営権者の公募・選定手続きを進めており、27年度中のコンセッションによる運営委託を目指している。




4)空港整備の現状

　一般空港等の整備については、ハード・ソフト施策の組合せや既存空港の有効活用を中心とした質的充実に重点を移し、滑走路新設・延長に係る新規事業については、真に必要なものに限って事業化することとしている。


　平成26年度は同年1月に工事着手した那覇空港滑走路増設事業を引き続き実施するとともに、慢性的に発生しているピーク時の航空機混雑を解消する必要がある福岡空港において、滑走路増設に係る環境影響評価手続を実施している。また、航空機の安全運航を確保するため、老朽化が進んでいる施設の更新・改良を実施するとともに、地震等災害時における空港機能の確保を図るため、耐震化を着実に推進している。さらに、我が国全体の国際競争力や空港後背地域の地域競争力強化のため、ターミナル地域再編等を推進している。




5)航空機操縦士等の養成・確保

　我が国の航空業界においては、急速に事業を拡大しているLCCや構造的に操縦士を確保することが困難な地域航空会社において、短期的な操縦士不足に直面しているところ、平成26年にはピーチ・アビエーション及びバニラ・エアにおいて操縦士不足による減便が発生した。


　また、今後、国際線を中心とする航空需要の大幅な増大や、現在主力となっている40代の操縦士の将来における大量退職が見込まれているが、現状の年間の新規操縦士供給量だけでは将来の操縦士需要を十分に満たすことは困難であり、中長期的な操縦士不足への対策が求められている。


　
図表II-6-1-8　我が国主要航空会社の年齢構成

[image: 図表II-6-1-8　我が国主要航空会社の年齢構成]



　
図表II-6-1-9　我が国LCCの年齢構成

[image: 図表II-6-1-9　我が国LCCの年齢構成]



　こうした中、25年12月に交通政策審議会航空分科会 基本政策部会
技術・安全部会の下に「乗員政策等検討合同小委員会」が設置され、操縦士等の不足に対し、今後講じていくべき具体的施策の方向性について検討が行われ、26年7月に報告書がとりまとめられた。今後はとりまとめに従って、以下の取組み等を行っていくこととしている。


　短期的な操縦士不足への対応策については、即戦力となる操縦士の確保を図るため、自衛隊操縦士の活用、外国人操縦士の活用、健康管理向上等による現役操縦士の有効活用等の取組みを促進することとしている。


　中長期的な操縦士不足への対応策については、若手操縦士の供給拡大を図るため、航空会社における効率的な操縦士養成、私立大学等の民間養成機関の供給能力拡充、航空大学校の更なる活用等の取組みを促進することとしている。


　さらに、航空会社、養成機関等関係者の連携を促進し、諸課題の解決に向け取り組むため、「航空機操縦士養成連絡協議会」等が26年8月に立ち上げられ、操縦士等の養成・確保に向けた諸課題について検討が進められている。




（2）空港運営の充実・効率化

1)空港経営改革の推進

　国管理空港等において、「民間の能力を活用した国管理空港等の運営等に関する法律（民活空港運営法）」を活用し、地域の実情を踏まえつつ民間の能力の活用や航空系事業と非航空系事業の一体的経営等を通じた空港経営改革を推進し、空港を活用した内外の交流人口拡大等による地域活性化を図っていくこととしている。


　こうした中、現在、仙台空港において、平成27年度中の運営委託開始を目指して公共施設等運営権者の公募・選定に向けた手続を進めている。




2)LCCの参入促進

　平成24年3月に本邦初となるLCCが就航した。27年3月時点で、ピーチ・アビエーションは国内12路線、国際7路線、ジェットスター・ジャパンは国内19路線、国際1路線、バニラ・エアは国内3路線、国際4路線、春秋航空日本は国内3路線へネットワークを展開している。


　
図表II-6-1-10　我が国LCC事業の概要

[image: 図表II-6-1-10　我が国LCC事業の概要]




　LCC参入促進により、訪日旅行客の増大や国内観光の拡大等、新たな需要の創出が期待されている。政府の目標としては「2020年の航空旅客のうち、国内線LCC旅客の占める割合14％、国際線LCC旅客の占める割合17％」としている。LCC参入を促進させるため、我が国及び各空港では様々な施策を行ってきている。


　国の施策としては、大きく以下の2点を実施・検討しているところである。1点目は、25年度において、地方路線維持やLCC支援による地域活性化実現のため、主に使用される機材（100t以下）に着目し実施した着陸料の引き下げを、26年度も引き続き実施している。2点目は、空港経営改革の推進である。日本の空港の多くは、国や自治体が管理しており、今後、滑走路等と空港ビルの運営を一体化するなどし、民間事業者による戦略的な料金体系や営業活動等を行うことによって、LCCを誘致することを期待している。


　上記の施策に加え、各空港でもLCC受入の環境整備を行っており、大きく以下の2点を実施している。1点目は、LCC専用ターミナルの整備である。24年度には、成田国際空港においてLCCの暫定受入施設が供用開始されるとともに、関西国際空港において本邦初のLCC専用ターミナル（T2）が、那覇空港において既存施設を活用した暫定LCCターミナルが供用開始された。成田国際空港では第3ターミナル（LCCターミナル）を27年4月8日に供用開始予定である。また、関西国際空港では28年度中の供用開始を目指して新たなLCC専用ターミナル（T3）の整備が図られており、中部国際空港でも新ターミナルの整備が検討されている。2点目は、着陸料を始めとする空港使用料の引き下げである。26年度も前年に引き続き、成田国際空港及び関西国際空港において、着陸料を含む空港使用料の引き下げ・見直しを実施している。




3)ビジネスジェットの受入れ推進

　ビジネスジェットとは、数人から十数人程度を定員とする小型の航空機であり、利用者のスケジュールに応じた時間設定や、プライバシーが確保されるため搭乗中に商談等が可能であることから、時間価値の高いビジネスマン等が利用の対象となっている。


　欧米では既にビジネスジェットがグローバルな企業活動の手段となっている。我が国においても、経済のグローバル化に伴い、日本から工場を進出するなど一方的な交流ではなく、外国から日本に投資を呼び込む必要性が認識されはじめており、今後のアジア地域における経済成長の取り込みの観点から、我が国においてビジネスジェットの重要性・可能性は増してきている。


　ただし、ビジネスジェット機の保有機数を各国で比較した場合、我が国では54機の登録（平成26年）にとどまっているのに対し、最も多い米国においては約19,000機が登録（同年）されており、我が国におけるビジネスジェットの普及は十分とは言い難い。


　そこで、我が国ではビジネスジェットの受入環境の整備を推進するため、首都圏空港をはじめとしたハード整備、規制緩和を行っている。


　今後、全国の空港におけるビジネスジェットの受入推進施策として、海外における推進施策を参考にし、実施可能なものから順次導入の検討を行い、ビジネスジェットの利用定着のため、積極的な情報発信やビジネスジェットに関する規制の緩和も含めて施策の検討を行っていく。




（3）航空交通システムの整備

1)新たな航空交通システムの構築

　長期的な航空交通需要の増加やニーズの多様化に対応するとともに、国際民間航空機関（ICAO）や欧米等の動向も踏まえた世界的に相互運用性のある航空交通システムの実現のため、平成22年に「将来の航空交通システムに関する長期ビジョン（CARATS）」を産学官の航空関係者により策定し、ICAOの「世界航空交通計画（GANP）」と協調しつつ、その実現に向けた検討を進めている。


　26年度の取組みとしては、経路短縮による飛行時間や燃料費の削減、地形や天候等による着陸制限の緩和による就航率の更なる向上のため、高規格な広域航法（RNAV）や小型航空機用のRNAVの導入・展開について検討を進めている。また、空港の滑走路や発着枠などの限られた資源を有効活用するとともに定時性の向上を図るため、航空機の離着陸の順位や時刻の調整、地上における待機時間の減少策を一体的に検討している。さらに、航空情報を世界的に共有するための新たなネットワーク網についての検討も実施している。




2)首都圏空港の容量増大への対応

　首都圏空港・空域の容量拡大による航空交通サービスの充実を進め、東京国際空港（羽田）においては、平成26年3月に年間44.7万回の発着容量を達成した。成田国際空港においては、現行の2本の滑走路を前提としつつ、騒音影響区域を広げずに発着能力を拡大するため、我が国では初、世界的にも例の少ない同時平行離陸方式を23年10月より導入し、運用方式の慣熟を着実に進めつつ、より高い精度での航空機の監視が可能となる装置の導入により、27年3月に年間30万回の発着容量を達成した。


　今後は、首都圏空港の更なる機能強化に向けて具体的な検討を進める。



（4）国際航空施策の戦略的推進

　アジア・太平洋地域は、近い将来世界最大の航空市場に成長するとされている。同地域の航空ネットワークの強化に貢献するとともに、数多くの航空インフラプロジェクトが進行中である新興国の成長を我が国に積極的に取り込むことが、戦略上重要である。


　案件受注のためには、官民連携した取組みが重要であり、航空インフラ国際展開協議会を中心に情報収集や二国間関係の強化に努めている。


　平成26年度においては、モンゴルでのトップセールスの実施（26年4月）やフィリピンでのビジネスセミナー（27年2月）の開催等を行った。







注1　航空会社の新規参入や増便、航空会社間の競争促進による運賃低下等のサービス水準の向上を図るため、国際航空輸送における企業数、路線及び便数に係る制約を二カ国間で相互に撤廃することをいい、近年、世界の多くの国がこれを進めている。


注2　当該27箇国・地域との間の旅客数は、我が国に発着する総旅客数の約94%を占めている。









　コラム　首都圏空港でのビジネスジェット利用がますます便利になります



　首都圏空港におけるビジネスジェットの利便性向上のため、今年度、以下の取組みを実施しました。

　羽田空港において平成26年9月30日、国際線旅客ターミナル内に専用CIQ施設等を備えた専用動線がオープンしました。また、国際線旅客ターミナル前の1スポットについては、専用動線を利用するビジネスジェットに優先的に割り当てるように運用の見直しを行いました。これらをあわせて利用することで、ビジネスジェット利用者は、空港内移動時間を30分程度短縮することが可能となります。


　その他、27年3月5日、大型ビジネスジェットが駐機可能なスポットを6機分増やし、現在ある3機分とあわせて合計9機分になりました。


　成田空港においても、26年6月26日に大型ビジネスジェットが駐機可能なスポットを増設したほか、同年9月18日には、空港内を車両がより効率的に移動できる新たなアクセス道路を供用開始しました。これによりビジネスジェット専用ターミナルとビジネスジェット用駐機スポット間の移動時間が16分程度から8分程度に短縮されました。また、ビジネスジェットの乗降に利用可能な駐機スポットを2スポット増設しました。当該スポットを利用した場合には、ビジネスジェット専用ターミナルまでの移動時間が5分程度に短縮されます。


　これらの取組みにより、海外からのビジネスジェットによる訪日者数の増加などの効果が期待されます。


　
成田空港におけるビジネスジェットの利便性向上の取組み

[image: 成田空港におけるビジネスジェットの利便性向上の取組み]



　
羽田空港におけるビジネスジェットの利便性向上の取組み

[image: 羽田空港におけるビジネスジェットの利便性向上の取組み]











■4　空港への交通アクセス強化



　現在、都心と東京国際空港（羽田）・成田国際空港とのアクセスを更に改善し、東京都心の立地競争力を強化することにより、グローバル企業の誘致を促進し、我が国経済の活性化を図るため、都心と首都圏空港とを直結し、短時間かつ乗換なしでの移動を可能とする「都心直結線」について、整備に向けた検討を進めている。


　
図表II-6-1-11　首都圏空港への交通アクセス強化

[image: 図表II-6-1-11　首都圏空港への交通アクセス強化]




　また、関西国際空港へのアクセス改善方策についても調査・検討を実施している。










第2節　総合的・一体的な物流施策の推進



　グローバル・サプライチェーンの深化や地球温暖化対策及び安全・安心の確保の必要性の高まり等の物流を取り巻く情勢に迅速かつ的確に対応するため、平成25年6月に「総合物流施策大綱（2013-2017）」を閣議決定したところであり、本大綱に基づき、官民で連携しながら物流施策を総合的・一体的に推進している。










■1　グローバル・サプライチェーンの深化に対応した物流施策の推進



　グローバル・サプライチェーンの深化に対応するため、我が国物流システムの海外展開の推進等の国際物流機能強化に向けた取組みを進めている。




（1）我が国物流システムの海外展開の推進

　サプライチェーンのグローバル化が深化する中、我が国産業の国際競争力を維持・向上させていくためには、成長するアジア市場の取り込みが不可欠であり、その基盤となる質の高い国際物流システムの構築が求められている。我が国産業のアジア展開を支える我が国物流事業者にとっても、アジア市場の取り込みは急務となっている。


　しかしながら、質の高い我が国物流システムをアジア地域へ展開するに当たっては、相手国の制度上・慣習上等の課題が存在している。このため、官民連携により、アジア物流パイロット事業、政府レベルでの政策対話、物流人材育成事業等を通じ、我が国物流システムの海外展開の環境整備等を図っている。




（2）国際海上貨物輸送ネットワークの機能強化

　経済のグローバル化が進展する中、世界的な海上輸送量は年々増加してきており、大量一括輸送による海上輸送の効率化の観点から、コンテナ及びバルク貨物輸送船舶の大型化が進展している。このような状況において、コンテナについてはアジア各国の主要港が順調に取扱貨物量を増やし、寄港地の集約により日本へ寄港する国際基幹航路の便数が減少している。また、バルク貨物注1については大型船への対応が遅れており、相対的に不利な事業環境による国内立地産業の競争力低下等が懸念されている。


　このような状況を踏まえ、我が国の経済活動や国民生活を支える物流の効率化を進め、企業の国内立地環境を改善することで、我が国の産業競争力の強化と経済再生を実現するため、国際基幹航路の寄港の維持・拡大や主要な資源・エネルギー等の輸入の効率化・安定化に向けた取組みを行っている。


　また、このような取組みとともに、引き続き、国際・国内一体となった効率的な海上輸送ネットワークを実現するための取組みを推進するとともに、施策の更なる充実・深化を図ることとしている。




1)国際コンテナ戦略港湾の機能強化

　我が国の産業競争力を強化し、国民の雇用を維持・創出するためには、我が国と北米・欧州等を結ぶ国際基幹航路を安定的に維持・拡大していくことが必要である。


　このため、平成22年8月に、阪神港及び京浜港を国際コンテナ戦略港湾として選定して以降、大水深岸壁の整備や効率的な港湾運営等、ハード・ソフト一体となった総合的な施策を実施してきた。しかし、この間にも、さらなる船舶の大型化や船社間の連携の進展により、国際基幹航路の寄港地絞り込み等が進んでいる状況を踏まえ、26年1月に、国際コンテナ戦略港湾政策推進委員会において、戦略港湾への広域からの貨物集約等による「集貨」、戦略港湾背後への産業集積による「創貨」、大水深コンテナターミナルの機能強化や港湾運営会社に対する国の出資制度の創設等による「競争力強化」の3本柱からなる「最終とりまとめ」を公表した。


　同委員会の議論を踏まえ、26年7月には、国際コンテナ戦略港湾の港湾運営会社に対して国からの出資を可能にするとともに、無利子貸付制度の対象施設に国際コンテナ戦略港湾の埠頭近傍の流通加工機能を伴う倉庫を追加すること等を内容とする「港湾法の一部を改正する法律」が施行された。


　26年10月には、阪神港の特例港湾運営会社が経営統合し「阪神国際港湾株式会社」が設立され、「国際戦略港湾競争力強化対策事業」注2の活用等による阪神港への集貨の取組みが進められている。さらに、26年12月には、阪神国際港湾株式会社に対して、国が出資を行い、これにより、国・港湾管理者・民間の協働体制が構築された。


　今後も、国際コンテナ戦略港湾政策を深化させるとともに、取組みを加速していく。



2)資源・エネルギー等の安定的かつ効率的な海上輸送ネットワークの形成

　世界的に資源、エネルギー等の需給が逼迫する中、これらの物資のほぼ100％を輸入に依存する我が国において、その安定的かつ安価な輸入を実現し、我が国産業の国際競争力の強化、雇用と所得の維持・創出を図ることは重要な課題の一つとなっている。


　このため、大型船に対応した港湾機能の拠点的確保や企業間連携の促進等により、国全体として安定的かつ効率的な資源・エネルギー等の海上輸送ネットワークの形成を図る。これに資するものとして、石炭等のばら積み貨物の輸入拠点として、国土交通大臣が特定貨物輸入拠点港湾を指定するとともに、当該港湾に対する支援措置等を規定した改正「港湾法」及び関係政省令が平成25年12月1日に施行された。これを受け、同年12月19日に国際バルク戦略港湾の一つとして選定されていた小名浜港を全国初の特定貨物輸入拠点港湾（石炭）に指定した。26年12月4日には、港湾管理者である福島県が企業間連携による大型船を活用した共同輸送計画を作成し、公表した。港湾整備については、小名浜港において25年度から石炭を取り扱う水深18mの国際物流ターミナルの整備事業に着手し、釧路港において26年度から穀物を取り扱う水深14mの国際物流ターミナルの整備事業に着手した。今後も、安定的かつ安価な輸入を実現し、我が国の産業競争力の強化、雇用の創出や所得の海外流出の防止を図ることとしている。




3)日本海側港湾の機能別の拠点化

　経済成長著しい対岸諸国と地理的に近接する日本海側港湾において、既存ストックを活用しつつ、伸ばすべき機能の選択と施策の集中及び港湾間の連携を通じて、対岸諸国の経済発展を我が国の成長に取り入れるとともに、東日本大震災を踏まえた災害に強い物流ネットワークの構築にも資することを目指し、平成23年11月に日本海側拠点港を選定した。今後は港湾管理者が策定した計画の進捗状況等についてフォローアップを行っていくこととしている。




4)総合的物流情報プラットフォームの構築

　システム運営の効率化及び利用者の利便性の向上を図るため、貿易に係るあらゆる手続き処理機能（NACCS）とコンテナ物流情報提供機能（Colins）を統合した総合的物流情報プラットフォームの構築に向けた取組みを進めている。




5)国際港湾の機能向上

　国際海上輸送ネットワークや地域の拠点となる港湾において、地域の基幹産業の競争力強化等のため、国際物流ターミナル等の整備を行うとともに、ICT化の推進等利便性向上に向けた取組みを推進している。さらに、時間的、距離的に国内物流と大差ない対東アジア物流において、高度化・多様化するニーズに対応し、迅速かつ低廉な物流体系を構築するため、ユニットロードターミナル注3の機能強化や貨物積替円滑化施設等の整備を進めている。




6)海上交通環境の整備

　国際幹線航路のうち、浅瀬等の存在により、湾内航行に支障のある箇所の改良等を行うとともに、航路標識の整備等を行うことにより、船舶航行の安全性と海上輸送の効率性を両立させた海上交通環境の整備を行っている。




（3）国際競争力の強化に向けた航空物流機能の高度化

　我が国の国際航空貨物輸送については、今後も伸びが期待されるアジア発着貨物を積極的に取り込むため、首都圏空港の機能強化、関西国際空港・中部国際空港等の我が国拠点空港の貨物ハブ化推進や輸送プロセスの円滑化に向けた取組み等を進めている。




（4）物流上重要な道路ネットワークの戦略的整備・活用

　国内輸送の約8割を担う貨物自動車による輸送における効率的な物流ネットワークの構築は極めて重要であり、三大都市圏環状道路や空港・港湾へのアクセス道路等の整備を進めている。また、平成26年10月に、それらの根幹的な道路網を中心に「大型車誘導区間」に指定し、当該道路を通行する大型車両の通行許可手続を迅速化する運用を開始した。今後、区間の充実と通行支障区間の計画的な解消を図っていく。加えて、スマートICの整備を進めるなど、既存の道路ネットワークの有効活用・機能強化を図る。




（5）国際物流機能強化に資するその他の施策

　国際物流と国内の陸・海・空の各輸送モードが有機的に結びついた物流ネットワークの形成が急がれる中、韓国・中国との間のシャーシ（動力を持たない被牽引車両）の相互通行の実現や海上輸送と鉄道輸送を組み合わせたSea＆Railの活用を促進する。


　大都市圏における国際物流の結節地域である国際港湾等周辺及び物流・産業の拠点である港湾において物流拠点及び物流施設の整備・再整備を推進することにより、大規模災害時における防災機能の向上を図りつつ、都市環境の改善とあわせた国際競争力の強化及び効率的な物流網の形成を図る。







注1　穀物、鉄鉱石、石炭、油類、木材等のように、包装されずにそのまま船積みされる貨物の総称

注2　港湾運営会社が実施する集貨事業に対して国が補助する事業

注3　物流の迅速性・効率性を向上させるため、貨物をシャーシやコンテナ等にまとめて（ユニット化）積み卸しする輸送体系に対応したターミナル









■2　国内における効率的・持続的な物流システムの構築のための施策



　環境への負荷の低減を図りつつ、我が国産業の競争力強化に資するよう、国内における効率的な物流網構築のための取組みを進めている。




（1）地域間物流の効率化

　複合一貫輸送等の推進に向け、港湾・貨物駅等の物流結節点の整備等を進めている。これまで鉄道貨物輸送力増強事業を行った施設整備を活用することで、更なる貨物鉄道輸送の効率化が期待される。このほか、東京港等で海上輸送と他の輸送モードとの連携強化のため、複合一貫輸送ターミナルの整備等を実施している。さらに、鉄道輸送障害時の代替輸送に係る諸課題について検討する等、モーダルシフトの促進に取り組んでいる。


　また、トラック輸送の効率化に向けて、基幹的な道路ネットワークを整備する。



（2）都市内物流をはじめとする地域内物流の効率化

　「流通業務市街地の整備に関する法律」に基づき、平成27年3月末までに22都市、29箇所の流通業務市街地注1の整備が行われ（うち27箇所が稼働中）、流通業務施設の適切かつ集約的な立地により都市の流通機能の向上及び道路交通の円滑化を図っている。


　また、路上荷捌き駐車を削減するため、駐車場附置義務条例に荷捌き駐車施設を位置付けるよう地方公共団体に促している。26年3月末現在で、89都市において、一定規模以上の商業施設等への荷捌き駐車施設の設置義務付けを内容とする条例改正が実施された。


　このほか、交通流対策として、渋滞ボトルネック箇所への集中的対策、交差点の立体化、開かずの踏切等の解消を図るとともに、「都市の低炭素化の促進に関する法律」に基づき共同輸配送の促進等のソフト施策を併せて推進している。


　さらに、過疎地域等においては日常の買い物等が困難な者が増加する一方、物流の効率が低下していることから、26年10月より「地域を支える持続可能な物流ネットワークのあり方に関する検討会」を開催し、事業者とNPO等の協働による宅配サービスの維持・改善や買物弱者支援等にも役立つ新たな輸送システムについて検討するとともに、優良事例を公表し、地方自治体や事業者による取組みを促している。




（3）高度化・総合効率化した物流サービス実現に向けた更なる取組み

　高度化・多様化した物流ニーズに応える3PL事業注2をより一層促進するため、人材育成研修の実施や中小事業者のEC市場参入促進のためのガイドラインの策定等を通じ、物流事業者が3PL事業に進出しやすい環境の整備を行うとともに、「流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律」に基づき、総合効率化計画注3の認定制度を通じた物流の総合化及び効率化を図っている。平成27年2月末時点で同法に基づく総合効率化計画の認定は249件である。


　また、物流事業者と荷主が一体となり物流業務の効率化を推進できるよう、物流産業におけるKPI導入のあり方について検討を進めている。




（4）物流分野における労働力不足対策

　少子高齢化や人口減少を背景として、物流分野においても、特にトラック業界、内航海運業界を中心として労働力不足が顕在化しつつある。このような状況に対応し、物流分野への新規就業を促進するため、物流業の社会的意義などの効果的なPRに努めるとともに、モーダルシフトや共同輸配送のさらなる促進、再配達の抑制などによる物流の効率化・省力化に取り組んでいる。また、今後取り組むべき官民の具体的な施策について、物流問題調査検討会において「物流分野における労働力不足対策アクションプラン」としてとりまとめ、公表した。







注1　トラックターミナル、倉庫等の物流関連施設が集約的に立地した大規模物流拠点として、高速道路インターチェンジ周辺部等の適地に建設された市街地


注2　サード・パーティー・ロジスティクス：荷主から物流を一貫して請け負うサービス

注3　高速道路のインターチェンジ、港湾等の社会資本の近傍に立地する物流施設を中核として、輸送網の集約・輸配送の共同化等を図りつつ、情報システムや防災設備等の機器を導入し、物流の総合化・効率化を行う計画









第3節　産業の活性化



■1　鉄道関連産業の動向と施策



（1）鉄道事業

1)鉄道事業の動向と施策

　平成25年度の鉄道旅客の輸送人員は、前年度と比較して増加している。JRでは、新幹線輸送は増加、在来線輸送はやや増加しており、民営鉄道は増加した。


　25年度の鉄道貨物の輸送量についても、消費税増税前の駆け込みやトラックドライバー不足の影響等の理由により、年間輸送トン数、輸送トンキロともに、前年度と比較して増加した。


　各鉄道事業者においては、鉄道の競争力向上、生活サービスとの連携等により、更なる成長をはかるため、また、特に訪日外国人への対応として、案内表示の多言語化や路線名や駅名にアルファベットや数字を併記するナンバリング、無料公衆無線LANサービスの提供などを進めている。13年にJR東日本が「Suica」を導入してから全国で交通系ICカードの普及が進んでいる。25年3月からは、JRと主な民鉄等の各エリアで導入されている10種類の交通系ICカードの全国相互利用が開始された。今後も順次、導入事業者やエリアが拡大するなど、更なる利用者の利便性の向上及び地域の活性化が期待される。




2)JRの完全民営化に向けた取組み

　昭和62年4月の国鉄の分割・民営化により設立されたJR各社は、以来25年余りにわたり、それぞれの地域事情や経営環境を踏まえた経営努力を続けてきた。この間、JR東日本、JR東海及びJR西日本については、（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構の保有株式の売却も完了し、完全民営化されたが、国鉄改革の経緯を踏まえ、当分の間、JR会社間における相互の連携・協力の確保、利用者利便の確保、中小企業への配慮等に関する措置がとられている。


　一方、JR北海道、JR四国、JR九州及びJR貨物については、各社とも、増収努力や経費削減等の取組みを行っているところではあるが、地域の足の確保や環境負荷の小さい鉄道貨物輸送の推進等の社会的に重要な役割を担っていることから、経営基盤強化のため、従来の固定資産税の軽減措置等に加え、平成23年度より、「日本国有鉄道清算事業団の債務等の処理に関する法律」に基づき、（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構の特例業務勘定からの資金を活用し、各社に対して経営自立に向けた必要な支援を実施している。




（2）鉄道車両工業

　鉄道新造車両の生産金額は、国内向けは横ばい傾向であり、一方、輸出向けはその年の受注状況によって波がある。平成25年度の生産金額は1,926億円（1,692両）であった。生産金額の構成比は国内向け80.0％（1,542億円）、輸出向け20.0％（384億円）であり、24年度比は国内向け2.9％増加、輸出向け107.8％増加であった。


　また、鉄道車両部品（動力発生装置、台車等）の生産金額は2,524億円、信号保安装置（列車自動制御装置用品、電気連動装置等）の生産金額は1,325億円となっている。


　車両メーカー等は、鉄道事業者と連携し、高速化、安全性・快適性等の向上、低騒音・バリアフリーといった様々な社会的ニーズを満たす車両の開発を進めているほか、昨今の海外案件の受注を契機として、米国や英国等で現地の生産拠点や保守拠点を設置、拡大している。










■2　自動車運送事業の動向と施策



（1）旅客自動車運送事業

1)乗合バス事業

　乗合バスの輸送人員及び収入は、中心市街地の空洞化等の都市構造の変化やモータリゼーションの進展等に伴う自家用自動車の普及等により、依然として地方部を中心に輸送需要が減少しており、また、景気が低迷する中で、乗合バスを取り巻く環境は極めて厳しい状況が続いている。


　
図表II-6-3-1　乗合バスの輸送人員、営業収入の推移

[image: 図表II-6-3-1　乗合バスの輸送人員、営業収入の推移]



2)貸切バス事業

　貸切バス事業については、平成12年2月の規制緩和後、低廉で多様なバスツアーが催行されるなど、利用者へのサービスの向上が図られる一方で、事業者数の増加に伴い競争は激化している。また、団体旅行の小口化、旅行商品の低価格化等により運送収入は減少しており、加えて、燃料費の高騰等の要因もあり、貸切バス事業を取り巻く環境は、厳しい状況が続いている。


　
図表II-6-3-2　貸切バス事業の概況

[image: 図表II-6-3-2　貸切バス事業の概況]




　こうした中、24年4月に発生した関越道高速ツアーバス事故を受けて開催された「バス事業のあり方検討会」での検討結果を踏まえ、「高速・貸切バスの安全・安心回復プラン」を取りまとめ、25・26年度の2年間にわたる高速・貸切バスの安全性向上のための取組みを進めている。




3)タクシー事業

　タクシー事業については、運転者の労働条件の改善やタクシーのサービス水準の向上等を実現するため、平成21年10月に施行された「特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置法」が、25年の第185回臨時国会において、議員立法により改正され、26年1月に施行された。


　
図表II-6-3-3　ハイヤー・タクシーの日車営収等の推移

[image: 図表II-6-3-3　ハイヤー・タクシーの日車営収等の推移]




　国土交通省では、法律の規定及び両院の付帯決議に基づき、タクシーの供給過剰問題の早期解決とサービスや安全性の向上の実現を図っていくこととしている。




（2）自動車運転代行業

　自動車運転代行業は、飲酒時の代替交通手段として活用されており、平成26年12月末現在、自動車運転代行業者は8,890者となっている。国土交通省では、自動車運転代行業の更なる健全化を図るため、24年3月に警察庁と連携して「安全・安心な利用に向けた自動車運転代行業の更なる健全化対策」を策定し、各種の施策を推進しているところである。




（3）貨物自動車運送事業

　貨物自動車運送事業者数は長期にわたり増加していたが、平成20年度以降は新規参入事業者数と退出事業者数が拮抗しており、事業者数は約63,000者とほぼ横ばいで推移している。


　
図表II-6-3-4　トラック事業者数の推移

[image: 図表II-6-3-4　トラック事業者数の推移]




　軽油価格の影響等により、事業者を取り巻く経営環境は厳しさを増しており、軽油価格上昇分を運賃に転嫁するための燃料サーチャージの導入促進、事業者の燃費改善を後押しするためのトラック輸送の省エネ対策の推進等を進めている。


　また、「トラック産業の健全化・活性化に向けた有識者懇談会」での議論を踏まえ、今後、取引書面化の普及・定着や事業開始時のチェックの厳格化等により市場の健全化を図るとともに、労働環境の整備や経営者に対する啓発強化等を行い、将来的に労働力不足が懸念されるトラックドライバーの確保・育成を図ることとしている。




（4）自動車運送事業等の担い手確保・育成

　ヒト・モノの輸送を担っている自動車運送事業等（トラック事業、バス事業及びタクシー事業並びにこれらの事業の安全確保に貢献する自動車整備業）は、日本経済及び地域の移動手段の確保を支える重要な社会基盤産業である。


　しかしながら、自動車運送事業等の就業構造をみると、総じて中高年層の男性に依存した状態であり、女性の比率はわずか2％程度に留まっている。こうした状態が続けば、将来的に深刻な担い手不足に陥る懸念がある。


　こうした状況を踏まえ、平成26年を自動車運送事業等における「人材確保・育成元年」と位置づけ、業種横断的に現状の分析や課題の整理、若手や女性の活躍促進等に向けた今後の取組みをとりまとめた。


　また、トラックについては、女性トラックドライバー（トラガール）になるための方法や現役トラガールの活躍を紹介する「トラガール促進プロジェクトサイト」を開設したほか、職場環境の改善に向けた事業者向けパンフレットを作成するなど、着実に担い手を確保するための対策に取り組んでいる。さらに、自動車整備については、官民が協力して高等学校の校長等を訪問し、自動車整備業の仕事について説明パンフレットを用いてPRを実施するとともに、女性にも訴求効果のある自動車整備業のPRポスターを作成し、地方自治体や公共交通機関等に掲示を依頼している。


　
図表II-6-3-5　自動車運送事業等における就業構造

[image: 図表II-6-3-5　自動車運送事業等における就業構造]









■3　海事産業の動向と施策



（1）安定的な海上輸送の確保

1)日本籍船・日本人船員の確保

　四面環海で資源の乏しい我が国にとって、貿易量の99.7％を担う外航海運は、我が国経済・国民生活にとって不可欠な産業インフラ、ライフラインとして、極めて重要な役割を果たしている。この輸送の基盤である日本船舶及び日本人船員は、我が国の管轄権・保護の対象であり、経済安全保障の観点から平時より一定規模確保することが必要であるが、コスト競争力の喪失から減少傾向が続いていた。


　
図表II-6-3-6　我が国商船隊・外航日本人船員数の推移

[image: 図表II-6-3-6　我が国商船隊・外航日本人船員数の推移]



　
図表II-6-3-7　日本人船員数の推移

[image: 図表II-6-3-7　日本人船員数の推移]




　このような事態に対し、「海上運送法」に基づく「日本船舶・船員確保計画」の認定を受けた事業者を対象として平成20年からトン数標準税制注1を導入し、日本船舶・日本人船員の計画的増加を進めてきている。


　こうした取組みにより、日本船舶及び日本人船員は増加傾向に転じたが、東日本大震災や原発事故を契機として、日本商船隊による経済安全保障の確立の重要性がより明確化された。こうした状況を受け、24年9月に改正「海上運送法」が成立し、日本船舶を補完するものとして、日本の外航船社の海外子会社が保有する外国船舶であって、同法に基づく航海命令が発せられた場合に確実かつ速やかに日本船舶に転籍して航行することが可能なものを「準日本船舶」として認定する制度が創設された。また、25年4月よりトン数標準税制の適用対象船舶に準日本船舶が追加され、日本船舶の増加のペースアップと準日本船舶の確保の促進を図ることとしている。


　このような取組みを通じて、非常時を含めた安定的な海上輸送の確保を図っていく。



2)船員（海技者）の確保・育成

　船員は、海運の人的基盤であり、日本人船員を確保し、育成することは我が国経済の発展や国民生活の維持・向上に必要不可欠である。しかしながら、外航日本人船員は、ピーク時の約57,000人から約2,300人へと減少しており、かつ、内航船員の著しい高齢化（50歳以上が約5割）の進展に伴う後継者不足が顕在化するなど、安定的な海上輸送の確保が懸念される状況にある。


　このため、外航船員については、日本船舶及び船員確保計画の着実な実施等による日本人船員の確保に取り組んでいる。

　併せて、我が国商船隊の大宗を占めるアジア人船員の確保・育成のため、開発途上国の船員教育者の技能向上を図り、より優秀な船員を養成することを目的とした研修を行っている。


　一方、内航船員については、船員を計画的に雇用する事業者への支援、新卒者向け就職説明会の開催等に加え、新6級海技士短期養成課程の拡充等専門教育機関を卒業していない者の内航船員への就業を促進すること等により、若年船員の確保・育成に取り組むこととしている。こうした船員の確保・育成のための取組みに加えて、船員の職業的魅力を高めるために、船員災害の持続的減少を図る取組みである「船内労働安全衛生マネジメントシステム」及び「船内向け自主改善活動（WIB）」の普及についても、引き続き取り組んでいく。


　国土交通省が所管する船員養成機関として（独）海技教育機構及び（独）航海訓練所が設置されている。（独）海技教育機構は、新人船員の養成とともに、海運会社のニーズや技術革新に対応した実務教育等を実施しており、（独）航海訓練所は、（独）海技教育機構及び商船系大学・高等専門学校の学生等に対し、5隻の練習船による乗船実習を一元的に実施している。（独）航海訓練所では、平成26年4月に内航用の小型練習船大成丸を就航し、内航船の運航実態に即した乗船訓練を行っている。これらにより、即戦力を備えた若手船員の効果的・効率的な養成を進めている。




3)海事思想注2の普及

　海事産業の成長には、人々の海事産業に対する理解と関心が必要不可欠である。

　このため、海フェスタ（平成26年は京都で開催）や海洋立国推進功労者表彰（内閣総理大臣表彰）をはじめとする海事広報活動により海事思想の普及に努めている。




（2）海上輸送産業

1)外航海運

　平成25年の世界の海上荷動き量は、99億1,400万トン（前年比3.7％増）で、25年の我が国の海上貿易量は9億7,339万トン（前年比1.4％増）となった。


　25年度の外航海運は、新興国の景気減速、欧州経済の低迷、燃料油価格の高止まり等の厳しい状況が続いたが、米国を中心とした先進国の景気回復を背景に、全体としては事業環境の改善が見られた。




2)国内旅客船事業

　国内旅客船事業は地域の足として重要な役割を担っているものであり、特にフェリー事業についてはモーダルシフトの受け皿として全国的な物流ネットワークにおいても重要な役割を担っている。一方で、国内旅客船事業は人口構造の変化に伴う輸送需要の減少や燃料価格の高騰等の様々な課題に直面しており、一層の省エネ化によるコスト縮減等を通じた競争力向上や体質強化を図ることが重要である。


　このため、（独）鉄道・運輸機構の船舶共有建造制度等を活用した船舶の省エネ化や、船旅の魅力向上、観光業界との連携等による利便性の向上等の多様な支援を地方公共団体や事業者と連携しながら進めている。


　
図表II-6-3-8　国内旅客船事業者数及び旅客輸送人員の推移

[image: 図表II-6-3-8　国内旅客船事業者数及び旅客輸送人員の推移]



3)内航海運

　内航海運は、経済効率性が高く環境保全の面でも優れた輸送特性を有しており、国内物流の約4割、産業基礎物資輸送の約8割を担う、我が国の経済・国民生活を支える基幹的な輸送機関である。近年は、景気回復基調の中、セメントや鉄鋼など、一部で輸送量の増加が見られるが、全体の荷動きについては前年の平成25年度と同程度の状況となっている。他方で、新造船の建造は堅調に推移しているものの、依然として老朽船が大半を占めており、需要の変化に的確に対応しつつ安定輸送を供給するためには、輸送の効率化を進めながら船舶の代替建造を着実に促進していくことが重要な課題となっている。


　
図表II-6-3-9　内航船舶の推移

[image: 図表II-6-3-9　内航船舶の推移]




　このような状況に対処するため、（独）鉄道・運輸機構の船舶共有建造制度を活用した船舶使用料の軽減や税制特例により環境性能に優れた船舶への代替建造を促進することで、船舶の省エネ化等による競争力の強化に向けた施策を推進している。また、船舶管理会社を活用した内航海運の活性化に向け、24年7月に「内航海運における船舶管理業務に関するガイドライン」を策定・公表するとともに、25年4月にガイドラインへの適合性を評価するための手法を導入し、船舶管理会社の管理サービスの「見える化」を図っている。更に内航海運暫定措置事業注3の円滑かつ着実な実施の支援等も行っている。




4)港湾運送事業

　港湾運送事業は、海上輸送と陸上輸送の結節点として、我が国の経済や国民の生活を支える重要な役割を果たしている。平成26年3月末現在、「港湾運送事業法」の対象となる全国93港の指定港における一般港湾運送事業等の事業者数は879者（前年度比0.5％減）となっている。また、25年度の船舶積卸量は、全国で約14億4,300万トン（前年度比2.5％増）となっている。




（3）造船産業

1)造船産業の現状

　我が国造船産業は、船主の多様なニーズに応じた良質な船舶を安定的に提供することにより、地域経済・雇用に貢献している非常に重要な産業である。また、我が国は、海運業、造船業、舶用工業が互いに強く結びついて集積した海事産業クラスターを有している。


　
図表II-6-3-10　我が国の海事産業クラスター

[image: 図表II-6-3-10　我が国の海事産業クラスター]




　造船業については、世界経済の好況に伴う海上輸送の増加等を背景として中国、韓国が建造能力を急拡大し、世界の平成26年の新造船建造量は6,567万総トン（我が国建造量は1,342万総トン、世界シェアの20.4％）となった。24年末からの円高の是正にも支えられ、我が国受注量は上向きに転じているものの、依然として厳しい国際競争が続いており、船価は低い状況にある。


　我が国舶用工業製品（船外機を除く）については、25年の生産額7,125億円（前年比約10.8％減）、輸出額2,393億円（前年比約23.9％）となった。国際競争の激化、従業員の高齢化等、舶用工業を取り巻く環境は今後厳しさを増すものと考えられる。


　
図表II-6-3-11　世界の新造船建造量の推移

[image: 図表II-6-3-11　世界の新造船建造量の推移]



　
図表II-6-3-12　我が国の舶用工業製品生産・輸出入実績の推移
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2)造船産業の国際競争力強化のための取組み

　我が国造船産業の国際競争力の強化を図り、今後とも一流の造船国であり続けるためには、受注力強化、新市場・新事業への展開、人材の確保・育成等を柱とした政策を推進する必要がある。


　受注力強化については、平成25年度から、造船・海運事業者等が行う、船舶の更なる燃費向上を実現する次世代海洋環境関連技術開発に対する支援を実施している。今後も、官民連携の下で、我が国にとって望ましい国際的枠組みの実現と、船舶の省エネ技術や天然ガス燃料船などの研究開発・普及を進めていくこととしている。


　また、今後成長が見込まれる分野である海洋資源開発、海洋再生可能エネルギー等への展開に向けた取組みや、新たなエネルギー輸送ルートにおける海上輸送体制の確立に係る取組みを推進する。具体的には、我が国の強みを活かせる海洋資源開発プロジェクトへの進出支援、海洋資源開発関連技術の開発支援、海洋開発人材育成の推進等により、海洋開発分野におけるビジネス拡大を図るとともに、海洋産業の国際競争力を強化する。また、浮体式海洋エネルギー発電施設の普及拡大に向けて、安全・環境ガイドラインの策定に取り組んでいる。さらに、造船業における人材の確保については、国内人材の確保に最大限努めることを基本とした上で、緊急かつ時限的措置（2020年度で終了）として即戦力となり得る外国人材の活用を図る。また、経営基盤となる国内人材については、産学官が一体となって具体的な施策の検討を進めている。


　このほか、舶用工業製品の模倣品対策の協議等に取り組むとともに、（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構による省エネ船等の普及、新技術の実用化支援等を通じ、中小造船業の技術力の強化等に取り組んでいる。







注1　法人税等について、毎年の利益に応じた納税額の算出に代わり、船舶のトン数に応じた一定のみなし利益に基づいて納税額を算出する税制。世界の主要海運国でも同様の税制が導入されている。


注2　海の利用、海上交通、海洋環境、海上安全等海に関する知識全般。

注3　スクラップ・アンド・ビルド方式による保有船腹調整事業を解消し、保有船舶を解体、撤去した者に対して一定の交付金を交付するとともに、船舶建造者から納付金を納付させる制度









■4　航空事業の動向と施策



　航空産業を取り巻く状況は、2014年後半より原油価格が大幅に下落したものの、原油価格の趨勢的な高騰に伴う燃油費の増加等により航空会社にとっては厳しい状況が続いている。我が国航空企業の輸送実績についてみると、国内旅客は平成18年度をピークに右肩下がりとなっていたが、東日本大震災からの復興需要、LCC参入による需要増等により24年度より増加に転じ、25年度は9,248万人（前年度比7.5％増）となった。国際旅客も1,508万人（前年度比約6.2％増）と国内旅客同様に24年度より増加に転じている。


　
図表II-6-3-13　航空旅客数の推移（本邦社）

[image: 図表II-6-3-13　航空旅客数の推移（本邦社）]




　24年3月に本邦初の本格的LCCであるピーチ・アビエーションの就航開始に続き、同年7月にはジェットスター・ジャパン、同年8月にはエアアジア・ジャパン（現バニラ・エア）、26年8月には春秋航空日本が就航を開始した。


　27年3月時点で、ピーチ・アビエーションは国内12路線、国際7路線、ジェットスター・ジャパンは国内19路線、国際1路線、バニラ・エアは国内3路線、国際4路線、春秋航空日本は国内3路線に就航するなどLCCの事業が拡大している。


　一方で、27年1月28日にスカイマークは民事再生法に基づく手続開始の申立を行い、裁判所の監督の下、同法に基づく手続きが進められている。










■5　貨物利用運送事業の動向と施策



　貨物利用運送事業注は、複数の輸送機関を組み合わせることで、多様な利用者のニーズに対応したサービスの提供を行っている。近年は、荷主企業のグローバル化のニーズを反映し、国際輸送に関する航空機・船舶の利用運送事業への参入が増えている。


　また、国際貿易の重要性が高まる中、世界的にも輸送の円滑化が進む一方で、輸送の安全確保も求められている。国土交通省では監査等を通じて事業者のコンプライアンスの徹底を図るなど、安全かつ確実な物流サービスの確保に取り組んでいる。






注　貨物の集荷から配達までのDoor to
Doorの複合一貫輸送の担い手として、実運送事業者（自ら運送を行う者）の輸送手段（貨物自動車、鉄道、航空機、船舶）を利用して貨物の輸送サービスを行う事業









■6　倉庫業の動向と施策



　物流の結節点として重要な役割を果たしている営業倉庫について、平成25年度末現在の事業者数は5,975者（普通倉庫4,798者、冷蔵倉庫1,177者）となっている。


　近年、大都市圏を中心に物流事業者への賃貸を目的とした外資系や国内の不動産事業者やファンドによる大型で高機能な物流施設の建設が活発化しており、このような施設を借り受けて事業を展開する倉庫事業者が現れている。


　また、災害に強い倉庫の構築に向けた非常用電源・通信設備の導入や低炭素化に資する設備の導入が進められている。










■7　トラックターミナル事業の動向と施策



　トラックターミナル事業は、幹線と端末のトラック輸送の結節点として、輸送の効率化や渋滞の緩和等に重要な役割を果たしている。近年は、高度化・多様化する物流ニーズに対応するため、積み卸し機能に加え、配送センター機能（仕分け・流通加工等）も有する施設の整備が進んでいる。


　また、災害に強いトラックターミナルの構築に向けた非常用電源・通信設備の導入や低炭素化に資する設備の導入が進められている。










■8　不動産業の動向と施策



（1）不動産業の動向

　不動産業は、全産業の売上高の2.7％、法人数の11.2％（平成25年度）を占める重要な産業の一つである。

　これまで全国的に下落傾向が続いていた地価は、平成27年地価公示（27年1月1日時点）の結果によると、全国平均では、住宅地は下落したものの下落率は縮小し、商業地は下落から横ばい（0.0％）に転換した。昨年上昇に転換した三大都市圏平均では、住宅地、商業地とも上昇を継続した。一方、地方圏では依然として下落傾向が続いているものの、下落率は縮小した。新規住宅着工戸数は、24年度は89万戸を超え、25年度には98万戸を超えたものの、26年度は消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動減もあって88万戸となった。


　既存住宅の流通市場については、指定流通機構（レインズ）注1の26年度の成約件数が15.8万件（前年度比3.1％減）となった。




（2）不動産市場の現状

　宅地建物取引に係る消費者利益の保護と流通の円滑化を図るため、「宅地建物取引業法」の的確な運用に努めている。宅地建物取引業者については、122,127業者（平成26年3月末）であり、近年、微減傾向が続いている。


　国土交通省及び都道府県は、関係機関と連携しながら苦情・紛争の未然防止に努めるとともに、同法に違反した業者には、厳正な監督処分を行っており、25年度の監督処分件数は314件（免許取消184件、業務停止65件、指示65件）となっている。


　マンションの販売の際の悪質な勧誘については、宅地建物取引に係る勧誘をする際の禁止行為などについて、引き続き、国土交通省ウェブサイト等で消費者に注意喚起を図るとともに、関係機関とも連携して必要な指導監督に努めている。


　また、マンションストックの増大に伴い、その適正な管理を図るため、「マンションの管理の適正化の推進に関する法律」に基づき、マンション管理業者の登録制度や業務規制を実施している。マンション管理業者の登録は、平成25年度末において2,230業者であり、ここ数年大きな増減はない。


　マンション管理業者に対しては法令遵守を促進し、不正行為の未然防止を図る観点から、立入検査を実施している。

　さらに、賃貸住宅管理業務に関して一定のルールを設ける、「賃貸住宅管理業者登録制度」を23年12月から施行し、優良な賃貸住宅管理業の育成と発展に努めている。登録業者数は、26年3月末現在で3,267業者となっている。




（3）市場の活性化のための環境整備

1)不動産市場の現状

　我が国における不動産の資産額は、平成25年末現在で約2,400兆円となっている注2。

　26年度にJリート（不動産投資法人）、不動産特定共同事業者、特定目的会社等により証券化の対象として取得された、不動産又はその信託受益権の資産額は、約5.5兆円となっている。


　不動産投資市場の中心的存在であるJリートについては、26年度の1年間で新たに7件の新規上場が行われた。27年3月末現在、51銘柄が東京証券取引所に上場されており、対象不動産の総額約13兆円、不動産投資証券の時価総額約10.7兆円となっている。


　Jリート市場全体の値動きを示す東証リート指数は、26年1〜3月は、概ね1,450ポイントから1,500ポイントの範囲で安定的に推移した。その後不動産市況の回復期待に加え、長期金利の一段の低下や円安・株高の流れを受けて堅調に推移し、9ヶ月連続で上昇した。とりわけ、日銀が10月末に追加緩和を決定すると、これらの傾向が一気に強まり、東証リート指数は年末には一時7年ぶりに1,900ポイント台に到達した。


　また、Jリートにおける1年間の資産取得額を見ると、26年は約1.6兆円となった。



2)不動産に係る情報の環境整備

　国土交通省では、不動産市場の透明化、取引の円滑化・活性化等を図るため、全国の不動産の取引価格等の調査を行っている。調査によって得られた情報は、個別の物件が特定できないよう配慮した上で、取引された不動産の所在、面積、価格等をインターネット（土地総合情報システム注3）を通じて公表している（平成27年3月現在の提供件数は、2,321,324件、Webアクセス総数は、約5億4千万件）。


　また、サブプライム危機等の教訓から、不動産バブルに対するEarly Warning
Signal（早期警戒指標）を構築するため、国際機関が協力して住宅価格指数の作成に関する国際指針を23年に作成した。国土交通省では、この指針に基づく不動産価格指数（住宅）を作成し、24年8月より試験運用を開始、27年3月に本格運用に移行した。また、不動産価格指数（商業用不動産）についても、運用に向け整備を進めている。




3)中古住宅流通に係る市場環境の整備

　欧米に比して住宅流通量全体に占めるシェアが低い中古住宅の流通促進を図るため、中古住宅の取引環境の整備に取り組んでいる。平成26年度は過去の取引履歴や周辺の取引事例、災害リスク・法令制限に関する情報等の不動産取引に必要な情報を効率的に集約し、宅地建物取引業者が消費者に対し必要な情報を適時適切に提供するシステムの整備に向けた検討、宅地建物取引業者がリフォーム等の不動産取引に関連する分野の専門事業者と連携して消費者に充実した情報提供を行う先進的取組の促進、25年度に策定した「中古戸建て住宅に係る建物評価の改善に向けた指針」の考え方を宅建業者に普及・定着させるために必要な検討、不動産鑑定評価における既存住宅の現況を適切に反映する評価方法の検討を行った。




4)税制の活用

　平成27年度税制改正においては、長期保有土地等に係る事業用資産の買換特例について、要件を一部見直した上で適用期限を延長したほか、土地に係る固定資産税の負担調整措置等及び土地等に係る流通税の特例措置の適用期限の延長、Jリート・特例事業者等が取得する不動産に係る特例措置の適用期限の延長及び拡充（対象となる不動産に物流施設を追加）、投資法人（Jリート）における「税会不一致問題」の解消等を実施した。


　
図表II-6-3-14　土地総合情報システム

[image: 図表II-6-3-14　土地総合情報システム]



（4）新しい時代に対応した不動産市場の構築

　不動産市場の国際化やストック型社会の進展、不動産証券化市場の発展など不動産鑑定評価に対するニーズの多様化を踏まえ、不動産鑑定評価基準等を改正（平成26年11月1日施行）し、その周知に努めている。


　また、鑑定評価の信頼性を向上させるため、不動産鑑定業者に対する立入検査や証券化対象不動産の鑑定評価等に関する業務の実態調査等を内容とする鑑定評価モニタリングを実施している。


　Jリートの取得資産は、これまでオフィスや住宅が中心であったが、近年、商業施設や物流施設等多様化してきており、今後に向けて、高齢者向け住宅等のヘルスケア施設を対象とするニーズが高まっている。「日本再興戦略」（25年6月14日閣議決定）、「産業競争力の強化に関する実行計画」（26年1月24日閣議決定）等を受け、26年6月に「高齢者向け住宅等を対象とするヘルスケアリートの活用に係るガイドライン」を公表し、Jリートがヘルスケア施設を取得する際の環境整備を行った。


　また、建築物の耐震化等、都市機能の更新に民間資金の導入を促進するため、「改正不動産特定共同事業法」（25年12月20日施行）の仕組みを活用した不動産再生事業が行われるよう、全国13カ所において研修会・協議会を開催し、モデル事業を実施するとともに、耐震・環境不動産形成促進事業においても、26年度には4件の建物の環境改修案件及び新規開発案件に出資を決定した。


　さらに、地方公共団体の所有する公的不動産（Public Real
Estate：PRE）の活用を促進し、不動産投資市場の更なる拡大を目指すため、「不動産証券化手法等による公的不動産（PRE）の活用のあり方に関する検討会」を開催した。今後、まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成26年12月27日閣議決定）を受け、公的不動産に係る証券化手法等の活用についての地方公共団体向けの手引書の作成・普及や関連モデル事業を実施することとしている。







注1　宅地建物取引業者が指定流通機構に物件情報を登録し、業者間で情報交換を行う仕組み。成約した物件の取引価格情報等は指定流通機構に蓄積される。


注2　国民経済計算をもとに建物、構築物及び土地の資産額を合計

注3　http://www.land.mlit.go.jp/webland/









■9　持続可能な建設産業の構築



（1）建設産業を取り巻く現状と課題

　建設産業は、地域のインフラの整備や維持管理等の担い手であると同時に、地域経済・雇用を支え、災害時には最前線で地域社会の安全・安心の確保を担う地域の守り手として、国民生活や社会経済を支える大きな役割を担う。


　一方、近年の建設投資の急激な減少や競争の激化によるダンピング受注や下請企業へのしわ寄せなどにより、現場の技能労働者の減少、若手入職者の減少、高齢化の進行などの問題が発生している。


　今後は、こうした課題に対応し、建設産業が防災・減災、老朽化対策、インフラメンテナンス、耐震化等の業務に十分対応できるよう、中長期的に持続可能な建設産業の構築が重要となる。


　建設投資、許可業者数及び就業者数の推移は図表II-6-3-15のとおりである。


　
図表II-6-3-15　建設投資、許可業者数及び就業者数の推移

[image: 図表II-6-3-15　建設投資、許可業者数及び就業者数の推移]



（2）建設産業の担い手確保・育成

　建設産業は、技術者・技能者等多くの「人」で成り立つ産業である。建設業就業者数は近年、回復の兆しも見られるが、今後の少子化や高齢化の進展を見据え、建設産業が地域の守り手として持続的に役割を果たしていくためには、引き続き、若者をはじめとする担い手の確保・育成を図っていくことが重要である。


　このため、まずは、適切な賃金水準の確保や社会保険等への加入促進等の技能者の処遇改善を徹底し、魅力的な就労環境の整備を推進することに加え、公共事業予算の持続的・安定的な確保をはじめとした、建設業者が将来を見通すことができる環境整備も図っている。また、優秀な若手技術者の早期活躍を推進するため、技術検定試験の受験資格の見直し等を行うほか、建設業における円滑な技能承継を図るため、富士教育訓練センターの機能の充実など、教育訓練の充実強化を図るとともに、建設業における女性の更なる活躍を推進するため、官民挙げた行動計画を策定し、5年で女性技術者・技能者の倍増を目指すこととしている。


　加えて、将来の労働力人口の減少を踏まえ、現場の省力化や重層下請構造の改善等による生産性の向上も図っていく。

　こうした取組みを通じ、建設業への入職を促進し、技術・技能を身につけながら、誇りを持って仕事に打ち込めるような環境整備に向けて、官民一体となって取組みを推進していく。


　このほか、国内人材の確保を基本としつつ、今後の復興事業やオリンピック・パラリンピック東京大会による当面の一時的な建設需要の増大への緊急かつ時限的措置（2020年度で終了）として、即戦力となり得る外国人材の活用を図る。




（3）公正な競争基盤の確立

　地域のインフラの整備や維持管理等、地域社会の安全・安心を確保するための担い手である建設産業においては、「その技術力・施工力・経営力に優れた企業」が成長していけるよう、建設業者における法令遵守の徹底をはじめとする公正な競争基盤の確立が重要である。このため、従前より下請取引等実態調査や立入検査等の実施、建設工事の請負契約を巡るトラブル・苦情等の相談窓口「建設業取引適正化センター」の設置、「建設業取引適正化推進月間」（11月）における都道府県との連携等を通じて、建設業における元請・下請間の取引の適正化に取り組んでいる。




（4）建設企業の支援施策

1)地域建設業経営強化融資制度

　地域建設業経営強化融資制度は、元請建設企業が公共工事請負代金債権を担保に事業協同組合等又は一定の民間事業者から工事の出来高に応じて融資を受けることが可能となるものであり、これにより元請建設企業の資金繰りの円滑化と金利負担等の軽減を図っている。


　
図表II-6-3-16　地域建設業経営強化融資制度

[image: 図表II-6-3-16　地域建設業経営強化融資制度]




　なお、本制度は平成20年11月から実施されており、27年度においても引き続き実施することとした。



2)下請債権保全支援事業

　下請債権保全支援事業は、ファクタリング会社注が、下請建設企業等が元請建設企業に対して有する工事請負代金等債権の支払を保証する場合に、保証時における下請建設企業等の保証料負担を軽減するとともに、保証債務履行時のファクタリング会社の損失を補償することにより、積極的な債権の支払保証を促進する事業である。


　
図表II-6-3-17　下請債権保全支援事業

[image: 図表II-6-3-17　下請債権保全支援事業]




　なお、本事業は平成22年3月から実施されており、27年度においても引き続き実施することとした。



3)建設業災害対応金融支援事業

　建設業災害対応金融支援事業は、災害対応等のため災害時において使用される代表的な建設機械の中小・中堅建設企業による購入及び東日本大震災により被災した中小・中堅建設企業による建設機械の購入に係る借入金の金利負担の一部を支援する事業である。


　なお、本事業は平成25年3月から26年度にかけて実施した。



4)建設企業のための経営戦略アドバイザリー事業

　建設企業のための経営戦略アドバイザリー事業は、社会資本の整備・維持管理や地域の防災・減災など、地域社会を支える中小・中堅建設企業及び建設関連企業（測量業、建設コンサルタント及び地質調査業）の体質を強化すべく、新事業展開等の経営上の課題又は施工管理等の技術的な課題の解決を支援するための専門家によるアドバイスを実施する事業である。また、インフラメンテナンス分野への進出をはじめとする新たな事業展開や企業再編等の取組みでモデル性の高い案件については、重点支援として専門家の支援チームによる経営改善計画の策定等の目標達成までの継続支援（チームアドバイス支援）や建設企業のもつノウハウを活かした地域の課題解決に資する事業に要する経費の一部支援（ステップアップ支援）を実施しており、平成26年度はチームアドバイス支援29件、ステップアップ支援19件を選定して支援を実施した。


　なお、本事業は23年度から26年度にかけて実施した。



（5）建設関連業の振興

　建設関連業（測量業、建設コンサルタント、地質調査業）全体の登録業者情報を毎翌月末に、その情報を基にした業種ごとの経営状況の分析を翌年度末に公表しており、また関連団体と協力し就学前の学生を対象に建設関連業の説明会を開催するなど、建設関連業の健全な発展と登録制度の有効な活用に努めている。




（6）建設機械の現状と建設生産技術の発展

　情報化施工の普及促進のため、平成26年度は、第二期「情報化施工推進戦略」（25年3月策定）に基づき、測量結果の自動データ化など出来形管理の効率化に資するトータルステーションや機械の自動制御等により高精度かつ効率的な施工を実現するマシンコントロール／マシンガイダンス技術の積極的な活用を図っている。




（7）建設工事における紛争処理

　建設工事の請負契約に関する紛争を迅速に処理するため、建設工事紛争審査会において紛争処理手続を行っている。平成25年度の申請実績は、中央建設工事紛争審査会では53件（仲裁6件、調停43件、あっせん4件）、都道府県建設工事紛争審査会では92件（仲裁15件、調停64件、あっせん13件）となっている。







注　他人が有する売掛債権の保証や債権の買取りを行い、その債権の回収を行う金融事業会社のこと。現在、銀行子会社系・前払保証会社系・リース会社系など10社のファクタリング会社が、当事業を運営している。









第7章　安全・安心社会の構築



第1節　ユニバーサル社会の実現



■1　ユニバーサルデザインの考え方を踏まえたバリアフリー化の実現



　「どこでも、だれでも、自由に、使いやすく」というユニバーサルデザインの考え方を踏まえた「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー法）」により、施設等（旅客施設、車両等、道路、路外駐車場、都市公園、建築物等）の新設等の際の「移動等円滑化基準」への適合義務、既存の施設等に対する適合努力義務を定めるとともに、「移動等円滑化の促進に関する基本方針」において、平成32年度末までの整備目標を定め、バリアフリー化の推進を図っている。


　また、市町村が作成する基本構想に基づき、重点整備地区において重点的かつ一体的なバリアフリー化を推進しているとともに、バリアフリー化の促進に関する国民の理解を深め、協力を求める「心のバリアフリー」を推進するため、高齢者、障害者等の介助体験や疑似体験を行う「バリアフリー教室」等を開催しているほか、バリアフリー施策のスパイラルアップ（段階的・継続的な発展）を図っている。




（1）公共交通機関のバリアフリー化

　「バリアフリー法」に基づき公共交通事業者等に対して、旅客施設の新設・大規模な改良及び車両等の新規導入の際に移動等円滑化基準に適合させることを義務付け、既存施設については同基準への適合努力義務が課されているとともに、その職員に対し、バリアフリー化を図るために必要な教育訓練を行うよう努力義務を定めている。さらに、旅客船、鉄道駅等旅客ターミナルのバリアフリー化やノンステップバス、リフト付きバス、福祉タクシーの導入等に対する支援措置を実施している。


　
図表II-7-1-1　公共交通機関のバリアフリー化の現状

[image: 図表II-7-1-1　公共交通機関のバリアフリー化の現状]



（2）居住・生活環境のバリアフリー化

1)住宅・建築物のバリアフリー化

　高齢者、障害者等が地域の中で安全・安心で快適な住生活を営むことができるよう、一定のバリアフリー性を満たした住宅を取得する際の（独）住宅金融支援機構のフラット35Sにおける融資金利の引き下げ、バリアフリー改修工事に対する支援等によって住宅のバリアフリー化を促進しているほか、公営住宅や建替え事業によって新たに供給する都市再生機構賃貸住宅については、バリアフリー化を標準仕様とするとともに、民間事業者等によるサービス付き高齢者向け住宅の整備に対する支援等を実施している。


　また、不特定多数の者や主に高齢者、障害者等が利用する建築物で、一定規模以上のものを建築する場合には、「バリアフリー法」に基づくバリアフリー化の義務付けや、所定の基準に適合した認定特定建築物に対する助成制度等の支援措置を行っている。官庁施設については、不特定かつ多数の者が利用する施設について「バリアフリー法」に基づく建築物移動等円滑化誘導基準に規定された整備水準を確保するなど、高齢者、障害者等を含むすべての人が安全に、安心して、円滑かつ快適に利用できる施設を目指した整備を推進している。その際、高齢者、障害者等の施設利用者の意見を施設整備に反映するなどの取組みを行っている。


　

図表II-7-1-2　「バリアフリー法」に基づく特定建築物の建築等の計画の認定実績

[image: 図表II-7-1-2　「バリアフリー法」に基づく特定建築物の建築等の計画の認定実績]



2)歩行空間のユニバーサルデザイン

　「バリアフリー法」に基づき、駅、官公庁施設、病院等を結ぶ道路や駅前広場等において、高齢者・障害者をはじめとする誰もが安心して通行できるよう、幅の広い歩道の整備や歩道の段差・傾斜・勾配の改善、無電柱化、視覚障害者誘導用ブロックの整備等による歩行空間のユニバーサルデザインを推進している。




3)都市公園等におけるバリアフリー化

　都市公園の整備に当たっては、安全で安心した利用のため「バリアフリー法」に基づく基準や支援制度により、出入口や園路の段差解消、高齢者や障害者等が利用可能なトイレの設置等を進めている。また、身近な自然空間である河川、港湾等の魅力を誰もが享受できるよう、まちづくりと一体となった水辺整備や港湾における旅客船ターミナルのバリアフリー化の推進を行っている。










■2　少子化社会の子育て環境づくり



（1）仕事と育児との両立の支援

1)子育て世帯に適した住宅確保等の支援

　子育て世帯に適した住宅・居住環境を確保するため、高齢者等が有する比較的広い住宅を子育て世帯等向けの賃貸住宅として活用する住み替え制度を支援しており、これにより（一社）移住・住みかえ支援機構のマイホーム借上げ制度が推進されている。また、子育て世帯向けの賃貸住宅（地域優良賃貸住宅）の整備及び家賃低廉化や、公的賃貸住宅と子育て支援施設等との一体的整備に対して、地方公共団体を通じて支援している。




2)テレワークの推進

　情報通信技術を活用した場所にとらわれない柔軟な働き方であるテレワークは、女性等の活躍の推進や新たな働く場の創出等による地方都市等の活性化につながるもので、その推進が求められている。また、職住近接の実現による通勤負担の軽減や、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現、災害時等における事業継続性の確保等の効果が期待されている。


　また、平成25年6月14日に閣議決定された「世界最先端IT国家創造宣言」（平成26年6月24日変更）においては、「就業継続が困難となる子育て期の女性や育児に参加する男性、介護を行っている労働者などを対象に、週一回以上、終日在宅で就業する雇用型在宅型テレワークにおける、労働者にやさしいテレワーク推奨モデルを産業界と連携して支援し、28年までにその本格的な構築・普及を図り、女性の社会進出や、少子高齢化社会における労働力の確保、男性の育児参加、仕事と介護の両立などを促進する」こととされるなど、これまで以上にテレワークの普及促進に取り組むこととしている。


　関係省庁では、テレワークが様々な働き方を希望する人の就業機会の創出及び地域の活性化等に資するものとして、テレワークの一層の普及拡大に向けた環境整備、普及啓発等を連携して推進している。


　国土交通省では、テレワークによる働き方の実態やテレワーク人口の定量的な把握、テレワーク展開拠点の需要等の把握を行った。



（2）子どもがのびのびと安全に成長できる環境づくり

　子どもをはじめとした公園利用者の安全・安心を確保するため、「都市公園における遊具の安全確保に関する指針（改訂第2版）」、「プールの安全標準指針」について各施設管理者へ周知を行うとともに、社会資本整備総合交付金等により、地方公共団体における公園施設の安全・安心対策を重点的に支援している。










■3　高齢社会への対応



（1）高齢者が安心して暮らせる生活環境の整備

　バリアフリー化された公営住宅等の供給とライフサポートアドバイザーによる日常の生活相談、緊急対応等のサービスを併せて提供するシルバーハウジング・プロジェクトを平成25年度までに986団地（24,904戸）において実施している。


　また、高齢者や子育て世帯等の多様な世帯がいきいきと生活し活動できるよう「スマートウェルネス住宅・シティ」の展開を推進するため、スマートウェルネス住宅等推進事業等において、サービス付き高齢者向け住宅や住宅団地等における福祉施設等の整備及び先導的な高齢者等向けの住まいづくり・まちづくりに関する取組み等を支援している。




（2）高齢社会に対応した輸送サービスの提供

　高齢者や障害者等の移動制約者の病院・施設への通院等の需要に対応するため、福祉タクシー注導入の促進を図っており、平成25年度末現在16,059両が運行されている。また、地域公共交通確保維持改善事業費補助金を活用し、地域で必要と認められた福祉タクシー車両導入の支援とともに、24年度から高齢者等を含む様々な人が利用しやすいユニバーサルデザインタクシーについても国の認定を受けた標準仕様の車両に対して自動車重量税・自動車取得税の特例措置を実施している。さらに、バス・タクシー事業者による輸送サービスの提供が困難であり、かつ、地域住民の生活に必要な旅客輸送を確保するため必要であることについて地域の関係者が合意した場合に、市町村やNPO等による自家用車を使用した有償運送を可能とする自家用有償旅客運送が、25年度末現在、3,036団体において実施されている。







注　車いすや寝台（ストレッチャー）のまま乗降できるリフト等を備えた専用のタクシー車両や、訪問介護員等の資格を有する者が乗務するタクシー車両









■4　歩行者移動支援の推進



　高齢者や障害者、外国人旅行者等も含め、誰もが必要に応じて移動に関する情報を入手し、積極的に活動できるユニバーサル社会の構築に向け、ICT（情報通信技術）等を活用した歩行者移動支援の取組みを推進している。


　
図表II-7-1-3　歩行者移動支援サービスの仕組み
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　平成23〜25年度まで全国14箇所で実施した現地事業等から得られた知見をもとに、地方公共団体等が容易に導入の検討が可能なガイドライン（平成26年3月版）を作成した。さらに、同年6月より「ICTを活用した歩行者移動支援の普及促進検討委員会」（主宰：国土交通技監、委員長：坂村健東京大学大学院情報学環教授）において、普及促進に必要な事項を検討した。










第2節　自然災害対策



　我が国の国土は、気象、地形、地質等が極めて厳しい状況下にあり、毎年のように地震、津波、水害・土砂災害等の自然災害が発生している。平成26年においても、広島の土砂災害や御嶽山の噴火等、各地で甚大な被害が発生した。また、気候変動により水災害がさらに頻発化・激甚化することや南海トラフ巨大地震・首都直下地震等の巨大地震の発生等も懸念されることから、自然災害対策の重要性はますます高まっている。このため、防災・減災、老朽化対策を抜本的に強化し、命と暮らしを守るために必要なハード・ソフト対策を進めている。










■1　激甚化する気象災害、切迫する巨大地震への対応



（1）新たなステージに対応した防災・減災のあり方

　近年、時間雨量50mmを超える雨が頻発するなど、雨の降り方が、局地化・集中化・激甚化している。また、平成26年9月には御嶽山の噴火も発生し、大規模な火山噴火がいつ起きてもおかしくない状況となっている。それらの状況を「新たなステージ」として捉え、それに対応した今後の検討の方向性について27年1月にとりまとめた。


　既に地震、津波については、東日本大震災等を教訓に、最大クラスの地震動や津波を考慮して、南海トラフ巨大地震、首都直下地震に関する被害想定が行われ、ハード・ソフトの両面からの対策を進めているところである。


　一方、洪水等については、これまで一定程度の頻度で発生する降雨等を対象として、施設整備を進めるとともに、その降雨等による被害を想定したハザードマップの整備、気象情報の改善等のソフト対策も推進してきているところであるが、最大クラスの大雨等に対する対策は講じられてない。そのため、洪水等についても、「最悪の事態」を視野に入れた対策を進めることが必要であり、そのためには、ハード・ソフトを総動員する必要がある。


　「新たなステージに対応した防災・減災のあり方（以下、「あり方」という。）」では、比較的発生頻度の高い降雨等に対しては、施設で守ることを基本とし、それを超える降雨等に対しては、「少なくとも命を守り、社会経済に壊滅的な被害が発生しない」ことを目標として、ソフト対策に重点を置いて対応するという考え方を示した。基本的な考え方は、「命を守る」ことと「社会経済の壊滅的な被害を回避する」ことである。


　具体的には、「命を守る」ためには、避難勧告が出たら逃げるという「指示待ち」型避難だけでなく、住民自らが雨量等の「状況情報」に基づき「主体的行動」型避難ができるようにすることが必要である。また、「社会経済の壊滅的な被害を回避する」ためには、最悪の事態を想定し、国、地方公共団体、事業者等の関係者が危機感を共有して、社会全体で対応する必要がある。27年1月の「あり方」のとりまとめを受けた具体的な取組みとして、東京、名古屋、大阪で大規模水害等が発生した場合を想定し、地方整備局を中心に関係自治体、地域の企業、経済団体等と連携の上、被害想定の策定に向けた検討を3月末に開始した。




（2）気候変動への対応

　地球温暖化に伴う気候変動により水害（洪水、内水、高潮）、土砂災害、渇水被害の頻発化、激甚化が懸念されている。このため「社会資本整備審議会河川分科会気候変動に適応した治水対策検討小委員会」において検討がなされ、「水災害分野における気候変動適応策のあり方について〜災害リスク情報と危機感を共有し、減災に取り組む社会へ〜中間とりまとめ」が平成27年2月に公表された。激化する水災害に対処するため、施設の整備等を着実に進めることが適応策としても重要である。さらに、施設では守りきれない事態を想定し、社会全体が災害リスク情報を共有し、施策を総動員して減災対策に取り組む必要がある。


　また、沿岸部の適応策については「沿岸部（港湾、海岸）における気候変動の影響及び適応の方向性検討委員会」において方向性の検討を行い、27年4月にとりまとめを行う予定をしている。


　これらを踏まえ、関係する主体が連携して適応策を推進する。



（3）水災害に関する防災・減災への対応

　我が国における平成25年の伊豆大島をはじめとする災害、米国における24年のハリケーン・サンディによる高潮被害等、台風等に伴う大規模な水災害が頻発化・激甚化している。こうした状況を踏まえ、26年1月に国土交通大臣を本部長とする「国土交通省
水災害に関する防災・減災対策本部」、同本部の下に「地下街・地下鉄等ワーキンググループ」、「防災行動計画ワーキンググループ」を設置し、水災害が発生した際に実施すべき対策の検討を進めている。


　「地下街・地下鉄等ワーキンググループ」においては、関係部局の連携の下、地下空間の課題を整理するとともに、対応方針をとりまとめ、地下街・地下鉄及び接続ビル等に対して周知・情報提供している。


　「防災行動計画ワーキンググループ」においては、26年出水期までに全国の直轄河川を対象に避難勧告等に着目したタイムラインを策定し、試行した。また、首都圏・中部圏においては、関係者一体型タイムラインの策定に向けリーディングプロジェクトを推進しており、27年出水期までに整理する予定である。




（4）南海トラフ巨大地震、首都直下地震への対応

　南海トラフ巨大地震が発生した場合、関東から九州までの太平洋側の広範囲において、震度6から震度7の強い揺れが発生し、巨大な津波が短時間で、広範囲にわたる太平洋側沿岸域に襲来することが想定されている。死者は最大で約32万人にのぼり、交通インフラの途絶や沿岸の都市機能の麻痺等の深刻な事態が発生し、我が国全体の国民生活・経済活動に極めて深刻な影響が生じることが想定されている。


　また、首都直下地震が発生した場合、首都圏の広域において震度6から震度7の強い揺れが発生することが想定されており、首都圏は、他の地域と比べ人口や建築物、経済活動等が極めて高度に集積していることから、人的・物的被害や経済被害が甚大なものになると予想される。さらに、首都圏には政治・行政・経済の首都中枢機能も集積しているため、国全体の経済活動等への影響や海外への波及も懸念されている。


　これらの国家的な危機に備えるべく、多くの社会資本の整備・管理や交通政策、海上における人命・財産の保護等を所管し、また全国に多数の地方支分部局を持つ国土交通省では、平成25年に「国土交通省南海トラフ巨大地震・首都直下地震対策本部」及び「対策計画策定ワーキンググループ」を設置し、省の総力をあげて取り組むべきリアリティのある対策を「国土交通省南海トラフ巨大地震対策計画」及び「国土交通省首都直下地震対策計画」として、26年4月1日に策定した。南海トラフ巨大地震については、本対策計画の策定とあわせて、地方ブロックごとに、より具体的かつ実践的な「地域対策計画」を策定した。同年7月には両対策計画のこれまでの実施状況をフォローアップしたうえで、27年以降の重点対策を決定した。


　具体的には、災害時の応急活動をさらに迅速化するため、プローブ情報等のビッグデータを活用した被災状況を収集・分析する手法の電子防災情報システムへの導入、南海トラフ巨大地震発生時において陸域に津波が到達する最大で10分程度前に津波観測情報を提供するための各機関の沖合の津波観測データの新たな取り込みや、首都直下地震発災後の救急救命活動や復旧支援活動を支えるための緊急輸送道路の強化や迅速な道路啓開実施のための体制の構築を推進している。関東地方整備局において、救急救助活動と一体的で迅速かつ的確な道路啓開計画を検討することを目的とした「首都直下地震道路啓開計画検討協議会」を26年7月に設置し、発災時に都心に向かって八方位で同時に進行する“八方向作戦”で高速道路、国道等を組み合わせながら道路啓開を行う計画を定めた「首都直下地震道路啓開計画（初版）」を27年2月20日に策定し公表した。（図表II-7-2-1参照）


　
図表II-7-2-1　“八方向作戦”による首都圏の道路啓開計画
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■2　災害に強い安全な国土づくり・危機管理に備えた体制の充実強化



（1）水害対策

　我が国の大都市の多くは洪水時の河川水位より低い低平地に位置しており、洪水氾濫に対する潜在的な危険性が極めて高い。これまで、洪水を安全に流下させるための河道の拡幅、築堤、放水路の整備や、洪水を一時的に貯留するダム、遊水地等の治水対策を進めてきたことにより、治水安全度は着実に向上してきている。しかしながら平成26年にも、相次いで日本に接近した台風第12号、第11号による四国での豪雨災害や25年に続く京都府北部での豪雨災害等、各地で水害が発生している。頻発する集中豪雨等による被害を防止・軽減するため、近年の災害の形態や気候変動の影響等も踏まえながら、予防的な治水対策や再度災害防止対策等のハード整備や、水防体制の強化、河川情報の提供等のソフト施策を総合的に推進している。


　また26年に発生した洪水等において、各地でこれまでの治水事業が効果を発揮している。例えば、台風第18号による大雨では鶴見川流域で戦後2番目の雨量を記録したが、鶴見川多目的遊水地における154万m3（過去最大）の貯留など、これまで講じてきた対策が効果を発揮し浸水被害を大幅に軽減した。


　
図表II-7-2-2　鶴見川多目的遊水地
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1)予防的な治水対策

　大規模な水害が発生すると、人的、経済的被害が発生するなど、社会経済活動に大きな影響を与え、その復旧・復興には、多大な時間と費用を要することから、それを未然に防止する予防的治水対策が重要である。そのため、築堤、河道掘削、ダム、放水路等の治水施設の整備を計画的に実施している。また、既存施設の有効活用として、既設ダムのかさ上げや容量再編等による治水機能の増強等のダム再生事業にも取り組んでいる。さらに、既設の堤防については、洪水時における浸透破壊や侵食に対して安全性が不十分なものについて、強化対策を推進している。


　また、「人口が集中した区域で、堤防が決壊すると甚大な人的被害が発生する可能性が高い区間」においては、まちづくり事業と一体となって、地域住民の人命を守る安全で良好な住環境を形成するとともに、河川から離れた地域の安全度も高めるため、施設の計画規模を上回る洪水に対しても決壊しない高規格堤防の整備を実施している。




2)水害の再度災害防止対策

　近年、甚大な水害を受けた地域においては、同規模の洪水で再び被災することがないよう、河川の流下能力を向上させるための河道掘削や築堤等の実施、内水氾濫を防ぐための排水機場の整備等の対策を短期集中的に実施し、浸水被害の防止、軽減に努めている。




3)流域の特性等を踏まえた様々な治水対策

　流域の開発に伴う治水安全度の低下が著しい河川や、従来から浸水被害が著しい既成市街地の河川においては、流域の持つ保水、遊水機能の確保が重要である。このような河川では流域対策の推進を図るなど、地域の特性を踏まえた多様な手法により安全・安心の確保を図っている。




（ア）総合的な治水対策

　近年、流域の都市開発による不浸透域の拡大に伴う洪水時の河川への流出量の増大等により、治水安全度の低下が著しい都市河川においては、河川の整備に加えて流域の持つ保水・遊水機能の確保、災害発生のおそれが高い地域での土地利用の誘導、及び警戒避難体制の確立等、総合的な治水対策が重要である。その一環として雨水貯留施設の整備を促進するため、流域貯留浸透事業、税制措置等により、地域の関係主体が一体となって、雨水の流出抑制や民間による被害軽減対策を推進している。


　さらに、都市部において浸水による都市機能の麻痺や地下街の浸水被害を防ぐため、「特定都市河川浸水被害対策法」に基づき、河川管理者、下水道管理者及び地方公共団体が協働して、雨水貯留浸透施設の整備、雨水の流出の抑制のための規制等の流域水害対策を推進している。




（イ）局地的な大雨への対応

　近年、短時間の局地的な大雨等により浸水被害が多発していることから、計画を超えるような局地的な大雨に対しても住民が安心して暮らせるよう、河川と下水道の整備に加え、住民（団体）や民間企業等の参画の下、浸水被害の軽減を図るために実施する総合的な取組みを定めた計画を「100mm／h安心プラン」として登録し、浸水被害の軽減対策を推進する取組みを実施している。


　

図表II-7-2-3　岐阜県多治見市における100mm／h安心プランに基づく対策事例
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（ウ）土地利用と一体となった治水対策

　近年、浸水被害が著しい地域であり、土地利用状況等により、連続した堤防を整備することに比べて効率的かつ効果的な場合には、輪中堤注1の整備等と災害危険区域の指定等による土地利用規制とを組み合わせる土地利用と一体となった治水対策を地方公共団体等と協力して推進している。




（エ）内水対策

　内水氾濫による浸水を防除し都市等の健全な発達を図るため、下水管きょや排水機場等の整備を進めている。しかしながら、近年、計画規模を上回る局地的な大雨等の多発、都市化の進展による雨水流出量の増大、人口・資産の集中や地下空間利用の拡大等による都市構造の高度化等により都市部等における内水氾濫の被害リスクが増大している。このため、下水道浸水被害軽減総合事業や総合内水緊急対策事業等を活用し、地方公共団体・関係住民等が一体となって、雨水流出抑制施設を積極的に取り入れるなどの効率的なハード対策に加え、降雨情報の提供、土地利用規制や内水ハザードマップの作成等のソフト対策、止水板や土のう等の設置や避難活動といった自助の取組みを組み合わせた総合的な浸水対策を推進している。




4)水防体制の強化

　都道府県や水防管理団体と連携し、出水期前に堤防等の合同巡視や情報伝達訓練、水防技術講習会、水防演習等を実施し、水防上特に注意を要する箇所の周知や水防技術の普及を図るなど、水害による被害を最小限にするための水防体制の強化に向けた支援を行っている。


　また、多様な主体の参画により地域の水防力の強化を図るため、浸水想定区域内の地下街等、要配慮者利用施設、大規模工場等における自主的な避難確保・浸水防止計画の取組みを支援している。特に地下街等については、接続ビル等を経由して浸水することも想定されるため、隣接する施設と共同で避難確保・浸水防止計画を作成する取組みを促進している。




5)洪水時の予報・警報の発表や河川情報の提供

　国土交通大臣又は都道府県知事は、流域面積が大きい河川で洪水によって国民経済上重大又は相当な損害が生じるおそれのある河川を洪水予報河川として指定し、気象庁長官と共同して水位又は流量を示した洪水予報を発表している。また、洪水予報河川以外の主要な河川を水位周知河川として指定し、洪水時に氾濫危険水位（特別警戒水位）への到達情報を発表している。平成27年3月末現在、洪水予報河川は419河川、水位周知河川は1,568河川が指定されている。


　河川の水位、雨量、洪水予報、水防警報等の河川情報をリアルタイムに収集、加工、編集し、ウェブサイト「川の防災情報」注2において、河川管理者、市町村、住民等に提供を行っており、洪水時の警戒や避難等に役立てられている。


　また、放送局等と協力して地上デジタルテレビのデータ放送により、河川の水位や雨量情報を提供する取組みを進めており、27年3月までに全国51放送局にて提供が開始されている。雨量観測に当たっては、従来のレーダ雨量計（Cバンドレーダ）・地上観測網に加え、近年増加する集中豪雨や局地的大雨による水害や土砂災害等に対して、適切な河川管理や防災活動等に役立てるために、リアルタイムでより詳細な雨量観測が可能なXRAIN（国土交通省XバンドMPレーダネットワーク）注3の整備を行っている。インターネット上でも雨量情報の提供を行っており、27年3月末現在、38基での観測体制を構築している。




6)浸水想定区域の指定

　洪水時の円滑かつ迅速な避難を確保し、又は浸水を防止することにより、水災による被害の軽減を図るため、「水防法」に基づき、河川が氾濫した場合に浸水が想定される区域（浸水想定区域）を指定し、想定される浸水の深さ等を公表している。


　また、洪水が発生した場合でも住民が適切な避難行動をとることができるよう、洪水予報や水位到達情報の伝達方法、避難場所等を住民に周知するための洪水ハザードマップについて、市町村に対して作成や周知の技術的支援を行っているほか、全国の洪水ハザードマップを検索閲覧できるインターネットポータルサイト注4を提供している。


　浸水想定区域については、洪水予報河川及び水位周知河川の約97％において指定・公表済みであり、洪水ハザードマップについては、浸水想定区域を含む市町村の約98％で作成済みである（平成27年3月末現在）。


　国土交通省では、浸水想定区域内の地下街等が浸水防止計画に基づき取得した浸水防止用設備に係る税制上の支援のほか、全国の河川関係事務所に設置した災害情報普及支援室を相談窓口として地下街等、要配慮者利用施設、大規模工場等による自衛水防の取組みに対する支援を行っている。




7)河川の戦略的な維持管理

　整備された河川管理施設等が洪水時等に本来の機能を発揮することができるよう、河道や施設等の状況を把握し、その変化に応じた適切な維持管理を実施している。


　これまで河川整備が進められてきた中で、堤防、堰、水門、排水機場等の管理対象施設が増大し、更にそれら構造物の経年劣化等が進行している。河川構造物については、点検等により、劣化状態やその進行を監視して適切な時期に対策を行う状態監視型の保全手法への移行を図りつつ、計画的に施設の長寿命化や更新を図ることとしている。また、社会資本整備重点計画において、国の管理する主要な河川構造物について、平成28年度までに長寿命化計画を作成することとしている。あわせて、長寿命化のために必要な技術開発等を進めていくとともに、中小河川についても適切な維持管理が進むよう、中小河川の維持管理に関する技術基準の検討を都道府県等と連携して進めている。さらに、各地方整備局等に常設の相談窓口を設け、技術支援等を行っている。


　25年の「河川法」の一部改正に伴い、河川管理施設又は許可工作物の管理者が、河川管理施設又は許可工作物を良好な状態に保つように維持、修繕すべきことを明確化し、政令において河川管理施設等の維持、修繕に関し、管理者が共通して遵守すべき最低限の技術的基準等を定めるとともに、これを踏まえ河川砂防技術基準維持管理編（河川編）の改訂を行い適切な維持管理を推進している。




8)河川における不法係留船対策

　河川における不法係留船は、治水対策上の支障（河川工事実施の支障、洪水時の流下阻害、河川管理施設の損傷等）やその他の河川管理上の支障（燃料漏出による水質汚濁、河川利用の支障等）の原因となっている。このような不法係留船については、適法な係留施設への移動の指導、撤去を進めている。


　平成25年5月には、放置艇（不法係留船）の解消に向けて「プレジャーボートの適正管理及び利用環境改善のための総合的対策に関する推進計画」を策定した。同年12月には河川法施行令を改正し、河川に船舶等を放置する行為を禁止した。




9)道路における冠水対策

　道路においては、平成20年8月及び9月の集中豪雨により、栃木県、広島県において道路のアンダーパス部が冠水し、車両が水没する事故が発生したことを踏まえ、各道路管理者、警察、消防等と冠水危険個所に関する情報を共有し、情報連絡及び通行止め体制を構築するとともに、冠水の警報装置や監視施設の整備、ウェブサイト注5による冠水危険箇所の公開等を推進している。




（2）土砂災害対策

　我が国は、地形が急峻で脆弱な地質が広く分布している。また、平地が少なく、経済の発展・人口の増加に伴い、丘陵地や山麓斜面にまで宅地開発等が進展した結果、土石流、地すべり、がけ崩れのおそれのある土砂災害危険箇所は約52万箇所存在し、多くの人々が土砂災害の危険と常に隣り合わせの生活を余儀なくされている。豪雨や地震等に伴う土砂災害は、過去10年（平成17年〜26年）の平均で年1,000件に達し、26年は1,184件、死者81名となる等、多大な被害が生じている。


　土砂災害による被害の防止・軽減を図るため、土砂災害防止施設の整備や警戒避難体制の充実・強化等、ハード・ソフト一体となった総合的な土砂災害対策を推進している。平成26年8月豪雨では、広島県広島市で土砂災害等が多数発生し、死者74名等の甚大な被害が発生したが、安佐南区大町地区では、整備されていた砂防堰堤が土石流を捕捉し、32戸の人家、80世帯の共同住宅等を土砂災害から守った。この他にも、各地で整備済みの土砂災害防止施設が効果を発揮した。


　
図表II-7-2-4　平成26年8月豪雨における砂防堰堤の効果
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1)根幹的な土砂災害対策

　荒廃地域等からの大規模な土砂流出は、下流の市街地や道路・鉄道等の重要な公共施設に甚大な被害をもたらすおそれがある。荒廃地域等からの大規模な土砂流出及びそれに伴う下流の河床上昇を防ぎ、土砂流出に伴う被害から人命・財産・公共施設を保全するため、土砂災害防止施設の整備を推進している。




2)土砂災害発生地域における緊急的な土砂災害対策

　土砂災害により人命被害や国民の生活に大きな支障が生じた地域において、安全・安心を確保し、社会経済の活力を維持・増進していくため、再度災害を防止する土砂災害防止施設の集中的な整備を推進している。




3)要配慮者を守る土砂災害対策

　自力避難が困難な高齢者や幼児等の要配慮者は、土砂災害の被害を受けやすく、土砂災害による死亡・行方不明者のうち、要配慮者が占める割合は高い。このため社会福祉施設、医療施設等の要配慮者利用施設を保全するため、砂防堰堤等の土砂災害防止施設の整備を重点的に推進している。


　

図表II-7-2-5　土砂災害による死亡・行方不明者に占める要配慮者の割合（平成22〜26年）
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　また、「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（土砂災害防止法）」に基づき、土砂災害特別警戒区域において、要配慮者利用施設等に係る開発行為を制限するとともに、市町村地域防災計画において施設の名称及び所在地、土砂災害に関する情報伝達等に関する事項を定める等、ハード・ソフト一体となった対策を推進している。




4)市街地に隣接する山麓斜面における土砂災害対策

　山麓斜面に市街地が接している都市において、土砂災害に対する安全性を高め緑豊かな都市環境と景観を保全・創出するために、市街地に隣接する山麓斜面にグリーンベルトとして一連の樹林帯の形成を図っている。




5)道路に隣接する法面の防災対策

　道路に隣接する、崩壊の危険性のある法面に対し、法面防災対策を実施している。



6)地域防災力向上に資する土砂災害対策

　土砂災害リスクが高く、土砂災害の発生による地域住民の暮らしへの影響が大きい中山間地域において、地域社会の維持・発展を図るため、人命を守るとともに、避難場所や避難路、役場等の地域防災上重要な役割を果たす施設を保全する土砂災害防止施設の整備を推進している。




7)土砂災害防止法に基づく土砂災害対策の推進

（ア）土砂災害警戒区域等の指定等による土砂災害対策の推進

　「土砂災害防止法」に基づき、住民等の身体等に危害が生ずる土砂災害が発生するおそれのある区域を土砂災害警戒区域に指定し、当該区域における警戒避難体制の整備を図るとともに、建築物に損壊が生じ、住民等の身体等に著しい危害が生ずる土砂災害が発生するおそれのある区域を土砂災害特別警戒区域に指定し、特定の開発行為の制限、建築物の構造規制等を図るなどのソフト対策を講じている。また、警戒避難体制の整備やハザードマップの作成のためのガイドラインや事例集を示し、市町村の土砂災害に対する警戒避難体制やハザードマップの整備を促進している。


　
図表II-7-2-6　全国の土砂災害警戒区域等の指定状況（平成27年３月末）
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　崩壊の危険があるがけ地に近接した危険住宅については、がけ地近接等危険住宅移転事業の活用等により移転を促進している。平成26年度は、この制度により危険住宅17戸が除却され、危険住宅に代わる住宅7戸が建設された




（イ）土砂災害防止法の改正

　平成26年8月豪雨による広島市での土砂災害等において、土砂災害警戒区域等の指定や基礎調査がなされていない地域が多く、住民等に土砂災害の危険性が十分に伝わっていなかったことなど、土砂災害に関する避難体制の課題が明らかとなった。


　このような課題を踏まえ、「土砂災害防止法」の一部を改正し、27年1月に施行した。

　今回の改正によって、都道府県に対する基礎調査の結果の公表の義務付け、都道府県知事に対する土砂災害警戒情報の市町村長への通知及び一般への周知の義務付け、土砂災害警戒区域の指定があった場合の市町村地域防災計画への記載事項の具体化等の措置を講ずることとなった。




8)大規模な土砂災害への対応

　深層崩壊による被害を軽減するため、土砂災害防止施設の整備や深層崩壊の危険度評価マップ活用等による警戒避難体制の強化等ハード・ソフト一体となった土砂災害対策を推進している。


　河道閉塞（天然ダム）、火山噴火に伴う土石流等のおそれがある場合、「土砂災害防止法」に基づく緊急調査を行い、土砂災害が想定される土地の区域及び時期の情報を市町村へ提供している。近年、雨の降り方の局地化・集中化・激甚化や火山活動の活発化に伴う土砂災害が頻発しているため、緊急調査実施のための対応力向上を図る訓練や関係機関との連携強化を推進している。


　平成26年度は、9月に噴火した御嶽山において緊急調査を実施し、降雨に対する土砂災害に関する注意事項等について、情報提供を行った。




9)土砂災害警戒情報の発表

　大雨による土砂災害発生の危険度が高まった時に、市町村長が避難勧告等を発令する際の判断や住民の自主避難の参考となるよう対象となる市町村等を特定し、とるべき措置等をお知らせする土砂災害警戒情報を都道府県と気象庁が共同で発表している。また、よりきめ細かな情報として、土砂災害発生の危険度をより詳細に示したメッシュ情報や雨量情報を提供している。


　

図表II-7-2-7　土砂災害警戒情報及び土砂災害警戒判定メッシュ情報・高解像度降水ナウキャスト
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（3）火山災害対策

1)活発な火山活動に伴う土砂災害への対策

　火山噴火活動に伴い発生する火山泥流や降雨による土石流等に備え、被害を防止・軽減する砂防堰堤や導流堤等の整備を進めている。また、継続的かつ大量の土砂流出により適正に機能を確保することが著しく困難な施設は、除石等を行い機能の確保を図っている。


　火山噴火活動に伴う土砂災害は、大規模となるおそれがあるとともに、あらかじめ噴火位置や規模を正確に予測することが困難であり、被害が大きくなる。このため、火山活動が活発かつ社会的影響が大きい29火山を対象に、事前の施設整備とともに刻々と変化する火山噴火活動と影響範囲に応じた機動的な対応を実施し、被害を軽減するため「火山噴火緊急減災対策砂防計画」の策定を進めている。また、火山噴火活動から住民等の円滑な避難が行えるよう、市町村が策定する「火山防災マップ」の作成支援を行う。


　

図表II-7-2-8　「火山防災のために監視・観測体制の充実が必要な火山」として火山噴火予知連絡会によって選定された火山における火山ハザードマップ、リアルタイム火山砂防ハザードマップ、噴火警戒レベルの整備状況
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　平成26年9月の御嶽山噴火に対しては、降灰後の土砂災害防止のため、「土砂災害防止法」に基づく緊急調査として、ヘリや現地調査により降灰状況を把握し、降灰後の土石流に関するシミュレーション結果を地元自治体へ提供した。また、監視カメラやセンサーの設置、緊急的なブロック積み砂防堰堤の整備を行った。




2)活発な火山活動に伴う降灰対策

　道路においては、噴火に伴う路上への降灰が交通の支障になるなど、社会的影響が大きいことから、路面清掃車による迅速かつ的確な除灰作業を行うための体制整備を推進している。




3)気象庁における取組み

　火山噴火災害の防止と軽減のため、全国の火山活動の監視を行い、噴火警報等の迅速かつ的確な発表に努めている。特に「火山防災のために監視・観測体制の充実等が必要な火山」として火山噴火予知連絡会によって選定された47火山については、観測施設を整備し、24時間体制で火山活動を監視している。


　また、各火山の火山防災協議会における避難計画の共同検討を通じて、噴火警戒レベル（平成27年3月末現在30火山で運用中）の設定・改善を進めている。




4)海上保安庁における取組み

　海域火山噴火の前兆として、周辺海域に認められる変色水等の現象を観測し、航行船舶に情報を提供している。また、海域火山噴火予知の基礎資料とするため、総合的な調査を実施し、海底地形、地質構造等の基礎情報の整備を行うとともに、伊豆諸島海域においてGNSS連続観測を実施し、地殻変動を監視している。


　平成25年11月に39年振りに噴火を開始した西之島火山については、27年3月時点で面積は約2.5km2（旧西之島を含む）まで拡大しており、引き続き、航空機により火山活動と島の変化の状況を継続して監視している。




5)国土地理院における取組み

（ア）火山活動観測・監視体制の強化

　全国の活動的な火山において、電子基準点（GNSS注6連続観測施設）によるGNSS連続観測、自動測距測角装置等の火山変動測量、GNSS火山変動リモート観測装置（REGMOS）等による連続観測を実施し、地殻の三次元的な監視を行っている。さらに、他機関のGNSS観測データを合わせた統合解析を実施し、火山周辺の地殻のより詳細な監視を行っている。また、陸域観測技術衛星2号（だいち2号）の干渉SAR注7による山体表面の変化の監視を開始した。なお、御嶽山の噴火時には空中写真撮影等を実施した。


　
図表II-7-2-9　GNSS連続観測がとらえた日本列島の動き
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（イ）火山噴火等に伴う自然災害に関する研究等

　GNSSや干渉SAR等の観測と解析の精度を向上する研究や、それらの観測データの解析結果から火山活動のメカニズムを解明する研究を行っている。




（4）高潮・侵食等対策

1)高潮・高波対策の推進

　頻発する高潮や風浪による高潮・高波災害等から人命や財産を守るため、海岸堤防等の整備や水防警報の発令等ハード・ソフト両面から施策を進めている。




2)海岸侵食対策の推進

　様々な要因により全国各地で海岸侵食が生じていることから、河川、海岸、港湾、漁港の各管理者間で連携し、サンドバイパス注8やサンドリサイクル注9等による対策を進めている。




3)高潮にかかる防災情報の提供

　市町村の防災担当者がより的確に防災対応を実施できるよう、気象庁では高潮警報等を市町村単位で発表している。

　また、東日本大震災により地盤沈下が発生した地域の被災者や復興作業を支援するため、天文潮位（潮位の予測値）をまとめた「毎時潮位カレンダー」の公開等、高潮に関する情報提供を行っている。




（5）津波対策

1)津波対策の推進

　南海トラフ巨大地震等による大規模な津波災害に備え、最大クラスの津波に対してはハードとソフトの施策を組み合わせた多重防御による津波防災地域づくりを進めており、津波浸水想定の設定や津波災害警戒区域等の指定、避難計画の立案等において地方公共団体を支援してきている。


　海岸の津波対策においては、比較的発生頻度の高い津波を対象に必要な海岸堤防等の整備や耐震・液状化対策、水門等の自動化・遠隔操作化、「緑の防潮堤」等の多様な構造を含めた粘り強い構造の海岸堤防、防波堤等の整備等のハード対策を行うとともに、津波・高潮ハザードマップの作成支援や水門等の効果的な管理運用等のソフト対策を推進している。また、平成26年6月に「海岸法」が改正され、海岸の防災・減災対策の強化を図るため、堤防と一体的に整備される減災機能を有する樹林等を海岸保全施設に位置付けるとともに、水門等に関する操作規則等の策定が義務付けられた。なお、人口・機能が集積する三大湾の港湾においては比較的発生頻度の高い津波を越える津波を想定した防護水準の確保を検討している。


　港湾の津波対策については、大規模津波発生時にも港湾機能を維持するため、「粘り強い構造」の防波堤の整備や緊急確保航路等の航路啓開計画の策定等の防災・減災対策を推進している。


　さらに、全国の「港則法」の特定港（86港）を中心に「船舶津波対策協議会」を設置しており、関係機関の協力の下、各港において船舶津波対策の充実を図っている。


　河川津波対策については、東日本大震災における堤防の液状化や津波の河川遡上による被害、水門操作員の被災等を踏まえ、河川堤防のかさ上げ、堤防等の耐震・液状化対策等を推進している。


　また、東北地方における4つの水系について、東日本大震災の教訓を踏まえた地震・津波対策の考え方や、地震に伴う地盤沈下等による河口周辺の地形変化を踏まえ、変更を行った河川整備基本方針、同基本方針に沿って策定・変更を行った河川整備計画に基づき地域と連携しつつ、河口部の河川堤防の整備等、地域の復興・まちづくりに向けた取組みを推進している。


　空港の津波対策については、南海トラフ巨大地震等による大規模な津波災害に備え、津波被災の可能性のある空港で、人命保護のため津波発生時の空港利用者等の避難方法等を定めた津波避難計画を策定し、計画に基づき津波避難訓練等の取組みを引き続き実施している。また、津波被災後に空港機能を早期に復旧するための計画を策定し、計画に基づき関係機関との協力体制構築等の取組みを推進している。


　鉄道の津波対策については、東日本大震災における、津波発生時の避難誘導などの状況を検証し、南海トラフ巨大地震等による最大クラスの津波からの避難の基本的な考え方（素早い避難が最も有効かつ重要な対策であること等）を踏まえた津波発生時における鉄道旅客の安全確保への対応方針と具体例等を取りまとめており、鉄道事業者における取組みを推進している。




2)津波にかかる防災情報の提供

　津波による災害の防止・軽減を図るため、気象庁は、全国の地震活動を24時間体制で監視し、津波警報、津波情報等の迅速かつ的確な発表に努めている。また、東日本大震災によって明らかになった課題を受け、気象庁は、マグニチュード8を超える巨大地震の場合には「巨大」という言葉を使った大津波警報で非常事態であることを伝えるなど、新しい津波警報等を平成25年3月より運用している。


　27年3月末現在、気象庁は、38箇所の海底津波計、18箇所のGPS波浪計、172箇所の沿岸の津波観測点を監視し、津波警報の更新や津波情報等に活用している。


　船舶の津波対策に役立てるため、海上保安庁では、南海トラフ巨大地震の新しい想定（24年8月：内閣府）に基づいて、港湾域において予想される津波の挙動を示した津波防災情報図を作成・提供している。




3)津波避難対策

　将来、南海トラフ巨大地震をはじめとする巨大地震の発生による津波被害が懸念されることから、都市計画の基礎的なデータを活用した避難施設等の適正な配置を行うための方法を取りまとめた技術的な指針を策定し、平成25年6月に公表した。


　港湾の堤外地で活動する就労者等が津波等の災害時に安全に避難・退避できるよう、港湾の特殊性を考慮した津波避難計画策定の取組みを促進している。また、地方自治体が整備する津波避難施設について、防災・安全交付金等の活用により、整備の促進を図るとともに、津波等からの退避機能を備えた物流施設等を整備する民間事業者に対しても、（一財）民間都市開発推進機構による支援を行っている。




4)津波被害軽減の機能を発揮する公園緑地の整備

　東日本大震災の教訓を踏まえ、地方公共団体が復興まちづくり計画の検討等に活用できるよう「東日本大震災からの復興に係る公園緑地整備に関する技術的指針」を平成24年3月に取りまとめ、公園緑地が多重防御の1つとしての機能、避難路・避難地としての機能、復旧・復興支援の機能、防災教育機能の4つの機能を有するものとし、減災効果が発揮されるための公園緑地の計画・設計等の考え方を示している。




5)官庁施設における津波対策

　官庁施設は、災害応急対策活動の拠点施設として、あるいは、一時的な避難場所として、人命の救済に資するものであるため、津波等の災害発生時において必要な機能を確保することが重要である。


　平成25年2月に社会資本整備審議会より答申を受けた「大津波等を想定した官庁施設の機能確保の在り方について」において示されたハード・ソフトの対策の組み合わせによる津波対策の考え方を踏まえ、官庁施設を運用管理する機関と連携しつつ、総合的かつ効果的な津波対策を推進している。




（6）地震対策

1)住宅・建築物の耐震・安全性の向上

　住宅や多数の人が利用する建築物の耐震化率を平成32年までに95％とする目標を定めるとともに、25年11月に施行された改正「建築物の耐震改修の促進に関する法律」に基づき、不特定多数の人が利用する大規模建築物等に対する耐震診断結果の報告の義務付け、建築物の耐震性に係る表示制度の創設等により耐震化の促進を図っている。


　住宅・建築物の耐震化については、社会資本整備総合交付金等により支援しているが、25年度からは、診断義務付け対象建築物について、通常の支援に加え、重点的かつ緊急的な支援を実施している。




2)宅地耐震化の推進

　大地震時の滑動崩落被害を防止・軽減するため、改正「宅地造成等規制法」等により新規盛土造成の技術基準を強化している。また、滑動崩落や液状化による既存宅地等の被害を防止するため、宅地耐震化推進事業により、地方公共団体等が実施する変動予測調査や防止対策への支援等を実施している。




3)被災地における宅地の危険度判定の実施

　宅地において、二次災害を防止し、住民の安全確保を図るため、被災後に迅速かつ的確に危険度判定を実施できるよう、都道府県・政令市から構成される被災宅地危険度判定連絡協議会と協力して体制整備を図っている。




4)密集市街地の改善整備

　防災・居住環境上の課題を抱えている密集市街地の早急な改善整備は喫緊の課題であり、「地震時等に著しく危険な密集市街地」（約6,000ha）について平成32年度までに最低限の安全性を確保することとしている。


　この実現に向け、幹線道路沿道建築物の不燃化による延焼遮断機能と避難路機能が一体となった都市の骨格防災軸（防災環境軸）や避難地となる防災公園の整備、防災街区整備事業、住宅市街地総合整備事業等による老朽建築物の除却と合わせた耐火建築物等への共同建替え、避難や消防活動の向上を図る狭あい道路の拡幅等の対策を推進している。


　
図表II-7-2-10　密集市街地の整備イメージ
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5)オープンスペースの確保

　防災機能の向上により安全で安心できる都市づくりを図るため、地震災害時の復旧・復興拠点、生活物資等の中継基地等となる防災拠点や周辺地区からの避難者や帰宅困難者を収容し、市街地火災等から避難者の生命を保護する避難地等として機能する防災公園等の整備を推進している。また、防災公園と周辺市街地の整備改善を一体的に実施する防災公園街区整備事業を新川防災公園（東京都三鷹市）等8地域で実施している。




6)防災拠点となる官庁施設等の整備の推進

　官庁施設については、来訪者等の安全を確保するとともに、大規模地震発生時に災害応急対策活動の拠点施設として機能を十分に発揮できるよう、総合的な耐震安全性を確保する必要がある。このため、官庁施設の耐震化の目標を定め、計画的かつ重点的に整備を推進しており、平成26年度は中央合同庁舎第4号館（東京都千代田区）の耐震改修等を実施している。




7)公共施設等の耐震性向上

　河川事業においては、いわゆるレベル2地震動においても堤防、水門等の河川構造物が果たすべき機能を確保するため、耐震照査を実施するとともに、必要な対策を推進している。


　海岸事業においては、ゼロメートル地帯等において地震により堤防等が損傷し、大規模な浸水が生じないよう、また、南海トラフ地震等において、津波到達前に堤防等の機能が損なわれないよう、施設の機能や背後地の重要度等を考慮して、耐震対策を推進している。


　道路事業においては、地震による被災時に円滑な救急・救援活動、緊急物資の輸送、復旧活動に不可欠な緊急輸送を確保するため、緊急輸送道路等の重要な道路を優先して、橋梁の耐震補強対策や無電柱化を実施している。


　港湾事業においては、甚大な被害が想定される南海トラフ地震や首都直下地震等に対し、機能不全に陥らない経済社会システムを確保し、我が国の競争力を向上させ、国際的な信頼を獲得するため、災害の切迫性や港湾機能の重要度に応じて国内外の広域ネットワークの拠点となる港湾施設の耐震性の向上やコンビナート港湾の強靱化を図っている。


　空港事業においては、地震等被災時に救急・救命活動や緊急輸送の拠点となるとともに、航空ネットワークの維持、背後圏経済活動の継続性確保において重要と考えられる航空輸送上重要な空港等において、必要な管制機能を確保するための庁舎等及び最低限必要となる基本施設等の耐震化等を実施している。さらに今後発生が予想される南海トラフ地震等広域的な大規模災害を想定し、ハード・ソフト両面から空港施設の災害対策のあり方を検討している。


　鉄道事業においては、南海トラフ地震、首都直下地震等の大規模地震に備えて、主要駅や高架橋等の鉄道施設の耐震対策を推進している。また、本州四国連絡橋（本四備讃線）の耐震補強を着実に実施し、南海トラフ地震等による被害を回避・軽減するとともに、本州と四国を結ぶ鉄道ネットワークの確保を図っている。


　下水道事業においては、地震時においても下水道が果たすべき機能を確保するため、防災拠点等と処理場とを接続する管路施設や水処理施設等の耐震化・耐津波化を図る「防災」と、被災を想定して被害の最小化を図る「減災」を組み合わせた総合的な地震対策を推進している。




8)大規模地震に対する土砂災害対策

　南海トラフ地震等の大規模地震に備え、地震により崩壊する危険性が高く、防災拠点や重要交通網等への影響、孤立集落の発生が想定される土砂災害危険箇所において、ハード・ソフト一体となった効果的な土砂災害対策を推進している。


　また、大規模地震発生後は、降雨や余震に伴い斜面崩壊等の二次災害のおそれが広範囲で高まる。震度や地形等に基づき斜面崩壊等の発生の危険度を迅速に評価し、危険度の高い箇所において緊急的な点検を行うとともに、点検結果を踏まえた応急対策を的確に実施することにより二次災害による被害の防止を図ることが重要である。このため、危険度評価の精度向上や広範囲での点検実施のための体制強化の取組みを推進している。




9)気象庁における取組み

　地震による災害の防止・軽減を図るため、全国の地震活動及び地震防災対策強化地域にかかる地殻変動を24時間体制で監視し、緊急地震速報、地震情報、東海地震に関連する情報等の迅速かつ的確な発表に努めている。


　緊急地震速報については、同時に複数の地震が発生した場合でも震源を精度良く推定する手法、巨大地震の際に強く揺れる地域を適切に予想する手法などによる予想精度の向上や情報発表の迅速化を図るため、計算システムのソフト改修や、関係機関が海域や地中深くに設置した地震計のデータの活用を進めている。


　また、長周期地震動による人的・物的被害の早期把握といった地震直後の初動対応に資する有効な情報を提供するため、平成25年3月より、長周期地震動に関する観測情報を試行的に発表している。さらに、長周期地震動に関する予報の提供に向けた検討を進めている。




10)海上保安庁における取組み

　巨大地震発生メカニズムの解明のため、海溝型巨大地震の発生が将来予想されている南海トラフ等の太平洋側海域において、海底地殻変動を観測している。また、沿岸域及び伊豆諸島において、GNSS観測による地殻変動を監視している。




11)国土地理院における取組み

（ア）地殻変動観測・監視体制の強化

　全国及び地震防災対策強化地域等において、電子基準点等約1,300点によるGNSS連続観測、GNSS測量、水準測量等による地殻変動の監視を強化している。また、だいち2号による干渉SARで地盤変動の監視を開始した。




（イ）地震に伴う自然災害に関する研究等

　GNSS、干渉SAR、水準測量等測地観測成果から、地震の発生メカニズムを解明するとともに、観測と解析の精度を向上する研究を行っている。また、国土の基本的な地理空間情報及び過去の災害履歴や震度の情報を組み合わせて解析し、災害時における迅速な情報の取得・提供に関する研究開発を行っている。さらに、関係行政機関・大学等と地震予知に関する調査・観測・研究結果等の情報交換とそれらに基づく学術的な検討を行う地震予知連絡会、地殻変動研究を目的として関係行政機関等が観測した潮位記録の収集・整理・提供を行う海岸昇降検知センターを運営している。




12)帰宅困難者対策

　大都市において大規模地震が発生した場合、都市機能が麻痺し東日本大震災以上の帰宅困難者が発生することが予想されることから、人口・都市機能が集積した地域における滞在者等の安全確保のため、平成24年に都市再生安全確保計画制度を創設した。これは、全国で62の地域が指定されている都市再生緊急整備地域において、都市再生安全確保計画の作成や、都市再生安全確保施設に関する協定の締結、各種規制緩和等により、官民の連携による都市の防災性の向上を図る制度である。同年、都市再生安全確保計画の作成や計画に基づくソフト・ハード両面の対策を総合的に支援する「都市安全確保促進事業」を創設し、25年には、主要駅周辺を補助対象地域に追加する制度拡充を行うとともに、都市再生安全確保計画に記載された備蓄倉庫に係る課税の特例措置を創設した。




13)地下街の安心安全対策

　都市内の重要な公共的空間である地下街は、大規模地震発生時に避難者等の混乱が懸念されるとともに、施設の老朽化も進んでいることから、地下街の安心避難対策ガイドラインを策定し、利用者等の安心避難のための防災対策を推進している。




（7）雪害対策

1)冬期道路交通の確保（雪寒事業）

　「積雪寒冷特別地域における道路交通の確保に関する特別措置法」に基づき、安全で安心な生活を支え、地域間の交流・連携を強化するため、平成25年11月に「積雪寒冷特別地域道路交通確保五箇年計画」を閣議決定するとともに、雪寒指定道路の見直しを行い、道路の除雪・防雪・凍雪害防止の事業（雪寒事業）を進めている。また、24年7月に北陸雪害対策技術センターを設置し、全国の雪害対策に関する研究・開発、人材育成、自治体等への支援、国民への情報提供・啓発を推進している。異常な降雪時には、早い段階で通行止め措置を行い、除雪作業を集中的に実施するとともに、大型車の立ち往生等が発生した場合は、26年11月に改正された「災害対策基本法」を適用し、速やかに立ち往生車両の移動措置を行うことで、迅速に交通を確保することとしている。26年12月5日に中国・四国地方を中心に発生した大雪時には、「災害対策基本法」を初適用し、国道192号の愛媛・徳島県境で発生した立ち往生の移動措置を行なった。さらに、除雪状況等の情報の共有及び提供の一元化、除雪の効率化等を図るため、道路管理者等の関係機関による情報共有体制の整備を進めている。




2)豪雪地帯における雪崩災害対策

　全国には、約21,000箇所の雪崩危険箇所があり、集落における雪崩災害から人命を保護するため、雪崩防止施設の整備を推進している。




3)消流雪用水導入事業の実施

　豪雪地帯において、治水機能の確保と合わせ、水量の豊富な河川から市街地を流れる中小河川等に消流雪用水を供給するための導水路等の整備を実施している。




（8）防災情報の高度化

1)防災情報の集約

　「国土交通省防災情報提供センター」注10では、国民が防災情報を容易に入手・活用できるよう、保有する雨量等の情報を集約・提供しているほか、災害対応や防災に関する情報がワンストップで入手できるようにしている。




2)ハザードマップ等の整備

　災害発生時に住民が適切な避難行動をとれるよう、市町村によるハザードマップの作成及び住民への配布を促進するとともに、全国の各種ハザードマップを検索閲覧できるインターネットポータルサイト注11を開設している。


　
図表II-7-2-11　ハザードマップの整備状況

[image: 図表II-7-2-11　ハザードマップの整備状況]



3)防災気象情報の改善

　気象庁では、警報・注意報を市町村ごとに発表するとともに、竜巻・雷・降水に対して「ナウキャスト」という1時間先までの分布図形式の予報を発表しており、平成26年8月からは、30分先までの降水分布を250mメッシュ（従来の4倍の解像度）で確認できる「高解像度降水ナウキャスト」の提供を開始し、スマートフォンにも対応している。また、竜巻注意情報について、同年9月から、竜巻発生の目撃情報が得られた場合に、目撃情報のあった地域の周辺で更なる竜巻などの激しい突風が発生するおそれが非常に高まっていることを伝える改善を実施している。




（9）危機管理体制の強化

　自然災害への対処として、災害に結びつくおそれのある自然現象の予測（気象庁）、災害時の施設点検・応急復旧等の対応（施設管理関係部局）、海上における救助活動（海上保安庁）等を行うとともに、職員の非常参集、災害対策本部の設置等の初動対応体制を構築しているところであるが、東日本大震災における災害対応を踏まえ、危機管理体制のさらなる強化を図ることとしている。また、被災した地方公共団体等に対して、国土交通省及び関係団体等が有する資機材、マンパワー、ノウハウ等を活用した支援等をより積極的に推進する。




1)TEC-FORCE（緊急災害対策派遣隊）による災害対応

　TEC-FORCEとは、大規模自然災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、被災地方公共団体等が行う、被災状況の迅速な把握、被害の発生及び拡大の防止、被災地の早期復旧その他災害応急対策に対する技術的な支援を円滑かつ迅速に実施することを目的に平成20年度に設置されたものである。26年度は、7月の台風第8号及び梅雨前線、8月の台風第12号・第11号、8月16日からの大雨、8月19日からの大雨による広島土砂災害、9月の御嶽山噴火、11月の長野県北部を震源とする地震等に対して、被害を受けた32都道府県、129市町村へ約1,600名の隊員、延べ約4,400人・日を派遣し、発災直後から被災状況の把握や被害拡大防止等の技術的な支援を実施した。


　
土砂災害危険個所の緊急点検（広島県広島市）

[image: 土砂災害危険個所の緊急点検（広島県広島市）]



2)業務継続体制の強化

　政府全体の業務継続に関する計画（政府業務継続計画）が決定されたことを受け、国土交通省業務継続計画（第2版）について、これまでの取組みをフォローアップし、平成26年4月1日に国土交通省業務継続計画（第3版）を取りまとめた。さらに、物資の備蓄や本省の指示を待たず他の地域からの応援体制を確保（TEC-FORCEの即時出動）するなどしながら、業務継続体制の強化を図っているところである。




3)災害に備えた情報通信システム・機械等の配備

　災害時の情報通信体制を確保するため、国土交通本省、地方支分部局、関係機関等の間で、マイクロ回線と光ファイバを用いた信頼性の高い情報通信ネットワーク整備に加え、災害現場からの情報収集体制を強化するために衛星通信回線を活用した機動性の高いシステムを整備している。また、迅速な災害対応のために全国の地方整備局、事務所等に配備している災害対策用ヘリコプター、衛星通信車、排水ポンプ車、照明車等の災害対策用機械の整備を図り、大規模災害が発生した場合には、迅速に派遣できる体制をとっている。




4)実践的・広域的な防災訓練の実施

　起こり得る最悪シナリオを想定し、関係機関との連携や全国の地方整備局からのTEC-FORCE広域派遣等の実践的かつ広域的な防災訓練を積極的に実施した。また、水防月間（主に5月）を中心に、水防団による水防活動の実践訓練に加え、自衛水防組織等の多様な主体が参画した避難訓練、情報伝達訓練等を組み合わせた総合的かつ実践的な水防演習を実施した。


　さらに、東日本大震災では、大規模災害時における関係機関の連携の重要性があらためて認識されたため、地方支分部局等を中心とした指定地方行政機関、消防機関、自衛隊等、多数の団体が一体となった各種訓練を実施するなど、巨大地震等大規模災害に備えた広域的な防災体制の充実強化を図る取組みを進めている。




5)海上での初動対策の準備

　海上保安庁では、災害発生時に迅速に対応できるよう巡視船艇・航空機を24時間体制で配備している。また、災害の規模に応じて対策本部等を設置し、巡視船艇・航空機による被害状況調査や救助活動等を実施するなど、迅速かつ的確に対応している。




（10）ICTを活用した既存ストックの管理

　光ファイバ網の構築により、ICTを活用した公共施設管理、危機管理の高度化を図っている。具体的には、光ファイバを活用した道路斜面の継続監視による管理の高度化、インターネット等を活用した防災情報の提供等、安全な道路利用のための対策を進めている。また、水門等の遠隔操作、河川の流況や火山地域等の遠隔監視のほか、下水処理場・ポンプ場等の施設間を光ファイバ等で結び、遠隔監視・操作を実施するなど、管理の高度化を図っている。


　さらに、水門等の施設を迅速かつ一元的に操作し、津波・高潮被害の未然防止を図る津波・高潮防災ステーションの整備については、防災・安全交付金等により支援している。


　
図表II-7-2-12　津波・高潮防災ステーションのイメージ図

[image: 図表II-7-2-12　津波・高潮防災ステーションのイメージ図]



（11）公共土木施設の災害復旧等

　平成26年の国土交通省所管公共土木施設（河川、道路、海岸、下水道等）の被害は、8月の広島市での短時間豪雨による土砂災害や11月の長野県北部地震等の大規模な災害が全国的に多発したことにより、約1,819億円（9,085箇所）が報告されている。


　これらの自然災害による被害について、被災直後から現地にTEC-FORCEを派遣するとともに、26年度から災害復旧技術専門家派遣制度を運用することにより、地方自治体からの要請に基づき、公益社団法人全国防災協会に登録された専門家を即日現地に派遣するなど、迅速な復旧・復興及び二次災害防止に向けた技術的助言等の被災自治体の支援を行った。


　また、特に被害が集中した自治体に対し、早期復旧を支援するため、災害復旧の迅速化に向け、災害査定における総合単価の使用限度額を撤廃するとともに、実地によらず机上で査定できる限度額を通常の300万円未満から1千万円未満に拡大するなど、査定の簡素化を行うことにより、事業採択までの事務手続を大幅に短縮した。


　さらに、台風第12号・第11号及び梅雨前線等に伴う豪雨、低気圧に伴う強風・豪雪・雪崩・波浪等の自然災害により被害を受けた地区（40件）に災害対策等緊急事業推進費を執行し、住民の安全・安心の確保に資するため、緊急に再度災害防止対策等を実施した。




（12）安全・安心のための情報・広報等ソフト対策の推進

　安全・安心の確保のために、自然災害を中心として、ハード面に限らずソフト面での対策の取組みを進めるため、「国土交通省安全・安心のためのソフト対策推進大綱」に基づき、毎年、進捗状況の点検を行ってきたが、東日本大震災を受けて、ソフトとハードの調和的かつ一体的な検討が必要であることが顕在化したことから、社会資本整備重点計画・国土交通省防災業務計画の見直しを踏まえ、検討を行っている。






注1　住宅等がある区域の周囲を取り囲む堤防

注2　「川の防災情報」ウェブサイト：［インターネット版］http://www.river.go.jp、［携帯版］http://i.river.go.jp

注3　既存のレーダに比べ、より高頻度（1分ごと）、高分解能（250mメッシュ）での観測が可能。また、これまで5〜10分程度かかっていた配信に要する時間を1〜2分に短縮。


注4　「国土交通省ハザードマップポータルサイト」ウェブサイト：http://disaportal.gsi.go.jp

注5　「道路防災情報ウェブマップ」ウェブサイト：http://www.mlit.go.jp/road/bosai/doro_bosaijoho_webmap/


注6　Global Navigation Satellite System：全球測位衛星システム

注7　人工衛星で宇宙から地球表面の変動を監視する技術

注8　海岸の構造物によって砂の移動が断たれた場合に、上手側に堆積した土砂を、下手側海岸に輸送・供給し、砂浜を復元する工法

注9　流れの下手側の海岸に堆積した土砂を、侵食を受けている上手側の海岸に戻し、砂浜を復元する工法

注10　「国土交通省防災情報提供センター」ウェブサイト：http://www.mlit.go.jp/saigai/bosaijoho/

注11　「国土交通省ハザードマップポータルサイト」：http://disaportal.gsi.go.jp/









コラム　「土砂災害防止法」の改正



　平成26年8月20日未明、広島市では集中豪雨に見舞われ、安佐北区・安佐南区では土石流やがけ崩れが発生し、土砂災害等による死者74名という甚大な被害が生じました。


　この土砂災害では、1)土砂災害の危険性が住民等に十分伝わっていなかったこと、2)あらかじめ避難勧告等が発令されていなかったこと、3)避難場所や経路が危険な区域内に存在する等、土砂災害からの避難体制が不十分な場合があったこと、等の課題が明らかとなりました。このような課題を踏まえ、「土砂災害防止法」の改正案が、第187回国会（臨時国会）に提出され、26年11月に成立、27年1月に施行されました。




　【改正の概要】

1)土砂災害の危険性のある区域の明示

　住民等に土砂災害の危険性を周知し、土砂災害警戒区域等の指定を促進するため、都道府県は、基礎調査の結果を公表することとなりました。基礎調査は、おおむね5年程度を目標として完了させることとしています。




2)円滑な避難勧告等の発令に資する情報の提供

　市町村長の適切な避難勧告等の発令に資するため、土砂災害警戒情報を法律に明記するとともに、都道府県は当該情報を市町村に通知し、あわせて一般にも周知することとなりました。当該情報が発表された場合、市町村長は直ちに避難勧告等を発令することを基本とすることを明確にしました。また、市町村が避難勧告の解除のための助言を求めた場合、国または都道府県は必要な助言を行うこととなりました。




3)避難体制の充実・強化

　安全な避難場所の確保等、避難体制の充実・強化を図るため、市町村地域防災計画において、土砂災害警戒区域ごとに、避難場所及び避難経路、避難訓練について定めることとなりました。あわせて、土砂災害警戒区域内の社会福祉施設や学校、医療施設等に対する土砂災害警戒情報の伝達等を定めることとなりました。


　また、市町村のハザードマップ作成を促進するため、都道府県は電子地図の提供等により支援するとともに、作成状況をとりまとめ国に報告することとしました。




4)国による援助

　国は、都道府県や市町村の土砂災害防止対策について、必要な助言等の支援に努めることとなりました。

　今回の法改正により、住民に土砂災害の危険性をできるだけ早期に周知することを推進するとともに、国・都道府県・市町村の関係がより具体的になりました。これらを踏まえ、行政機関の連携をさらに緊密なものにし、警戒避難体制の充実・強化を図るなど土砂災害防止対策を一層推進してまいります。

　
八木地区での被災状況

[image: 八木地区での被災状況]









コラム　平成26年9月27日の御嶽山の噴火と気象庁の対応



　御嶽山では平成26年9月27日11時52分頃に噴火が発生しました。この噴火で噴煙は東に流れ、高度は火口縁上約7,000mと推定されています。また、事後の関係機関の調査で、大きな噴石が火口列から1km程度の範囲に飛散し、火砕流は火口列から南西方向に約2.5km、北西方向に約1.5km流下したことがわかりました。御嶽山の噴火は、19年3月のごく小規模な噴火以来となります。


　気象庁は、噴火の状況を踏まえ、同日12時36分に火口周辺警報を発表し、噴火警戒レベルを1（平常）から3（入山規制）に引き上げました。その後、27年1月19日に火山活動が低下したとの火山噴火予知連絡会の見解を踏まえ、気象庁は同日、噴火に対する警戒が必要な範囲を火口からおおむね3kmの範囲に縮小しました。


　噴火が発生したのは観光シーズンの昼時であり、山頂付近には数多くの登山者が訪れていました。総務省消防庁によると、この噴火による死者・行方不明者は合わせて63名（26年10月23日現在）であり、戦後の火山災害では最多となりました。


　気象庁では、この噴火により多くの人命が失われたことを重く受け止め、火山噴火予知連絡会の下の「火山観測体制等に関する検討会」及び「火山情報の提供に関する検討会」において、水蒸気噴火の兆候や火山活動の推移を把握するための観測体制や、登山者や観光客にもわかりやすい情報の提供等について検討を進めました。同検討会では、26年11月に緊急提言を、27年3月に最終報告を取りまとめました。これを受け、気象庁では、全国の常時監視火山等を対象に火山観測施設を新設するなど、火山観測体制の強化やわかりやすい情報の提供に向けた取組みを進めています。


　
平成26年9月27日火砕流の状況

[image: 平成26年9月27日火砕流の状況]



　
火山観測体制等に関する検討会の模様

[image: 火山観測体制等に関する検討会の模様]



　
平成26年9月28日の御嶽山（陸上自衛隊協力）

[image: 平成26年9月28日の御嶽山（陸上自衛隊協力）]









コラム　海岸法が15年ぶりに大幅改正されました



　今後30年以内の発生確率が70％と切迫する南海トラフの地震等による大規模な津波等に備え、海岸の防災・減災対策を強化するとともに、高度成長期等に集中的に整備された海岸堤防等の海岸保全施設の老朽化に対応し、海岸の適切な維持管理を推進するため、平成26年6月に海岸法を15年ぶりに改正しました。




◯今回の改正のポイント



1．減災機能を有する堤防等の海岸保全施設への位置付け

　東日本大震災では、堤防を越えた津波により、堤防が壊れ、背後地に甚大な被害が発生しました。東日本大震災以降、海岸保全施設の整備に当たっては、比較的発生頻度の高い津波を対象に防護することを基本としています。一方で、設計津波を超える津波に対しては、海岸保全施設の効果が粘り強く発揮できる減災機能を有する構造と


　することとなり、今回の改正では施設と一体的に設置された根固工又は樹林（「緑の防潮堤」）等の「粘り強い構造」の堤防等を法律上明確に位置付け、津波、高潮等に対する減災対策をより一層推進することとしました。


　また、関係者が、海岸の防災・減災対策に係る事業間調整等について協議を行うための協議会を組織することができることとしました。




2．水門・陸閘(こう)等の操作規則等の策定等

　東日本大震災で、水門等の操作に関係していた多数の方が犠牲になったことを踏まえ、施設管理者に、水門・陸閘等の操作方法、訓練等に関する操作規則等の策定を義務付けました。また、災害時に障害物があり陸閘を閉鎖できない場合などに、海岸管理者が障害物の処分等を行う緊急措置等の規定を整備しました。




3．海岸保全施設の維持・修繕基準の策定

　今後、急速な老朽化が見込まれる海岸保全施設を良好な状態に保つよう、海岸管理者の海岸保全施設に係る維持・修繕の責務を法律上明確化するとともに、計画的に点検とその結果を踏まえた的確な修繕を行う等の予防保全の観点に立った維持・修繕の基準を策定しました。




4．座礁船舶の撤去命令

　これまで、海岸保全区域内の海域に座礁した船舶を放置等された場合に、海岸管理者は船舶の撤去等の命令ができませんでしたが、座礁等した船舶が海岸保全施設を損傷等するおそれがある場合は、船舶所有者に対し、船舶の撤去等を命令することができることとしました。




5．海岸協力団体制度の創設

　近年、民間の法人・団体が海岸において多種多様な活動を実施しています。地域の実情に応じた海岸管理の充実を図るため、海岸保全に資する清掃、植栽、希少な動植物の保護等の様々な活動を自発的に行い、海岸管理を適正かつ確実に行う法人・団体を海岸管理者が海岸協力団体として指定することができることとしました。


　
減災機能を有する堤防等の海岸保全施設への位置付け

[image: 減災機能を有する堤防等の海岸保全施設への位置付け]



　
海岸保全施設の維持・修繕基準の策定

[image: 海岸保全施設の維持・修繕基準の策定]



　
水門・陸閘等の操作規則等の策定

[image: 水門・陸閘等の操作規則等の策定]



　
座礁船舶の撤去命令

[image: 座礁船舶の撤去命令]



　
海岸協力団体制度の創設

[image: 海岸協力団体制度の創設]









コラム　大雪に備えた国土交通省の対応



　平成26年2月に関東甲信地方で発生した記録的大雪により、各地で車両の立ち往生が発生しました。これらの立ち往生車両は除雪作業の障害となり、道路の除雪が滞るうちに別の場所で立ち往生が発生し、結果的に数日間に亘って大規模な通行止めが発生しました。


　大規模な通行止めは、大型車のスリップ等の立ち往生がきっかけとなり発生する場合が多く、その原因の多くは、夏タイヤやチェーン等の未装着によるものとなっています。


　国土交通省では、このような異例の降雪に対する除雪体制を強化するとともに、道路利用者への情報提供の充実を図り、冬期の道路交通を確保しています。




異例の降雪に対する国土交通省対策本部の設置

　異例の降雪における被害を最小化するため、26年12月9日に「異例の降雪に対する国土交通省対策本部」（本部長：太田国土交通大臣）を常設組織として設けました。本部では、雪害時の防災行動を時系列で整理した防災行動計画（タイムライン）を初めて策定し、本省・地方整備局や交通関係事業者等は、気象庁の気象情報等をもとに、被害最小化のため一体となって行動することとしています。




早めの通行止めによる除排雪作業の集中的な実施

　一度、立ち往生が発生すると、立ち往生した車両が除雪車両の障害になるとともに、車両の排除にも時間を要するため、長時間の通行止めとなってしまいます。


　こうしたことを踏まえ、立ち往生の発生が想定される区間においては、あらかじめ、除雪車の待機位置や、人員等の配置計画を定めておき、大雪による交通障害発生時に、迅速に初動対応をとれるように準備を行っています。


　また、26年度からは、立ち往生が発生してからの対応ではなく、立ち往生のおそれがあるような異常降雪時においては、立ち往生の発生前であっても、早い段階で通行止めを行い、効率的に除雪を行うことにより、トータルとしての通行止めの時間を短くする取組みを行っています。




災害対策基本法の改正を踏まえた道路管理者による車両の移動の実施

　平成26年2月の関東甲信地方の大雪等を踏まえ、同年11月に改正された「災害対策基本法」（以下、「改正災対法」という。）では、大雪等の災害時において、緊急通行車両の通行を確保する必要がある場合、道路管理者は、道路の区間を指定し、車両等の運転者等に対し、車両等を道路外へ移動する等の措置を命じることができることとされ、さらに運転者が移動の命令に応じない場合や不在の場合などには、道路管理者自らが、車両等を移動することができることとされました。


　26年度の大雪に対して、「改正災対法」を積極的に適用し、立ち往生車両の迅速な排除に努め、除雪作業の効率化、通行止め時間の短縮を図っております。26年度のみでも、高速道路や国道の48区間で指定を行い、8台の車両について、道路管理者による強制撤去を行っております。（27年3月31日現在）




　
立ち往生車両の発生状況（平成26年２月15日）

[image: 立ち往生車両の発生状況（平成26年２月15日）]



　
放置車両の強制撤去（平成27年１月２日）

[image: 放置車両の強制撤去（平成27年１月２日）]



ドライバー等への呼びかけ

　冬期の道路交通の確保には、冬装備の装着等、ドライバーの方々の協力が不可欠です。こうしたことから、平素より、道の駅やSA・PA等において、気象情報や交通情報に注意して頂くとともに、冬用タイヤやチェーン等の装着を万全にして頂くようお願いしています。


　各地方整備局や高速道路会社では、異常降雪時に早めの通行止めを行う可能性がある区間を事前に公表し、冬装備が万全ではない車等については、こうした区間の通行を避けて頂く等の呼びかけを行っております。


　※全国の通行止め予定区間（http://www.mlit.go.jp/road/bosai/road_closed/）

　また、異常降雪が予想されるときには、「異例の降雪に対する国土交通省対策本部」から緊急発表を行うこととしており、26年度においても大雪が予想された年末年始の平成26年12月31日に、過去の類似の気象条件の際に発生した被害や影響を示し、ドライバー等に不要不急の外出を控える等、注意の呼びかけを行った結果、夕方のニュース報道、ウェブニュース等に早速取りあげられました。










コラム　防災アプリケーションの機能向上に向けた取組み



　平成23年に発生した東日本大震災以降、国民の防災に対する意識が高まっています。近年は、スマートフォンや携帯電話を介して様々な防災地図情報を提供する防災アプリが、地方公共団体や民間事業者等によって数多く作成・提供されています。いつでもどこでも信頼性の高い防災地図情報が利用でき、汎用性が高く実用的な防災アプリの開発を進めるためには、国民に対して各種防災地図情報の提供の充実を図ることが必要です。このため26年度に、国土地理院と国土交通省水管理・国土保全局は、内閣府等の協力を得て、防災アプリの公募を行いました。


　この取組みでは、和歌山県及び海南市の協力を得て同市をモデル地区として各種防災地図情報を整備・公開し、これらの情報を活用した多数の有用な防災アプリの応募がありました。また、学識経験者等による審査委員会を開催し、応募のあったアプリの中から、有用性、操作性等を総合的に勘案して、優れた機能を持つ防災アプリを選定しました。さらに、選定した防災アプリのうち、特に災害時の避難誘導等に活用可能なアプリ（特に、避難所情報、避難ルート等の検索表示など）を用いて、和歌山県海南市防災訓練にあわせて、市民の参加協力も得ながら避難所等への避難誘導実証実験を行いました。


　今回の取組みについて応募者であるアプリ開発者からは、意欲的で先進的な取組みであり非常に刺激を受けたという意見や、今回の実証実験の結果等を踏まえてさらに実用的なアプリを開発したいという意見がありました。また、実証実験の参加者からは、こうした取組みを通じて普段から防災地図情報を容易に利用できるようにして欲しいとか、教育現場でも防災学習などに活用して欲しいという意見がありました。


　今回応募のあった防災アプリでは、避難所に関する情報やハザードマップなど、多くの防災地図情報が利用されていましたが、これらの情報をさらに高度に利用し、避難誘導等に役立てることが求められています。また、アプリの操作性や機能向上に対する利用者からの意見も多く、更なる防災地図情報の提供や、防災アプリの開発・普及が必要です。今後、これらの結果を踏まえて更に取組みを進め、国民への防災地図情報提供の一層の充実につなげていくこととしています。


　
和歌山県海南市での避難誘導実証実験の様子

[image: 和歌山県海南市での避難誘導実証実験の様子]









■3　災害に強い交通体系の確保



（1）多重性・代替性の確保等

　鉄道、港湾、空港等の施設の耐災化や救援・復旧活動・事業継続に資する緊急輸送体制の確立を図ることにより、多重性、代替性を確保するとともに、利用者の安全確保に努めている。


　道路ネットワークは、災害時には緊急輸送道路としていち早く救援が可能となるなど、「命の道」として機能するようしっかりつないでいく。




（2）道路防災対策

　大規模災害時の救急救命活動や復旧支援活動を支えるため、代替性確保のためのミッシングリンクの整備、防災対策（斜面・盛土対策等）、震災対策（耐震補強等）、雪寒対策（防雪施設の整備等）、道路施設への防災機能強化（道の駅及びSA・PAの防災機能の付加、避難路・避難階段の整備）を進めるとともに、平成25年6月の「道路法」等の改正に基づく、速やかな道路啓開の実施のための民間企業等との災害協定の締結や、道路管理者間の協議会による啓開体制の構築を推進している。また、26年11月の「災害対策基本法」の改正を踏まえ、速やかな道路啓開に資する、道路管理者による円滑な車両移動のための体制・資機材の整備を推進している。


　さらに、ETC2.0プローブ情報及び民間プローブ情報等のビッグデータを活用し、早期の被害状況の把握による初動強化を推進している。


　なお、東日本大震災による津波により壊滅的な被害を受けた地域等において、復興計画に位置付けられた市街地整備に伴う道路整備や、高速道路ICへのアクセス道路等の整備を推進している。また、津波被害を軽減するための対策の一つとして、標識柱等へ海抜表示シートを設置し、道路利用者に海抜情報の提供を推進している。




（3）無電柱化の推進

　地震等の災害発生時に電柱が倒壊することにより、緊急車両等の通行に支障をきたすことを回避するため、無電柱化を推進している。また、道路の新設、拡幅等を行う際の同時整備を推進するとともに、直接埋設や小型ボックス活用埋設等の低コスト手法の導入に向けた検討を関係機関と実施している。




（4）各交通機関等における防災対策

　鉄道については、旅客会社等が行う落石・雪崩対策や海岸保全等の防災事業、（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構が行う青函トンネルの機能保全のための変電所施設、列車制御施設等の改修事業に対し、その費用の一部を助成し、災害に強い、安全かつ安定的な鉄道輸送の確保を図っている。


　港湾については、災害時にも港湾機能の継続及び地域の経済活動を維持するため、また被災した施設の早期復旧を図るため、港湾BCPを策定するとともに、港湾広域防災協議会等を設置し、国・港湾管理者・港湾利用者等の協力体制の構築を推進している。


　空港については、地震等被災時に救急・救命活動や緊急輸送の拠点となるとともに、航空ネットワークの維持、背後圏経済活動の継続性確保において重要と考えられる航空輸送上重要な空港等において、必要な管制機能を確保するための庁舎等及び最低限必要となる基本施設等の耐震化等を実施している。また、津波災害に備え、津波被災の可能性のある空港で、人命保護のため津波発生時の空港利用者等の避難方法等を定めた津波避難計画を策定し、計画に基づき津波避難訓練等の取組みを引き続き実施している。また、津波被災後に空港機能を早期に復旧するための計画を策定し、計画に基づき関係機関との協力体制構築等の取組みを推進している。さらに今後発生が予想される南海トラフ地震等広域的な大規模災害を想定し、ハード・ソフト両面から空港施設の災害対策のあり方を検討している。




（5）災害に強い物流システムの構築

　東日本大震災では、円滑な支援物資物流を確保する観点から、民間物流事業者のノウハウや施設の活用の重要性が認識されたところである。この教訓を踏まえて、国、地方公共団体、物流事業者等で連携して災害に強い物流システムの構築に向けた検討を実施し、発災時に物資拠点として活用可能な民間物流施設のリストアップ（全国で1,203箇所）（平成27年2月28日時点）や当該施設への非常用電源設備、非常用通信設備の導入支援等、官民の連携・協力体制の構築を全国的に推進しているところである。










第3節　建築物の安全性確保



（1）住宅・建築物の生産・供給システムにおける信頼確保

　平成19年に施行された改正「建築基準法」により、建築確認・検査の厳格化が図られたが、建築確認手続の停滞が生じ、建築確認件数が大幅に減少するなどの影響があったことなどを踏まえ、建築確認審査の迅速化・申請図書の簡素化等を図るため、22年及び23年の二度にわたって建築確認手続等の運用改善を実施した。


　24年8月に国土交通大臣が社会資本整備審議会に対し、「今後の基準制度のあり方」について諮問し、同年9月より同審議会建築分科会に設置された建築基準制度部会において特に見直し要請の強い項目について優先して検討を進めた。このうち、「住宅・建築物の耐震化促進方策のあり方」については、25年2月に第一次答申を取りまとめ、これに基づき、同年11月に改正「建築物の耐震改修の促進に関する法律」が施行された。


　また、「木造建築関連基準等のあり方」及び「効率的かつ実効性ある確認検査制度等のあり方」については、同年2月に第二次答申を取りまとめた。これに基づき、「建築基準法の一部を改正する法律」が26年5月に成立したところである。


　建築士に係る施策としては、同年6月に成立した「建築士法の一部を改正する法律」に基づき、設計・工事監理業務の適正化に向けた取組みを行っている。


　さらに、新築住宅に瑕疵が発生した場合にも確実に瑕疵担保責任が履行されるよう、建設業者等に資力確保（保証金の供託又は瑕疵保険の加入）を義務付ける「特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律（住宅瑕疵担保履行法）」に基づき、保険引受体制の整備や消費者への普及啓発等に取り組んでいる。


　なお、26年度に同制度が施行5年目を迎え、有識者による「住宅瑕疵担保履行制度のあり方に関する検討委員会」を新たに立ち上げ、円滑な制度運用や普及啓発等に向けた検討を行った。




（2）昇降機や遊戯施設の安全性の確保

　昇降機（エレベーター、エスカレーター）や遊戯施設の事故原因究明のための調査並びに地方公共団体及び地方整備局職員を対象とした安全・事故対策研修を引き続き行うとともに、建築基準法令において、定期検査制度の一部改正並びに昇降機の耐震基準及び荷物用エレベーターに対する安全装置の設置基準の追加を行い、安全性の確保に向けた取組みを進めた。










第4節　交通分野における安全対策の強化



　安全の確保は交通分野における根本的かつ中心的な課題であり、ひとたび事故が発生した場合には多大な被害が生じるおそれがあるとともに、社会的影響も大きいことから、事故の発生を未然に防ぐため、各種施策に取り組んでいる。










■1　公共交通機関等における安全管理体制の構築・改善



　各交通モードにおいてヒューマンエラーに起因すると見られる事故・トラブルが多発したことを契機に平成18年10月に「運輸安全マネジメント制度」が導入された。これは、「安全管理規程」の作成や、「安全統括管理者」の選任等の制度と相まって、運輸事業者において、経営トップの主体的な関与の下で現場を含む組織が一丸となって安全管理体制を構築・強化し、国がその状況を確認して、評価や助言をすることで、安全管理体制をPDCAサイクルによって継続的に向上させるものである。




　
図表II-7-4-1　運輸安全マネジメント制度の概要

[image: 図表II-7-4-1　運輸安全マネジメント制度の概要]




　26年度においては、運輸安全マネジメント評価を延べ465社（鉄道75社、自動車107社、海運262社、航空21社）に対して実施した。


　

図表II-7-4-2　大手事業者とその他の事業者の取組状況の相違（平成25年度）

[image: 図表II-7-4-2　大手事業者とその他の事業者の取組状況の相違（平成25年度）]




　また、運輸審議会運輸安全確保部会での審議を経て、23年12月に取りまとめた「運輸の安全確保に関する政策ビジョン」においては、今後の安全確保政策の方向性として、1)中小事業者に対する啓発普及活動の強化、2)大手・中堅事業者を中心とした安全管理の実効性の確保、3)マネジメント評価を行う人材の確保及び養成の強化、の三点が示され、取組みを推進している。


　具体的には、運輸安全マネジメント制度の実施の義務付けについて、全貸切バス事業者等に拡大（約4,200者）したことを踏まえた効果的な評価の実施や、25年7月に創設した認定セミナー制度（民間機関等が実施するセミナーを国土交通省が認定する制度）の活用等による、中小事業者に対する普及・啓発等を進めている。認定セミナーに関しては、26年12月末時点で約14,000人が参加した。


　運輸安全マネジメント制度については、今後さらに制度の実効性向上を図るとともに、そのコンセプトを全ての事業者へ普及することを目指すなど、充実強化を図ることとしている。










■2　鉄軌道交通における安全対策



　鉄軌道交通における運転事故件数は、自動列車停止装置（ATS）等の運転保安設備の整備や踏切対策の推進等を行ってきた結果、長期的には減少傾向注1にあるが、近年は横ばいで推移していることから、更なる安全対策の推進が必要である。


　
図表II-7-4-3　鉄軌道交通における運転事故件数及び死傷者数の推移

[image: 図表II-7-4-3　鉄軌道交通における運転事故件数及び死傷者数の推移]



（1）鉄軌道の安全性の向上

　過去の事故等を踏まえて、必要な基準を制定するなどの対策を実施し、これを鉄軌道事業者が着実に実行するよう指導するとともに、保安監査等を通じた実行状況の確認や、監査結果等のフィードバックによる更なる対策の実施を通じて、鉄軌道の安全性の向上を促している。




1)JR西日本福知山線列車脱線事故等を契機とした対策

　「鉄道に関する技術上の基準を定める省令」を改正し、曲線部等における速度制限機能付き自動列車停止装置（ATS）、運転士異常時列車停止装置、運転状況記録装置等の設置を義務づけた。




2)JR東日本羽越線脱線事故を契機とした対策

　「鉄道強風対策協議会」を設置し、強風対策についてソフト・ハードの両面から検討を進め、風速計を新たに増設するなど、鉄道における強風観測体制の一層の強化等を図った。




3)JR貨物函館線列車脱線事故を契機としたJR北海道の安全確保に向けた対策

　JR北海道に対し、平成26年1月に事業改善命令・監督命令として「JR北海道が講ずべき措置」の実施を命じており、定期的な報告、常設監査体制等を通じて、確実に実行するよう、監督・指導を行っている。




（2）踏切対策の推進

　都市部を中心とした「開かずの踏切」注2等は、踏切事故や慢性的な交通渋滞等の原因となり、早急な対策が求められている。このため、道路管理者と鉄道事業者が連携し、「踏切道改良促進法」及び「第9次交通安全基本計画」に基づき、立体交差化、構造改良、横断歩道橋等の歩行者等立体横断施設の整備、踏切遮断機等の踏切保安設備の整備等により踏切事故の防止に努めている。


　平成26年度は、「踏切道改良促進法」に基づき、立体交差化すべき踏切道として43箇所、拡幅等の構造改良をすべき踏切道として36箇所、保安設備を整備すべき踏切道として6箇所の指定を行うとともに、連続立体交差事業等による踏切除却等の抜本対策や歩道拡幅及び保安設備の整備等の速効対策を推進した。


　また、27年度には「踏切安全通行カルテ」を作成・公表し、踏切の歩行者対策を重点的に推進していく予定である。



（3）ホームドアの整備促進

　視覚障害者等をはじめとしたすべての駅利用者の安全性向上を図ることを目的に、駅からの転落等を防止するホームドアの設置を促進している（平成26年度末現在、615駅で設置）。「移動等の円滑化の促進に関する基本方針」（23年3月）、「社会資本整備重点計画」（24年8月）、「交通政策基本計画」（27年2月）等を踏まえ、ホームドアや内方線付き点状ブロックの整備促進、車両ドア位置の不一致等の課題に対応した新しいタイプのホームドアの技術開発等ハード面の対策とともに、視覚障害者等への声かけを推進する「ひと声マナー」をキャッチフレーズとした鉄道利用マナーUPキャンペーンを展開する等ソフト面の対策にも取り組んでいる。


　
ホームドア

[image: ホームドア]



　
内方線付き点状ブロック

[image: 内方線付き点状ブロック]



　
ひと声マナーキャンペーン

[image: ひと声マナーキャンペーン]






注1　JR西日本福知山線列車脱線事故があった平成17年度など、甚大な人的被害を生じた運転事故があった年度の死傷者数は多くなっている。


注2　列車の運行本数が多い時間帯において、踏切遮断時間が40分／時以上となる踏切









■3　海上交通における安全対策



　我が国の周辺海域では、毎年2,500隻前後の船舶事故が発生している。ひとたび船舶事故が発生すると、尊い人命や財産が失われるばかりでなく、我が国の経済活動や海洋環境にまで多大な影響を及ぼす可能性があるため、更なる安全対策の推進が必要である。




（1）船舶の安全性の向上及び船舶航行の安全確保

1)船舶の安全性の向上

　船舶の安全に関しては、国際海事機関（IMO）を中心に国際的な基準が定められており、IMOにおける議論に積極的に参画するとともに、平成26年7月には、SOLAS条約注1の改正に伴う騒音に対する保護要件の追加、36人以下の旅客船における隔壁及び甲板の防火要件の変更等、国内法令の整備を実施した。


　25年6月にインド洋で発生したバハマ船籍の大型コンテナ船MOL
COMFORT号折損事故を契機として、大型コンテナ船の安全対策を検討するためコンテナ運搬船安全対策検討委員会を開催し、27年3月に就航中の大型コンテナ船の安全対策を内容とする報告書を取りまとめ、公表した。


　また、サブスタンダード船注2の排除のため、ポートステートコントロール（PSC）注3を実施している。




2)船舶航行の安全確保

　STCW条約注4に準拠した「船舶職員及び小型船舶操縦者法」に基づき、船舶職員の資格を定め、人的な面から船舶航行の安全を確保している。平成22年6月に、船員が備えなければならない新たな知識の追加等を内容とした改正STCW条約（マニラ改正）が採択されたことから、国内法の一部改正を行い、26年4月に施行した。また、水先制度については、水先を行うことができる者の資格を定め、船舶交通の安全を図っているところであるが、後継者の確保が課題となっており、人材の安定的確保を図りつつ、必要な養成教育を着実に推進している。


　職務上の故意又は過失によって海難を発生させた海技士、小型船舶操縦士及び水先人に対しては、「海難審判法」に基づく調査、審判を実施しており、26年には339件の裁決を行い、海技士、小型船舶操縦士及び水先人計424名に対する業務停止（1箇月から2箇月）及び戒告の懲戒を行うなど、海難の発生防止に努めている。


　海難防止対策としては、沿岸域情報提供システム（MICS）、灯浮標をプラットホームとした気象情報提供システムによる情報提供、海難防止施策の効果的な連携を図ることを目的とした関係省庁海難防止連絡会議の開催、関係機関等が連携した「全国海難防止強調運動」等を展開している。また、小型船舶の海難防止に向け、関係省庁と連携した海難防止講習会の開催、地域に応じた各種海難防止キャンペーンを実施している。


　交通政策審議会「船舶交通の安全・安心をめざした取組み（答申）」（25年10月）を踏まえ、大規模災害発生時における船舶の安全かつ円滑な避難と被害の極小化、平時における船舶の管制信号待ちや渋滞の緩和のため、東京湾における一元的な海上交通管制の構築を進めている。


　加えて、狭水道における通航船舶の安全性や運航の効率性の向上を図るため、来島海峡において、詳細で正確な潮流観測を行ない、面的なシミュレーションによる潮流情報をインターネットで提供している。


　海図については、電子海図情報表示装置（ECDIS）普及に伴い、重要性の増した電子海図の更なる充実を図っている。また、外国人船員に対する海難防止対策の一環として英語表記のみの海図等を刊行するとともに、26年度には、航法の複雑な海域について、航法等に関する理解促進のために英語版のルーティングガイドの刊行を開始した。さらに、東日本大震災により被災した主要15港湾について、海図の改訂を進めている。


　水路通報・航行警報については、26年6月から有効な情報を地図上に表示したビジュアル情報をインターネットで提供している。

　航路標識については、船舶交通の環境及びニーズに応じた効果的かつ効率的な整備を行っており、26年度に354箇所の改良・改修を実施した。


　また、東日本大震災により被災した航路標識158基のうち、復旧が完了していない28基（27年3月時点）については、今後、港湾や防波堤の復旧に合わせて復旧していくこととしている。


　さらに、（独）海上技術安全研究所に設置した「海難事故解析センター」において、事故解析に関する高度な専門的分析や重大海難事故発生時の迅速な情報分析・情報発信を行うとともに、再発防止対策の立案等への支援を行っている。


　輸入原油の8割が通航する我が国にとって極めて重要な海上輸送路であるマラッカ・シンガポール海峡については、船舶の航行安全確保が重要であり、「協力メカニズム」注5の下、航行援助施設基金注6への資金拠出等の協力を行っている。26年9月の同メカニズムにおける第7回協力フォーラムにおいて、我が国より、同海峡の同海峡の水路測量調査が行われてから16年が経過しており、その間潮流の影響で海底地形も変化していることから、同海峡の海図を改訂するため水路測量調査の再実施を提起した。これを受け、沿岸国は、沿岸3国技術専門家会議において、我が国と共同で水路再測量調査を実施することを決定した。今後も沿岸国との良好な関係を活かし、官民連携して同海峡の航行安全・環境保全対策に積極的に協力していくこととしている。




（2）乗船者の安全対策の推進

　乗船者の事故における死者・行方不明者のうち約55％は海中転落によるものである。転落後に生還するためには、まず海に浮いていること、また、その上で速やかに救助要請を行うことが必要である。このため、海上保安庁では、ライフジャケットの常時着用、防水パック入り携帯電話等の適切な連絡手段の確保、海上保安庁への緊急通報用電話番号「118番」の有効活用の3つを基本とする自己救命策の普及・啓発に努めている。また、小型船舶（漁船・プレジャーボート等）からの海中転落による乗船者の死亡率は、ライフジャケット非着用者が着用者の約3倍と高く、ライフジャケットの着用が海中転落事故からの生還に大きく寄与している。このため、LGL注7に対する支援やライフジャケット着用推進モデルマリーナ等注8の指定を行うとともに、関係省庁や地方公共団体と連携し、年間を通じてライフジャケットの着用を推進している。




（3）救助体制の強化

　海上保安庁では、迅速かつ的確な救助を行うため、24時間体制で遭難周波数の聴守及び緊急通報用電話番号「118番」の運用を行うなど、事故発生情報の早期把握に努めている。また、特殊救難隊、機動救難士、潜水士等の救助技術・能力の向上を図るとともに、救急救命士が実施する救急救命処置の質を保障するメディカルコントロール体制の充実・強化、巡視船艇・航空機の高機能化等、救助・救急体制の充実・強化を図っている。さらに、関係省庁、地方公共団体、民間救助団体等との連携についても充実・強化を図っている。






注1　1974年の海上における人命の安全のための国際条約

注2　国際条約の基準に適合していない船舶

注3　寄港国による外国船舶の監督

注4　1978年の船員の訓練及び資格証明並びに当直の基準に関する国際条約」。海上における人命及び財産の安全を増進すること並びに海洋環境の保護を促進することを目的として、船員の訓練及び資格証明等について定められた国際条約


注5　国連海洋条約第43条の精神に基づき国際海峡における沿岸国と海峡利用国の協力のあり方を世界で初めて具体化したもので、協力フォーラム、プロジェクト調整委員会、航行援助施設基金、の3要素で構成されている。


注6　マラッカ・シンガポール海峡に設置されている灯台等の航行援助施設の代替又は修繕等に要する経費を賄うために創設された基金

注7　漁業者の家族等が行う、ライフジャケット着用推進を図る地域の活動のこと。Life Guard
Ladies（女性着用推進員）の略

注8　ライフジャケットの常時着用を率先して推進しているマリーナや漁業協同組合のこと。地域におけるライフジャケット着用の推進及び安全意識の啓発へつなげる拠点として指定。









■4　航空交通における安全対策



（1）航空の安全対策の強化

1)航空安全プログラム（SSP）

　航空局は、国際民間航空条約第19附属書に従い、航空安全当局として民間航空の安全のために講ずべき対策等を定めた航空安全プログラム（SSP）を平成25年10月に策定し、26年4月から施行した。SSPにおいて航空局は、国の安全指標及び目標値の設定、航空の安全に係る基準等の策定、検査・監査、必要な処分等を行う。また、航空サービス提供者に対し、安全方針の策定、安全指標及び目標値の設定、安全情報の報告、教育訓練、安全に係るリスクの管理等の実施を求める。


　また、航空の安全情報をさらに収集し、安全の向上に役立てるため、26年7月より、航空安全情報自発報告制度（VOICES）を開始した。VOICESにおいては、義務報告では捕捉が難しい「ヒヤリ・ハット経験」について広く航空関係者から自発的な報告を求め、情報源を秘匿の上専門家が分析し、その結果を航空関係者で共有することにより、航空事故の予防的対策に役立てることとしている。




2)航空輸送安全対策

　特定本邦航空運送事業者注において、乗客の死亡事故は昭和61年以降発生していないが、安全上のトラブルに適切に対応するため、航空会社等における安全管理体制の強化を図り、予防的安全対策を推進するとともに、国内航空会社の参入時・事業拡張時の事前審査及び抜き打ちを含む厳正な立入検査を通じた体系的な監査を的確に実施している。また、オープンスカイ政策の推進による外国航空会社の乗り入れの増加等を踏まえ、我が国に乗り入れる外国航空機に対して立入検査等による監視を強化してきたところである。


　
図表II-7-4-4　国内航空会社の事故件数及び発生率
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3)国産ジェット旅客機の安全性審査

　平成26年10月には、国産ジェット旅客機の飛行試験初号機が、組み立てラインを外れ関係者に披露された。国土交通省では、設計・製造国政府として、安全・環境基準への適合性の審査を進めているところであり、同審査を適切かつ円滑に進めるため、審査体制の構築・拡充や、米国・欧州の航空当局との密接な連携を実施している。




4)ボーイング787型機バッテリートラブル対応

　平成25年1月に発生し、その後数ヶ月にわたる運航停止を招いたボーイング787型機のバッテリートラブルについては、バッテリーの改修に加え利用者等に対する適切な情報開示を航空会社に要請するなどの措置を講じた。26年1月には、地上駐機中の787型機で類似のトラブルが発生したが、26年12月、前年の事案を踏まえて講じた是正措置が有効に機能したことが確認されたこと、利用者の更なる安心確保の観点から、引き続き米国等関係国の航空関係者と緊密に連携し対応していくことなどを内容とする調査結果を取りまとめ、公表した。




（2）安全な航空交通のための航空保安システムの構築

　航空保安業務に係る重大インシデントはヒューマンエラーに起因するものが大半であることから、管制官とパイロットのコミュニケーションの齟齬の防止のため、視覚的な表示・伝達システムの整備等の対策を推進している。


　また、災害対応等ヘリコプターを含めた小型航空機に対する需要が高まっていることから、その運航上の特性を考慮した低高度航空路の設定等のための検討も実施している。







注　客席数が100又は最大離陸重量が5万キログラムを超える航空機を使用して航空運送事業を経営する本邦航空運送事業者のこと









■5　航空、鉄道、船舶事故等における原因究明と再発防止



　運輸安全委員会では、平成26年4月から、海外で発生した船舶事故について、当委員会が調査した報告書（英語）に加え、外国（オーストラリア、米国、フランス、ニュージーランド、オランダ、カナダ及び英国）の船舶事故調査機関が公表した事故調査報告書を世界地図から探すことができる「船舶事故ハザードマップ・グローバル版」の運用を開始した。


　
船舶事故ハザードマップ・グローバル版

[image: 船舶事故ハザードマップ・グローバル版]




　事故調査等に関しては、25件の航空事故等調査報告書を公表し、5件の勧告・2件の安全勧告を行った。このうち25年1月に、ボーイング式787−8型機のメインバッテリーが離陸上昇中に熱暴走を起こしたため、高松空港に緊急着陸して誘導路上で非常脱出を行った重大インシデントについて、米国連邦航空局に対し、リチウムイオンバッテリーの技術基準の見直し等を行うよう安全勧告を行った。


　また、18件の鉄道事故等調査報告書を公表した。このうち24年4月に北海道で発生した列車脱線事故の調査報告書を踏まえ、国土交通省は、コンテナ内の積荷の偏積を防止するための有効な方策を検討するための検討会を開催した。また、25年9月に北海道で発生した列車脱線事故の調査報告書では、軌道の検査及び整備の確実な実施等の再発防止策を提言した。


　さらに、1,079件の船舶事故等調査報告書を公表し、6件の安全勧告を行った。このうち25年5月に北海道で発生した6人死亡の火災事故について、船舶所有者等に対し、非常用脱出経路が火災発生場所によって制限されることなく確保するように努めるべきなど安全勧告を行うとともに、カンボジア当局に対し、本船と同様な船舶を運航する船舶管理会社及び船舶所有者を指導するように安全勧告を行った。










■6　公共交通における事故による被害者・家族等への支援



　公共交通事故による被害者等への支援を図るため、平成24年4月に公共交通事故被害者支援室を設置し、被害者等に対し事業者への要望の取次ぎ、相談内容に応じた適切な機関の紹介などを行うこととしている。


　26年度においても、公共交通事故発生時に、被害者等へ相談窓口を周知するとともに被害者等からの相談に対応した。また、平時においても、支援に当たる職員に対する教育訓練の実施、外部の関係機関とのネットワークの構築、公共交通事業者による被害者等支援計画の策定の働きかけ等を行った。


　今後も、関係者からの助言等により、同支援室の機能を充実させ、公共交通事故の被害者等への支援の取組みを着実に進めていくこととしている。









■7　道路交通における安全対策



　平成26年の交通事故死者数は、昭和45年のピーク時の1万6千人より4分の1の4,113人（対前年比5.9％減）まで減少したが、交通事故死者数の約半数の2,038人が歩行中・自転車乗車中に発生し、そのうち約半数が自宅から500m以内の身近な場所で発生するなど依然として厳しい状況である。このため、更なる交通事故の削減を目指し、警察庁等と連携して各種対策を実施している。




（1）効率的・効果的な交通事故対策の推進

　近年、道路整備の進展等を受けて、自動車交通を安全性の高い高速道路等へ転換し道路の機能分化を図ることにより、生活道路を歩行者、自転車中心の空間に再生することが可能な時代となってきている。


　また、交通事故死者数の約6割を占めている幹線道路については、安全性を一層高めるために「事故ゼロプラン（事故危険区間重点解消作戦）」により市民参加・市民との協働の下、効果的・効率的に事故対策を推進するなど重点的に対策を実施している。


　
図表II-7-4-5　交通事故件数及び死傷者数等の推移
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　一方、歩行者・自転車に係る死傷事故発生割合が大きい生活道路については、幹線道路への交通転換を図り、車両の通過交通抑制並びに速度低減による安全な歩行空間の確保等を目的として、都道府県公安委員会と連携し、面的な速度規制と組み合わせた車道幅員の縮小・路側帯の拡幅、歩道整備、ハンプの設置等の対策を行うなど、面的かつ総合的な交通事故抑止対策を推進している。




（2）通学路の交通安全対策の推進

　通学路については、平成24年4月に相次いだ集団登校中の児童等の事故を受け、学校や教育委員会、警察等と連携した「通学路緊急合同点検」を実施しており、その結果に基づく対策への支援を重点的に実施している。


　さらに、継続的な通学路の安全確保のため、市町村ごとの「通学路交通安全プログラム」の策定などにより、定期的な合同点検の実施や対策の改善・充実等の取組みを推進している。




（3）ITを活用した高速道路上における安全運転支援

　平成23年8月より、全国の高速道路上においてITSスポットや車載器を活用したETC2.0サービスを開始しており、事故多発地点、道路上の落下物等の注意喚起及び積雪や越波等の状況に関する情報を自動車のカーナビ等に提供することにより安全運転支援を推進している。




（4）安全で安心な道路サービスを提供する計画的な道路施設の管理

　全国には、約70万の橋があり、今後、急速に高齢化していくため、安全の確保のためには、約50万橋を管理する市町村をはじめ、橋梁等の維持修繕・更新にしっかりと取り組んでいく必要がある。


　そこで、道路の適切な管理を図るため、点検を行うべきことの明確化や、道路構造物への影響が大きい大型車両の通行を誘導する道路を指定する制度の創設、制限違反車両の取り締まりの強化などを内容とする「改正道路法」を公布し、政令において、改築・修繕の代行の対象となる施設等はトンネル、橋等とすることや、道路の維持・修繕に関する技術的基準等を定めた。


　橋梁・トンネルなどは、5年に1度、近接目視で点検する等、道路管理者の義務を明確化する省令を、26年3月31日に公布した。

　さらに、26年4月14日に、社会資本整備審議会道路分科会においてとりまとめられた「道路の老朽化対策の本格実施に関する提言」を受けて、今後、メンテナンスサイクルの確定（道路管理者の義務の明確化）を図るとともに、メンテナンスサイクルを回す仕組みを構築することとしている。


　引き続き、26年7月迄に全都道府県で設置された「道路メンテナンス会議」を活用した定期点検の着実な推進、地域単位での点検業務の一括発注の実施、地方公共団体職員向けの研修の充実、直轄診断等の国の技術支援など、地方公共団体の実施する老朽化対策の支援についても、より一層積極的に取り組んでいるところである。




（5）「高速・貸切バス安全・安心回復プラン」の着実な実施

　平成24年4月に発生した関越道高速ツアーバス事故を受けて、25年4月に「高速・貸切バス安全・安心回復プラン」を策定し、25・26年の2年間にわたり、高速ツアーバスの新高速乗合バスへの移行・一本化や交替運転者の配置基準の設定等の措置を実施するとともに、その実施状況について随時フォローアップ・効果検証を行ってきた。引き続き、街頭監査の実施や継続的に監視すべき事業者の把握など本プランの各措置の実効性を確保し、バス事業の安全性向上・信頼の回復に向けた取組みを推進していく。




（6）運転者の体調急変に伴う事故防止対策

　平成26年3月3日に発生した北陸道高速バス事故を受け、従来からの運転者の健康管理に係る施策を見直し、4月18日に「事業用自動車の運転者の健康管理マニュアル」の改訂を含む「運転者の体調急変に伴うバス事故を防止するための対策」を策定した。同対策の道路運送事業者への着実な浸透を図り、運転者の体調急変に伴う事故の防止に取り組んでいる。




（7）事業用自動車の引き起こした事故の調査機能の強化

　社会的影響の大きな事業用自動車の重大事故については、事故の背景にある組織的・構造的問題の更なる解明を図るなど、より高度かつ複合的な事故要因の調査分析を行うとともに、客観性がありより質の高い再発防止策の提言を得ることが求められているところ。


　このため、警察庁と連携して「事業用自動車事故調査委員会」を設け事故の調査機能の強化に取り組んでいる。



（8）国際海上コンテナの陸上運送の安全対策

　国際海上コンテナの陸上運送の安全対策を充実させるため、平成25年6月に新たな「国際海上コンテナの陸上における安全輸送ガイドライン」等を策定し、地方での関係者会議や関係業界による講習会等を通じ、ガイドライン等の浸透や関係者と連携した実効性の確保に取り組んでいる。




（9）自動車の総合的な安全対策

1)事業用自動車の安全対策

　平成21年3月に策定した「事業用自動車総合安全プラン2009」について、26年11月に中間見直しを行った。人身事故件数・死亡者数半減等の30年の目標に向けて、今後も国土交通省・事業者など関係者一丸となって、中間見直し後のプランの施策を着実に実施し、事業用自動車の安全・安心の確保を図っていく。


　また、自動車運送事業者における交通事故防止のための取組みを支援する観点から、デジタル式運行記録計等の運行管理の高度化に資する機器の導入や、過労運転防止のための先進的な取組み等に対し支援を行っている。さらに、生体センサーやクラウドの活用など、多様な機能の進化、技術の進展の成果を統合し、次世代の運行管理を担うシステムのあり方を確立するための検討を開始した。




2)今後の車両安全対策の検討

　第9次交通基本計画（平成23年3月策定）における目標（27年までに交通事故死者数を3,000人以下）の達成に向けて、「安全基準等の拡充・強化」、「先進安全自動車（ASV）推進計画」及び「自動車アセスメント」の3つの施策を有機的に連携させ、車両安全対策を推進している。




3)安全基準等の拡充・強化

　自動車の安全性の向上を図るため、かじ取装置や応急用スペアタイヤ等に関する4つの国際基準を国内へ導入し、カーブでの走行性能や必要なハンドル操作力の上限、応急用スペアタイヤ装着時の制動性能等の要件を新たに整備した。また、二輪車に対する先進ブレーキシステム（アンチロックブレーキシステム（ABS）／コンバインドブレーキシステム（CBS））の装備義務付け、バス及びトラックに対する車線逸脱警報装置（LDWS）の装備義務付け等の基準強化を行った。




4)先進安全自動車（ASV）の開発・実用化・普及の促進

　産学官の連携により、衝突被害軽減ブレーキなど実用化されたASV技術の本格的な普及を促進するとともに、ドライバー異常時対応システムなど新技術の開発・実用化に向けた検討を進めている。


　
図表II-7-4-6　衝突被害軽減ブレーキ

[image: 図表II-7-4-6　衝突被害軽減ブレーキ]



5)自動車アセスメントによる安全情報の提供

　安全な自動車及びチャイルドシートの開発やユーザーによる選択を促すため、安全性能を評価し結果を公表している。平成26年度より、衝突被害軽減ブレーキなど予防安全技術の評価を新たに開始した。




6)自動運転の実現に向けた取組み

　国連の自動車基準調和世界フォーラム（WP29）の下に自動運転分科会を立ち上げ、日本と英国が共同議長に就任した。また、車線維持支援装置に係る基準を提案するなど、先進技術に関する国際基準化を主導している。さらに国内においても、府省連携施策である戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）に基づき、通信利用型運転支援システムの実用化に向けた実証実験等の取組みを行っている。




7)リコールの迅速かつ着実な実施・ユーザー等への注意喚起

　自動車のリコールの迅速かつ着実な実施のため、自動車メーカー等及びユーザーからの情報収集に努め、自動車メーカー等のリコール業務について監査等の際に確認・指導するとともに、安全・環境性に疑義のある自動車については（独）交通安全環境研究所において技術的検証を行っている。また、不具合情報の収集を強化するため、「自動車不具合情報ホットライン」（www.mlit.go.jp/RJ/）について周知活動を積極的に行った。

　さらに、国土交通省に寄せられた不具合情報や事故・火災情報等を公表し、ユーザーへの注意喚起が必要な事案や適切な使用及び保守管理、不具合発生時の適切な対応について、ユーザーへの情報提供を実施した。特に、「オートマ車でのエンストに注意！！」及び「スタッドレスタイヤは4輪全てに装着して下さい！！」について報道発表等を通じ、ユーザー等への注意喚起を行った。


　なお、平成26年度のリコール届出件数は355件及び対象台数は9,557,888台であった。



8)自動車検査の高度化

　不正な二次架装注の防止やリコールにつながる車両不具合の早期抽出等に資するため、情報通信技術の活用による自動車検査の高度化を進めている。




（10）自動車損害賠償保障制度による被害者保護

　自動車損害賠償保障制度は、クルマ社会の支え合いの考えに基づき、自賠責保険の保険金支払い、ひき逃げ・無保険車事故による被害者の救済（政府保障事業）を行うほか、重度後遺障害者への介護料の支給や療護施設の設置等の自動車事故対策事業を実施するものであり、交通事故被害者の保護に大きな役割を担っている。


　
図表II-7-4-7　自動車損害賠償保障制度

[image: 図表II-7-4-7　自動車損害賠償保障制度]



（11）機械式立体駐車場の安全対策

　機械式立体駐車場で死亡事故等が発生している状況にかんがみ、安全対策ガイドラインを策定し、安全確保と適正利用について関係団体等へ要請を行っている。また、「駐車場法施行規則」の改正により、機械式駐車装置の安全機能についても審査を行う新たな大臣認定制度を導入した。







注　部品等を取り外した状態で新規検査を受検し、検査終了後に当該部品を再度取り付けて使用する行為等









第5節　危機管理・安全保障対策



■1　犯罪・テロ対策等の推進



（1）各国との連携による危機管理・安全保障対策

1)セキュリティに関する国際的な取組み

　主要国首脳会議（G8）、国際海事機関（IMO）、国際民間航空機関（ICAO）、アジア太平洋経済協力（APEC）等の国際機関における交通セキュリティ分野の会合やプロジェクトに参加し、我が国のセキュリティ対策に活かすとともに、国際的な連携・調和に向けた取組みを進めている。


　平成18年（2006年）に創設された「陸上交通セキュリティ国際ワーキンググループ（IWGLTS）」には、現在16箇国以上が参加しており、陸上交通のセキュリティ対策に関する枠組みとして、更なる発展が見込まれているほか、日米、日EUといった二国間会議も活用し、国内の保安向上、国際貢献に努めている。




2)海賊対策

　国際海事局（IMB）によると、平成26年におけるソマリア海賊事案発生件数は11件とされており、23年まで増加傾向にあった当該件数は、近年、低い水準で推移している。これは、各国海軍等による海賊対処活動、商船側によるベスト・マネジメント・プラクティス（BMP）注1に基づく自衛措置の実施、商船への民間武装警備員の乗船等、国際社会による海賊対策の効果とされているが、ソマリア周辺海域を航行する船舶が不審な船舶から追跡を受ける事案は引き続き発生しており、商船の航行にとって予断を許さない状況が続いている。


　

図表II-7-5-1　国土交通省に報告された日本関係船舶の海賊等被害発生状況（平成26年）

[image: 図表II-7-5-1　国土交通省に報告された日本関係船舶の海賊等被害発生状況（平成26年）]




　このような状況の下、我が国としては、「海賊行為の処罰及び海賊行為への対処に関する法律（海賊対処法）」に基づき、海上自衛隊の護衛艦により、アデン湾において通航船舶の護衛を行うと同時に、P-3C哨戒機2機による警戒監視活動を行っている。国土交通省においては、船社等からの護衛申請の窓口及び護衛対象船舶の選定を一元的に実施しているほか、一定の要件を満たす日本籍船において民間武装警備員による乗船警備を可能とする「海賊多発海域における日本船舶の警備に関する特別措置法（25年11月30日施行）」の運用を適切に行い、日本籍船の航行安全の確保に万全を期していく。


　海上保安庁では、ソマリア沖・アデン湾における海賊対処のために派遣された護衛艦に、海賊行為があった場合に司法警察活動を行うため海上保安官8名を同乗させている。


　また、ソマリア沖・アデン湾や東南アジア海域等の沿岸国の海上保安機関職員の能力向上支援を行うとともに、関係国・関係機関との連携・協力関係の推進に取り組んでいる。具体的には、ジブチに航空機を派遣し同国沿岸警備隊と海賊護送訓練を、東南アジア海域等の沿岸国に巡視船・航空機を派遣し各国海上保安機関と海賊対策連携訓練、研修、講義等を実施しているほか、我が国に各国海上保安機関職員を招へいしたり、各国に短期専門家を派遣して研修を実施している。また、アジア海賊対策地域協力・情報共有センター（ReCAAP・ISC）等国際機関へ職員を派遣している。


　ソマリア海賊事案発生件数は、低い水準で推移しているものの、ソマリア海賊による脅威は引き続き存在し、これまでの取組みを弱めれば状況は逆転する恐れがある。他方、26年には、東南アジア海域において、小型タンカーから石油製品が抜き取られる事案が増加していることや、近年、インドネシア領海及びその周辺における武装強盗事案等が増加していることから、今後とも沿岸国への能力向上支援等、ニーズに合わせた的確な対策が必要である。


　

図表II-7-5-2　「世界における海賊及び武装強盗事案発生件数の推移（IMB報告による）」及び「平成26年における海賊及び武装強盗事案の海域別発生件数（IMB報告による）」

[image: 図表II-7-5-2　「世界における海賊及び武装強盗事案発生件数の推移（IMB報告による）」及び「平成26年における海賊及び武装強盗事案の海域別発生件数（IMB報告による）」]



3)港湾における保安対策

　ASEAN諸国を対象に、研修、専門家会合等を通じて、港湾における保安対策に係る人材育成を実施している。また、諸外国と情報共有しつつ、国際港湾における保安水準向上のための取組みを一層推進していくこととしている。




（2）公共交通機関等におけるテロ対策の徹底・強化

　米国同時多発テロ事件（平成13年9月）以降、ロンドン同時爆発テロ事件（17年7月）、インド・ムンバイ連続テロ事件（20年11月）など、交通機関等を標的としたテロ事件が世界各地で発生している。また、本年1月以降、フランスにおけるテロ事件やシリア及びチュニジアにおける邦人殺害事件が発生するなど、国際テロの脅威が高まっている。このような情勢を踏まえ、各分野ごとにテロ対策に取り組んでおり、多客期にはテロ対策の徹底指示や点検を実施している。


　

図表II-7-5-3　「見せる警備・利用者の参加」を軸とした鉄道テロ対策の実施

[image: 図表II-7-5-3　「見せる警備・利用者の参加」を軸とした鉄道テロ対策の実施]



1)鉄道におけるテロ対策の推進

　駅構内の防犯カメラの増設や巡回警備の強化等に加え、「危機管理レベル」の設定・運用を行うとともに、「見せる警備・利用者の参加」注2を軸としたテロ対策を推進している。また、主要国との鉄道テロ対策の情報共有等にも積極的に取り組んでいる。




2)船舶・港湾におけるテロ対策の推進

　「国際航海船舶及び国際港湾施設の保安の確保等に関する法律」に基づく国際航海船舶の保安規程の承認・船舶検査、国際港湾施設の保安規程の承認、入港船舶に関する規制、国際航海船舶・国際港湾施設に対する立入検査及びポートステートコントロール（PSC）を通じて、保安の確保に取り組んでいる。また、国際港湾施設に対する立入検査結果及び海外における保安水準等を踏まえ、平成26年7月より全ての国際港湾施設の出入りにおいて3点確認（本人確認・所属確認・目的確認）を実施するなど、保安対策をより一層徹底している。


　
図表II-7-5-4　国際航海船舶及び国際港湾施設における保安措置

[image: 図表II-7-5-4　国際航海船舶及び国際港湾施設における保安措置]



3)航空におけるテロ対策の推進

　我が国では、航空機に対するテロ防止に万全を期すため、国際民間航空条約に規定される国際標準に従って、航空保安体制の強化を図っている。このような状況の中、我が国内外でのテロ・不法侵入等の事案に対応し、各空港においては、車両及び人の侵入防止対策としてフェンス等の強化に加え、侵入があった場合に迅速な対応ができるよう、センサーを設置するなどの対策を講じている。さらに、国際線旅客に対するランダム接触検査を実施することにより、金属探知器で検知できない爆発物等の機内持ち込みを防止する強化策を講じている。また、国際会議等に積極的に参加し、最新の保安対策等について、我が国の状況を紹介するなど、主要国との情報交換に努めている。




4)自動車におけるテロ対策の推進

　多客期におけるテロ対策として、車内の点検、営業所・車庫内外における巡回強化、警備要員等の主要バス乗降場への派遣等を実施するとともに、バスジャック対応訓練の実施についても関係事業者に対し指示している。




5)重要施設等におけるテロ対策の推進

　河川関係施設では、河川点検・巡視時の不審物等への特段の注意、ダム管理庁舎及び堤体監査廊等の出入口の施錠強化等を行っている。道路関係施設では、高速道路や直轄道路の巡回時の不審物等への特段の注意、休憩施設のゴミ箱の集約等を行っている。国営公園では、巡回警備の強化、はり紙掲示等による注意喚起等を行っている。また、工事現場では、看板設置等による注意喚起等を行っている。




（3）物流におけるセキュリティと効率化の両立

　国際物流においても、セキュリティと効率化の両立に向けた取組みが各国に広がりつつあり、我が国においても、物流事業者等に対してAEO制度注3の普及を促進している。現在では、AEO輸出者により輸出申告される貨物や、保税地域までAEO保税運送者が輸送し、AEO通関業者に委託して輸出申告される貨物については、保税地域搬入前に輸出許可を受けることも可能となっている。


　航空貨物に対する保安体制については、荷主から航空機搭載まで一貫して航空貨物を保護することを目的に、ICAOの国際基準に基づき制定されたKS／RA制度注4を導入している。その後、米国からの更なる保安強化の要求に基づき、円滑な物流の維持にも留意しつつ同制度の改定を行い、平成24年10月より米国向け国際旅客便搭載貨物について適用され、26年4月からはすべての国際旅客便搭載貨物についても適用拡大された。


　また、主要港のコンテナターミナルにおいては、トラック運転手等の本人確認及び所属確認等を確実かつ迅速に行うため、出入管理情報システムの導入を推進し、27年1月より本格運転を開始している。




（4）情報セキュリティ対策

　社会経済活動全般のITへの依存度が高まる中、政府機関等への標的型メール攻撃をはじめとするサイバー攻撃の増加・巧妙化に伴い、情報セキュリティ対策の重要性が増している。


　こうした中、国土交通省においては、政府の「サイバーセキュリティ戦略本部」の方針に基づき、情報システムの機能及びサイバー攻撃への対処態勢の充実・強化等の情報セキュリティ対策に取り組んでいる。また、重要インフラ分野（航空・鉄道・物流）の情報セキュリティ対策としては、IT障害からの防護に関するガイドラインの策定等を行っている。







注1　国際海運会議所等、海運に関連の深い各種団体により作成された、ソマリア海賊による被害を防止し又は最小化するための自衛措置（海賊行為の回避措置、船内の避難区画（シタデル）の整備等）をまとめたもの。


注2　「見せる警備」…テロの未然防止を図るため、人々の目に触れる形で警備を行う施策

　　「利用者の参加」…テロに対する監視ネットワークを強めるため、一人一人の鉄道利用者にテロ防止のための意識を持ち行動することを促す施策


注3　貨物のセキュリティ管理と法令遵守の体制が整備された貿易関連事業者を税関が認定し、通関手続の簡素化等の利益を付与する制度


注4　航空機搭載前までに、特定荷主（Known
Shipper）、特定航空貨物利用運送事業者又は特定航空運送代理店業者（Regulated
Agent）又は航空会社においてすべての航空貨物の安全性を確認する制度









■2　事故災害への対応体制の確立



　鉄道、航空機等における多数の死傷者を伴う事故や船舶からの油流出事故等の事故災害が発生した場合には、国土交通省に災害対策本部を設置し、迅速かつ的確な情報の収集・集約、関係行政機関等との災害応急対策が実施できるよう体制整備を行っている。


　海上における事故災害への対応については、巡視船艇・航空機の出動体制の確保、防災資機材の整備等を行うとともに、合同訓練等を実施し、関係機関等との連携強化を図っている。また、油及び有害液体物質等による汚染事故に対しては、対応資機材等を充実させ、迅速かつ効果的に対処し得る体制の強化を図るとともに、油等防除に必要な沿岸海域環境保全情報を整備し提供している。










■3　海上保安体制の強化



（1）業務体制の充実強化

　尖閣諸島周辺海域を常時徘徊する中国大型公船への対応に万全を期すため、海上保安庁では、大型巡視船による尖閣領海警備専従体制の確立に向け、監視能力等を備えた1,000トン型巡視船の整備等の着実な推進のほか、石垣港における拠点機能強化のための係留施設の整備等や新たに就役する巡視船の乗組員等を配置する。また、更なる情勢の変化にも的確に対応し得る体制の確保のため、高性能化を図った巡視船への代替整備等を着実に進める。加えて、平成27年度からは、尖閣諸島周辺海域及び全国における隙のない海上保安体制の構築のため、新型ジェット機、規制能力強化型巡視船の整備や運航費の確保等を進めることとする。




（2）テロ対策の推進

　テロの未然防止措置として、臨海部の原子力発電所、石油コンビナート等の危険物施設、米軍施設等において巡視船艇・航空機による所要の警戒を行っている。また、ゴールデンウィークや夏休み、年末年始等の旅客の移動が活発になる時期には、人が多く集まる旅客船ターミナル等において重点的に警戒を実施している。


　また、海事関係者や事業者等に自主警備の強化を働きかけるとともに、不審情報の通報依頼等を行い、地域との連携に努めている。



（3）不審船・工作船対策の推進

　不審船・工作船は、我が国領域内における重大凶悪な犯罪に関与している疑いがあり、その目的や活動内容を明らかにするため、確実に停船させ、立入検査を実施し、犯罪がある場合は適切に犯罪捜査を行う必要がある。このため、不審船・工作船への対応は、関係省庁と連携しつつ、警察機関である海上保安庁が第一に対処することとしている。


　海上保安庁では、各種訓練を実施するとともに、関係機関等との情報交換を緊密に行うことにより、不審船・工作船の早期発見及び対応能力の維持・向上に努めている。




（4）海上犯罪対策の推進

　最近の海上犯罪の主な特色として、外国漁船による違法操業事犯が増加しており、中でも中国サンゴ漁船の検挙隻数が増加している。また、国内密漁事犯では、密漁者と買受業者が手を組んだ組織的な形態で行われる場合や、暴力団が資金源として関与する場合などが見受けられるほか、処理費用の経費削減を目的として廃棄物を海上に不法投棄する等の環境事犯も依然として発生しており、その形態も悪質・巧妙化している。その他、国内における薬物・銃器犯罪の中には、暴力団や国際犯罪組織が関与する密輸事犯と密接な関係を有しているものもあり、また、国際犯罪組織が関与する密航事犯も発生している。各種海上犯罪については、依然として予断を許さない状況にあり、海上保安庁では、巡視船艇・航空機を効率的かつ効果的に運用することで監視取締りや犯罪情報の収集・分析、立入検査を強化するとともに、国内外の関係機関との情報交換等、効果的な対策を講じ、厳正かつ的確な海上犯罪対策に努めている。










■4　安全保障と国民の生命・財産の保護



（1）北朝鮮問題への対応

　北朝鮮による弾道ミサイルの発射や核実験実施等への対応として、「特定船舶の入港の禁止に関する特別措置法」に基づき、北朝鮮船籍船舶全船の入港禁止の措置を実施しており、平成25年4月には、国際情勢にかんがみ、措置の期間を27年4月13日まで延長した。海上保安庁では、本措置の確実な実施を図るため、北朝鮮船籍船舶の入港に関する情報の確認等を実施している。また、国連安保理決議第1874号等による対北朝鮮輸出入禁止措置の実効性を確保するための「国際連合安全保障理事会決議第千八百七十四号等を踏まえ我が国が実施する貨物検査等に関する特別措置法」に基づき、国土交通省及び海上保安庁では、関係行政機関と密接な連携を図りつつ、同法による措置の実効性の確保に努めている。


　なお、北朝鮮の指導者交代等を踏まえ、国土交通省としても情報の収集と連絡を含めた即応体制を強化し、不測の事態に備えた対策等を徹底し、以後も監視・警戒体制を継続している。また、24年4月13日及び同年12月12日の北朝鮮の「人工衛星」と称するミサイル発射事案並びに25年2月12日の北朝鮮の核実験実施事案においては、情報収集と情報提供等、国民の安全・安心の確保に努めた。




（2）国民保護計画による武力攻撃事態等への対応

　武力攻撃事態等における避難、救援、被害最小化の措置等について定めた「武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律」及び「国民の保護に関する基本指針」を受け、国土交通省、国土地理院、気象庁及び海上保安庁において「国民の保護に関する計画」を定めている。国土交通省では、地方公共団体等の要請に応じ、避難住民の運送等について運送事業者である指定公共機関との連絡調整等の支援等を実施することなど、海上保安庁では、捜索、救助・救急活動、指定公共機関等の輸送力不足時における避難住民・緊急物資の輸送等を実施することなどを定めている。










■5　感染症対策



　感染症対策については、厚生労働省や内閣官房をはじめとする関係省庁と緊密に連携し対応しているところである。

　特に新型インフルエンザ等対策については、平成24年5月に「新型インフルエンザ等対策特別措置法」（以下「特措法」という。）が公布、25年4月に施行された。「特措法」では、感染拡大を可能な限り抑制し、国民の生命及び健康を保護し、並びに国民生活及び国民経済に及ぼす影響を最小とする観点から、1)事業者一般については、予防及び対策に協力するよう努め、まん延により生ずる影響を考慮し、その事業実施に関し適切な措置を講ずるよう努めなければならないこと、2)特定接種の対象となる登録事業者は、発生時においても、国民生活・経済の安定に寄与する業務の継続に努めなければならないこと、3)指定公共機関等は、発生時に新型インフルエンザ等対策を実施する責務を有する旨規定され、運送事業者である指定公共機関は、新型インフルエンザ等緊急事態において、それぞれその業務計画で定めるところにより、旅客及び貨物の運送を適切に実施するため必要な措置を講じなければならないこととされている。


　25年6月には、「特措法」に基づく新型インフルエンザ等対策政府行動計画（以下「政府行動計画」という。）が閣議決定され、新型インフルエンザ等対策の実施に関する基本的な方針、各発生段階における、実施体制、サーベイランス・情報収集、予防・まん延防止、医療、国民生活及び国民経済の安定の確保に関する対策が盛り込まれている。


　これを受け、国土交通省においても、国土交通省新型インフルエンザ等対策行動計画を25年6月に改定し、「特措法」で新たに盛り込まれた各種の措置の運用等について、1)運送事業者である指定（地方）公共機関の役割等、2)新型インフルエンザ等緊急事態宣言がされた場合における対応等を規定した。この他、海外発生期では、国内でのまん延をできる限り遅らせるための水際対策に協力し、検疫空港・港が集約される場合には、集約が円滑に実施されるよう、空港・港湾管理者等の協力を促し、国内発生早期以降では、緊急の必要がある場合には、医薬品、食料品等の緊急物資の運送要請等を行うこととしている。









第8章　美しく良好な環境の保全と創造



第1節　地球温暖化対策の推進



■1　地球温暖化対策の実施等



　京都議定書第一約束期間（2008〜2012年度）における我が国の温室効果ガス総排出量は、5箇年平均で12億7,800万t-CO2であり、1990年度比1.4％増となるものの、温室効果ガスの吸収源対策（植林等）等を考慮すると、1990年度比8.4％減となり、京都議定書の目標（1990年度比6％減）を達成することとなった。


　我が国は、京都議定書第二約束期間（2013〜2020年度）には参加しないものの、これまでと同等以上の取組みを引き続き推進するとともに、今後、新たな「地球温暖化対策計画」を策定することとしている。


　こうした政府動向を踏まえつつ、国土交通省においても、社会資本整備審議会環境部会及び交通政策審議会交通体系分科会環境部会を中心に2014年3月に策定した環境行動計画等に基づき、引き続き、省エネルギー対策や再生可能エネルギー導入の推進を最大限図っていく。


　
図表II-8-1-1　国土交通省の地球温暖化対策

[image: 図表II-8-1-1　国土交通省の地球温暖化対策]









■2　地球温暖化対策（緩和策）の推進



（1）低炭素都市づくりの推進

　人口と建築物が相当程度集中する都市部において、都市機能の集約化とこれと連携した公共交通機関の利用促進、地区・街区レベルでのエネルギーの面的利用等のエネルギーの効率的な利用、みどりの保全・緑化の推進などによる低炭素まちづくりを促進する観点から、平成24年12月に「都市の低炭素化の促進に関する法律」が施行された。同法に基づき市町村が作成する「低炭素まちづくり計画」は、26年度末時点で19都市において作成されたところであるが、引き続き同計画に基づく取組みに対して、法律上の特例措置や各種の税制、財政措置等を通じ「低炭素まちづくり」を推進することとしている。




（2）環境対応車の開発・普及、最適な利活用の推進

1)自動車の燃費改善

　「エネルギーの使用の合理化等に関する法律（省エネ法）」に基づく燃費基準の策定や自動車の燃費の公表等を行っている。平成26年度は、自動車燃費基準小委員会（交通政策審議会の下部委員会）等を設置し、貨物自動車（車両総重量3.5t以下に限る）の34年度燃費基準に係る審議結果をとりまとめた。


　なお、25年度に出荷されたガソリン乗用車の平均燃費値は16年度と比較して約50％向上しており、引き続きより一層の燃費改善を図ることとしている。




2)燃費性能向上・排出ガス低減を促す仕組み

　消費者が容易に識別・選択できるよう、燃費性能の高い自動車の普及促進を目的とした自動車燃費性能評価・公表制度を実施している。また、最新の排出ガス基準値よりも有害物質を低減させる自動車については、その低減レベルに応じ、低排出ガス車認定制度を実施している。なお、これらの制度による燃費性能等の表示については、「平成32年度燃費基準達成車」等のステッカーを貼付している。




3)環境対応車の普及促進

　環境対応車の普及促進については、環境性能に優れた自動車（エコカー）に対するエコカー減税（自動車重量税及び自動車取得税）やグリーン化特例（自動車税）等の税制優遇措置を実施しており、平成26年度におけるエコカー減税対象車の新車販売台数は、新車販売台数全体の約87％（約434万台）を占めている。


　さらに、地球温暖化対策等を推進する観点から、電気自動車や超小型モビリティの導入等に対する補助を行い、環境対応車を活用したまちづくりを促進するとともに、自動車運送事業者に、CNG自動車注1やハイブリッド自動車、先進環境対応型ディーゼルトラックの導入に対する補助を行った。




4)次世代大型車等の開発、実用化、利用環境整備

　次世代大型車の開発・実用化を促進するため、平成23年度より、高効率ハイブリッドトラック、電気・プラグインハイブリッドトラック、高性能電動バス等の技術開発を進め、試作車に係る実使用条件下での実証走行試験、必要な基準の整備等、実用化に向けた取組みを進めた。




5)エコドライブの普及・推進

　シンポジウムの開催や全国各地でのイベント等を関係省庁や地方運輸局等と連携して推進し、積極的な広報を行った。また、「エコドライブ10のすすめ」をもとに、エコドライブの普及・推進に努めた。さらに、自動車運送事業者等によるエコドライブの実施を普及・推進するため、エコドライブ管理システム（EMS）注2の導入等を支援している。




（3）交通流対策等の推進

　日本の自動車は世界トップレベルのカタログ燃費だが、走行燃費は米国並みである。このため、交通流の円滑化による走行速度の向上が実効燃費を改善し、自動車からの二酸化炭素排出量を減らすことから、様々な交通流対策を実施している。具体的には、都市部における交通混雑を解消させるため、都心部を通過する交通の迂回路を確保し都心部への流入の抑制等の効果がある環状道路等幹線道路ネットワークの強化、交差点の立体化、開かずの踏切等を解消する連続立体交差事業等を推進するとともに、円滑かつ安全な交通サービスの実現のため、ITS技術を用いて収集したビッグデータを活用し、既存ネットワークの最適利用を図るなど道路を賢く使う取組みを推進している。さらに、道路空間の再配分等による自転車通行空間の整備を推進している。また、道路施設の低炭素化を進めるため、LED道路照明灯の整備や再生可能エネルギーの活用を実施している。


　
図表II-8-1-2　主要先進国における新車カタログ燃費と実走行燃費
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（4）公共交通機関の利用促進

　自家用乗用車から公共交通機関へのシフトは、自動車の走行量削減になり、地球温暖化対策の面から推進が求められている。このため、ICカードの導入等情報化の推進、LRT/BRTシステムの導入や乗継ぎの改善等による公共交通利便性向上のほか、エコ通勤優良事業所認証制度による事業所単位でのエコ通勤の取組みを推進するとともに、地域独自のエコ通勤推進施策との連携を行うなどの通勤交通グリーン化を展開した。さらに、これまで実施した「環境的に持続可能な交通（EST）モデル事業」の取組み成果及び分析・検証結果について、EST実現に取り組む地域に対し情報提供を全国規模で実施した。


　
図表II-8-1-3　モビリティ・マネジメントによる「エコ通勤」の推進
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（5）物流の効率化等の推進

　国内物流の輸送機関分担率（輸送トンキロベース）はトラックが最大であり、5割を超えている。トラックのCO2排出原単位注3は、大量輸送機関の鉄道、内航海運より大きく、物流部門におけるCO2排出割合は、トラックが9割を占めている。国内物流を支えつつ、CO2の排出を抑制するために、トラック単体の低燃費化や輸送効率の向上と併せ、鉄道、内航海運等のエネルギー消費効率の良い輸送機関の活用を図ることが必要である。更なる環境負荷の小さい効率的な物流体系の構築に向け、共同輸配送、モーダルシフト、大型CNGトラック導入、物流拠点の低炭素化、港湾の低炭素化の取組みについて支援を行っている。また、共同輸配送促進のためのマッチングの仕組みの検討、輸出入コンテナ鉄道輸送促進のための調査、10トントラックと同等の大きさの鉄道用31フィートコンテナの導入補助、新方式の鉄道用12フィート冷蔵コンテナの実証実験等を実施しているほか、省エネ船の建造促進等内航海運・フェリーの活性化に取り組んでいる。加えて、「エコレールマーク」（平成27年2月末現在、商品150件（190品目）、取組み企業87件を認定）や「エコシップマーク」（27年2月末現在、荷主94者、物流事業者110者を認定）の普及に取り組んでいる。また、海上輸送と陸上輸送の結節点である港湾では、港湾地域における省エネルギー化、再生可能エネルギーの導入円滑化及び利活用、CO2の吸収源拡大等の取組みを推進している。さらに、国際海上コンテナターミナル等の整備により、国際貨物の陸上輸送距離削減を図っている。


　このほか、関係省庁、関係団体等と協力して、グリーン物流パートナーシップ会議を開催し、荷主と物流事業者の連携による優良事業者への表彰や普及啓発を行っている。


　
図表II-8-1-4　グリーン物流パートナーシップ会議を通じた取組みの推進
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（6）鉄道・船舶・航空における低炭素化の促進

1)鉄道分野の更なる環境性能向上に資する取組み

　鉄道は他のモードに比べて環境負荷の小さい交通機関であるが、更なる負荷の軽減を図るため、次世代ハイブリッド車両等の技術開発のほか、環境省と連携し、鉄軌道関連施設や鉄軌道車両への低炭素化・省エネ化に資する設備等の導入を推進している。




2)海運における省エネ・低炭素化の取組み

　内航海運においては、「海運グリーン化総合対策」として、省エネ船等の普及促進、省エネ・低炭素化に資する技術開発や設備の導入に対する補助等により、船舶の省エネ化を促進している。外航海運においては、国際的な枠組み作りと技術開発・普及促進を一体的に推進する観点から、船舶からの更なるCO2排出量削減を目標とする世界最先端の海洋環境技術開発を平成25年度より支援するともに、IMOにおけるCO2排出規制（燃費規制）の段階的強化及び燃費報告制度（実運航での燃費の「見える化」）等の国際的枠組み作りの議論を主導している。




3)航空分野のCO2排出削減の取組み

　飛行時間・経路の短縮を可能とする広域航法（RNAV）、運航者が希望する最も効率的な高度を飛行できるUPR注4方式の導入、最小のエンジン推力を維持し、降下途中に水平飛行を行うことなく継続的に降下する継続降下運航（CDO）方式の導入等の航空交通システムの高度化や、航空機用地上動力設備（GPU）の利用促進、空港内GSE注5車両のエコカー化等のエコエアポートづくりを推進している。また、管制機関と航空会社が連携をとり、効率的な運航を目指す「アジア太平洋環境プログラム」（ASPIRE）注6へ参画するなど、国際的な取組みの強化も実施するほか、航空分野のCO2排出削減に向けた国際的枠組作りの議論を主導している。さらに、多様な関係者と協力しつつ代替航空燃料の普及促進に係る取組みを進めている。




（7）住宅・建築物の省エネ性能の向上

　民生部門のエネルギー消費量は、他の部門に比べると増加が顕著であり、住宅・建築物の省エネルギー性能の向上は喫緊の課題である。このため、平成25年に省エネ基準の見直しを行い、建築物については26年4月より完全施行されており、住宅については27年4月から予定している。


　さらに、省エネルギー性能を消費者に分かりやすく表示するため、住宅性能表示制度やCASBEEの充実・普及を行うとともに、建築物省エネルギー性能表示制度（BELS）を26年4月より開始した。


　また、エネルギー基本計画等において2020年までに新築住宅・建築物について段階的に省エネルギー基準の適合を義務化することとされた等を踏まえ、26年10月に国土交通大臣より社会資本整備審議会長へ「今後の住宅・建築物の省エネルギー対策のあり方について」諮問し、27年1月に第一次答申が取りまとめられ、同年3月24日に住宅以外の一定規模以上の建築物のエネルギー消費性能基準への適合義務の創設、エネルギー消費性能向上計画の認定制度の創設等の措置を講ずる「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律案」が閣議決定された。


　このほか、住宅・建築物の省エネ・省CO2化等を推進するため、エコ住宅の新築やエコリフォームに対して、様々な商品等と交換できるポイントを発行する事業や、先導的な省CO2技術の導入や省エネ改修、中小工務店によるゼロ・エネルギー住宅や認定低炭素建築物等の取組みに対する支援を行うとともに、（独）住宅金融支援機構の証券化支援事業の枠組みを活用した金利引下げ等を実施している。また、民間事業者等の先導的な技術開発の支援、設計・施工技術者向けの講習会の開催等により、省エネ住宅・建築物の設計、施工技術等の開発・普及を図っている。


　さらに、既存ストックの省エネ対策を促進するため、既存住宅・建築物の省エネ改修工事に対する税制上の支援措置等を講じている。



（8）下水道における省エネ対策等の推進

　高効率機器の導入等による省エネ対策、下水汚泥の固形燃料化等の新エネ対策、下水汚泥の高温焼却等による一酸化二窒素の削減を推進している。




（9）建設機械の環境対策の推進

　油圧ショベル、ブルドーザ等の主要建設機械について、燃費基準値を達成した建設機械を型式認定する制度等を実施している。また、これらの認定された建設機械の購入に対して低利融資制度等の支援を行っている。




（10）都市緑化等によるCO2の吸収源対策の推進

　都市緑化等は、京都議定書に基づく温室効果ガス吸収量報告の対象となる「植生回復活動」として位置付けられており、市町村が策定する緑の基本計画等に基づき、都市公園の整備や、道路、港湾等の公共施設や民有地における緑化を推進している。


　また、地表面被覆の改善等、熱環境改善を通じたヒートアイランド現象の緩和による都市の低炭素化や緑化によるCO2吸収源対策の意義や効果に関する普及啓発にも取り組んでいる。






注1　Compressed Natural
Gas自動車（天然ガス自動車）のこと。

注2　自動車の運行において計画的かつ継続的なエコドライブの実施とその評価及び指導を一体的に行う取組み

注3　貨物1トンを1km輸送するときに排出されるCO2の量

注4　User Preferred Route

注5　Ground Service Equipments

注6　Asia and Pacific Initiative to Reduce Emissions









■3　再生可能エネルギー等の利活用の推進



　平成26年4月に閣議決定された「エネルギー基本計画」において、25年から3年程度、再生可能エネルギーの導入を最大限加速していくこととされていることを踏まえ、国土交通省では、空港施設等の広大なインフラ空間、河川流水、安定かつ豊富な下水道バイオマス等といった再生可能エネルギーのポテンシャルを活用した導入を推進している。




（1）海洋再生可能エネルギー利用の推進

　四方を海に囲まれた我が国は、豊富な海洋再生可能エネルギーに恵まれている。

　そのうち、陸上に比べて広大で、かつ安定的に強い風が吹く洋上での風力発電は、今後の普及拡大が見込まれており、とりわけ港湾への注目が高まっている。


　そこで港湾局においては、まず港湾への導入手順を整理することとし、「港湾における風力発電について—港湾の管理運営との共生のためのマニュアル—」を平成24年6月に公表した。また、27年3月には、洋上風力発電施設の構造安定や船舶航行の安全確保に向けて、水域占用許可の審査の際の技術的な判断基準となる技術ガイドライン（案）を公表した。


　また、波力、潮流等の海洋エネルギーについても、浮体式等発電施設の安全・環境面を担保するためのガイドラインの策定に向けた取組みを実施しており、関係省庁と連携した新たな海洋再生可能エネルギーの実現促進を図っている。




（2）小水力発電の推進

　河川等における低炭素社会に向けた取組みとして、小水力発電の導入を推進している。具体的には、登録制による従属発電の導入促進、現場窓口によるプロジェクト形成支援、砂防堰堤における小水力発電設備の導入支援を行っているほか、直轄管理ダム等においてダム管理用発電設備の積極的な導入による未利用エネルギーの徹底的な活用を図っている。




（3）下水道バイオマス等の利用の推進

　固形燃料化やバイオガス利用等による下水汚泥のエネルギー利用、再生可能エネルギー熱である下水熱の利用について、PPP／PFI等により推進している。




（4）インフラ空間を活用した太陽光発電の推進

　東日本大震災を契機とするエネルギー需給の変化を踏まえ、下水処理場、港湾・空港施設における広大なスペースの有効活用に加え、官庁施設、鉄道施設等の公共インフラ空間における公的主体による太陽光発電設備の設置や導入のほか、道路・都市公園においては、民間事業者等が設置できるよう措置している。




（5）水素社会実現に向けた貢献の推進

　家庭用燃料電池（平成21年市場投入）や燃料電池自動車（26年市場投入）など、今後の水素エネルギー需要の拡大が見込まれる中、水素の製造、貯蔵・輸送、利用という観点から、水素エネルギー利活用社会の実現に向けた環境を整備する。




1)燃料電池自動車の普及促進

　燃料電池自動車の世界最速普及を目指すべく、民間事業者等による燃料電池自動車の導入事業について支援していく。また、比較的安定した水素需要が見込まれる燃料電池バスや燃料電池フォークリフト等の早期の実用化が重要であり、その技術開発などを着実に進める。




2)液化水素の海上輸送システムの確立

　液化水素の大量輸送を可能とする液化水素運搬船の早期建造が期待されるが、当該船舶は世界初であるため安全基準が存在せず、早急に安全要件を定める必要がある。そのため、平成26年度に水素の特徴に対応した船舶・船員の安全要件についてとりまとめた。また、豪州で液化水素を製造し我が国に大量輸送するプロジェクトが計画されているところ、我が国が策定した安全基準案について豪州と協議を行い、27年2月に合意した。今後、国際海事機関（IMO）において安全基準の国際基準化を主導していく。










■4　地球温暖化対策（適応策）の推進



　最も厳しい緩和策をもってしても地球温暖化の影響は避けられないことから、その被害を最小限に防止・軽減し、あるいはその便益の機会を活用するための方策（適応策）が不可欠である。このため、平成27年夏頃をめどに政府全体の「適応計画」の策定を予定している。


　国土交通省としては、これまでも適応策の一環として、水害、土砂災害、高潮災害、渇水等の水災害に対する対策を積極的に推進してきた。さらに、25年〜26年にかけて公表されたIPCC第5次評価報告書において、地球温暖化に関する最新の知見がとりまとめられたことを受けて、水災害分野については「社会資本整備審議会河川分科会気候変動に適応した治水対策検討小委員会」において気候変動適応策のあり方について検討が行われ、27年2月に中間とりまとめが公表された。また、沿岸部の適応策については「沿岸部（港湾、海岸）における気候変動の影響及び適応の方向性検討委員会」において方向性の検討を行った。これらに加えて、交通インフラ、ヒートアイランドなど多方面にわたる適応策を国土交通省適応計画（仮称）としてとりまとめ、政府の適応計画に反映するとともに、ハード・ソフト両面からの総合的な適応策の検討・展開に取り組む。










第2節　循環型社会の形成促進



■1　建設リサイクル等の推進



　建設廃棄物は、全産業廃棄物のうち排出量で約2割、最終処分量で約2割、不法投棄量で約8割を占め、その発生抑制、再資源化、再生利用の促進は重要な課題である。また、平成24年度の建設廃棄物の排出量は全国で約7,300万トン、再資源化・縮減率は96.0％であり、20年度の93.7％と比較して向上しているが、社会資本の老朽化に伴う維持管理・更新工事や東京オリンピック・パラリンピック関連工事による建設副産物の発生増、大規模トンネル工事等による建設発生土の発生増などの課題がある。


　下水汚泥についても、全産業廃棄物排出量の約2割を占め、24年度の排出量は約7,600万トンであり、その減量化、リサイクルの推進に取り組んでいる。


　

図表II-8-2-1　産業廃棄物の分野別排出割合と建設副産物の品目別再資源化率

[image: 図表II-8-2-1　産業廃棄物の分野別排出割合と建設副産物の品目別再資源化率]



（1）建設リサイクルの推進

　「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）」に基づき、全国一斉パトロール等による法の適正な実施の確保に努めている。


　また、社会資本整備審議会環境部会と交通政策審議会交通体系分科会環境部会の各々に設置された「建設リサイクル推進施策検討小委員会」において、建設リサイクルの関係者が今後、中期的に取り組むべき建設副産物のリサイクルや適正処理等を推進するための提言「建設リサイクル推進に係る方策」をとりまとめ、国土交通省として、第4次行動計画となる「建設リサイクル推進計画2014」を平成26年9月に策定した。


　計画において、建設副産物物流のモニタリング強化、工事前段階における発生抑制、現場分別及び再資源化施設への搬出の徹底による再資源化・縮減の促進、再生資材の利用促進、建設発生土の有効利用及び適正処理の促進強化等に取組み、建設リサイクルの推進を図ることとしている。


　
図表II-8-2-2　建設副産物に係るデータ

[image: 図表II-8-2-2　建設副産物に係るデータ]



（2）下水汚泥の減量化・リサイクルの推進

　下水汚泥のリサイクルを推進（平成24年度リサイクル率58％）し、下水汚泥の固形燃料化等によるエネルギー利用や、下水・下水汚泥からのリンの回収・活用を進めている。さらに、下水道革新的技術実証事業（B-DASHプロジェクト）により、下水道資源を有効利用する革新的な技術及びシステムの実証を進めている。










■2　循環資源物流システムの構築



（1）海上輸送を活用した循環資源物流ネットワークの形成

　循環型社会の構築に向けて循環資源の「環」を形成するため、循環資源の広域流動の拠点となる港湾をリサイクルポート（総合静脈物流拠点港）として全国で22港指定している。リサイクルポートでは、岸壁等の港湾施設の確保、循環資源取扱支援施設の整備への助成、官民連携の促進、循環資源の取扱いに関する運用等の改善を行っている。さらに、平成26年度より新たに「モーダルシフト・輸送効率化による低炭素型静脈物流促進事業」を開始し、モーダルシフトの推進や輸送効率化による静脈物流の低炭素化、低コスト化に向けた取組みを進めている。


　
図表II-8-2-3　リサイクルポートの指定

[image: 図表II-8-2-3　リサイクルポートの指定]



（2）廃棄物海面処分場の計画的な確保

　港湾整備により発生する浚渫土砂や内陸部での最終処分場の確保が困難な廃棄物等を受け入れるため、海面処分場の計画的な整備を進めている。特に大阪湾では、大阪湾フェニックス計画注1に基づいて広域処理場を整備し、近畿2府4県168市町村から発生する廃棄物等を受け入れている。また、首都圏で発生する建設発生土をスーパーフェニックス計画注2に基づき海上輸送し、全国の港湾等の埋立用材として広域利用を行っている。







注1　近畿2府4県168市町村から発生する廃棄物を、海面埋立により適正に処分し、港湾の秩序ある整備を図る事業。

注2　首都圏の建設発生土を全国レベルで調整し、埋立用材を必要とする港湾において港湾建設資源として有効利用する仕組み









■3　自動車・船舶のリサイクル



（1）自動車のリサイクル

　「使用済自動車の再資源化等に関する法律（自動車リサイクル法）」に基づき、使用済自動車が解体されたことを確認する制度を導入している。また、「道路運送車両法」の抹消登録を行う場合、使用済自動車に係る自動車重量税還付制度も併せて実施し、使用済自動車の適正処理の促進及び不法投棄の防止を図っている。これらの制度により、平成25年度において解体が確認された自動車は1,501,084台である。




（2）船舶のリサイクル

　大型船舶のリサイクル（シップリサイクル）注は、バングラデシュやインド等の開発途上国を中心に実施されてきており、船舶リサイクル施設において繰り返される死傷事故や海洋汚染等が問題視されてきた。これらの問題を解決するため、我が国主導の下、国際海事機関（IMO）を中心に議論がなされた結果、「2009年の船舶の安全かつ環境上適正な再生利用のための香港国際条約（仮称）」（シップリサイクル条約）が採択された。本条約においては、船舶と船舶リサイクル施設のそれぞれについて検査と証書の保持が義務付けられ、アスベストやポリ塩化ビフェニル（PCB）等の新規搭載の禁止等が求められている。本条約の施行を支援するための各種ガイドラインについては我が国の主導の下、策定作業を実施し、平成24年10月迄にすべてが採択された。


　我が国としては、シップリサイクル条約の早期発効を目指して、シップリサイクル条約の批准に必要な国内法制化の検討を進めている。また、条約の発効要件として、主要リサイクル国の批准が必要となっている。世界最大のリサイクル国であるインドとの間では、26年9月に行われた安倍内閣総理大臣とモディ首相との会談及び太田国土交通大臣とガドカリ海運大臣との会談において、インドの船舶リサイクル施設の改善に関する日本からの支援について要請があり、国土交通省では、インドの船舶リサイクル施設の改善のための技術支援を行い、同国の批准に向けた協力を進めることとしている。


　一方、個人所有のプレジャーボートは、そのほとんどが処理の難しい繊維強化プラスチック（FRP）製であるため、適切な廃棄処理ルートの確立が求められていたことから、FRP船のリサイクル技術を確立するとともに、処理ルートの構築に向けた取組みを行ってきた。この結果、17年からは（一社）日本マリン事業協会が主体となり、全国でFRP船のリサイクルに取り組んでおり、現在では年間約600隻が適切にリサイクルされている。






注　寿命に達した船舶は、解体され、その大部分は鋼材として再活用される。









■4　グリーン調達注における取組み



　「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）」に基づく政府の基本方針の一部変更を受け、「環境物品等の調達の推進を図るための方針（調達方針）」が策定された。これに基づき、公共工事における資材、建設機械、工法、目的物について、環境物品等の調達を積極的に推進している。







注　ここでは「グリーン購入法」第2条に規定された環境物品等を調達することをグリーン調達という。









■5　木材利用の推進



　木材は、加工に要するエネルギーが他の素材と比較して少なく、多段階における長期的利用が地球温暖化防止、循環型社会の形成に資するなど環境にやさしい素材であることから、公共工事に木材利用推進を図っている。


　また、「公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律」等に基づき、利用の促進に向けた国の実施状況について毎年公表するとともに、平成23年5月に「公共建築物における木材の利用の促進のための計画」を策定し、木造化や内装等の木質化に取り組んでいる。また、設計・施工に関する技術基準類を整備しその普及等に努めている。


　そのほか、地域材等を活用した木造住宅・建築物の整備の推進のため、地域材を使用した木造長期優良住宅や認定低炭素建築物等の良質な木造建築物、先導的な設計・施工技術を導入する大規模木造建築物等の整備に対する支援、地域における木造住宅生産体制の整備、担い手の育成等に取り組んでいる。


　
図表II-8-2-4　木材利用の整備事例中央合同庁舎第８号館　風除室

[image: 図表II-8-2-4　木材利用の整備事例中央合同庁舎第８号館　風除室]









第3節　豊かで美しい自然環境を保全・再生する国土づくり



■1　生物多様性の保全のための取組み



　平成22年10月に愛知県名古屋市で開催されたCOP10において戦略計画2011−2020（愛知目標）が採択されたことを受け、その達成に向けて、取組みを推進しているところである。さらに、24年9月には「生物多様性国家戦略2012-2020」が策定され、河川、都市の緑地、海岸、港湾、道路等において生物の生息・生育地の保全・再生・創出等の取組みを引き続き推進することとしている。


　また、23年10月に、市町村が策定する緑の基本計画の策定時等の参考資料として、生物多様性の確保に当たって配慮することが考えられる事項をまとめた「緑の基本計画における生物多様性の確保に関する技術的配慮事項」を策定し、さらに、25年5月に、地方公共団体における生物多様性の状況や施策の進捗状況を評価するための「都市の生物多様性指標（素案）」を策定し、地方公共団体における都市の生物多様性の確保の取組みの促進を図っている。27年3月には、我が国の外来種対策を総合的かつ、効果的に推進し、我が国の豊かな生物多様性を保全し、持続的に利用するため、環境省及び農林水産省と共同で、「外来種被害防止行動計画」を策定した。










■2　豊かで美しい河川環境の形成



（1）良好な河川環境の保全・形成

1)多自然川づくり、自然再生の推進

　河川整備に当たっては、「多自然川づくり基本指針（平成18年10月策定）」に基づき、治水上の安全性を確保しつつ、生物の生息・生育・繁殖環境及び多様な河川景観の保全・復元に努めている。


　また、自然再生事業等による湿地等の再生、魚道整備等による魚類の遡上・降下環境の改善等を推進するとともに、円山川（兵庫県豊岡市）におけるコウノトリ野生復帰に向けた取組みに代表される、多様な主体との連携による生態系ネットワークの形成注を目指した流域の生態系の保全・再生を推進している。


　さらに、これらの取組みをより効果的に進めるため、河川水辺の国勢調査や世界最大級の実験水路を有する自然共生研究センターにおける研究成果等を活用するとともに、学識経験者や各種機関との連携に努めている。




2)河川における外来種対策

　生物多様性に対する脅威の1つである外来種は、全国の河川において生息域を拡大している。この対策として、「河川における外来植物対策の手引き」、「河川における外来魚対策の事例集」（平成25年12月）等の周知を行うとともに、各地で外来種対策を実施している。




（2）河川水量の回復のための取組み

　良好な河川環境を保全するには、豊かな河川水量の確保が必要である。このため、河川整備基本方針等において動植物の生息・生育環境、景観、水質等を踏まえた必要流量を定め、この確保に努めているほか、水力発電所のダム等の下流の減水区間における清流回復の取組みを進めている。また、ダム下流の河川環境を保全するため、洪水調節に支障を及ぼさない範囲で洪水調節容量の一部を活用するダムの弾力的管理及び弾力的管理試験を行っている（平成26年度は計20ダムで実施）。さらに、平常時の自然流量が減少した都市内河川では、下水処理場の処理水の送水等により、河川流量の回復に取り組んでいる。




（3）山地から海岸までの総合的な土砂管理の取組みの推進

　土砂の流れの変化による河川環境の変化や海域への土砂供給の減少、沿岸漂砂の流れの変化等による海岸侵食等が進行している水系について、山地から海岸まで一貫した総合的な土砂管理の取組みを関係機関が連携して推進している。具体的には、渓流、ダム、河川、海岸における土砂の流れに起因する問題に対応するため、適正な土砂管理に向けた総合土砂管理計画の策定や土砂を適切に下流へ流すことのできる砂防堰堤の設置並びに既設堰堤の透過化、ダムにおける土砂バイパス等による土砂の適切な流下、河川の砂利採取の適正化、サンドバイパス、養浜等による砂浜の回復などの取組みを関係機関と連携し進めている。


　
図表II-8-3-1　総合的な土砂管理の取組み

[image: 図表II-8-3-1　総合的な土砂管理の取組み]



（4）河川における環境教育

　地域に身近に存在する自然空間として、川においては、近年、環境学習や自然体験活動等の様々な活動が行われている。また、子どもが安全に水辺で学び、遊ぶためのプロジェクトの推進や情報発信を行うとともに、川には危険が内在し、安全に活動するためには正しい知識が不可欠であることから、市民団体が中心となって設立された特定非営利活動法人川に学ぶ体験活動協議会（RAC）等と連携し、川の指導者の育成等を推進している。


　また、学校教育において、河川における環境教育が広く普及されるよう、教科書出版社に対し、環境教育の取組み紹介などの情報提供を行っている。




◯子どもの水辺再発見プロジェクト

市民団体、教育関係者、河川管理者等が連携して、子どもの水辺を登録し、子どもの水辺サポートセンターにおいて様々な支援を実施。平成26年3月末現在、298箇所を登録。




◯水辺の楽校プロジェクト

子どもの水辺として登録された箇所において、河川利用の促進、体験活動の充実を図るにあたって必要な水辺の整備を実施。26年3月末現在、285箇所を登録。




◯全国水生生物調査

身近な川にすむ生き物の調査を通じて川への関心を高めることを目的として実施。25年度は59,053人が参加。調査地点（2,258地点）の59％を「きれいな水」と判定。






注　優れた自然条件を有している地域等を核として、これらを有機的につなぐことにより生息・生育空間のつながりや適切な配置を確保すること。









■3　海岸・沿岸域の環境の整備と保全



　高潮、津波、波浪等から海岸を防護しつつ、生物の生息・生育地の確保、景観への配慮や海浜の適正な利用の確保等が必要であり、「防護」「環境」「利用」の調和のとれた海岸の整備と保全を推進している。


　外国由来を含む漂流・漂着ごみにより海岸機能の低下や生態系を含めた環境・景観の悪化、船舶の安全航行確保や漁業への被害等が近年深刻化しているため、「美しく豊かな自然を保護するための海岸における良好な景観及び環境の保全に係る海岸漂着物等の処理等の推進に関する法律（海岸漂着物処理推進法）」に基づき、今後とも、関係機関と緊密な連携を図り、漂流・漂着ごみに対する実効的な対策を推進する。


　また、海岸保全施設の機能阻害の原因となる大規模な海岸漂着ごみを緊急的に処理するため、広域にわたる「複数の海岸」の関係者が一体的・効率的に処理を行うことができる「災害関連緊急大規模漂着流木等処理対策事業」を推進している。海岸保全施設の機能の確保や海岸環境の保全と公衆の海岸の適正な利用を図ることを目的に、放置座礁船の処理や海域において異常に堆積しているヘドロの除去について社会資本整備総合交付金等により支援している。


　さらに、平成26年6月に「海岸法」が改正され、海岸保全区域において座礁した船舶に対し、海岸保全施設の損傷等を防止するため、船舶所有者に撤去命令等を行うことが可能となった。










■4　港湾行政のグリーン化



（1）今後の港湾環境政策の基本的な方向

　我が国の港湾が今後とも物流・産業・生活の場としての役割を担い、持続可能な発展を遂げていくためには、過去に劣化・喪失した自然環境を少しでも取り戻し、港湾のあらゆる機能について環境配慮を取り込むことが重要である。そのため、港湾の開発・利用と環境の保全・再生・創出を車の両輪としてとらえた「港湾行政のグリーン化」を図っている。


　
図表II-8-3-2　港湾行政のグリーン化

[image: 図表II-8-3-2　港湾行政のグリーン化]



（2）良好な環境の積極的な保全・再生・創出

　港湾整備で発生する浚渫土砂等を有効に活用した干潟造成、覆砂、深堀跡の埋め戻し、生物共生型港湾構造物の普及等を実施し、事業着手後においては、順応的管理手法の導入により整備後の状況を継続監視するとともに、行政機関、研究所等の多様な主体が環境データを登録し、共有することができる海域環境データベースを構築し、環境データの収集・蓄積・解析・公表を図りつつ、沿岸域の豊かな自然環境の保全・再生・創出に積極的に取り組んでいる。


　また、自然環境の大切さを学ぶ機会の充実を図るため、保全・再生・創出した場を活用した「海辺の自然学校」を全国各地で実施している。




（3）放置艇対策の取組み

　放置艇については、船舶の航行や停泊、海洋性レクリエーション活動や漁業活動に影響を及ぼすとともに津波による二次被害も懸念されることから、小型船舶の係留保管能力の向上と放置等禁止区域の指定等の規制措置を両輪とする対策を実施している。


　平成25年5月には、放置艇の解消に向けて「プレジャーボートの適正管理及び利用環境改善のための総合的対策に関する推進計画」を策定した。










■5　道路の緑化・自然環境対策等の推進



　道路利用者への快適な空間の提供、周辺と一体となった良好な景観の形成、地球温暖化やヒートアイランドへの対応、良好な都市環境の整備等の観点から、道路の緑化は重要である。このため、道路緑化に係る技術基準の見直しを行い、良好な道路緑化の推進およびその適切な管理を図っている。また、道路事業の計画・設計段階から貴重な自然環境のある場所はできるだけ回避し、回避できない場合は影響の最小化や代替措置を講じることを基本として、環境の保全・回復を図っている。


　
図表II-8-3-3　道路緑化の事例（東京都千代田区）
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第4節　健全な水循環の維持又は回復



■1　水の恵みを享受できる社会を目指して



　これまで、戦後高度成長期の急激な水需要に対して水需給バランスの確保を優先して水資源開発施設の整備を進めてきた。一方、大規模災害、老朽化等に伴う事故による広域かつ長期の断水の発生など水インフラの脆弱性、地球温暖化による気候変動リスク、健全な水循環の維持又は回復などの社会からの要請、国際貢献のプレゼンスや国際市場における競争力の強化などの、顕在化してきた様々な課題への対応が迫られている。


　これらを背景として、平成25年10月22日に国土交通大臣から、国土審議会に対して「今後の水資源政策のあり方」について諮問し、27年3月25日に答申された。


　本答申では、次世代水政策元年として、長期的な視点が大変重要であることを踏まえ、これまでの水需要の増大に対して新たな水資源開発施設を整備することによって供給量の増大を図るという需要主導型の水資源政策から、水インフラの老朽化対策や地震等の大規模災害等、危機的な渇水などのあらゆるリスクに対して、水の安定供給を確保するため、水の恵みを将来にわたって享受できる「幅を持った社会システム」への転換を目指す政策へと更なる進化を図ることが提言され、実施すべき事項がまとめられた。










■2　水環境改善への取組み



（1）水質浄化の推進

　水環境の悪化が著しい全国の河川等における浄化導水、底泥浚渫等の水質浄化を行っており、水環境改善に積極的に取り組んでいる地元市町村等と河川管理者、下水道管理者等の関係者が一体となり、「第二期水環境改善緊急行動計画（清流ルネッサンスII）」を策定・実施している（32地区で計画策定）。


　
図表II-8-4-1　清流ルネッサンスII

[image: 図表II-8-4-1　清流ルネッサンスII]



（2）水質調査と水質事故対応

　良好な水環境を保全・回復する上で水質調査は重要であり、平成25年は一級河川109水系の1,074地点を調査した。

　また、市民と協働で水質調査マップの作成や水生生物調査等を実施しており、河川をごみやにおい等の多様な視点で評価する新しい水質指標に基づき住民協働で一級河川を調査した結果、25年は約26％（79地点／308地点）が「泳ぎたいと思うきれいな川」と判定された。


　一方、油類や化学物質の流出等による河川の水質事故は、25年に一級水系で1,233件発生した。水質汚濁防止に関しては、河川管理者と関係機関で構成される水質汚濁防止連絡協議会を109水系のすべてに設立しており、水質事故発生時の速やかな情報連絡や、オイルフェンス設置等の被害拡大防止に努めている。






	
一級河川（湖沼および海域を含む。）において、平成25年にBOD（生物化学的酸素要求量）又はCOD（化学的酸素要求量）値が環境基準を満足した調査地点の割合は90％であった。

	
河川の調査地点のうち、BOD75%値がサケやアユが生息できる良好な水質とされる3.0mg／L以下となった地点は約94％であった。

	
人の健康の保護に関する環境基準項目（ヒ素等27項目）については、環境基準を満足した調査地点の割合は約99％で、ほとんどの地点で満足している。



　

図表II-8-4-2　一級河川（湖沼及び海域を含む。）においてBOD（又はCOD)値が環境基準を満足した調査地点の割合
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（3）閉鎖性海域の水環境の改善

　東京湾、伊勢湾、大阪湾、瀬戸内海等の閉鎖性海域では、陸域から流入する汚濁負荷や、干潟・藻場の消失による海域の浄化能力の低下などにより、赤潮や青潮が発生し漁業被害等が生じている。このほか、漂流ごみ・油による環境悪化や船舶への航行障害等が生じている。


　この状況を改善するため、1)汚泥浚渫、覆砂、深堀跡の埋め戻しによる底質改善、2)干潟・藻場の再生や生物共生型港湾構造物の普及による生物生息場の創出、3)海洋環境整備船による漂流ごみ・油の回収、4)下水道整備等による海域への流入汚濁負荷の削減、5)多様な主体が連携・協働して環境改善に取組む体制の整備等、美しい海を取り戻す取組みを推進している。




（4）水環境改善に向けた下水道整備の促進

　流域別下水道整備総合計画の策定・見直しを適切に進め、閉鎖性水域における富栄養化の原因である窒素・リン等を除去する下水道の高度処理を推進する。また、施設更新の時期に達しない処理施設においては、部分的な施設・設備の改造等により早期の水質改善を目指す段階的な高度処理を併せて促進している。


　合流式下水道については、平成35年度末までに雨天時に雨水吐から放流される未処理下水の量と頻度の抑制等により、対策の完了を図ることとしている。










■3　水をはぐくむ・水を上手に使う



（1）水資源の安定供給

　水利用の安定性を確保するためには、需要と供給の両面から地域の実情に応じた多様な施策を行う必要がある。具体的に、需要面では水の回収・反復利用の強化、節水意識の向上等に関する施策があり、他方、供給面ではダム等の水資源開発施設等水を供給する施設の建設、維持管理、老朽化対策、危機管理対策等の施策がある。また、持続可能な地下水の保全と利用、雨水・再生水の利用促進のほか、「水源地域対策特別措置法」に基づいて、水源地域の生活環境、産業基盤等を整備し、あわせてダム貯水池の水質汚濁の防止等に取り組んでいる。


　さらに、地球温暖化に伴う気候変動による影響が指摘されており、無降水日数の増加、積雪量の減少による渇水の増加が予測されている。このため、危機的な渇水時の被害を最小とするための対策等、渇水による被害を防止・軽減する対策を推進する。




（2）水資源の有効利用

1)下水処理水の再利用拡大に向けた取組み

　下水処理水は、都市内において安定した水量が確保できる貴重な水資源である。下水処理水全体のうち、約1.5％が用途ごとに必要な処理が行われ、下水再生水としてせせらぎ用水、河川維持用水、水洗トイレ用水等に活用されており、更なる利用拡大に向けた取組みを推進している。




2)雨水利用等の推進

　水資源の有効利用のため、雨水を水洗トイレ用水や散水等へ利用する取組みを推進している。これらの利用施設は、平成25年度末において約2,000施設あり、その年間利用量は約800万m3である。「雨水の利用の推進に関する法律（平成26年法律第17号）」が26年5月1日に施行され、27年3月には、「雨水の利用の推進に関する基本方針」、「国及び独立行政法人等が建築物を整備する場合における自らの雨水の利用のための施設の設置に関する目標」を定めており、雨水の利用を推進し、もって水資源の有効利用を図り、あわせて下水道、河川等への雨水の集中的な流出の抑制に寄与することを目的に国は総合的な施策を策定し、実施していく。




（3）安全でおいしい水の確保

　我が国は水道が普及し、近年は、国民の安全でおいしい水への要請が高まり、水質を重視したより一層の取組みが重要になっている。



（4）雨水の浸透対策の推進

　近年、流域の都市開発による不浸透域の拡大により、降雨が地下に浸透せず短時間で河川に流出する傾向にある。降雨をできるだけ地下に浸透させることにより、豪雨による浸水被害等を軽減させるとともに、地下水の涵養、湧水の復活への寄与等、健全な水循環の構築を目的として、流域貯留浸透施設の整備を税制措置等により、推進・促進している。




（5）地下水対策の推進

　高度経済成長期に産業目的等で地下水が過度に汲み上げられた結果、各地で地盤沈下、塩水化等の地下水障害が発生した。地盤沈下が広範囲に発生した濃尾平野、筑後・佐賀平野、関東平野北部においては、地盤沈下防止等対策要綱に基づき、地盤沈下を防止し、地下水の保全を図るため、地域の実情に応じた取組みを行っている。










■4　下水道整備の推進による快適な生活の実現



　下水道は、汚水処理や浸水対策によって、都市の健全な発展に不可欠な社会基盤であり、近年は、低炭素・循環型社会の形成や健全な水循環の形成等の新たな役割が求められている。




（1）下水道による汚水処理の普及

　汚水処理施設の普及率は平成25年度末において、全国で約89％（下水道の普及率は約77％）になった（東日本大震災の影響により、調査対象外とした福島県を除いた46都道府県の集計データ）ものの、地域別には大きな格差がある。特に人口5万人未満の中小市町村における汚水処理施設の普及率は約76％（下水道の普及率は約49％）と低い水準にとどまっている。今後の下水道整備においては、人口の集中した地区等において重点的な整備を行うとともに、地域の実状を踏まえた効率的な整備を推進し、普及格差の是正を図ることが重要である。


　
図表II-8-4-3　都市規模別下水道処理人口普及率（平成25年度末）

[image: 図表II-8-4-3　都市規模別下水道処理人口普及率（平成25年度末）]



1)汚水処理施設の早期概成に向けた取組み

　汚水処理施設の整備については、一般的に人家のまばらな地区では個別処理である浄化槽が経済的であり、人口密度が高くなるにつれて、集合処理である下水道や農業集落排水施設等が経済的となるなどの特徴がある。このため、整備を進めるに当たっては、経済性や水質保全上の重要性等の地域特性を十分に反映した汚水処理に係る総合的な整備計画である「都道府県構想」が各都道府県において策定されている。現在、近年の人口減少等を踏まえ、おおむね10年程度での汚水処理施設概成に向けて、早急な都道府県構想の見直しと中期（アクションプラン）・長期整備計画の作成を推進している。また、広域的な汚泥処理等、他の汚水処理施設との連携施策の導入についても積極的に推進している。


　
図表II-8-4-4　下水道計画の見直しと重点的な整備

[image: 図表II-8-4-4　下水道計画の見直しと重点的な整備]



2)下水道クイックプロジェクト

　本プロジェクトは、人口減少や厳しい財政事情を踏まえ、従来の技術基準にとらわれない地域の実状に応じた低コスト、早期かつ機動的な整備が可能な新たな整備手法を、有識者らにより構成される委員会において性能等の検証を行いながら、地域住民協力の下、広く導入を図るものである。平成25年度までに14市町村で社会実験を実施し、「工場製作型極小規模処理施設（接触酸化型）」等の6つの技術については有効性が認められたため、当技術を利用するに当たっての手引書を取りまとめている。また、他の技術についても全国で活用可能となるよう、検証・評価を進めている。


　

図表II-8-4-5　下水道クイックプロジェクト実施事例（工場製作型極小規模処理施設：北海道遠軽町）
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（2）下水道事業の持続性の確保

1)適正なストック管理

　下水道整備の進展に伴い、平成25年度末現在、下水道管路施設延長約46万km、下水処理場数約2,200箇所に及ぶ膨大なストックを有している。


　これらの下水道施設は、高度経済成長期以降に急激に整備がなされたことから、今後急速に老朽化施設の増大が見込まれている。25年度においては、小規模なものが主ではあるが、管路施設の老朽化や硫化水素による腐食等に起因する道路陥没が約3,500箇所で発生している。下水道は人々の安全・安心な都市生活や社会経済活動を支える重要な社会インフラであり、代替手段の確保が困難なライフラインであることから、効率的な管路点検・調査手法や包括的民間委託の導入検討を行うとともに、予防保全管理を実践したストックマネジメントの導入に伴う計画的かつ効率的な老朽化対策を実施し、必要な機能を持続させることが求められている。




2)経営基盤の強化

　下水道事業の経営は、汚水処理費（公費で負担すべき部分を除く）を使用料収入で賄うことが原則であるが、事業の初期段階でまとまった費用が必要であり、面整備の進展とともに収入が安定する事業の性格上、構造的に資金不足が生じる場合もある。したがって、個々の事業においては、短期的な視点ではなく、施設の耐用年数を考慮した長期的な視点で収支状況を見ることが必要である。このため、「下水道経営改善ガイドライン」等により、各地方公共団体における下水道経営健全化に向けた取組みを推進している。




3)民間委託の推進と技術力の確保

　下水道事業における公共施設等運営権方式の導入のための検討や下水処理場等の維持管理業務における包括的民間委託注1の更なる活用に向けた取組みを実施している。また、地方公共団体の要請に基づき、下水道施設の建設・維持管理等の効率化のための技術的支援、地方公共団体の技術者養成、技術開発等を地方共同法人日本下水道事業団が行っている。




（3）下水道による地域の活性化

　下水道整備による適切な汚水処理の実施による良好な水環境の保全・創出に伴い産業・観光振興が図られるとともに、高度処理による再生水等を利用した水辺空間の創出、住民等による親水空間の維持管理を通じた地域活動の活性化、下水処理場の上部空間利用、下水熱による地域冷暖房、バイオガスのエネルギー活用等、下水道資源の有効活用により、下水道は多面的に地域活性化に貢献している。




（4）下水道分野の環境教育の推進

　小学校教員の方々と下水道行政担当者によるワーキンググループにより、授業で使いやすい下水道を活用した学習指導案を作成し、これら下水道教材を教員の方々が自由に利用できるように、「循環のみち下水道環境教育ポータルサイト」注2を通じて提供している。また、各小中学校における下水道に関する環境教育の実施に必要な経費の助成を行っている。


　
図表II-8-4-6　下水道分野の環境教育

[image: 図表II-8-4-6　下水道分野の環境教育]






注1　施設管理について放流水質基準の順守等の一定の性能の確保を条件として課しつつ、運転方法等の詳細については民間事業者に任せることにより、民間事業者の創意工夫を反映し、業務の効率化を図る発注方式


注2　「循環のみち下水道環境教育ポータルサイト」：http://www.jswa.jp/kankyo-kyoiku/index.html









第5節　海洋環境等の保全



（1）大規模油汚染等への対策

　大規模油汚染の大きな要因であるサブスタンダード船を排除するため、国際船舶データベース（EQUASIS）の構築等、国際的な取組みに積極的に参加するとともに、日本寄港船舶に立入検査を行い、基準に適合しているかを確認するポートステートコントロール（PSC）を強化している。また、旗国政府が自国籍船舶に対する監視・監督業務を果たしているかを監査する制度については、我が国の提唱により平成17年のIMO総会で任意の制度として創設が承認されたが、その後の取組みの進展を踏まえ、28年1月より義務化される。我が国は、監査の実効性向上のため、その運用方法の検討等について議論に参画している。


　他方、日本海等における大規模な油汚染等への対応策として、日本、中国、韓国及びロシアによる海洋環境保全の枠組みである「北西太平洋地域海行動計画（NOWPAP）」において、「NOWPAP地域油及び有害危険物質流出緊急時計画」を策定するなど、国際的な協力体制の強化に取り組んでいる。また、本邦周辺海域で発生した大規模油流出事故については、大型浚渫兼油回収船による迅速かつ確実な対応体制を確立している。また、27年1月5日に島根県沖で確認された浮流油を回収するため、浚渫兼油回収船「海翔丸（かいしょうまる）」が緊急出動した。


　さらに、MARPOL条約注1において船舶からの油及び廃棄物等の排出が規制されており、附属書の改正により、25年1月には船舶発生廃棄物の規制が強化された。我が国では、港湾における適切な受入れを確保するため、船舶内で発生した廃油の受入施設の整備に対して税制等の支援を行うとともに、「港湾における船内廃棄物の受入れに関するガイドライン（案）」を策定した。




（2）船舶からの排出ガス対策

　窒素酸化物（NOx）は、人体への悪影響や酸性雨を引き起こす原因となるため、国際海事機関（IMO）では、MARPOL条約に基づき、船舶のエンジンから排出されるNOxを規制している。現在は世界中のすべての海域において、1次規制（平成17年にNOx排出規制が導入された時の基準値）から約20％のNOx排出削減となる2次規制が適用されているが、一部海域において、1次規制から80％のNOx排出削減となる3次規制を導入することも同条約に規定されている。3次規制は、世界有数の舶用エンジン生産国である我が国が、環境に優しい舶用ディーゼル機関の研究開発と一体となってIMOに提案し、合意されたものである。3次規制対応技術の開発については、NOx排出量を大幅に削減する舶用排ガス後処理装置（SCR脱硝装置）等に関し、実船で検証を実施し、目標であるNOx排出量80％削減を達成した。


　また、3次規制の導入時期について、一部の国が延期を主張するなか、我が国は、当初の予定どおり28年1月1日から開始とすることを他の先進国と協調してIMOで主張し合意に導くなど、国際海運からの大気汚染物質の削減の議論に積極的に貢献してきている。




（3）船舶を介して導入される外来水生生物問題への対応

　船舶のバラスト水注2への混入又は外板等への付着により水生生物等が移動し、移動先の海域の生態系等に影響を及ぼす可能性が指摘されており、IMOにおいて平成16年に船舶バラスト水規制管理条約、23年には船体付着生物の管理ガイドラインが採択された。我が国としても、国際的な連携の下に、外航船舶から排出される有害なバラスト水による生態系破壊等の防止を図るための措置を講じ、国際的な責務を果たしていく必要があることから、第186回通常国会に、船舶バラスト水規制管理条約実施のための法案（「海洋汚染防止法」の一部改正案）を提出し、同法案は全会一致で成立した注3。これを受け、26年10月に同条約の締結を行った。






注1　船舶による汚染の防止のための国際条約。

注2　主に船舶が空荷の時に、船舶を安定させるため、重しとして積載する海水等。

注3　条約についても、その締結について国会の承認を求めるため、同通常国会に提出され、全会一致で承認された。









第6節　大気汚染・騒音の防止等による生活環境の改善



■1　道路交通環境問題への対応



（1）自動車単体対策

1)排出ガス規制の強化

　新車の排出ガス対策については、トラック、バス及び乗用車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の更なる低減を図るため、世界最高水準の厳しい規制（ポスト新長期規制）を平成20年に制定し、21年10月から順次強制適用を行うとともに、25年10月からはディーゼル重量車について新たにオフサイクル対策を導入し、順次規制適用している。また、ディーゼル特殊自動車については、26年1月に、新たに窒素酸化物の更なる低減やブローバイ・ガス対策等に関し関係法令を改正し、26年10月から順次強制適用している。


　一方、使用過程車（既に使用されている自動車）の排出ガス対策は、「自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法（自動車NOx・PM法）」に基づく対策を実施するなど、一層の排出ガス対策に努めていくこととしている。




2)次世代大型車等の開発・実用化

　次世代大型車の開発・実用化を促進するため、平成23年度より、高効率ハイブリッドトラック、電気・プラグインハイブリッドトラック、高性能電動バス等の技術開発をすすめ、試作車に係る実使用条件下での実証走行試験、必要な基準の策定等、実用化に向けた取組みを進めた。




（2）交通流対策等の推進

1)大気汚染対策

　自動車からの粒子状物質（PM）や窒素酸化物（NOx）の排出量は、発進・停止回数の増加や走行速度の低下に伴い増加するため、沿道環境の改善の観点から、幹線道路ネットワークの整備、ボトルネック対策、交通需要マネジメント（TDM）施策等の交通流対策を推進している。


　

図表II-8-6-1　自動車からの浮遊粒子状物質（SPM）、窒素酸化物（NOx）の排出量と走行速度の関係

[image: 図表II-8-6-1　自動車からの浮遊粒子状物質（SPM）、窒素酸化物（NOx）の排出量と走行速度の関係]



2)騒音対策

　交通流対策とともに、低騒音舗装の敷設、遮音壁の設置、環境施設帯の整備等を進めている。また、「幹線道路の沿道の整備に関する法律」に基づき、道路交通騒音により生ずる障害の防止等に加えて、沿道地区計画の区域内において、緩衝建築物の建築費又は住宅の防音工事費への助成を行っている。










■2　空港と周辺地域の環境対策



　航空機騒音に対し最も効果的な対策は、低騒音機材の導入であり、以前のDC8と現在のB767の騒音値80dB（A）注を比較した場合、騒音影響範囲は約9割減少している。低騒音機材の導入をしてもなお騒音影響が及ぶ地域については、民家の防音工事や移転補償事業といった対策が必要である。民家の防音工事は、今後のメンテナンスを残し、おおむね終了した。航空機騒音による障害は改善の方向にあり、各空港においても順次騒音対策区域の見直しを行っているところであるが、空港と周辺地域の調和ある発展を図るため、今後も騒音の軽減等を図るための対策を行うことが必要である。







注　周波数重み付け特性A（人間の耳の感度は周波数によって異なるため、人の感覚に近似した評価をするために行う周波数補正のこと）で補正された騒音（音圧）レベルのことをいう。









■3　鉄道騒音対策



　新幹線の騒音対策については、環境基準を達成すべく防音壁の設置や嵩上げ等による音源対策を行っている。なお、新設新幹線沿線において、これらの対策のみでは達成が困難な区域には、既存の家屋に対して防音工事への助成を行っている。


　また、在来線の騒音対策については、「在来線鉄道の新設又は大規模改良に際しての騒音対策指針」に基づき、新線建設の場合には一定の値以下のレベルになるよう、既設路線の大規模改良の場合には改良前より改善されるよう、それぞれ鉄道事業者に対し指導を行っている。










■4　ヒートアイランド対策



　ヒートアイランド現象とは、都市の中心部の気温が郊外に比べて島状に高くなる現象である。過去100年で、地球全体の平均気温が約0.7℃上昇している一方、日本の大都市では、約2〜3℃上昇しており、地球の温暖化の傾向に比べて、ヒートアイランド現象の進行傾向は顕著であるといえる。このヒートアイランド現象は、空調機器からの人工排熱の増加、緑地・水面の減少、地表面の人工化等が主な原因と言われている。


　平成25年には、総合的・効果的なヒートアイランド対策を推進するため、関係省庁の具体的な対策を体系的に取りまとめた「ヒートアイランド対策大綱」について、人工排熱の低減、地表面被覆の改善、都市形態の改善、ライフスタイルの改善という従来の4つの目標に、人の健康への影響等を軽減する適応策の推進という目標を追加する等の、改定を行った。国土交通省は、緑とオープンスペースの機動的確保等の対策を重点的に推進している。










■5　シックハウス、土壌汚染問題等への対応



（1）シックハウス対策

　住宅に使用する内装材等から発散する化学物質が居住者等の健康に影響を及ぼすおそれがあるとされるシックハウスについて、「建築基準法」に基づく建築材料及び換気設備に関する規制や、「住宅の品質確保の促進等に関する法律」に基づく性能表示制度等の対策を講じている。


　また、官庁施設の整備に当たっては、化学物質を含有する建築材料等の使用の制限に加え、施工終了時の室内空気中濃度測定等による対策を講じている。


　
図表II-8-6-2　シックハウス問題のイメージ

[image: 図表II-8-6-2　シックハウス問題のイメージ]



（2）ダイオキシン類問題等への対応

　「ダイオキシン類対策特別措置法」で定義されているダイオキシン類について、全国一級水系で水質・底質調査を実施している。平成25年度は、水質は約97％（215地点／221地点）、底質はすべての地点で環境基準を満足した。


　なお、環境基準を超えるダイオキシン類含有汚泥が確認された河川や港湾では、河川及び港湾における対策の基本的な考え方を統一し、20年4月に改訂した「河川、湖沼等における底質ダイオキシン類対策マニュアル（案）」や「港湾における底質ダイオキシン類対策技術指針（改訂版）」に基づき、ダイオキシン類対策を実施している。また、底質から基準を超えたダイオキシン類が検出されている河川及び港湾においては、公害防止対策事業にて支援を行っている。




（3）アスベスト問題への対応

　アスベスト問題は、人命に係る問題であり、アスベストが大量に輸入された1970年代以降に造られた建物が今後解体期を迎えることから、被害を未然に防止するための対応が重要である。


　アスベスト建材の使用実態を的確かつ効率的に把握するため、平成25年度に創設した建築物石綿含有建材調査者の資格制度に基づき、調査者の育成を図っている。


　また、「建築基準法」により、建築物の増改築時における吹付けアスベスト等の除去等を義務付けており、既存建築物におけるアスベストの除去等を推進するため、社会資本整備総合交付金等の補助制度を行っているほか、各省各庁の所管の既存施設における除去・飛散防止の対策状況についてフォローアップを実施している。


　さらに、吹付けアスベスト除去工事の参考見積費用や、アスベスト建材の識別に役立つ資料（目で見るアスベスト建材）、アスベスト含有建材情報のデータベース化、建築物のアスベスト対策パンフレット等により情報提供を推進している。










■6　建設施工における環境対策



　公道を走行しない建設機械等の排出ガス対策（NOx、PM）対策については、「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律」に基づく届出受付、認定、承認等を行っている。また、最新の排出ガス規制への適合や騒音が低減された等の環境対策型建設機械の購入に対して低利融資制度等の支援を行っている。










第7節　地球環境の観測・監視・予測



■1　地球環境の観測・監視



（1）気候変動の観測・監視

　気象庁では、温室効果ガスの状況を把握するため、大気中のCO2等を国内3地点で、北西太平洋の洋上大気や表面海水中のCO2を海洋気象観測船で観測しているほか、北西太平洋上空のCO2等を、航空機を利用して観測している。さらに、気候変動を監視し、地球温暖化予測の不確実性を低減するため、日射と赤外放射の観測を国内5地点で実施している。


　また、地球温暖化に伴う海面水位の上昇を把握する観測を行い、日本沿岸における長期的な海面水位変化傾向等の情報を発表している。


　このほか、気候変動の監視及び季節予報の精度向上のため、過去の全世界の大気状態を一貫した手法で解析した気象庁55年長期再解析（JRA-55）を実施した。


　さらに、観測結果等を基に、「気候変動監視レポート」や「異常気象レポート」を取りまとめ、毎年の気候変動、異常気象、地球温暖化等の現状や変化の見通しについての見解を公表するとともに、世界気象機関（WMO）温室効果ガス世界資料センターとして、世界中の温室効果ガス観測データの収集・提供を行っている。


　
図表II-8-7-1　日本における二酸化炭素濃度の推移

[image: 図表II-8-7-1　日本における二酸化炭素濃度の推移]



（2）異常気象の観測・監視

　気象庁では、我が国や世界各地で発生する異常気象を監視して、極端な高温・低温や大雨・少雨などが観測された地域や気象災害について、定期的に取りまとめて発表している。また、社会的に大きな影響をもたらした異常気象が発生した場合は、特徴と要因、見通しをまとめた情報を随時発表している。


　さらに、気象庁では、アジア太平洋地域の気候情報提供業務支援のため、世界気象機関（WMO）の地区気候センターとしてアジア各国の気象機関に対し、異常気象の監視・解析等の情報を提供するとともに、研修や専門家派遣を通じて技術支援を行っている。




（3）次期静止気象衛星整備に向けた取組み

　次期静止気象衛星「ひまわり8号」が平成26年10月7日に打ち上げられた。27年夏季には観測運用を開始する予定である。また、「ひまわり9号」を28年度に打ち上げる計画である。これらの衛星では、台風や集中豪雨等に対する防災機能の向上に加え、地球温暖化をはじめとする地球環境の監視機能を世界に先駆けて強化している。




（4）海洋の観測・監視

　海洋は、大気と比べて非常に多くの熱を蓄えていることから地球の気候に大きな影響を及ぼしているとともに、人類の経済活動により排出されたCO2を吸収することによって、地球温暖化の進行を緩和している。このことから、地球温暖化をはじめとする地球環境の監視のためには、海洋の状況を的確に把握することが重要である。


　気象庁では、国際的な協力体制の下、海洋気象観測船により北西太平洋において高精度な海洋観測を行うとともに、人工衛星や海洋の内部を自動的に観測する中層フロート（アルゴフロート）によるデータを活用して、海洋の状況を監視している。


　
図表II-8-7-2　海洋気象観測船による地球環境の監視

[image: 図表II-8-7-2　海洋気象観測船による地球環境の監視]




　その結果については、気象庁ウェブサイト「海洋の健康診断表」により、我が国周辺海域の海水温・海流、海面水位、海氷等に関する情報とともに、現状と今後の見通しを解説している。


　海上保安庁では、アルゴフロートのデータを補完するため、伊豆諸島周辺海域の黒潮変動を海洋短波レーダーにより常時監視・把握するとともに、観測データを公表している。また、日本海洋データセンターにおいて、我が国の海洋調査機関により得られた海洋データを収集・管理し、関係機関及び一般国民へ提供している。


　

図表II-8-7-3　気象庁ウェブサイトで公表している「海洋の健康診断表」の例

[image: 図表II-8-7-3　気象庁ウェブサイトで公表している「海洋の健康診断表」の例]



（5）オゾン層の観測・監視

　気象庁では、オゾン・紫外線を観測した成果を毎年公表しており、それによると世界のオゾン量は長期的に見て少ない状態が続いている。また、紫外線による人体への悪影響を防止するため、紫外線の強さを分かりやすく数値化した指標（UVインデックス）を用いた紫外線情報を毎日公表している。




（6）南極における定常観測の推進

　国土地理院は、南極地域の測地観測、地形図の作成・更新、衛星画像図の整備等を実施しており、得られた成果は、南極観測隊の安全で円滑な活動に資するとともに、地球環境変動等の研究や測地測量・地理空間情報に関する国際的活動に寄与している。


　気象庁は、昭和基地でオゾン、日射・赤外放射、地上、高層等の気象観測を継続して実施しており、観測データは南極のオゾンホールや気候変動等の地球環境の監視や研究に寄与するなど、国際的な施策策定のために有効活用されている。


　海上保安庁は、海底地形調査を実施しており、観測データは、海図の刊行、氷河による浸食や堆積環境等の過去の環境に関する研究等の基礎資料として役立てられている。また、潮汐観測も実施し、地球温暖化と密接に関連している海面水位変動の監視に寄与している。










コラム　次期静止気象衛星「ひまわり8号」の打上げと初画像の取得



　次期静止気象衛星注「ひまわり8号」は、平成26年10月7日に打ち上げられ、12月18日には初画像の取得に成功しました。27年夏季には観測運用を開始する予定です。また、28年度には「ひまわり9号」が打ち上げられ、8号のバックアップとしての役割を果たした後、34年度から観測運用を始める予定です。


　「ひまわり8号」は世界最先端の静止気象衛星で、「ひまわり7号」に比べて観測機能が大幅に強化されます。例えば、7号では東アジア・西太平洋地域を30分ごとに観測しますが、8号では10分ごとの観測となり、さらにそれと並行して日本域や台風付近等の領域を2.5分ごとに観測することができます。また、画像の種類も5種類から16種類に増加し、3種類の可視画像（赤・緑・青の3色の光を観測した画像）を合成することでカラー画像を作成することができます。解像度も2倍になります。こうした機能強化により、台風、大雨をもたらす積乱雲、火山灰等の実況監視のみならず、海面水温、海氷、黄砂など地球環境分野への貢献が期待されます。


　
「ひまわり8号」の打上げ

[image: 「ひまわり8号」の打上げ]



　
「ひまわり8号・9号」の外観

[image: 「ひまわり8号・9号」の外観]



　
「ひまわり8号」の初画像

[image: 「ひまわり8号」の初画像]





注　気象庁ウェブサイト「気象衛星観測について」

　　http://www.jma-net.go.jp/sat/satellite/satellite.html










■2　地球環境の予測・研究



　気象庁及び気象研究所では、世界全体及び日本付近の気候の変化を予測するモデルの開発等を行い、世界気候研究計画（WCRP）等の国際研究計画に積極的に参加している。気象研究所では、炭素循環過程等を含む地球システムモデルの開発及び温暖化予測研究を行っており、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第5次評価報告書（平成25〜26年に公表）に対し積極的に貢献した。また、気象庁では、24年度に、高度化した地域気候モデルを用いて従来詳細な日本周辺の温暖化予測を示した「地球温暖化予測情報第8巻」を公表した。


　国土技術政策総合研究所では、将来における気候変動に対応するための方策を治水や利水、環境の観点から多面的に検討し設定するために必要となる技術的基盤の提示を目的としてこれまで実施してきた研究の成果を「気候変動適応策に関する研究（中間報告）」として25年に公表した。










■3　地球地図プロジェクトの推進、地球測地観測網



　我が国は、地球地図国際運営委員会事務局を務め、各国の地理空間情報当局と協力し、全球陸域を対象にしたデジタル地理空間情報である地球地図の整備・公開を進め、地球地図プロジェクト（平成27年1月現在183の国と地域が参加）を主導するとともに、地球規模の地理空間情報管理に関する国連専門家委員会（UNCE-GGIM）等の場を通じて、地球環境の把握・解析等への利活用を促進している。また、VLBI（電波星による測量技術）やSLR（レーザ光により人工衛星までの距離を測る技術）を用いた国際観測、験潮、絶対重力観測、国際GNSS事業（IGS）への参画等により、地球規模の地殻変動等の観測・研究を行っている。さらに、衛星データの解析等により土地の利用や植生の変化を把握する「国土環境モニタリング」を行っている。









第9章　戦略的国際展開と国際貢献の強化



第1節　インフラシステム海外展開の促進



■1　世界のインフラ市場の動向



　世界のインフラ市場は、新興国等の急速な都市化と経済成長により、今後の更なる拡大が見込まれている。例えば、経済協力開発機構（OECD）の報告によると、交通インフラの整備需要は、現在、年平均38兆円となっているが、2015年〜2030年には5割以上増加して59兆円にのぼると予想されている。特に、新興国等のインフラ事業では、厳しい財政事情を背景に、民間の事業参画・資金を期待する民間活用型が増加している。我が国の経済社会状況を踏まえれば、新興国等の成長への貢献を強化するとともに、我が国の技術とノウハウを活かして世界のインフラ需要を取り込むことが必要と考えられることから、インフラシステムの海外展開は我が国の政策の重要な柱となっている。


　
図表II-9-1-1　民間活用型交通インフラ事業

[image: 図表II-9-1-1　民間活用型交通インフラ事業]




　一方で、プロジェクト受注のための国際的な競争は熾烈であり、様々な側面で官民が緊密に連携し、我が国企業の受注に向けた環境整備を図っていくことが必要となっている。










■2　政府全体の方向性



　政府においては平成25年3月に「経協インフラ戦略会議」を設置し、国土交通大臣を含む関係閣僚が政府として取り組むべき政策を議論した上で、同年5月に「インフラシステム輸出戦略」を取りまとめた。同戦略は、26年6月に改訂版が策定され、同月に閣議決定された「日本再興戦略」改訂2014においても、その積極的な実施が盛り込まれた。


　「インフラシステム輸出戦略」においては、我が国企業が2020年に約30兆円（2010年約10兆円）のインフラシステムの受注を目指すとされている。また、そのための施策の柱として、1)企業のグローバル競争力強化に向けた官民連携の推進、2)インフラ海外展開の担い手となる企業・地方公共団体や人材の発掘・育成支援、3)先進的な技術・知見等を活かした国際標準の獲得、4)新たなフロンティア分野への進出支援、5)エネルギー鉱物資源の海外からの安定的かつ安価な供給確保の推進、を掲げている。










■3　国土交通省における取組み



　国土交通省においても、同戦略に基づき、国土交通分野におけるインフラシステム海外展開を強力に推進することとしている。競合する諸外国との競争に勝ち抜き、我が国企業が受注を獲得するためには、ハードとソフトが一体となって安全で信頼性の高いシステムを構築するなど、我が国の強みを発揮しつつ、相手国のニーズにも柔軟に対処していくことが必要である。そのため、以下のとおり1)「川上」からの参画・情報発信、2)インフラシステム海外展開に取り組む企業支援、3)ソフトインフラの海外展開の3つを施策の柱として推進を図っている。




1)「川上」からの参画・情報発信

　プロジェクトの構想段階（川上）からの参画を推進するため、我が国技術によりもたらされる安全性や信頼性、運営段階も含めトータルで見た費用対効果の高さについて、官民一体となったトップセールスや国際会議の機会等を活用した情報発信に取り組んでいる。




2)インフラシステム海外展開に取り組む企業支援

　巨額の初期投資や長期にわたる整備、需要リスクといった交通・都市インフラ分野において川下（管理・運営）に進出する企業の事業リスクを軽減するため、株式会社海外交通・都市開発事業支援機構（JOIN）を設立した。また、海外で事業展開する企業のトラブル等の解決を支援するために相談窓口「海外建設ホットライン」を設置しているほか、海外建設・不動産市場データベースの拡充、在外公館からの情報収集、日系ゼネコンOB等現地事情に詳しい民間人材（通称「民間アタッシェ」）による海外建設・不動産情報の紹介等、我が国企業のインフラシステム海外展開を多角的に支援する取組みを行っている。




3)ソフトインフラの海外展開

　我が国企業がプロジェクトに参画しやすい環境を整備するための我が国技術・システムの国際標準化や相手国でのデファクト・スタンダード化、我が国企業の事業環境を改善するための相手国の制度整備支援、相手国における持続的なインフラの運営・維持に資する技術者・技能者層の育成支援等の取組みを行っている。




（1）トップセールスの推進

　トップセールスについて、平成26年度において、国土交通大臣は、モンゴル、マレーシア、カンボジア、インド、ベトナム等を歴訪し、相手国のトップや国土交通分野を担当する閣僚との協議・意見交換を行うことにより、我が国インフラシステムのトップセールスに取り組んだ。また、副大臣・大臣政務官においては、アフリカ・中南米を含む合計12か国を訪問し、インフラニーズの見込める国に対して、我が国インフラシステムのアピールを行った。このほか、諸外国の大臣等要人の来日・表敬といった機会、セミナーの開催や新興国等の要人招聘を通じ、我が国インフラシステムの優位性に関する発信に積極的に取り組んだ。




（2）各国との対話の推進

　トップセールス以外にも、二国間において次官級会合の開催、大臣間の協力覚書の署名等を進めている。また、官民が連携してインフラ輸出を進めていく場として、エコシティ、水、道路、鉄道、港湾、航空といったそれぞれのインフラ分野において海外官民協議会を設置し、我が国インフラについての情報発信を行っている。平成26年度には、防災分野について、産学官の連携により「日本防災プラットフォーム」が設立された。




1)インドネシア

　平成26年5月、インドネシアにおいて「第5回日インドネシア交通次官級会合」を開催し、両国間で進められている物流、鉄道、自動車、港湾、海上交通及び航空の各交通分野における協力プロジェクトについて、最新の状況を共有した。また、新しいトピックについても取り上げ、新たな協力の可能性について認識を共有するとともに、今後は民も含めた対話を一層拡大し両国間で緊密な協力・連携を図っていくことを確認した。


　6月にインドネシアで開催された「ジャカルタ首都圏投資促進特別地域（MPA）注1第9回技術委員会」においては、鉄道、港湾、航空等の各プロジェクトの進捗状況を確認するとともに、課題解決に向けた両国の取組みに関する情報交換を行った。


　11月にはインドネシアにおいて「第2回日インドネシア建設次官級会合」を開催し、全体会合で「PPPプロジェクトの推進」及び「気候変動に対するインフラ強靱化」の2つのテーマについて、また、個別のワーキングで道路、防災、下水道、建築物及び地下利用の各分野について、両国における取組みや課題、技術等に関する情報交換を行った。




2)タイ

　平成27年1月14日、バンコクにて開催された「第3回日タイ鉄道次官級ワーキンググループ」で、タイの鉄道プロジェクトにおける両国の協力について議論したほか、タイ側より、鉄道協力に関する大臣間の覚書（MOI）署名を打診された。これを受け、同年2月9日、東京にて開催された日タイ首脳会談に合わせて、太田国土交通大臣とプラジン運輸大臣との間で、今後のタイとの鉄道協力の方向性に関する覚書（MOI）を署名した。




3)ベトナム

　平成27年1月、ベトナム建設省と、両国の建設分野及び都市開発分野における協力を強化することとし、包括的な協力覚書を署名した。また、日本において「第4回日ベトナム交通次官級会合」及び「第8回ベトナム高速道路セミナー」を開催し、ベトナムにおける、鉄道、港湾、空港、道路等の交通インフラプロジェクトについて、進捗状況を共有するとともに、課題を整理し、今後の協力の方向性を確認した。




4)ミャンマー

　平成26年6月、ミャンマーにおいて「第2回日ミャンマー交通次官級会合」及び「第2回日ミャンマー陸上輸送分野高級実務者会合」を開催し、同国における鉄道、自動車、海事、港湾、航空及び気象の各交通インフラプロジェクトについて、事業の進捗等最新の状況を共有するとともに、両国で緊密な協力及び連携を図っていくことを確認した。


　さらに、27年1月にはミャンマーにおいて「第2回日ミャンマー建設次官級会合」を開催し、道路、都市、建築住宅及び建設産業に係る、両国の取組みや課題、技術等に関する情報交換を行った。




5)ラオス

　平成26年10月、太田国土交通大臣は、日本において公共事業運輸大臣との会談を行い、交通分野における協力関係に関する協力覚書の署名を行った。会談では、ラオスの交通インフラ等の整備に関して意見交換を行うとともに、署名された覚書に基づいて協力関係を一層強化することで一致した。




6)インド

　平成26年11月、両国における都市の更なる経済的・社会的な成長・発展に大きく貢献することを目的として「第8回都市開発に関する日印交流会議」をインドにおいて開催し、都市交通、都市開発及び水環境分野における情報及び意見交換を実施した。




7)クウェート

　平成26年10月、太田国土交通大臣は来日した計画開発担当大臣と、クウェート国の今後の開発計画について意見交換を行うとともに、交通分野（技術協力等）及び公共事業分野（インフラ分野の情報交換等）に係る協力覚書に署名した。




8)ロシア

　国土交通省とロシア運輸省との間で署名した運輸分野における協力覚書を踏まえ、北極海航路の通航安全対策等について、「日露運輸作業部会」等の場を活用して意見交換を実施した。同国の都市環境問題に関しては、「日露都市環境問題作業部会」を通じて協力を進め、26年12月には、作業部会の総括会合及び分科会が民間企業等の参画を得て開催された。また、作業部会の日本側推進母体である「日露都市環境協議会」も順調に参加企業を増やし、27年3月のモスクワでの国土交通省・JETRO共催セミナーには多数の日本企業の参加があった。




9)メキシコ

　日メキシコ間の交通分野における協力を促進するため、日本の技術の提供や両国の経験の共有を内容とする覚書を平成26年7月に署名した。




10)韓国

　平成27年3月、韓国において「第10回日韓運輸ハイレベル協議」を開催し、交通系ICカードやタクシーサービス、宅配事業等について、両国における取組事例に関する情報交換を行うとともに、両国間で交通分野における協力を継続することで一致した。




11)モンゴル

　平成26年4月、太田国土交通大臣はモンゴルにおいて、同国の発展に必要となるインフラ整備支援について道路・運輸大臣及び建設・都市計画大臣と会談を行うとともに、両国の協力を推進する体制を強化するための覚書を署名した。




（3）（株）海外交通・都市開発事業支援機構（JOIN注2）の設立

　新興国等の民間活用型インフラ事業のうち、交通や都市開発の分野では、長期的にはリターンが期待される一方、長期にわたる整備、運営段階の需要リスク、現地政府の影響力という特性があり、これに適切に対応することが、我が国企業の参画に当たっての課題である。


　このため、「日本再興戦略」の一環として、我が国企業の交通事業・都市開発事業の海外市場への参入促進を図るため、需要リスクに対応し「出資」と「事業参画」を一体的に行うJOINを平成26年10月に設立した。なお、27年度は財政投融資の産業投資として372億円を計上している。（下図参照）。


　
図表II-9-1-2　事業スキーム
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　JOINは、我が国企業と協調して現地事業体に出資等の資金供給を行うとともに、現地での事業への参画として、役員・技術者等の人材派遣や相手国側との交渉を行うこととしている。インフラシステムの海外展開は国の重要な政策であることから、国土交通大臣が、関係大臣とも連携しつつ、適切にJOINを監督していく。




（4）ソフトインフラの展開

　国際規格の制定に向けた議論に積極的に参画することで我が国規格・基準の反映を目指すほか、我が国規格等のデファクト・スタンダード化も進めている。また、専門家派遣、JICA研修への協力、セミナーの開催等を通じて、相手国の制度整備や、相手国のインフラの整備・運営・維持管理を担う技術者の育成支援を行っている。







注1　我が国とインドネシアとの連携の下、ジャカルタ首都圏のインフラ開発等を加速化するため、「首都圏投資促進特別地域（MPA）構想に関する協力覚書」（平成22年10月に外務省、経済産業省、国土交通省が署名）に基づき、インドネシア関係閣僚との間で、同国のインフラ案件及び投資制度を閣僚レベルで協議する枠組み。


注2　株式会社海外交通・都市開発事業支援機構の英語名称である、Japan Overseas Infrastructure
Investment Corporation for Transport ＆ Urban Developmentの略称。









コラム　（株）海外交通・都市開発事業支援機構（JOIN）の設立



1．JOINが設立されました

　平成26年10月20日、株式会社海外交通・都市開発事業支援機構（JOIN）が設立されました。JOINは、海外の交通・都市開発事業に対し、出資と事業参画を行います。JOINの活動を通じて我が国事業者による海外インフラ市場への参入促進が図られ、我が国の競争力が強まることが期待されます。


　JOINの設立に当たっては、民間企業（インフラ関係業界等）から約54億円、政府から54億円、それぞれ出資を受けました。また、政府の予算として26年度財政投融資計画で585億円を計上、27年度においても372億円の予算が計上されており、今後、プロジェクトの進展に応じ、政府からJOINに対して追加的な出資が行われることになります。




2．発足式にて

　設立日には、丸の内のJOIN事務所にて発足式が開催され、看板除幕が執り行われました。

　太田国土交通大臣は、設立に関わった関係者への謝意とともに、「インフラ海外展開は国が総力をあげて取り組んでいる課題であり、自分としても支援の重要性を痛感しているところ。そういう状況で、この機構が発足することは大変力になると思っている。」旨を述べ、関連インフラ企業の機構活用による海外進出への期待を示しました。


　また、JOINの波多野社長は、「機構が担うべき役割、責任は大変重大であり、大変チャレンジングな課題だと痛感している。これからの日本の成長・発展に貢献し、大臣から頂きました激励の言葉に精一杯応えるよう、また、大臣自ら先頭になってインフラ海外展開を行ってこられたことを範とし、社員一丸となって全力を尽くす所存である。」旨を述べました。


　
JOINロゴ
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JOIN看板除幕式にて
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3．早期のプロジェクト支援に向けて

　JOINは、社員数18名の体制でスタートしました。設立以降、JOINには、多くの海外インフラプロジェクトの情報が寄せられています。現在は、第一号プロジェクトへの支援の実現に向け、社員一同、一丸となって案件の審査に取り組んでいます。一日でも早く、出来るだけ多くのプロジェクトを支援できるよう、社員一同、各プロジェクトの事業性や政策効果等について、連日、入念な審査を重ねています。










第2節　国際交渉・連携等の推進



■1　経済連携における取組み



（1）EPA／FTA（経済連携協定／自由貿易協定）への対応

　我が国は、アジア・太平洋地域、東アジア地域、欧州等との経済連携を戦略的に推進しており、平成27年3月現在、15の国・地域とEPAを締結している。EPA／FTAを活用し、我が国の運輸、建設業等の国際競争力の強化及び海外展開の推進の観点から、相手国の外資規制の撤廃・緩和等を通じたサービス分野の自由化、相手国の政府調達に関する参加機会の拡大に取り組んでいる。




（2）世界貿易機関（WTO）への対応

　平成13年に開始されたドーハ・ラウンド交渉は、膠着状態にあるが、我が国は一層の貿易自由化を目指し、海運・建設サービス分野における複数国会合の議長を務めるなど、国土交通分野に関わる交渉に積極的に参加している。さらに、サービス分野の一層の貿易自由化を目的とした日本を含む有志国・地域による新サービス貿易協定（TiSA）の策定に向けた議論が行われており、25年6月から交渉を開始している。また、政府が行う調達手続の透明性の確保と市場参入の拡大を図ることを目的とした政府調達協定について、我が国では26年4月16日に効力が生じた。










■2　国際機関への貢献と戦略的活用



（1）アジア太平洋経済協力（APEC）への対応

　国土交通省では、APECの交通・観光分野に係る大臣会合及び作業部会に積極的に取り組んでいる。

　平成25年9月に東京で開催された第8回APEC交通大臣会合において、「APEC域内の高質な交通を通じた連結性の強化」を基本テーマに議論が行われ、議論の成果として、1)2020年までにAPEC地域の交通ネットワークがどのような姿になるかを示す「コネクティビティ・マップ」を策定すること、2)加盟国・地域の経験を持ち寄ったインフラの投資・資金調達・運営のベストプラクティスを共有すること、3)利便性・安全性・環境保護性に重点をおいた「質の高い交通（Quality
Transport）」ビジョンを策定すること等を内容とする「大臣共同声明」が採択された。上記3つのイニシアチブについては、27年フィリピンにおいて開催予定である第9回APEC交通大臣会合にその取り組みを報告することとされている。


　また、観光分野では、26年9月に第8回APEC観光大臣会合が中国・マカオにて開催され、各エコノミーからそれぞれの観光戦略について発表するとともに、アジア太平洋地域の観光市場の統合やスマートツーリズム、低炭素観光の促進等について議論が行われた。




（2）東南アジア諸国連合（ASEAN）

　国土交通省は、平成15年に創設された日本とASEANの交通分野の協力枠組みである「日ASEAN交通連携」の下、様々な協力プロジェクトを実施している。この「日ASEAN交通連携」におけるプロジェクトの進捗状況について確認するとともに、今後の方向性、新たなプロジェクトについて議論するため、「日ASEAN交通大臣会合」等の会合が毎年開催されている。


　26年11月にミャンマーで開催された「第12回日ASEAN交通大臣会合」において、各プロジェクトの実施計画である「日ASEAN交通連携ワークプラン
2014-2015」とともに、1)新・環境行動計画の策定、2)日ASEANクルーズ振興戦略の実施、3)ランドブリッジ実現のための調査、4)海の安全についての協力の4つの新規協力プロジェクトが承認された。また、「日ASEAN交通連携」における成果物として、1)港湾EDI導入ガイドライン、2)日ASEANクルーズ振興戦略、3)ASEAN諸国のエコエアポート調査報告書、4)ランドブリッジ予備調査報告書の4つの文書が承認された。




（3）経済協力開発機構（OECD）

　国土交通省では、OECDの活動のうち、国際交通フォーラム（ITF）、造船部会、地域開発政策委員会（TDPC）、観光委員会並びにOECD及びITFが共同で設置している共同交通研究センター（JTRC）に参画している。


　ITFは、54ヵ国の交通担当大臣を中心に、年1回、世界的に著名な有識者・経済人を交え、交通政策に関するハイレベルかつ自由な意見交換を行う国際枠組みであり、これまで、交通分野に関する気候変動問題、グローバリゼーション等に関して議論を行ってきた。平成26年5月の大臣会合では、「変わりゆく世界における交通」をテーマとして、人口動態の変化、経済活動の都市への集中、サプライチェーンの変化、気候変動、新技術の登場、デジタル化の進展といった変化の中における交通のあり方について議論された。


　OECD造船部会では、造船市場の公正な競争条件を確保するため、各国の造船政策の健全性を評価する政策レビューの実施や、各国の金融支援等の状況を取りまとめた政策支援一覧表の作成などを通じて、造船主要国間の政策協調と相互監視を行っている。TDPCでは、国土・地域政策等に関する各加盟国の政策レビュー、グリーン成長戦略における都市政策等の検討や、コンパクトシティ政策、高齢社会における持続可能な都市政策等の調査等に積極的に取り組んでいる。また、26年度、27年度を通じて、二回目の我が国の国土・地域政策に関する国別レビューが実施されることから、これに伴う対応を進めている。


　観光委員会では、国際的な観光振興を図るための協力を目的として、各国の観光関連政策のレビュー及び提言や、観光統計データの整備及び分析等を行ってきた。観光委員会の協力のもと、26年11月、日本において「第13回観光統計グローバルフォーラム」をアジアで初めて開催し、地域レベルの観光統計やビッグデータの活用等の課題や展望を議論した。また、これに合わせて来日したシュテファン・カプファーラーOECD事務次長が西村国土交通副大臣を表敬訪問し、OECDと日本の協力関係の強化について意見交換した。


　

意見交換をする西村国土交通副大臣及びシュテファン・カプファーラーOECD事務次長
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　JTRCでは、道路の運用、維持管理、整備のための財源の最適化、異常気象や気候変動に対応したインフラ等、加盟国に共通した政策課題について調査研究を行っており、我が国も異常気象や気候変動へのインフラの適応等のワーキングチームに参画している。




（4）国際連合（UN）

1)国際海事機関（IMO）、国際労働機関（ILO）への対応

　IMOは、船舶の安全・環境等に関する国際ルールを定めている国連の専門機関である。我が国は、同機関の事務局長を輩出するとともに、世界の主要海運・造船国として同機関の活動に積極的に参加している。平成26年度には、船舶からの温室効果ガス排出削減対策についての議論、船舶バラスト水規制管理条約発効に向けた議論、新規航路として注目されている北極海等の極海を航行する船舶や近年開発が進んでいる低環境負荷で経済性に優れたガス燃料船に関する国際ルールの策定に積極的に貢献した。


　また、ILOで採択された「2006年の海上の労働に関する条約」が同年8月に我が国において発行したため、関係者への説明会を開催するなど実効性の確保に努めた。




2)国際民間航空機関（ICAO）への対応

　ICAOは、国際民間航空の安全かつ秩序ある発達及び国際航空運送業務の健全かつ経済的な運営に向け、一定のルール等を定めている国連のもとに位置づけられている国際機関である。我が国は加盟国中第2位の分担金を負担し、また、第1カテゴリー（航空輸送において最も重要な国）の理事国として、ICAOの諸活動に積極的に参加し、国際民間航空の発展に寄与している。


　我が国は、平成26年3月に設置された国際航空分野の温室効果ガス排出削減制度の構築に係る勧告案策定に向け議論しているタスクフォースにおいて共同議長を務めるなど、積極的に貢献している。




3)国連人間居住計画（UN-HABITAT）への対応

　UN-HABITATは、人間居住問題を専門に扱う国連の基金・計画の一つである。我が国は、設立以来の理事国としてUN-HABITATの諸活動に積極的に参加し、我が国の国土・地域・居住環境改善分野での経験、知見を活かした協力を通じ、世界、特にアジアでの人口爆発、急激な都市化に伴う人間居住問題の改善に貢献している。


　平成28年10月には、20年毎に開催されてきた人間居住の国際的な取組みについて議論し、国際アジェンダの取りまとめを目指す国連会議である「HABITATIII」がエクアドルにおいて開催される予定であり、我が国は26年4月に国内委員会（外務省・国土交通省共同議長）を設置し、我が国の対応を取りまとめた国別報告書（中間報告）を作成し、国連ハビタット事務所に提出する等の対応を進めてきている。




4)国連水と衛生に関する諮問委員会（UNSGAB）等への対応

　UNSGABは、国連事務総長に対する水問題への政策的・技術的助言を行う諮問機関である。平成26年10月に東京で開催された第23回会合では、水循環・水と災害特別セッションが行われ、健全な水循環を確保するための国際的協力や国際社会での水と災害の継続的な議論の必要性を国土交通大臣が強調するなど、国連における水問題解決に向けた議論に貢献した。また、水関連災害に対する各国の取組み強化を目指す水と災害ハイレベル・パネルについて、第3回会合（26年5月）及び第4回会合（26年10月）に参加し、気候変動への適応策や東日本大震災の教訓等の情報発信を行った。




5)国連防災世界会議（WCDRR）への対応等

　WCDRRは、国際的な防災戦略について議論する国連主催の会議であり、これまで第1回（平成6年、横浜）、第2回（17年、神戸）と、日本で開催された。27年3月に仙台市において開催された第3回会議では、第2回会議で策定された国際的な防災の取組指針である「兵庫行動枠組」の後継枠組である「仙台防災枠組2015-2030」及び政治宣言である仙台宣言が採択された。


　本体会議では、太田国土交通大臣が閣僚級円卓会合「災害からのより良い復興（Build Back
Better）」に出席し、阪神淡路大震災や東日本大震災、水害等の教訓と、それを踏まえた防災・減災・復興の取組み等について発言し、「最悪の事態も想定して、ハード・ソフト一体となった防災・減災対策を行うこと」、「過去の教訓を活かし、より安全な地域づくりを進めるための予防的な投資を行うこと」の重要性を訴えた。会議最終日に採択された「仙台防災枠組」には、「災害リスクの理解」、「災害リスク管理のためのガバナンス強化」、「災害リスク削減への投資による強い社会づくり」、「効果的な応急対応のための事前準備の強化、復旧・復興におけるビルド・バック・ベター」の4つが、今後、世界が優先的に取り組むべき事項として位置づけられた。


　国土交通省においても、今後、この「仙台防災枠組」を踏まえ、必要な施策に取り組んでいく予定である。










コラム　東南アジアとOECDの架け橋に〜国土交通省の貢献〜



　平成26年は、我が国がOECDに加盟して50年の節目の年でした。日本は、閣僚理事会の議長国を務めるなどリーダーシップを発揮し、東南アジアとの関係強化をアジェンダとして打ち出しました。ここでは、50周年を機に開催されたさまざまな関連行事のうち、成長著しい東南アジアとの架け橋となるべく国土交通省が主催した二つの行事を紹介いたします。




（1）ASEAN-Japan-ITF都市交通セミナー

　本セミナーは、国土交通省、国際交通フォーラム（ITF）及びASEAN3者の連携のもと、日ASEAN次官級交通政策会合に合わせて開催したものです。セミナーには、桝野国土交通審議官及びITFのヴィエガス事務局長のほか、ASEAN10か国の交通担当省次官及びASEAN事務局が参加しました。


　
ASEAN-Japan-ITF都市交通セミナーの様子

[image: ASEAN-Japan-ITF都市交通セミナーの様子]




　「発展するアジアを支える都市化と交通」をテーマとし、1)都市交通需要の増大への対応、2)都市交通の質の向上及び3)アジアの都市における重要な交通課題の3つのセッションについて、民間企業等からのスピーカーを交え、積極的な議論が行われました。


　これらの議論を通じ、ITFに蓄積されている先進国の経験と今後成長が期待されるASEANの政策ニーズが結びつけられるきっかけとなったと、日本の貢献が評価されています。




（2）都市開発とグリーン成長に関する日本・OECD政策フォーラム

　このフォーラムは、急成長するASESN都市の持続可能な発展について議論するため、OECDと共催で開催したものです。フォーラムには、北川国土交通副大臣及びOECDアルター公共管理・地域開発局長のほか、ベトナム建設省副大臣、ミャンマー・ヤンゴン市長をはじめとするASEAN諸国の中央政府・地方政府要人が参加しました。


　

日本・OECD政策フォーラムで議長総括を行う北川国土交通副大臣及びOECDアルター公共管理・地域開発局長
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　会議では、OECDの提唱する「都市のグリーン成長」の実現に向けた各国の取組みや開発事例が共有されました。特に、日本からは、公共交通指向型開発（TOD）等の開発事例が、実際に開発を手がけた企業等によって紹介されました。会議の翌日は都内の都市開発現場の視察も行われ、OECDの目指す都市の方向性と、日本の持続可能な都市づくりの実績をASEAN諸国に対してアピールする格好の機会となりました。










■3　個別の分野における多国間・二国間の取組み



（1）国土政策分野

　韓国との間で定期的に局長級の二国間会合を開催し、国土政策、地域振興政策、適正な土地利用の促進等、両国間の類似課題に関する情報交換等を実施している。フランスとの間では、国土政策、地域振興政策について、仏国土整備・地域競争力庁（DATAR、現CGET、国土平等委員会事務局）と意見交換を実施している。また、平成25年より、クウェートの国家開発計画策定支援のための政策対話を開始し、同年8月には新しい国家開発計画策定に係る政策対話促進について覚書を署名し、26年10月の計画開発担当大臣訪日に際して、政策対話を実施した。




（2）土地・建設産業分野

　土地・建設産業分野における関係企業の海外進出に対する支援を目的として、ベトナムにおいて建設会議を実施した。また、拠点国の政府・企業と連携したインフラ分野での第3国展開等を促進するため、シンガポール及びトルコにおいて建設会議等を開催した。


　さらに、ASEAN諸国における建設・不動産企業のビジネス環境の整備のため、日本の関連制度の紹介等を目的として、ベトナム及びミャンマーにおいてセミナーを開催した。




（3）都市分野

　環境共生型都市開発、都市交通システム及び立体駐車場の海外展開を推進するため、「（一社）海外エコシティプロジェクト協議会」及び「都市交通システム海外展開研究会」による官民連携の取組みや、アジア新興国等へのトップセールス、フィリピン及びインドネシアで「都市交通セミナー」の開催等を行った。


　また、日本の都市のシティセールス等を推進するため、国際的な不動産見本市である「MIPIM」の日本版である「MIPIM
JAPAN」の平成27年5月の第1回開催に対する支援を行った。さらに中国及び韓国との間で都市政策に関する二国間会合を開催した。




（4）水分野

　水問題は地球規模の問題であるという共通認識のもと、国際会議等において問題解決に向けた議論が行われている。平成26年10月に日本で「第23回国連水と衛生に関する諮問委員会」における水循環・水災害特別セッション、同年11月にフランスで「OECD水ガバナンスイニシアチブ会合」、27年3月に日本で「第3回国連防災世界会議」等の国際会議での議論に積極的に参画し、水と衛生、防災に関する取組みの強化についてメッセージを発信した。


　また、国際連合教育科学文化機関（UNESCO）やアジア河川流域機関ネットワーク（NARBO）と連携し、水問題解決のための有効な手法とされている統合的水資源管理（IWRM）計画の策定支援のため「河川流域におけるIWRMガイドライン」等の作成、研修等を通じてIWRMの普及・促進に貢献している。


　また、韓国及び米国とは、河川・砂防・水資源管理等に係る二国間会合を開催し、情報交換、技術協力等を推進している。

　ベトナムとは、農業農村開発省と24年6月に署名した水資源施設管理の協力に関する覚書に基づくワークショップを26年12月に開催し、水分野に関する協力を推進している。建設省との間では、22年に署名した下水道分野に関する協力覚書を26年3月に更新し、27年1月に第7回政府間会議を開催するとともに、下水道推進工法の規格策定、下水道関連法制度整備及び管路更生工法の普及を支援している。


　インドネシアとは、26年11月の「日尼建設次官級会合」において下水道分野に関して意見交換を行うなど、協力関係を深めている。


　このほか、北九州市、大阪市、東京都、横浜市、神戸市、福岡市、川崎市、埼玉県、日本下水道事業団、滋賀県、国土交通省等からなる連合体である、「水・環境ソリューションハブ」が、セミナーや現地調査、研修を通じて、途上国に下水道事業の経験、ノウハウを提供している。




（5）防災分野

　我が国が過去の災害経験で培った防災に関する優れた技術や知見を活かし、相手国の防災機能の向上及びインフラの海外展開に寄与する取組みを進めている。


　具体的には、防災面での課題を抱えた新興国等を対象に、両国の産学官で協働し、互いのニーズに適合した技術や解決策を追求する「防災協働対話」の取組みを関係機関とも連携しながら、様々な機会を捉えて、国別に展開することとしており、「インフラシステム輸出戦略」にも位置づけられている。これまでに、平成26年4月及び7月にはトルコと、同年11月にはインドネシアと、同年12月にはベトナムと、27年2月にはミャンマーとそれぞれ「防災協働対話」の一環として官民のワークショップを開催した。


　また、26年6月に、産学官が連携し、防災分野における、国際競争力を持つ製品・サービスの開発や海外への売り込みを図ることを目的とした「日本防災プラットフォーム」が設立された。本組織は「防災協働対話」の国内の受け皿としても活動しており、民間各団体で連携し、我が国技術を相手国政府へ紹介、提案等を行っている。


　他方、世界の水災害被害の軽減に向けて、災害予防が持続可能な開発の鍵であるという国際共通認識を形成するため、我が国の経験・技術を発信するとともに、水災害予防の強化に関する国際連帯の形成に努めている。また、UNESCOの協力機関として認定を受けている（独）土木研究所内の水災害・リスクマネジメント国際センター（ICHARM）では、衛星情報を活用した総合洪水解析システム（IFAS）や降雨流出氾濫モデル等の開発及び途上国におけるリスクマネジメントの研究を行うとともに、これらの成果を活用して博士課程、修士課程をはじめ各種短期研修を行い、途上国における人材育成に取り組んでいる。また、UNESCOやアジア開発銀行とともに、主にアジアで水災害に脆弱な国・地域を対象に、洪水予警報システムの構築やワークショップの開催等を通じた、技術協力・国際支援を実施している。


　この他、25年3月には日EU双方の防災対策の充実を目的として、EU防災総局と国土交通省の間での防災協力に関する書簡の交換を実施し、これに基づき27年2月には実務者級会合を開催した。また、26年12月にスイスで開催された「第3回日・スイス科学技術合同委員会」において、土砂災害のリスク管理をテーマに議論し、本分野における技術的な発展のため両国の協力の重要性を確認した。同年12月に開催された「OECDハイレベルリスクフォーラム」に参加し、防災投資と災害被害の算出について我が国の事例を紹介し議論に貢献した。さらに、国土交通省から派遣した専門家が、災害状況の把握や今後の対策等について技術的助言を実施している。




（6）道路分野

　ASEAN地域への日本企業が進出しやすい土壌を形成するため、国際的道路網を支える舗装技術やITSによる大型車両管理の共同研究を、日ASEAN交通連携の枠組を活用して平成26年8月に各国に提案し、技術基準の策定に向けた検討を開始した。加えて、日本の道路技術に対する各国の理解と信頼性の向上を目的として、マレーシア、ミャンマー、ベトナムを対象にITS技術、交通安全対策及び舗装管理システムのモデルプロジェクトを実施した。また、我が国が得意とする道路技術の活用が想定される新規案件発掘のため、ミャンマー及びフィリピンで調査を実施した。さらに、インド、インドネシア、ミャンマー、ベトナム等アジア各国と、高速道路会社や道路関係の民間企業の協力の下、道路分野の政策・技術に関する二国間会議を開催し、各国のニーズに対応する我が国の道路技術をPRした。このほか、世界道路協会（WRA）では、総会・各技術委員会等に積極的に参画し、今後の方針策定をリードするとともに、政策及び技術の各分野において世界各国との技術交流・情報共有を推進している。




（7）住宅・建築分野

　国際建築基準協力委員会（IRCC）等の国際会議へ出席し、建築基準等に係る最新動向について関係国間での情報交換を行った。

　二国間としては、韓国、中国、フランス、ミャンマー、インドネシアとの会合を開催し、住宅政策、省エネ建築、高齢者向け住宅等に関する情報交換等を行った。


　ミャンマーに対しては、この他緬国建築基準セミナーや政府職員等の招聘などを通じ、幅広く技術協力を行った。

　さらに、モンゴル及びラオスにおいて、相手国大臣からの要請に応じ、建築基準セミナーを開催した。



（8）鉄道分野

　高速鉄道分野においては、インド、マレーシア・シンガポール等において新幹線技術の導入に向けた取組みを進めており、都市鉄道についても海外展開の推進に取り組んでいる。平成26年度には、太田国土交通大臣がマレーシア、インド等を訪問し、我が国鉄道システムの導入に向けたトップセールスを行った。また、訪日した各国要人にもセールスを行ったほか、現場視察などを通じて働きかけた。さらに国土交通副大臣・大臣政務官も、アジア諸国等各国の要人に対して働きかけを実施した。このほか、26年度は、マレーシア、シンガポール、インド等において官民が連携して鉄道セミナーを開催した。




（9）自動車分野

　平成26年1月、オーストラリアと自動車の安全基準等に関する協力に合意した。これに基づき、同年9月に第1回二国間会合を開催し、両国の自動車認証制度、輸入車取扱制度及びリコール制度について情報交換を行った。27年1月には、マレーシアとも同様に協力について合意し、今後自動車基準認証分野における二国間協力を深化させていくこととした。また、26年8月、中国と第5回日中自動車交通交流促進会議を実施し、事業用自動車・危険物輸送に関する法的枠組み・安全基準、バス高速輸送システム（BRT）の現状・導入促進策をテーマに意見交換を行った。




（10）海事分野

　海事分野では、IMOにおける世界的な議題への対応の他、局長級会談等を通じた二国間の議題への対応を行っている。平成26年度には、米国、パナマ及び韓国との間で局長級会談を開催し、新たなエネルギー海上輸送ルート、パナマ運河拡張、内航旅客船の安全対策等について情報共有や意見交換を実施した。この他、ASEAN諸国との間ではマラッカ・シンガポール海峡における水路再測量及び海図整備プロジェクトやクルーズ振興プログラムが同年11月に日ASEAN交通大臣会合で承認されるなど、協力する取組みを充実させた。




（11）港湾分野

　ミャンマー、ケニア及びモザンビークでの港湾整備・運営参画、ミャンマーでの海外港湾EDIシステムの導入、ベトナムでの港湾技術基準の導入等のプロジェクトを推進するため、人材育成の充実、「海外港湾物流プロジェクト協議会」を通じた意見・情報交換等を推進している。また、平成26年11月、日中韓による「第15回北東アジア港湾局長会議」を開催し、クルーズの促進等、最近の港湾行政に関する情報交換等を行った。その他、国際航路協会（PIANC）や国際港湾協会（IAPH）等の国際会議の場を通じて、我が国の技術基準の海外展開の推進や情報交換を実施している。




（12）航空分野

　平成26年5月、フランスと「民間航空分野における技術協力に関する覚書」に署名し、今後の定期的な会合の開催など、協力を進めていくこととした。同年11月には、「第51回アジア太平洋航空局長会議」において、「緊密な連携・協調を通じた民間航空における将来の課題への対処」をテーマに航空交通容量の拡大、航空分野における環境対策をはじめ、航空全般に関するアジア太平洋地域各国の取組みについて意見交換を行った。




（13）物流分野

　平成26年8月に「第5回日中韓物流大臣会合」を横浜で開催した。当該大臣会合の枠組みのもと、シャーシの相互通行の拡大、北東アジア物流情報サービスネットワーク（NEAL-NET）のサービス開始等、日中韓3国間の物流分野における協力を推進している。


　また、日ASEAN交通連携の枠組みのもと、二国間政策対話において物流環境の改善に係る協議等を行っており、同年12月にはベトナムと、27年1月にはミャンマーと、物流政策対話を開催した。同年3月には、ASEANにおける優秀な現地人材の確保のため、学生等を対象とした人材育成事業をベトナムにおいて実施した。さらには、我が国の質の高い物流システムの海外展開に向け、アジア物流パイロット事業として、ミャンマーにおける貨物鉄道のコンテナ化に向けた調査をはじめ、3件の実証事業を実施した。




（14）地理空間情報分野

　国土交通省においては、地球規模の地理空間情報管理に関する国連専門家委員会（UNCE-GGIM）や国際測量者連盟（FIG）に積極的に参画し、地球規模の測地基準系の構築に貢献するとともに、国連地球規模の地理空間情報管理に関するアジア太平洋地域委員会（UN-GGIM-AP）の事務局長を務めて、関係各国と協働で地殻活動監視を推進している。また、地球地図プロジェクト注推進のため、途上国への技術支援、国際会議等の場を通じた普及活動を実施している。また、国際連合地名標準化会議（UNCSGN）及び国際水路会議（IHC）における地名表記に関する議論等に政府代表団として参加し、韓国等による「日本海という名称を東海（East
Sea）に改称するか併記すべき」との主張に対しては、外務省等関係省庁と連携し、国際社会に呼称「日本海」への正しい理解と支持を求めている。




（15）気象・地震津波分野

　世界気象機関（WMO）の枠組みの下、気象観測データや技術情報の交換に加え、我が国の技術を活かした台風情報等を提供している。また、国際連合教育科学文化機関・政府間海洋学委員会（IOC）の枠組みの下、北西太平洋における津波情報を各国に提供している。




（16）研究分野

　我が国の優れたインフラ関連技術等の普及を見据えて、ベトナム及びインドネシアにおける現地政府研究機関と連携し、現地適応性を高めた交通安全、環境舗装等の基準類を作成するため、ロードマップに基づく共同研究等を行っている。平成26年度には、ベトナム及びインドネシアと共同ワークショップを開催し、技術的討議、研究協力に関する意見交換を行った。また、現地JICA専門家との連携、中堅・若手研究者の招へい等も推進している。




（17）海上保安分野

　北太平洋海上保安フォーラム（日本、カナダ、中国、韓国、ロシア及び米国6カ国）及びアジア海上保安機関長官級会合（アジア18カ国・1地域）並びにロシア及びインドとの二国間長官級会合、連携訓練等を通じて、捜索救助、海上セキュリティ対策等の各分野で海上保安機関間の連携・協力を積極的に推進している。


　また、我が国はIMOにおける船舶自動識別装置（AIS）信号所に関するガイドライン策定のほか、国際水路機関（IHO）の各委員会等における海図作成に関する基準の策定、コスパス・サーサット機構における北西太平洋地域の取りまとめ、国際航路標識協会（IALA）の各委員会等におけるAISの開発に係る検討、アジア海賊対策地域協力協定（ReCAAP）に基づく情報共有センターへ当庁職員を派遣するなど、国際機関へ積極的に参画している。このほか、開発途上国における海上保安分野の能力向上支援の取組み等を通じて、国際貢献を果たしている。







注　地球環境問題の分析等に必要な基盤的な地理情報データベース（地球地図データ）を世界各国の地理空間情報当局の自主的協力の下で整備するプロジェクト









第3節　国際標準化に向けた取組み



（1）自動車基準・認証制度の国際化

　安全で環境性能の高い自動車を早期・安価に普及させるため、我が国は国連自動車基準調和世界フォーラム（WP29）等に積極的に参加し、安全・環境基準の国際調和を推進するとともに、その活動を通じ、安全・環境性能に優れた日本の自動車や新技術を国際的に普及させていくこととしている。このような活動を推進するため、具体的には、1)日本の技術・基準の戦略的国際標準化、2)国際的な車両認証制度（IWVTA）の実現、3)アジア諸国の国際基準調和への参加促進、4)基準認証のグローバル化に対応する体制の整備、を4つの柱とした「自動車基準認証国際化行動計画」を着実に実施し、自動車基準認証制度の国際化を推進している。




（2）鉄道に関する国際標準化等の取組み

　欧州が欧州規格の国際標準化を積極的に推進する中、我が国の優れた技術が国際規格から排除されると、鉄道技術の海外展開に当たって大きな障害となる可能性があるなど、鉄道分野における国際競争力へ大きな影響を与えることから、鉄道技術の国際標準化を積極的に推進することが重要である。このため、鉄道関係の国際規格を一元的に取り扱う組織として、平成22年4月に（公財）鉄道総合技術研究所内に「鉄道国際規格センター」が設立され、国内における鉄道の更なる安全と鉄道産業の一層の発展を図るべく、積極的な活動を行っている。


　このような取組みの結果、我が国は24年に設立された国際標準化機構（ISO）の鉄道分野専門委員会（TC269）において、個別規格の提案及び委員会の運営に貢献するなどの中心的な役割を担い、成果を上げている。引き続き、ISO／TC269や国際電気標準会議（IEC）の鉄道分野専門委員会（TC9）等の国際会議等におけるプレゼンスを高め、鉄道技術の国際標準化の推進に取り組むこととしている。また、我が国初の鉄道分野における国際規格の認証機関である（独）交通安全環境研究所は、認証室設立以来、着実に認証実績を積み重ね、鉄道システムの海外展開に寄与している。




（3）船舶や船員に関する国際基準への取組み

　我が国は、海運の環境負荷軽減や安全性向上を目指すとともに、我が国の優れた省エネ技術等を世界的に普及するため、国際海事機関（IMO）における国際基準の策定作業において議論を主導している。また、我が国の船舶や舶用機器の輸出促進に向け、ASEAN諸国における内航船安全基準の策定に協力しており、平成27年1月には、ASEAN諸国を集め、IMOの参加を得て実務者会合を開催した。




（4）土木・建築分野における基準及び認証制度の国際調和

　近年、市場の国際化が進展している土木・建築・住宅分野において、外国建材の性能認定や評価機関の承認等の制度の運用や、JICA等による技術協力等を実施し、また、設計・施工技術のISO制定に参画するなど、土木・建築分野における基準及び認証制度の国際調和の推進に取り組んでいる。また、我が国の技術的蓄積を国際標準に反映するための対応と、国際標準の策定動向を考慮した国内の技術基準類の整備・改定等の双方について検討を進めている。




（5）高度道路交通システム（ITS）の国際標準化

　効率的なアプリケーションの開発、国際貢献、国内の関連産業の発展等を図るため、ISOや国際電気通信連合（ITU）等の国際標準化機関におけるITS技術の国際標準化を進めている。


　特にITSの国際標準化に関する専門委員会（ISO／TC204）に参画し、ETC2．0によるプローブ情報からの経路情報の活用等に関する標準化活動を行っている。また、日本の主導により国連の自動車基準調和世界フォーラム（WP29）の下に自動車分科会を立ち上げ、日本と英国が共同議長に就任した。さらに、自動運転技術の1つである車線維持支援装置に係る基準を提案するなど、先進技術に関する国際基準化を主導している。




（6）地理情報の標準化

　地理空間情報を異なる地理情報システム（GIS）間で相互利用する際の互換性を確保することなどを目的として、ISOの地理情報に関する専門委員会（ISO／TC
211）における国際規格の策定に積極的に参画している。併せて、国内の地理情報の標準化に取り組んでいる。



（7）技術者資格の海外との相互承認

　APECエンジニア相互承認プロジェクトでは、参加国・地域間における技術資格の相互承認に基づく有資格技術者の流動化を促進している。APECアーキテクトプロジェクト（建築家登録制度）では、我が国は、平成20年7月にオーストラリアとの「APECアーキテクト日豪二国間相互認証協定」、21年7月にニュージーランドとの「APECアーキテクト日本・ニュージーランド二国間相互受入覚書」に署名し、建築設計資格者の流動化を促進している。




（8）下水道分野

　「知的財産推進計画2010（平成22年5月21日策定）」に基づき、下水道分野で国際展開を目指す本邦企業が高い競争性を発揮できる国際市場を形成することを目的として、戦略的な国際標準化を推進している。現在、「水の再利用」に関する専門委員会（ISO／TC282）及び「汚泥の回収、再生利用、処理及び廃棄」に関する専門委員会（ISO／TC275）においては、関連する本邦下水道技術が優位となるように議論に参加している。また、国際競争力確保の観点から、25年度に発効されたISO550001「インフラアセットマネジメントシステム」については、国内事業者の認証取得を支援している。









第1０章　ICTの利活用及び技術研究開発の推進



第1節　ICTの利活用による国土交通分野のイノベーションの推進



　内閣総理大臣を本部長とするIT総合戦略本部（高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部）と連携し、「世界最先端IT国家創造宣言」（平成26年6月24日改定）に掲げられた国土交通分野における情報化施策を推進している。











■1　ITSの推進



　最先端のICTを活用して人・道路・車を一体のシステムとして構築する高度道路交通システム（ITS）は、高度な道路利用、ドライバーや歩行者の安全性、輸送効率及び快適性の飛躍的向上の実現とともに、交通事故や渋滞、環境問題、エネルギー問題等の様々な社会問題の解決を図り、自動車産業、情報通信産業等の関連分野における新たな市場形成の創出につながっている。


　また、平成25年6月に閣議決定され、26年6月に改定された「世界最先端IT国家創造宣言」に基づき、世界で最も安全で環境にやさしく経済的な道路交通社会の実現を目指し、交通安全対策・渋滞対策・災害対策等に有効となる道路交通情報の収集・配信に係る取組み等を積極的に推進している。




1)社会に浸透したITSとその効果

（ア）ETCの普及促進と効果

　ETCは、今や日本全国の高速道路及び多くの有料道路で利用可能であり、車載器の新規セットアップ累計台数は平成26年9月時点で約4,756万台、全国の高速道路での利用率は約89.6％となっている。従来高速道路の渋滞原因の約3割を占めていた料金所渋滞はほぼ解消され、CO2排出削減等、環境負荷の軽減にも寄与している。さらに、ETC専用ICであるスマートICの導入や、ETC車両を対象とした料金割引等、ETCを活用した施策が実施されるとともに、有料道路以外においても駐車場での決済やフェリー乗船手続等への応用利用も可能となるなど、ETCを活用したサービスは広がりと多様化を見せている。




（イ）道路交通情報提供の充実と効果

　走行経路案内の高度化を目指した道路交通情報通信システム（VICS）対応の車載器は、平成26年9月末現在で約4,411万台が出荷されている。VICSにより旅行時間や渋滞状況、交通規制等の道路交通情報がリアルタイムに提供されることで、ドライバーの利便性が向上し、走行燃費の改善がCO2排出削減等の環境負荷の軽減に寄与している。




2)新たなITSサービスの技術開発・普及

（ア）スマートウェイの推進

　これまで、産学官が一体となり、交通安全、渋滞対策、環境対策等を目的とし、人と車と道路とを情報で結ぶITS技術を活用した次世代の道路であるスマートウェイを推進してきた。平成23年には、全国の高速道路上を中心に設置したITSスポットと車両に搭載された車載器との間で高速・大容量の双方向通信を行う世界初の路車間通信サービスを開始した。




（イ）ETC2.0サービスの展開

　平成26年10月から、整備したITSスポットや車載器を活用し、これまでの自動料金収受に加え、高速道路上で運転支援などが可能である新しいサービス”ETC2.0”を開始した。ETC2.0サービスでは、渋滞回避支援（視覚的に理解しやすい前方道路上の画像やリアルタイムの広域かつ高精度な渋滞情報の提供）、安全運転支援（落下物や渋滞末尾情報、前方の気象等の静止画など危険事象に関する情報の提供）、災害時の支援（通行止めの際の利用者への適切な情報提供）といった情報提供サービスを提供する。また、ETC2.0から得られる経路情報を活用した新しいサービスとして、渋滞等を迂回する経路を走行したドライバーを優遇する措置や商用車の運行管理支援などを今後展開する予定である。さらに、民間駐車場決済やドライブスルー決済といった民間サービスも検討している。


　

図表II-10-1-1　路車協調システムによる運転支援サービス「ETC2.0」

[image: 図表II-10-1-1　路車協調システムによる運転支援サービス「ETC2.0」]



（ウ）ビッグデータの活用等に向けた検討

　安全・安心、円滑な道路交通の実現のため、ETC2.0サービスの普及促進を行うとともに、ビッグデータである車両の走行履歴や挙動履歴等の大量のプローブ情報を収集・分析することで、きめ細やかな道路管理等に資する取組みを進めている。




（エ）先進安全自動車（ASV）プロジェクトの推進

　ASV推進計画に基づき、ICT技術等の先進技術を利用してドライバーの安全運転を支援する先進安全自動車（ASV）の開発・実用化・普及に取り組んでいる。具体的には、ドライバー異常時対応システム、ドライバーの過信、システムの複合化、車車間通信・歩車間通信等の通信利用型安全運転支援システムの開発促進といった事項について検討を進めている。










■2　地理空間情報を高度に活用する社会の実現



　位置や場所に関する情報「地理空間情報注1」を、ICTを用いて更に高度に利活用するため、平成24年3月27日に閣議決定された新たな「地理空間情報活用推進基本計画」に基づき、誰もがいつでもどこでも必要な地理空間情報を活用できる「G空間社会（地理空間情報高度活用社会）」の実現に向けた取組みを推進している。


　

図表II-10-1-2　通信利用型安全運転支援システムのイメージ（先進安全自動車（ASV）

[image: 図表II-10-1-2　通信利用型安全運転支援システムのイメージ（先進安全自動車（ASV）]



（1）社会の基盤となる地理空間情報の整備・更新

　様々な地理空間情報の活用の基礎として社会全体で共通に利用できる電子国土基本図注2及び基盤地図情報注3について、各種行政機関と連携して迅速な整備・更新を進めている。また、空中写真、地名に関する情報や国土数値情報、電子基準点による地殻変動の常時監視等、国土に関する様々な情報の整備を行っている。さらに、今後の災害に備えたハザードマップ整備のための基礎資料となる地形分類等の情報整備、発災時における空中写真の緊急撮影等、迅速な国土の情報の把握及び提供を可能とする体制の整備等を行っている。




（2）地理空間情報の活用促進に向けた取組み

　整備された地理空間情報は、その多くがインターネットを用いて幅広く提供されている。また、様々な情報を検索・閲覧・入手できる地理空間情報ライブラリーやWeb上で様々な情報の重ね合わせができる地理院地図注4の充実、社会全体での共有と相互利用を更に促進するための産学官の取組みを推進している。さらに、一般への更なる普及と新たな産業・サービスの創出のため、地理空間情報を防災・減災や地域活性化に効果的に活用する実証事業を行っているほか、平成26年11月に「G空間EXPO2014」を産学官が連携して開催した。







注1　空間上の特定の地点又は区域の位置を示す情報（当該情報に係る時点に関する情報を含む）及びこの情報に関連づけられた情報。G空間情報（Geospatial
Information）とも呼ばれる。

注2　これまでの2万5千分1地形図をはじめとする紙の地図に代わって、電子的に整備される我が国の新しい基本図。我が国の領土を適切に表示するとともに、全国土の状況を示す最も基本的な情報として、国土地理院が整備する地理空間情報


注3　電子地図上における地理空間情報の位置を定める基準となる、測量の基準点、海岸線、公共施設の境界線、行政区画等の位置情報。項目や基準等は国土交通省令で定義される。国土地理院において、平成23年度までに初期整備が行われ、現在は電子国土基本図と一体となって更新されている。


注4　国土地理院の運営するウェブ地図（http://maps.gsi.go.jp/）。平成27年1月にスマートフォン対応のリニューアルを実施。









■3　電子政府の実現



　「世界最先端IT国家創造宣言」等に基づき、電子政府の実現に向けた取組みを行っている。なかでも、オンライン利用については、オンライン手続の利便性向上に向けた改善方針等に基づき、国民の利便性の向上及び行政運営の簡素化・効率化に取り組んでいる。


　自動車保有関係手続きに関しては、検査・登録、保管場所証明、自動車諸税の納付等の諸手続をオンラインかつ一括して行える“ワンストップサービス（OSS）”を関係府省と連携して推進しており、現在では、新車の新規登録を対象に、11都府県で導入している。平成25年12月24日に閣議決定された「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」に基づき、29年度までにOSSの全国展開や対象手続の拡大が実現するよう取組みを進めている。また、「日本再興戦略」改訂2014（平成26年6月閣議決定）、「世界最先端IT国家創造宣言工程表」（平成26年6月閣議決定）を踏まえ、自動車検査登録事務におけるマイナンバーを活用した利便向上策について検討を進めていく。










■4　公共施設管理用光ファイバ及びその収容空間等の整備・開放



　e-Japan重点計画等を契機として、河川、道路、港湾及び下水道において、公共施設管理用光ファイバ及びその収容空間等の整備・開放を推進している。平成26年10月現在で、国の管理する河川・道路管理用光ファイバの累計延長は約37,000kmあり、そのうち施設管理に影響しない一部の芯線約18,000kmを民間事業者等へ開放したところ、26年は新たに約300kmの利用申込みがあった。










■5　ICTの利活用による高度な水管理・水防災



　近年情報技術が伸展する中、新たな技術を現場にあてはめることにより水管理・水防災の高度化を進めている。

　河川・流域の監視のため、雨量観測においては、局所的な雨量をほぼリアルタイムに観測可能な新型レーダXRAIN（国土交通省XバンドMPレーダネットワーク）の整備を行っているほか、流量・水位観測においては、ADCP（超音波のドップラー効果を応用した流速計）やCCTV等の映像を活用した画像解析（図表II-10-1-3　図-1）といった新たな技術の導入・実用化を進めている。また災害時の浸水範囲の把握にあたっては、合成開口レーダ（SAR）やSNSへの投稿や様々な位置情報等のビッグデータの活用を検討している。


　また、航空レーザ測量（LP）による高精度の地形データの取得に加え、モービルマッピングシステム（MMS）による画像情報を活用した維持管理の効率・効果の向上を図る取組みを進めている。


　こうして得られた雨量・水位情報や高精度の地形データ等を用いて、従来よりも高度な洪水予測モデルである「分布型流出モデル」による洪水シミュレーション・リスク把握（図表II-10-1-3　図-2）に取り組む等、更なる危機管理を進めている。


　
図表II-10-1-3　高度な水管理・水防災のためのICTの利活用例

[image: 図表II-10-1-3　高度な水管理・水防災のためのICTの利活用例]




　また、豪雨等により発生する土砂災害に対しては、平常時より広域的な降雨状況を高精度に把握する雨量レーダ、火山監視カメラ、地すべり監視システム等で異常の有無を監視している。また、大規模な斜面崩壊の発生に対し、迅速な応急復旧対策や的確な警戒避難による被害の防止・軽減のため、発生位置・規模等を早期に検知する大規模崩壊監視警戒システム注の整備を推進している。


　下水道分野においては、センサー・ロボット等による現地調査の高度化・効率化、ビッグデータの集約・分析技術等による効率的な下水道経営、シミュレーション技術・予測技術等による的確な施設運転を実現するための検討を進めている。







注　大規模崩壊監視警戒システムとは、1)斜面崩壊に伴い発生する地盤振動から崩壊発生位置や規模を推測する振動センサー、2)崩壊位置の確認や規模の計測を行う衛星画像解析、3)雨量レーダの技術等を組み合わせて活用することで大規模な土砂災害の発生を早期に把握し、関係機関への情報配信を行うシステム（図表II-10-1-3　図-3）









■6　ビッグデータの活用



（1）情報通信技術を活用した公共交通活性化

　地方都市では、少子高齢化や過疎化等により公共交通機関の利用者数が減少し続けており、事業の維持確保のために返って公共交通の効率性が悪化し、地域生活者の自家用自動車への依存度が高まっている。一方、年少者や高齢者等移動手段を必要とする利用者にとって、公共交通機関は引き続き重要な役割を担っている。


　このような状況を受けて、ビッグデータ及び情報通信技術（ICT）の活用の可能性と課題について調査・検討し、利便性の高い新たな公共交通サービスの創出等を図るとともに、インバウンド観光等の分野においても活用を推進することを目的として、平成25年度に「情報通信技術を活用した公共交通活性化に関する調査」検討委員会を立ち上げ、3カ年計画で検討を進めている。26年度は、データの種類と活用方法を整理するとともに、人の移動データに関する分析評価や「見える化」の手法、ICTを活用したアンケート調査手法を検討し、茨城県つくば市域、福島県域において実際のデータを用いたケーススタディの実施により、これらの有効性を検証した。27年度は、地方自治体や公共交通事業者が利活用できるよう、効率的なデータ収集・分析手法を提案するとともに、地方の路線バス事業を支援するため、ビッグデータを活用した汎用的な新しいビジネスモデルを策定することとしている。




（2）自動車関連情報の利活用

　平成26年6月に閣議決定された「日本再興戦略　改訂2014」、「世界最先端IT国家創造宣言」を踏まえ、オーナー数、修理・整備履歴、事故履歴等の見た目ではわからない車両履歴情報を“見える化”し提供する自動車トレーサビリティー・サービスやテレマティクス等を活用して運転情報を取得し、安全運転の場合は保険料を引き下げるインセンティブを付与する安全運転促進保険等を重点テーマとして位置付け、これらの自動車関連情報を利活用した新サービスの創出等の実現に向けた具体的方策等について検討を行い、27年1月に「自動車関連情報の利活用に関する将来ビジョン」を策定した。


　今後は「自動車関連情報の利活用に関する将来ビジョン」に基づき、重点テーマの実現を図るため、新たなサービス導入の効果検証や情報の取扱指針の検討を行う等、自動車関連情報の利活用を推進していくための環境整備を積極的に進めていく。　









第2節　技術研究開発の推進



■1　技術政策における技術研究開発の位置づけと総合的な推進



　「日本再興戦略」改定2014（平成26年6月閣議決定）において、日本産業再興プランの柱の一つとして「科学技術イノベーションの推進」が掲げられ、「科学技術イノベーション総合戦略2014」（26年6月閣議決定）を強力に推進することとされるなど、「科学技術イノベーション」に期待される役割が増大している。


　国土交通省では、「第4期科学技術基本計画」を含めた、これら政府全体の方針を踏まえつつ、第3期国土交通省技術基本計画に基づき、産学官の連携体制の一層の充実を図るとともに、分野横断的な技術研究開発を総合的に推進しており、その成果を公共事業及び建設・交通産業等へ積極的に反映している。


　

図表II-10-2-1　施設等機関、特別の機関、外局における平成26年度の主な取組み

[image: 図表II-10-2-1　施設等機関、特別の機関、外局における平成26年度の主な取組み]



（1）施設等機関、特別の機関、外局、独立行政法人における取組み

　施設等機関、特別の機関、外局や研究を主たる業務とする国土交通省所管の独立行政法人における取組みは図表のとおりである。独立行政法人においては、公共性、透明性及び自主性を備え、適正かつ効率的に業務を運営するという趣旨を十分踏まえつつ、民間を含む関係機関との一層の連携強化を図りながら、それぞれの社会・行政ニーズに対応した研究を重点的・効率的に行っている。




（2）地方整備局における取組み

　技術事務所及び港湾空港技術調査事務所においては、管内の関係事務所等と連携し、土木工事用材料及び水質等の試験・調査、施設の効果的・効率的な整備のための水理実験・設計、環境モニタリングシステムの開発等、地域の課題に対応した技術開発や新技術の活用・普及等を実施している。


　

図表II-10-2-2　研究を主たる業務内容とする国土交通省所管の独立行政法人における平成26年度の主な取組み
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（3）建設・交通運輸分野における技術研究開発の推進

　建設技術に関する重要な研究課題のうち、特に緊急性が高く、対象分野の広い課題を取り上げ、行政部局が計画推進の主体となり、産学官の連携により、総合的・組織的に研究を実施する「総合技術開発プロジェクト」において、平成26年度は、「災害拠点建築物の機能継続技術の開発」等、計5課題について、研究開発に取り組んでいる。


　また、交通運輸分野においても、安全の確保、利便性の向上、環境の保全等に資する技術研究開発を、産学官の連携により効率的・効果的に推進しており、26年度は、「交通分野における高度な制御・管理システムの総合的な技術開発の推進」に取り組んでいる。




（4）民間企業の技術研究開発の支援

　民間企業の研究開発投資を促進するため、試験研究費に関する税制上の特例措置による支援を行っている。



（5）公募型研究開発補助制度の推進

　建設分野の技術革新を推進していくため、国土交通省の所掌する建設技術の高度化及び国際競争力の強化、国土交通省が実施する研究開発の一層の推進等に資する技術研究開発に関する提案を公募する「建設技術研究開発助成制度」では、政策課題解決型技術開発公募（2〜3年後の実用化を目標）、震災対応型技術開発公募（1〜2年後の実用化を目標）の2種類の公募を行い、平成26年度は新規6課題、継続11課題を採択した。


　また、交通運輸分野については、広く産官学の知見を結集して真に必要な基礎的研究を国において重点的に実施する「交通運輸技術開発推進制度」において、26年度は「交通インフラにおける老朽化対策、事前防災・減災対策及び的確な維持管理・更新」等5つの研究テーマについて研究課題の公募を行い、新規2課題、継続5課題を採択した。










■2　公共事業における新技術の活用・普及の推進



（1）公共工事等における新技術活用システム

　民間事業者等により開発された有用な新技術を公共工事等で積極的に活用するための仕組みとして、新技術のデータベース（NETIS）を活用した「公共工事等における新技術活用システム」を運用している。これまでに公共工事等に関する技術の水準を一層高める画期的な新技術として推奨技術を21件、準推奨技術を47件選定した。また、現場の維持管理の効率化を推進するため、NETISを活用し、技術テーマを設定し、応募のあった技術について現場で活用・評価することで、新たな技術の現場への導入や更なる技術開発を推進している。




（2）新技術の活用支援

　公共工事等における新技術の活用促進を図るため、各設計段階において活用の検討を行い、活用の効果の高い技術については工事発注時に発注者指定を行っている。また、発注事務所が積極的に活用を検討する新技術について、発注の合理化に資する暫定歩掛を平成24年度から26年度までに7技術作成している。










第3節　建設マネジメント（管理）技術の向上



■1　公共工事における積算技術の充実



　公共工事の透明性を確保することを目的に、各種積算基準類の公表を行っている。平成26年度は「改正品確法」を踏まえ、適正な利潤を確保できるよう一般管理費等率の改定を行い、27年4月から適用することとした。また、24年度からは積算の効率化を進めるため「施工パッケージ型積算方式」の試行を開始し、25年度に拡充している。さらに、近年の不調不落に対応すべく大都市地域等で行う道路維持工事等の間接費補正や応札者の見積りを予定価格に反映することができる積算方式の試行を実施している。


　加えて、土木工事積算要領及び積算基準を定めるとともに、土木工事標準歩掛を設定しており、26年度は経済社会情勢の変化を勘案し、維持修繕用の歩掛は小規模施工に対応した施工区分を見直した歩掛の改定、並びに最新の施工実態を踏まえ施工効率の向上を反映した歩掛の改定を実施している。


　また、建設機械等損料については、施工者の保有する建設機械等について実態調査を行い、建設機械の基礎価格、維持管理費用、稼働状況等を把握し改定を実施している。










■2　CIM・BIMの取組み



　公共事業の計画・調査・設計段階から3次元モデルを導入し、その後の施工、維持管理の各段階においても3次元モデルに連携・発展させ、あわせて事業全体にわたる関係者間で情報を共有することで、建設生産システムの効率化・高度化、公共事業の品質確保や環境性能の向上及びライフサイクルコストの縮減を図るCIM（Construction
Information
Modeling）の導入に向けた取組みを行っている。平成24年度から全国11の直轄事業でモデル事業として試行を開始し、効果・課題等を検証している。26年度からは、試行と並行し、産学官の連携により制度・技術の両面からCIM導入・推進に向けた検討を進めている。


　また、官庁営繕事業においても、設計内容の可視化、建物情報の統合・一元化等を図ることができるBIM（Building
Information
Modeling）の導入の効果・課題を検証するため、22年度以降、3件の事業でBIM導入の試行を行ってきている。また、これらの結果も踏まえ、官庁営繕事業におけるBIMを利用する場合の基本的な考え方と留意事項を「官庁営繕事業におけるBIMモデルの作成及び利用に関するガイドライン」として、26年3月に取りまとめ、公表した。26年度は、4件の事業でガイドラインを適用しBIMを導入している。










第4節　建設機械・機械設備に関する技術開発等



（1）建設機械の開発及び整備

　国が管理する河川や道路の適切な維持管理、災害復旧の迅速な対応を図るため、維持管理用機械及び災害対策用機械の全国的な整備に取り組んでおり、平成26年度は、増強30台及び老朽化機械の更新284台を実施した。


　また、治水事業及び道路整備事業の施工効率化、省力化、安全性向上等を図るため、建設機械と施工に関する調査、技術開発に取り組んでいる。




（2）機械設備の維持管理の合理化と信頼性向上

　災害から国民の生命・財産を守る水門設備、揚排水ポンプ設備、道路排水設備等は、昭和40年代後半から建設が進み、老朽化した設備が多くなっている。これら機械設備は、洪水時等に確実に機能を発揮することが求められているため、「ダム・堰施設技術基準（案）」の改定及び、「ゴム袋体をゲート又は起伏装置に用いる堰の袋体に関する基準」を新規策定した。




（3）建設施工における技術開発成果の活用

　大規模水害、土砂災害、法面崩落等の二次災害の危険性が高い災害現場において、安全で迅速な復旧工事を行うため、遠隔操作が可能で、かつ、分解して空輸できる油圧ショベルを開発し、平成26年度までに11台配備し、遠隔操作や小型クレーンによる分解組立、ヘリコプターによる空輸訓練などを実施すると共に、御嶽山噴火や長野北部地震対応などの災害復旧活動に延べ258台・日派遣した。




（4）次世代社会インフラ用ロボット開発・導入の推進

　我が国の社会インフラをめぐっては、老朽化の進行、地震及び風水害の災害リスクの高まり等の課題に直面している。そこで、ロボット開発・導入が必要な「5つの重点分野」（維持管理：橋梁・トンネル・水中、災害対応：調査・応急復旧）において、実用性の高いロボットの開発・導入を図ることで、社会インフラの維持管理及び災害対応の効果・効率の向上に取り組んでいる。平成26年度は、「5つの重点分野」に対応できるロボットを民間企業や大学等から公募し、産学官の有識者からなる「次世代社会インフラ用ロボット現場検証委員会」のもと、応募のあった技術のうち101件65者について直轄現場において検証・評価を実施し、その結果を公表した。


　
図表II-10-4-1　次世代社会インフラ用ロボット開発・導入の促進

[image: 図表II-10-4-1　次世代社会インフラ用ロボット開発・導入の促進]









I　国土交通行政関係資料



１　予算、法律、政策評価、社会資本整備、輸送の動向



（予算）




　
資料1-1　平成26年度国土交通省関係予算（国費）




[image: 資料1-1　平成26年度国土交通省関係予算（国費）]













　
資料1-2　国土交通省関係予算の推移（国費：当初ベース）




[image: 資料1-2　国土交通省関係予算の推移（国費：当初ベース）]













　
資料1-3　平成26年度国土交通省関係財投機関財政投融資計画総括表




[image: 資料1-3　平成26年度国土交通省関係財投機関財政投融資計画総括表]













　

資料1-4　平成26年度国土交通省関係財投機関事業規模・財政投融資・自己資金等内訳表




[image: 資料1-4　平成26年度国土交通省関係財投機関事業規模・財政投融資・自己資金等内訳表(1)]



[image: 資料1-4　平成26年度国土交通省関係財投機関事業規模・財政投融資・自己資金等内訳表(2)]













　
資料1-5　建設投資の推移　（名目値・実質値）




[image: 資料1-5　建設投資の推移　（名目値・実質値）(1)]



[image: 資料1-5　建設投資の推移　（名目値・実質値）(2)]













　
資料1-6　平成26年度公共事業予算の一括計上




[image: 資料1-6　平成26年度公共事業予算の一括計上]











（法律）




　
資料1-7　国土交通省関係法律等の審議状況等（第186国会及び第187国会）




[image: 資料1-7　国土交通省関係法律等の審議状況等（第186国会及び第187国会）]











（政策評価）




　
資料1-8　政策目標、施策目標、業績指標・関連指標及び業績目標一覧




[image: 資料1-8　政策目標、施策目標、業績指標・関連指標及び業績目標一覧(1)]



[image: 資料1-8　政策目標、施策目標、業績指標・関連指標及び業績目標一覧(2)]



[image: 資料1-8　政策目標、施策目標、業績指標・関連指標及び業績目標一覧(3)]



[image: 資料1-8　政策目標、施策目標、業績指標・関連指標及び業績目標一覧(4)]



[image: 資料1-8　政策目標、施策目標、業績指標・関連指標及び業績目標一覧(5)]



[image: 資料1-8　政策目標、施策目標、業績指標・関連指標及び業績目標一覧(6)]
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[image: 資料1-8　政策目標、施策目標、業績指標・関連指標及び業績目標一覧(8)]



[image: 資料1-8　政策目標、施策目標、業績指標・関連指標及び業績目標一覧(9)]











（社会資本整備）




　
資料1-9　住宅・社会資本整備の推移




[image: 資料1-9　住宅・社会資本整備の推移]













　
資料1-10　住宅・社会資本の整備水準・目標、国際比較




[image: 資料1-10　住宅・社会資本の整備水準・目標、国際比較]













　

資料1-11　「第3次社会資本整備重点計画」（計画期間：平成24年度〜平成28年度）の指標の実績値について




[image: 資料1-11　「第3次社会資本整備重点計画」（計画期間：平成24年度〜平成28年度）の指標の実績値について(1)]



[image: 資料1-11　「第3次社会資本整備重点計画」（計画期間：平成24年度〜平成28年度）の指標の実績値について(2)]



[image: 資料1-11　「第3次社会資本整備重点計画」（計画期間：平成24年度〜平成28年度）の指標の実績値について(3)]



[image: 資料1-11　「第3次社会資本整備重点計画」（計画期間：平成24年度〜平成28年度）の指標の実績値について(4)]



[image: 資料1-11　「第3次社会資本整備重点計画」（計画期間：平成24年度〜平成28年度）の指標の実績値について(5)]



[image: 資料1-11　「第3次社会資本整備重点計画」（計画期間：平成24年度〜平成28年度）の指標の実績値について(6)]











（輸送の動向）




　
資料1-12　国内旅客輸送




[image: 資料1-12　国内旅客輸送(1)]



[image: 資料1-12　国内旅客輸送(2)]













　
資料1-13　国内貨物輸送




[image: 資料1-13　国内貨物輸送(1)]



[image: 資料1-13　国内貨物輸送(2)]













　
資料1-14　我が国の国際輸送量




[image: 資料1-14　我が国の国際輸送量]













　
資料1-15　交通とエネルギー




[image: 資料1-15　交通とエネルギー(1)]



[image: 資料1-15　交通とエネルギー(2)]



[image: 資料1-15　交通とエネルギー(3)]











２　総合政策




　
資料2-1　国土交通省関連PFI事業一覧（実施主体別）




[image: 資料2-1　国土交通省関連PFI事業一覧（実施主体別）(1)]



[image: 資料2-1　国土交通省関連PFI事業一覧（実施主体別）(2)]



[image: 資料2-1　国土交通省関連PFI事業一覧（実施主体別）(3)]



[image: 資料2-1　国土交通省関連PFI事業一覧（実施主体別）(4)]



[image: 資料2-1　国土交通省関連PFI事業一覧（実施主体別）(5)]













　
資料2-2　建設廃棄物の工事区分別排出量の経年変化




[image: 資料2-2　建設廃棄物の工事区分別排出量の経年変化]













　
資料2-3　品目別建設副産物の排出量




[image: 資料2-3　品目別建設副産物の排出量]













　
資料2-4　建設廃棄物の再資源化率等




[image: 資料2-4　建設廃棄物の再資源化率等]













　
資料2-5　建設業許可業者の資本金階層別構成比




[image: 資料2-5　建設業許可業者の資本金階層別構成比]













　
資料2-6　建設技能労働者不足率の推移（全国、原数値、年平均）




[image: 資料2-6　建設技能労働者不足率の推移（全国、原数値、年平均）]













　
資料2-7　主要建設資材の国内出荷の推移




[image: 資料2-7　主要建設資材の国内出荷の推移]













　
資料2-8　建設機械の業種別購入台数比率の推移




[image: 資料2-8　建設機械の業種別購入台数比率の推移]













　
資料2-9　主要建設機械の推定保有台数の推移




[image: 資料2-9　主要建設機械の推定保有台数の推移]













　
資料2-10　建設機械レンタル年間売上高の推移




[image: 資料2-10　建設機械レンタル年間売上高の推移]













　
資料2-11　建設投資と主要建設機械購入台数の推移




[image: 資料2-11　建設投資と主要建設機械購入台数の推移]













　
資料2-12　宅地建物取引業者数の推移




[image: 資料2-12　宅地建物取引業者数の推移]













　
資料2-13　監督処分等の状況の推移




[image: 資料2-13　監督処分等の状況の推移]













　
資料2-14　倉庫




[image: 資料2-14　倉庫(1)]



[image: 資料2-14　倉庫(2)]













　
資料2-15　我が国建設業の海外受注額推移




[image: 資料2-15　我が国建設業の海外受注額推移 ]













　
資料2-16　国際協力




[image: 資料2-16　国際協力]













　
資料2-17　交通産業




[image: 資料2-17　交通産業(1)]



[image: 資料2-17　交通産業(2)]











（観光）




　
資料2-18　国際観光




[image: 資料2-18　国際観光(1)]
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[image: 資料2-18　国際観光(3)]
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資料2-19　国内観光




[image: 資料2-19　国内観光]













　
資料2-20　旅行業（旅行業者数）




[image: 資料2-20　旅行業（旅行業者数）]











３　国土政策




　
資料3-1　国土形成計画の概要




[image: 資料3-1　国土形成計画の概要]













　
資料3-2　国土利用計画（全国計画）概要の比較




[image: 資料3-2　国土利用計画（全国計画）概要の比較(1)]



[image: 資料3-2　国土利用計画（全国計画）概要の比較(2)]













　
資料3-3　広域ブロックの諸指標




[image: 資料3-3　広域ブロックの諸指標]











４　土地・建設産業




　
資料4-1　土地購入・売却金額の推移（購入・売却主体別）




[image: 資料4-1　土地購入・売却金額の推移（購入・売却主体別）]













　
資料4-2　不動産証券化の実績の推移




[image: 資料4-2　不動産証券化の実績の推移]













　
資料4-3　法人及び世帯の土地所有率




[image: 資料4-3　法人及び世帯の土地所有率]













　
資料4-4　公示価格の推移




[image: 資料4-4　公示価格の推移]













　
資料4-5　地域区分別地籍調査の進捗状況




[image: 資料4-5　地域区分別地籍調査の進捗状況]











５　都市




　
資料5-1　都市計画の概況




[image: 資料5-1　都市計画の概況(1)]
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[image: 資料5-1　都市計画の概況(3)]



[image: 資料5-1　都市計画の概況(4)]



[image: 資料5-1　都市計画の概況(5)]













　
資料5-2　業務核都市
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[image: 資料5-2　業務核都市(2)]











６　水管理・国土保全




　
資料6-1　治水施設等の整備状況




[image: 資料6-1　治水施設等の整備状況]













　
資料6-2　国土交通省所管ダム




[image: 資料6-2　国土交通省所管ダム]













　
資料6-3　河川延長等の現況（都道府県別）




[image: 資料6-3　河川延長等の現況（都道府県別）]













　
資料6-4　近年の災害復旧決定工事費の推移




[image: 資料6-4　近年の災害復旧決定工事費の推移]













　
資料6-5　全国の水使用量
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資料6-6　各種用水の渇水発生地区数




[image: 資料6-6　各種用水の渇水発生地区数]













　
資料6-7　世界各国の降水量等




[image: 資料6-7　世界各国の降水量等]













　
資料6-8　渇水による減断水の状況




[image: 資料6-8　渇水による減断水の状況]













　
資料6-9　地域別降水量及び水資源賦存量




[image: 資料6-9　地域別降水量及び水資源賦存量]











７　道路




　
資料7-1　一般道路の整備率




[image: 資料7-1　一般道路の整備率]













　
資料7-2　高規格幹線道路網図




[image: 資料7-2　高規格幹線道路網図]











８　住宅




　
資料8-1　世帯数及び住宅戸数の推移（全国）




[image: 資料8-1　世帯数及び住宅戸数の推移（全国）]













　
資料8-2　住宅水準等の推移（全国）




[image: 資料8-2　住宅水準等の推移（全国）]













　

資料8-3　住生活基本計画（全国計画）における誘導居住面積水準及び最低居住面積水準




[image: 資料8-3　住生活基本計画（全国計画）における誘導居住面積水準及び最低居住面積水準]













　
資料8-4　新設住宅着工戸数の推移




[image: 資料8-4　新設住宅着工戸数の推移]











９　鉄道




　
資料9-1　鉄道旅客輸送の推移




[image: 資料9-1　鉄道旅客輸送の推移]













　
資料9-2　鉄道貨物輸送の推移




[image: 資料9-2　鉄道貨物輸送の推移]













　
資料9-3　新幹線輸送の推移




[image: 資料9-3　新幹線輸送の推移]













　
資料9-4　輸送障害件数の推移




[image: 資料9-4　輸送障害件数の推移]











10　自動車




　
資料10-1　旅客自動車輸送量の実績




[image: 資料10-1　旅客自動車輸送量の実績]













　
資料10-2　貨物自動車輸送量の実績




[image: 資料10-2　貨物自動車輸送量の実績]













　
資料10-3　自動車保有車両数
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11　海事




　
資料11-1　我が国商船隊の動向
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資料11-2　国内旅客輸送実績




[image: 資料11-2　国内旅客輸送実績]













　
資料11-3　旅客船事業の自動車航送台数及び台キロ




[image: 資料11-3　旅客船事業の自動車航送台数及び台キロ]













　
資料11-4　長距離フェリー輸送実績




[image: 資料11-4　長距離フェリー輸送実績]













　
資料11-5　内航貨物輸送量の推移




[image: 資料11-5　内航貨物輸送量の推移]













　
資料11-6　内航船舶の船種・船質別船腹量
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資料11-7　造船の動向
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資料11-8　船員の動向
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12　港湾




　
資料12-1　都道府県別港湾数一覧
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資料12-2　重要港湾位置図
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資料12-3　港湾取扱貨物の現況
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[image: 資料12-3　港湾取扱貨物の現況(3)]



[image: 資料12-3　港湾取扱貨物の現況(4)]













　
資料12-4　港湾運送量の推移
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13　航空




　
資料13-1　世界の定期航空輸送量（国際線・国内線の計）の推移
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資料13-2　我が国航空企業の国際線輸送実績
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資料13-3　我が国出入国航空貨物量及び航空企業の積取比率
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資料13-4　世界の国際航空に占める我が国航空企業のシェア
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資料13-5　国内航空旅客輸送実績
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資料13-6　国内航空貨物輸送実績
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資料13-7　空港の利用状況
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資料13-8　空港分布図
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14　北海道




　
資料14-1　北海道総合開発計画の概要
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15　国土地理




　
資料15-1　全国都道府県別面積の推移（5年間）
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II　国土交通行政に係る主な出来事
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